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○議事日程第１号 

令和３年３月２日午前10時00分開会/開議 

日程第１ 会期の決定 

日程第２ 議案第１号～第12号 

日程第３ 議案第13号～第27号 

─────────────────────── 

○本日の会議に付した事件 

その他会議 会期の決定（決定） 

に付した事 

件（１件） 

 議案第１号 令和３年度網走市一般会計予算（説

明） 

 議案第２号 令和３年度網走市市有財産整備特別

会計予算（同） 

 議案第３号 令和３年度網走市国民健康保険特別

会計予算（同） 

 議案第４号 令和３年度網走市網走港整備特別会

計予算（同） 

 議案第５号 令和３年度網走市能取漁港整備特別

会計予算（同） 

 議案第６号 令和３年度網走市介護保険特別会計

予算（同） 

 議案第７号 令和３年度網走市後期高齢者医療特

別会計予算（同） 

 議案第８号 令和３年度網走市水道事業会計予算

（同） 

 議案第９号 令和３年度網走市簡易水道事業会計

予算（同） 

 議案第10号 令和３年度網走市下水道事業会計予

算（同） 

議案第11号 網走市常勤の特別職に属する職員の

給与に関する条例及び網走市常勤の

特別職に属する職員の給与に関する

条例の特例に関する条例の一部を改

正する条例制定について（同） 

 議案第12号 網走市介護保険条例の一部を改正す

る条例制定について（同） 

 議案第13号 令和２年度網走市一般会計補正予算

（同） 

議案第14号 令和２年度網走市国民健康保険特別

会計補正予算（同） 

議案第15号 令和２年度網走市網走港整備特別会

計補正予算（同） 

議案第16号 令和２年度網走市能取漁港整備特別

会計補正予算（同） 

議案第17号 令和２年度網走市介護保険特別会計

補正予算（同） 

 議案第18号 令和２年度網走市後期高齢者医療特

別会計補正予算（同） 

議案第19号 令和２年度網走市水道事業会計補正

予算（同） 

議案第20号 令和２年度網走市簡易水道事業会計

補正予算（同） 

議案第21号 令和２年度網走市下水道事業会計補

正予算（同） 

議案第22号 網走市後期高齢者医療に関する条例

の一部を改正する条例制定について

（同） 

議案第23号 網走市指定地域密着型サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例等の一部を改正する

条例制定について（同） 

議案第24号 網走市国民健康保険条例の一部を改

正する条例制定について（同） 

議案第25号 網走市麦類乾燥調製貯蔵施設条例の

一部改正について（同） 

議案第26号 北海道公設光ファイバ整備推進協議

会高度無線環境整備事業建設工事請

負契約の締結について（同） 

議案第27号 市道路線の廃止及び認定について

（同） 

請願第23号 学校給食を民間委託しないよう求め

る請願 

請願第24号 学校給食一部集約化に対して再検討

を求める請願 

請願第25号 未来を担う子供たちの心身の健やか

な成長を考慮した学校給食運営を求

める請願 

─────────────────────── 

○出席議員（１５名） 

石 垣 直 樹 

井 戸 達 也 

令和３年第１回定例会 

網 走 市 議 会 会 議 録 第 １ 日 

令和３年３月２日（火曜日） 
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金 兵 智 則 

川原田 英 世 

工 藤 英 治 

栗 田 政 男 

近 藤 憲 治 

澤 谷 淳 子 

立 崎 聡 一 

永 本 浩 子 

平 賀 貴 幸 

古 田 純 也 

松 浦 敏 司 

村 椿 敏 章 

山 田 庫司郎 

─────────────────────── 

○欠席議員（１名） 

小田部   照 

─────────────────────── 

○説明のため出席した者 

 市 長    水 谷 洋 一 

 副 市 長    川 田 昌 弘 

 企画総務部長    岩 永 雅 浩 

 市民環境部長    酒 井 博 明 

 健康福祉部長    桶 屋 盛 樹 

 農林水産部長    川 合 正 人 

 観光商工部長    田 口   徹 

 建設港湾部長    吉 田 憲 弘 

 水 道 部 長    脇 本 美 三 

 庁舎整備推進室長    後 藤 利 博 

 企画調整課長    北 村 幸 彦 

 総務防災課長    田 邊 雄 三 

 財 政 課 長    古 田 孝 仁 

 税 務 課 長    高 橋   勉 

…………………………………………………………… 

 教 育 長    三 島 正 昭 

 学校教育部長    林   幸 一 

 社会教育部長    吉 村   学 

 

○事務局職員 

事 務 局 長    武 田 浩 一 

次 長    伊 倉 直 樹 

総務議事係長    神 谷 浩 一 

総務議事係主査    寺 尾 昌 樹 

      係    早 渕 由 樹 

 

午前10時00開会 

○井戸達也議長 おはようございます。 

 ただいまから、令和３年網走市議会第１回定例会

を開会します。 

 本日の出席議員は15名で、定足数に達しておりま

すので、直ちに本日の会議を開きます。 

 

○井戸達也議長 本日の会議には、次の議員から欠

席の届出がありましたので報告します。 

 欠席、小田部照議員。 

 本日の会議録署名議員として、古田純也議員、松

浦敏司議員の両議員を指名します。 

 

○井戸達也議長 次に、諸般の報告は、既に印刷し

てお手元に配付しておりますから、それによって承

知願います。 

 また、監査委員から、定期監査の結果及び例月出

納検査結果の報告がありましたので、その写しをお

手元に配付しておりますから、それによって承知願

います。 

 また、市長から、統一的な基準による財政書類に

ついての提出がありましたので、お手元に配付して

おりますから、それによって承知願います。 

 このほか、市長から、株式会社網走振興公社、株

式会社網走観光振興公社及び一般財団法人北方文化

振興協会に関する経営状況説明書がそれぞれ法令に

基づき提出がありましたので、お手元に配付してお

りますから、それによって承知願います。 

 

○井戸達也議長 次に、本定例会に当たり提出され

ました請願３件につきましては、文書表にして付託

区分表に記載のとおり、関係常任委員会に付託しま

したから承知願います。 

 日程に従い、直ちに議事に入ります。 

 

○井戸達也議長 日程第１、会期の決定についてを

議題とします。 

 まず、議会運営委員長から、本定例会の会期及び

運営に関する諸般の事項について、発議を求めま

す。 

 近藤憲治議会運営委員長。 

○近藤憲治議員 －登壇－ 本年第１回定例会の運

営に関する諸般の事項を協議するため、去る２月26

日午前10時から議会運営委員会を開催しましたの

で、ここにその結果を御報告申し上げ、併せて会期

の決定に関する動議の提出に代えますとともに、新
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年度予算案の審議方法を含め、今議会運営に関する

諸般の事項につきましても、議員皆様の御了承と御

決定を賜りたいと存じます。 

 まず、議会運営委員会当日におきます本定例会の

付議予定案件は、議案27件、その他会議に付すべき

事件１件、さらに、本議会で関係委員会に付託され

ます請願３件の合わせて31件であります。 

 このような状況と、過去における当初予算を審議

する議会日程等を参考に判断いたしまして、まず会

期でありますが、本日から22日までの21日間とする

ことがよろしいということになった次第でありま

す。 

 また、その間の審議日程につきましては、議会運

営委員会の決定により、既に配付されております印

刷物のとおりであります。 

 次に、新年度予算案の審議方法でありますが、質

問につきましては、市政執行方針及び教育行政執行

方針並びに市政各般に関する事項を含め、各会派１

名による代表質問を行うこととし、その順序は、１

番目志誠会、２番目民主市民ネット、３番目公明ク

ラブ、４番目日本共産党議員団の順とすることに決

定した次第であります。 

 また、代表質問終了後は、予算案及び関連議案審

査のため、特別委員会を設置することとし、その構

成は議長を除く全議員といたします。 

 審査に当たりましては、会計別歳出の款別に順次

行い、それぞれ関連議案を含めて審査することと

し、歳出に対する特定財源となる歳入につきまして

は、歳出の審査時に含めて審査し、一般財源となる

歳入は初日に審査することといたしました。 

 また、特別会計と公営企業会計はまとめることに

いたしまして、それぞれの区分ごとに細部質疑を行

うということになりました。 

 この特別委員会の設置に必要な議事手続につきま

しては、後日、私から動議を提出いたしたいと存じ

ます。 

 また、特別委員会におけるそのほかの審査手続に

ついては、従前から行われております先例、申合せ

事項を尊重して行うこととし、その内容は、印刷し

てお手元に配付の議会運営委員会の審査結果報告書

に記載のとおりであります。 

 特別委員会の質疑終了後における本会議での取扱

いにつきましては、後日、議会運営委員会で協議す

ることになります。 

 以上が、議会運営委員会の結果であります。 

 どうか本会議におきましても、本委員会の決定ど

おり御承認と御決定を賜り、議事を進められますよ

うお願い申し上げまして、議会運営委員会の結果報

告といたします。 

○井戸達也議長 ただいま議会運営委員長から報告

と発議がありましたが、そのとおり決定することに

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議がありませんので、本定例会の会期は、本日

から３月22日までの21日間とし、運営に関する諸般

の事項につきましても発議のとおり決定しました。 

 なお、会期中の審議日程及び本日の議事日程は、

あらかじめ議会運営委員会で決定のありました内容

をもって印刷して配付しておりますから、それによ

って承知願います。 

 

○井戸達也議長 それでは、ここで開会に当たり、

市長から挨拶があります。 

 市長。 

○水谷洋一市長 －登壇－ 令和３年第１回定例会

の開会に当たりまして、一言御挨拶を申し上げま

す。 

 議員の皆様におかれましては、時節柄何かと御多

用の中、御参集を頂き、御審議を賜りますことに厚

く御礼を申し上げます。 

 さて、本定例会に御提案を申し上げております案

件は、令和３年度各会計予算案と令和２年度各会計

補正予算案などであります。 

 議案の細部につきましては、後ほどそれぞれ担当

者から御説明を申し上げますので、よろしく御審議

賜りますようお願いを申し上げます。 

 なお、新年度における市政の執行方針につきまし

ては、改めて申し上げたく存じます。 

 さて、新型コロナウイルス感染症についてであり

ますが、市では感染症指定医療機関である網走厚生

病院と連携を図り、検査体制の充実を目的とした抗

原定量検査機器を導入したところであり、また、こ

の検査機器を活用し、福祉施設等におけるクラスタ

ーの発生防止や感染に伴う市民の不安解消のため、

新型コロナウイルス感染症検査事業の引き続きの実

施や、さらにワクチンの接種につきましては、網走

医師会や医師をはじめとする医療従事者の多大な御

理解と御協力を頂き、今月中旬に医療従事者等への

先行接種を行うとともに、４月には65歳以上の方へ

の優先接種が開始できるよう準備を進めているとこ



- 4 -  

ろであります。 

 市民の皆様には、ワクチン接種を勧奨するととも

に、基本的な感染防止対策であるマスクの着用、手

洗い、手指の消毒、部屋の換気、３密の回避などに

今後とも努めていただくようにお願いをいたしま

す。 

 以上、簡単ではございますが、今定例会の開会に

当たっての御挨拶とさせていただきます。 

 

○井戸達也議長 次に、日程第２、議案第１号から

議案第12号までの12件は、令和３年度新年度予算

と、これに関連する議案でありますから、一括して

議題とします。 

 まず、市政執行方針について、市長の説明を求め

ます。 

 市長。 

○水谷洋一市長 －登壇－ 令和３年網走市議会第

１回定例会において、予算をはじめ関連する議案の

御審議を頂くに当たり、市政執行の所信と施策の概

要を申し上げ、議員各位並びに市民の皆様の御理解

と御協力を賜りたいと存じます。 

 昨年を振り返りますと、世界的な新型コロナウイ

ルス感染拡大という事態に陥り、人々のライフスタ

イルや価値観に大きな変化と影響をもたらしまし

た。 

 ４月７日に内閣総理大臣が緊急事態を発出し、不

要不急の外出自粛や学校の休業要請などが行われた

ほか、東京2020オリンピック・パラリンピック競技

大会をはじめ様々なイベントが中止や延期となり、

日常生活はもとより社会経済も甚大な打撃を受けま

した。 

 こうした中にあって、最前線で日々奮闘されてい

る医療従事者の皆様をはじめ、エッセンシャルワー

クに従事されている皆様、そして感染拡大防止に御

協力を頂いている全ての皆様に、改めて心より感謝

を申し上げます。 

 これまで新型コロナウイルス感染症への対策とし

て、感染予防資材の整備をはじめ、子育て世帯等へ

の生活支援対策、飲食・宿泊業等への地域経済対

策、ＧＩＧＡスクール構想による機器整備や電子図

書館の開設などの新しい生活様式対策に取り組んで

まいりました。 

 第６回目となるオホーツク網走マラソンでは、新

型コロナウイルス感染症の拡大により、やむなく大

会の中止を余儀なくされましたが、国内でも先駆け

となるスマートフォン用ランニングアプリを活用し

たＷＥＢマラソン大会として開催し、全国のランナ

ーから大変好評を頂きました。 

 地域医療につきましては、脳血管疾患に係る急性

期医療体制の整備や開業医開設助成金制度により市

内２地域に診療所を誘致することができ、また、新

型コロナウイルス感染症に係る対策については、ク

ラスターなどの感染拡大を最小限に抑えるため、指

定感染症病院に抗原定量検査機器の整備を支援し、

検査体制の強化を図りました。 

 観光面では、本年２月に待望のピーチ・アビエー

ション成田女満別線が新たに就航となりました。 

 これまでＬＣＣ路線の誘致に向け、空港圏域の自

治体や関係機関の継続的な取組が実を結んだものと

考えております。 

 地域が抱える多様な課題に対し、解決に向けた取

組を推進する「未来を考える戦略センター」が市内

の産学官金の連携により設置され、東京農業大学オ

ホーツクキャンパス内に活動拠点となるイノベーシ

ョン・ベースが開設されました。 

 今後、多様な団体の連携やオール東京農大の知見

を生かした戦略的な取組を具現化する重要な役割を

担うものと大いに期待をしているところでありま

す。 

 郊外地区では、懸案であった光ファイバー網の整

備を令和４年度に全地域で利用ができるよう着手し

ました。ブロードバンド環境の整備により、スマー

ト農業をはじめとする情報通信技術による省力化・

効率化に係る先端技術の導入が加速していくものと

考えております。 

 新庁舎建設については、新庁舎建設基本構想を策

定後、令和２年第３回定例会において、市役所の位

置を定める条例が可決され、現在、基本・実施設計

に着手をしております。 

 「市民に自然にやさしいスマート庁舎」を基本理

念に、ＩＣＴなどを活用した利便性の高い窓口サー

ビスや業務の効率化、防災拠点機能の充実など、市

民の皆様に親しまれる新庁舎として、令和６年度の

供用開始を目指してまいります。 

 引き続き、限られた行政資源を効率的・効果的に

活用し、新型コロナウイルス感染症への状況に応じ

た迅速な対応を講じてまいります。 

 政府は、新型コロナウイルス感染症の影響により

厳しい経済状況にありますが、感染拡大の防止と社

会経済活動の両立を図りつつ、ポストコロナの新し
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い社会の実現を目指し、デジタル改革・グリーン社

会の実現など、中長期的な成長力の強化に取り組む

とともに、「国民の命と暮らしを守る安心と希望の

ための総合経済対策」に基づく第３次補正予算を令

和３年度当初予算と一体として、いわゆる「15か月

予算」の考え方で、感染拡大を抑えながら雇用と事

業を支え、民需主導の経済成長軌道へ戻していくと

しています。 

 一方、財政は国・地方の債務残高がＧＤＰの２倍

を超える見込みであり、引き続き厳しい状況にある

ことから、経済あっての財政との考えの下、「経済

財政運営と改革の基本方針2020」に基づき、経済・

財政一体改革を推進することとし、歳出・歳入の両

面からの改革を推進するとしています。 

 国の令和３年度一般会計予算は、９年連続で過去

最高を更新する106兆6,097億円となりますが、税収

は前年度当初より６兆円減少し、公債金が11兆円増

加することとなり、公債依存度は前年度当初より

9.2ポイント増の40.9％と急激に上昇しています。 

 当市の財政状況といたしましては、令和３年度の

歳入環境は、新型コロナウイルス感染症の影響を受

け、個人市民税や法人市民税を中心に市税の大幅な

落ち込みは避けられない状況にありますが、地方財

政計画では一般財源総額が増額となり、地方交付税

の算定においても地域デジタル社会推進費が創設さ

れることから、懸念していた歳入環境の悪化は一定

程度緩和されると考えています。 

 また、基金についても、ふるさと納税が好調であ

ることから、多額の繰入れを行いつつも、平成31年

度末と同程度の残高を維持できると見込んでおりま

す。 

 一方、歳出環境では高い公債費が続いております

が、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている

市民の皆様に、真に必要な対策を迅速かつ確実に取

り組み、併せて市民生活の根幹を支える医療体制や

公共交通の維持・充実、老朽化する公共施設や道

路・河川などのインフラ施設の更新や長寿命化対策

を、財政規律を保ちながら着実に推進します。 

 令和３年度の当初予算ですが、一般会計は243億

9,687万4,000円で、対前年比プラス13億2,485万

6,000円、5.7％の増となり、６つの特別会計では、

総額99億7,384万7,000円、対前年比プラス2,632万

8,000円、0.3％の増となりました。 

 企業会計ですが、水道、簡易水道、下水道の３つ

の事業会計では、総額49億1,113万6,000円、対前年

比マイナス１億9,269万5,000円、3.8％の減となっ

たところです。 

 令和３年度は、国において編成された令和２年度

第３次補正予算を活用しながら、新型コロナウイル

ス感染症への対応と社会経済活動の両立に向けた視

点を持ち、総合計画を基本として４つの観点からま

ちづくりに取り組んでまいります。 

 また、情報化社会に対応した新庁舎の供用開始に

向け、デジタル・トランスフォーメーションを推進

していくことを基本に、ＩＣＴ技術の積極的な導入

の端緒としてまいります。 

 「新型コロナウイルス感染症への対応」という観

点からは、国の方針に従い、円滑なワクチン接種体

制の整備に取り組むとともに、感染防止対策とし

て、感染予防資材の整備や検査費用の助成、発熱外

来患者の受入体制に係る支援など感染リスクの低減

を図ってまいります。 

 経済対策として、第２弾となるプレミアムつき食

事券の発行により低迷している消費の喚起や、宿泊

クーポンの発行により激減している宿泊需要の回復

を図ってまいります。 

 また、感染防止対策に努めながら、地域の消費喚

起や販売促進に取り組む事業者等の活動支援に努め

てまいります。 

 新しい生活様式として、小中学校の休校時におい

てＧＩＧＡスクール構想で整備をしたタブレット端

末機器を家庭で活用する際、インターネット環境が

整えられていない家庭への通信機器の貸出準備や、

店舗等を営む事業者が行う感染対策の支援、住民票

など証明書のコンビニエンスストア交付サービスの

導入に向けて取り組んでまいります。 

 「ひとを育み、ひとにやさしいまち」という観点

からは、地域医療の確保や救急医療体制を維持する

とともに、高齢化の進展などによりニーズが増加し

ている泌尿器科の病棟の再開を目指し、手術を含め

た治療が可能な医療体制を確保するため、高度医療

危機の整備を図ることと併せ、引き続き開業医の誘

致を図ってまいります。 

 高齢者の生活支援では、移動手段の確保が難しい

高齢者等への買物弱者対策として、民間との協働に

より既存サービスの周知と充実を図ってまいりま

す。 

 介護人材対策については、介護事業者や関係機関

との連携により、人材の確保や離職防止に努めてま

いります。 
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 障がいのある方への支援では、斜網地域１市４町

が連携し、基幹相談支援センターを開設し、地域に

おける相談支援体制の充実を図るとともに、就労先

確保に向けた取組を推進してまいります。 

 安心して出産・子育てができる環境づくりを推進

するため、子育て世代包括支援センターによる妊娠

期から子育て期にわたる切れ目のない総合的な支援

の提供をはじめ、産後ケアの充実を図るほか、新た

に子供の出生時に子育て応援祝金を支給し、子育て

世帯の経済的負担の軽減を図ってまいります。 

 また、幼児教育・保育においては、幼稚園の認定

こども園への移行に対する支援をしてまいります。 

 学校教育においては、引き続き、子供たちの確か

な学力、豊かな人間性、健やかな体の調和の取れた

成長を促す取組を推進するとともに、学校と地域の

連携・協働によるコミュニティ・スクールやＳｏｃ

ｉｅｔｙ5.0の時代に生きる子供たちの未来を見据

え、ＧＩＧＡスクールへの対応を推進し、より一層

の教育環境の充実に努めてまいります。 

 また、学校給食については、子供たちに安全で安

心な学校給食を継続して安定的に提供していくため

の運営体制づくりを進めてまいります。 

 次に、「活力あふれるまち」という観点からは、

農業については、農業基盤整備の推進とともに、経

営規模拡大に向けたスマート農業の推進のほか、重

要病害虫・家畜伝染病対策に取り組んでまいりま

す。 

 また、森林の持つ多面的機能の維持を図るため、

計画的な森林整備と林道施設の適切な管理に努めて

まいります。 

 水産業については、濤沸湖におけるシジミ種苗生

産技術の確立と放流適地調査を実施するほか、漁場

環境の保全に努めてまいります。 

 観光については、経営視点に立った多様な連携に

よる戦略的な観光地域づくりを推進するＤＭＯ候補

法人に対して支援をしてまいります。 

 また、地域資源を活用した自然体験型観光コンテ

ンツの開発や人材育成など、アドベンチャーツーリ

ズム受入体制の整備を行い、コロナ禍により低迷し

ている観光需要の回復に努めてまいります。 

 道の駅流氷街道網走では、農産物直売所の実証事

業に取り組み、新たなにぎわいの創出など魅力向上

を図ってまいります。 

 １年延期となりました東京2020オリンピック・パ

ラリンピック競技大会に関しては、ホストタウンと

して選手の合宿受入れや文化交流に取り組むととも

に、これまで培ってきたキャンプ地として得た評価

を生かして、合宿誘致を進めてまいります。 

 中心市街地の活性化については、網走中央商店街

振興組合や網走商工会議所、まちなか網走などとの

連携を図りながら、整備したゲストハウスの利用促

進や体験メニューの造成など、アフターコロナにお

けるインバウンドの中心市街地への誘客を目指し、

継続的に取り組んでまいります。 

 市場開拓・販路拡大では、引き続きふるさと納税

制度の積極的な活用により、特産品のＰＲに努めて

まいります。 

 雇用労働対策では、建設業など社会インフラを担

う若者技術者の人材育成をはじめ、働きやすい職場

環境づくりを促進し、地域が若者を育てる機運の醸

成に引き続き努めてまいります。 

 また、網走刑務所の公有地等の利活用について

は、共生型地域社会の実現と持続可能な産業振興を

目指し、地域の事業者との連携を図りながら発展的

な取組を推進してまいります。 

 地方創生に資する取組では、ふるさと寄附を頂い

た方々や東京農業大学の卒業生など、継続的に多様

な関わりを持つ関係人口の創出・拡大に努めてまい

ります。 

 また、地域が抱える多様な課題解決を戦略的に推

進する「未来を考える戦略センター」の運営及び機

能強化を図るとともに、広域連携では斜網地域１市

４町による定住自立圏域の拡大に向けて取り組んで

まいります。 

 次に、「安全・安心なまち」という観点から、Ｆ

Ｍあばしりを活用した、Ｊアラート、緊急割り込み

装置の運用管理など、防災情報発信体制を維持する

とともに、防災ガイドブックを全面改訂し、災害へ

の備えと防災対策の推進に努めてまいります。 

 公共交通については、オンデマンドバス「どこバ

ス」の本格運行を見据え、エリアを拡大し実証実験

に取り組んでまいります。 

 また、運転手など公共交通人材の確保を図るた

め、各種免許取得や労働環境改善など働きやすい職

場づくりを支援してまいります。 

 まちづくりについては、市街地における居住及び

都市機能の集約や適切な配置などを示す立地適正化

計画を策定し、コンパクトで利便性と持続性の高い

まちづくりの推進を図ってまいります。 

 インフラの維持管理については、通学路の安全対
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策に加え、道路、橋梁、公園、港湾の老朽化対策や

計画的な整備を進めるとともに、災害に備えた河川

の適切な維持管理に努めてまいります。 

 また、公営住宅については、潮見団地の建て替え

に当たり、子育て世代に配慮した団地整備に向け、

土地の造成や住宅の実施設計などに取り組んでまい

ります。 

 市庁舎の建て替えにつきましては、新庁舎建設基

本構想に基づき、基本・実施設計に取り組んでまい

ります。 

 次に、網走市総合計画に定める将来像「豊かな自

然にひと・もの・まちが輝く健康都市網走」の実現

に向けて、具体的に取り組む主な施策を５つの目標

に沿って、改めて御説明を申し上げます。 

 第１は、「一人ひとりを大切にするやさしいま

ち」づくりです。 

 市民の皆様が生涯を通じて健康で安心して暮らせ

るよう、保健・医療、健康づくりの施策を一体的に

推進してまいります。 

 生活習慣病の予防では、引き続きあばしりベジラ

ブル運動の普及啓発や対象事業に参加した方にポイ

ントを付与する、あばしり健康マイレージ事業など

に加え、ＡＩを活用した効果的な受診勧奨を行うこ

とにより、特定健診の受診率の向上を図ってまいり

ます。 

 子供のインフルエンザの発症と重症化を防ぐため

の予防接種の無料化をはじめ、予防接種による感染

症予防の推進やがん検診をはじめとする各種健康診

査による疾病の早期発見・早期治療を促進し、公衆

衛生の向上及び健康増進を図ってまいります。 

 新型コロナウイルス感染症については、国の方針

に従い円滑にワクチン接種が実施できる体制の整備

に努めるとともに、感染予防資材の整備や検査費用

の助成により感染予防の対策に取り組んでまいりま

す。 

 母子保健では、切れ目のない相談体制の確立とと

もに電子母子手帳による支援、産後ケアの充実を図

るほか、不妊治療費と不育症治療費の助成にも引き

続き取り組んでまいります。 

 地域医療については、大学医局と斜網地域の１市

４町が連携した周産期医療体制の確保のほか、市内

における泌尿器科の病棟の再開を目指した高度医療

機器整備や開業医誘致に取り組むとともに、北海道

に要望している看護師の地域偏在解消への対策は、

看護職員修学資金貸付制度の改正により、一般修学

資金の増額及びオホーツク圏域への就業を促進する

特別修学資金の加算や対象施設の追加が示されたた

め、引き続き人材確保に取り組む医療機関を支援

し、医療体制の維持、充実に努めてまいります。 

 また、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、

発熱外来患者の受入体制に係る支援に取り組んでま

いります。 

 地域福祉については、市民の皆様をはじめ団体、

関係機関との連携を深め、地域の支え合いを念頭

に、安心して生きがいを持って暮らすことのできる

まちづくりに取り組んでまいります。 

 高齢者福祉については、引き続き、地域及び関係

機関と情報や課題の共有、連携強化に努め、医療・

介護・予防・住まい・生活支援等のサービスを切れ

目なく一体的に提供する地域包括ケアシステムのさ

らなる推進を図ってまいります。 

 また、引き続き介護人材の確保に取り組む事業者

を支援するとともに、事業者との情報交換を密にし

ながら、介護職員の離職防止や定着促進を図ってま

いります。 

 さらに、介護要支援者等に対し、買物の送迎や付

添いの支援の充実を図るとともに、高齢者の生活支

援では、移動手段の確保が難しい高齢者等への買物

弱者の対策として、民間との協働により既存サービ

スの周知と充実を図ってまいります。 

 障がい者福祉については、斜網地域１市４町が連

携し、基幹相談支援センターを開設し、地域におけ

る相談支援体制の充実を図るとともに、就労先確保

に取り組み、障がい者が生き生きと安心して暮らせ

るまちづくりの推進を図ってまいります。 

 子育て支援については、妊娠期から子育て期にわ

たる切れ目のない総合的な支援をはじめ、新たに子

供の出生時に子育て応援祝い金を支給し、子育て世

帯の経済的な負担の軽減を図ってまいります。 

 また、幼稚園の認定こども園への移行に対する支

援や病後児保育の実施のほか、引き続き、子供の医

療費助成や子供の活動支援、地域での子供の居場所

づくりなど、子供の成長に応じた支援の充実を図っ

てまいります。 

 独り親家庭については、経済的支援とともに、親

と児童の健康保持及び福祉の増進を図るための医療

費助成や、親の就労支援に引き続き取り組んでまい

ります。 

 第２は、「豊かな自然と共生する安心なまち」づ

くりです。 
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 市街地における居住及び都市機能の集約や適切な

配置などを示す立地適正化計画を策定し、コンパク

トで利便性と持続性の高いまちづくりの推進を図っ

てまいります。 

 市街地の整備については、モヨロ地区の緑地を整

備し、網走川周辺のにぎわいの創出を図ってまいり

ます。 

 道路については、集中豪雨に対する市道の冠水対

策や通学路の安全対策に加え、道路、橋梁、公園の

老朽化対策や計画的な整備を進めるとともに、災害

に備えた河川の適切な維持管理に努めてまいりま

す。 

 冬季対策については、ロードヒーティングの計画

的な改修や維持管理とともに、効率的な除雪体制の

確保を図ってまいります。 

 港湾については、小型ボートの事故防止などを図

るため、港内斜路の適正な管理に努めてまいりま

す。 

 また、施設の詳細点検を実施し、老朽化対策や長

寿命化を図ってまいります。 

 漁港については、静穏域の確保等、機能保全計画

に基づく整備・補修を、管理者である北海道へ要望

してまいります。 

 公共交通については、持続可能な公共交通ネット

ワークの構築に向け、オンデマンドバス「どこバ

ス」の本格運行を見据え、エリア拡大をし実証実験

に取り組んでまいります。 

 また、運転手確保や労働環境の改善に取り組むバ

ス、タクシー事業者を支援してまいります。 

 ＪＲ北海道問題については、地域利用の促進で

は、乗車運賃の助成や市民団体等による自発的な取

組を支援するとともに、市民の皆様をはじめ、団体

や企業などへマイレール運動を提唱してまいりま

す。引き続き、鉄路の維持存続に向け、多様な連携

を図りながら対応に努めてまいります。 

 北海道内７空港民間化に伴う女満別空港の利活用

については、地域や他空港の関係団体、北海道エア

ポート株式会社との連携により、利用促進や路線の

維持、拡大に取り組んでまいります。 

 市民の安全・安心については、ＦＭあばしりを活

用したＪアラート、緊急割り込み装置の運用管理な

ど、防災情報発信体制を維持するとともに、避難行

動要支援者や高齢者などへ緊急告知防災ラジオの普

及に努めてまいります。 

 また、避難所の防災備蓄品の更新整備を進めるほ

か、防災ガイドブックの全面改訂や町内会等を対象

とした防災訓練や防災研修に取り組み、防災意識の

向上を図ってまいります。 

 運転免許証を自主返納した高齢者に対し、公共交

通券を交付し、高齢者の運転による交通事故の抑制

を図ってまいります。 

 耐震化対策が必要な市庁舎以外の公共施設につい

ては、今後の在り方を含め総合的な検討を進めてま

いります。 

 消防については、経年劣化した防火衣を更新し、

消防力の充実、強化を図ってまいります。 

 地球環境の保全については、環境の保全と創造に

関する施策の基本となる、網走市環境基本計画を市

民に周知し、地球温暖化対策の啓発を進めてまいり

ます。 

 自然環境の保護については、引き続き濤沸湖の魅

力及び濤沸湖水鳥湿地センターのＰＲと併せ、ロー

カルルールの改正とガイドの養成を行い、環境保全

と賢明な利用を推進してまいります。 

 廃棄物処理については、最終処分場の延命を図る

ため、紙おむつ等を大空町の焼却施設で減容化する

とともに、引き続き市民の皆様にごみ分別の意義を

お伝えし、御理解と御協力を賜りながら分別手法の

浸透を図ってまいります。 

 公営住宅については、潮見団地の建て替えに当た

り、子育て世帯に配慮した団地整備に向け、土地の

造成や住宅の実施設計に取り組んでまいります。 

 空き家対策については、空き家バンクや住宅の解

体費支援など総合的な対策を推進してまいります。 

 上水道については、安全で安心な水を安定して各

家庭に届けるため、導水管や配水管の布設替えなど

を計画的に行ってまいります。 

 下水道については、河川、湖沼の水環境の保全を

図る施設を整備するとともに、老朽化した下水道施

設の更新を進め、公衆衛生の向上を図ってまいりま

す。 

 墓地については、潮見墓園合葬墓の利用増に伴

い、墓誌の増設に取り組んでまいります。 

 第３は、「人が集いにぎわいと活力を生むまち」

づくりです。 

 農業では、安定した農業経営の確立に向け、引き

続き農業基盤整備を推進するとともに、農業戸数の

減少に伴う経営規模拡大に対応するため、スマート

農業の実現に向けた新技術導入に対する支援に取り

組んでまいります。 
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 また、重要病害虫対策・家畜伝染病対策につい

て、引き続き国及び道と連携して進めてまいりま

す。 

 林業については、森林の持つ木材生産と環境保全

という多面的機能の維持と再生を図るため、計画的

な森林整備や林道施設の適切な維持管理に努めると

ともに、落石防止対策を図ってまいります。 

 また、エゾシカによる農作物被害対策を進めると

ともに、ヒグマ被害を未然に防ぐため、専門家と連

携しながら生息実態を調査し、対策を検討してまい

ります。 

 漁業については、新たな濤沸湖においてのシジミ

種苗生産と種苗放流技術の確立に向けた試験事業に

支援するとともに、引き続き網走湖のシジミ資源の

安定化に向けた調査研究や、ウニの増養殖試験を支

援するほか、海面、内水面における漁場環境保全や

網走湖及び能取湖の水質資源調査を支援し、漁家経

営の安定化を図ってまいります。 

 水産加工振興については、水産物のブランド化の

推進のほか、当市にゆかりのある企業や友好都市な

どに加え、学校給食や東京農大オホーツクキャンパ

ス食堂との連携により、地場水産物の認知度向上を

図るとともに、ふるさと納税制度の活用により消費

拡大を図ってまいります。 

 また、外国人技能実習生の技能検定料を支援し、

人口減少下においても当市における持続的な水産業

等の発展を図ってまいります。 

 観光については、地域ＤＭＯ候補法人の事業拡大

を支援し、戦略的な観光地域づくりを推進するとと

もに、地域資源を活用したアドベンチャーツーリズ

ムの充実を図るほか、道の駅流氷街道網走の魅力向

上を図ってまいります。 

 また、新たに就航されたＬＣＣ成田－女満別線の

利用促進を図るともに、コロナ禍により低迷してい

る観光需要の回復及び観光消費の減少対策として、

宿泊割引クーポンの発行など観光需要の喚起を図っ

てまいります。 

 オホーツク網走マラソン2021では、より魅力的に

進化し続ける大会を目指して、市民の皆様と共に取

り組んでまいります。 

 中心市街地対策については、網走中央商店街振興

組合や網走商工会議所、まちなか網走などと連携を

図りながら、イベントの創出や地域商社機能の強

化、空き店舗の活用などを支援するとともに、アフ

ターコロナにおけるインバウンドの中心市街地への

誘客を目指し、継続的に取り組んでまいります。 

 企業誘致については、引き続き地域の特性に即し

た誘致活動を推進するとともに、網走刑務所や地域

の事業者との連携により、公有地などの資源を活用

した事業を推進し、共生型地域社会の実現と持続可

能な産業振興を目指してまいります。 

 また、中小企業等への新型コロナウイルス感染症

対策に係る支援や消費喚起など、地域経済の回復に

努めてまいります。 

 市場開拓・販路拡大では、ふるさと納税制度の積

極的な活用を図りながら、特産品のＰＲに努めてま

いります。 

 就労対策では女性や高齢者の就労支援に努めると

ともに、社会インフラの維持に欠かせない技能者、

運転手などの人材育成をはじめ、働きやすい職場環

境づくりを促進し、地域が若者を育てる機運の醸成

に努めてまいります。 

 また、企業のＵ・Ｉ・Ｊターンの取組を支援する

ほか、国の制度を活用し、東京圏からの移住者の起

業・就業に対する支援に取り組んでまいります。 

 第４は、「豊かな人を育むまち」づくりです。 

 就学前施設から小学校への円滑な接続と連携のた

めに、幼児と児童との交流や教職員が教育内容や指

導方法の相互の理解を深め、いわゆる小一プロブレ

ムの未然防止を図るため、幼稚園、保育園、認定こ

ども園、小学校の連携を進めてまいります。 

 学校教育については、教育内容の充実、学校運営

の改善、家庭を含めた教育環境の整備に努めること

により、子供たちの確かな学力、豊かな人間性、健

やかな体の調和の取れた成長を促す取組を推進して

まいります。このため、学習支援員を配置し、習熟

度別授業や少人数指導などに取り組むとともに、Ｇ

ＩＧＡスクール構想により整備をした１人１台端末

等のＩＣＴ機器を活用した教育の充実のほか、外国

語指導助手（ＡＬＴ）による英語教育の充実を図る

など、授業の円滑な進行と質の向上に努めてまいり

ます。 

 さらに、児童の学力、体力の向上を図るため、東

京農業大学の学生ボランティアによる学習サポート

及び日本体育大学の指導者による子供への指導や教

員研修に引き続き取り組んでまいります。 

 また、学校給食については、子供たちに安全で安

心な学校給食を継続して安定的に提供していくため

の運営体制づくりを進めてまいります。 

 特別支援教育では、特別な支援を必要とする子供
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たちの学校生活や学習活動をサポートする支援員を

配置してまいります。 

 さらに、学校と地域が連携・協働により、地域と

ともにある学校づくりに取り組むコミュニティ・ス

クールを推進するとともに、校務の情報化と効率化

や部活動指導員の配置により、教育の質の向上と教

員の負担軽減を図り、全ての教員が子供たち一人一

人と向き合う時間を確保することができるよう取り

組んでまいります。 

 高等教育については、網走南ヶ丘高校定時制課程

の振興のための助成のほか、下校時の通学手段の確

保を支援するとともに、東京農業大学や学校支援地

域本部との連携による教育ボランティアの拡大に努

めてまいります。 

 東京農業大学については、学生確保対策として地

元や友好都市等から入学する学生への学資支援金の

給付を引き続き実施してまいります。 

 日本体育大学附属高等支援学校については、経済

的負担を軽減するため、入学費用の一部を支援する

とともに、施設整備や教育活動に対して必要な支援

を引き続き実施してまいります。 

 社会教育については、市民の主体的な学習が豊か

で潤いのある地域づくりへと進展していく契機とな

るような学びの場の充実を図り、網走の魅力を再認

識し新たな発想や創造につながる学習機会を提供し

てまいります。 

 また、子供たちの豊かな心や感性、たくましく生

きる力を育み、夢を持って生きることのすばらしさ

を学ぶ、子ども夢育事業を引き続き実施するととも

に、青少年の学習環境の整備を図るほか、高等教育

機関等と連携した多様な学習機会を提供してまいり

ます。 

 図書館については、各種資料の収集や整備・保存

に努めるほか、電子図書館の書籍充実を図り、多く

の市民が読書に親しめる環境づくりに取り組んでま

いります。 

 博物館では、郷土の歴史について学び体験する場

として、企画展示や教育普及活動に取り組んでまい

ります。 

 芸術文化については、多くの市民が優れた芸術文

化に触れ、豊かな人間性を育むことができる芸術文

化活動の充実を図るため、様々な分野の鑑賞機会を

提供してまいります。 

 さらに、ふるさとアーティストフェスティバルの

開催や、芸術系大学、団体等の合宿誘致により、芸

術文化の活動拠点づくりを図ってまいります。 

 また美術館では、優れた美術作品の鑑賞機会を提

供する企画展や教育普及活動のほか、将来が期待さ

れる若手美術家の作品を、公共施設等に展示する事

業に取り組んでまいります。 

 モヨロ貝塚については、古代モヨロ文化を学び体

験する講座の開催などにより、史跡を広くＰＲし、

町のシンボリックイメージとしてのモヨロ文化の定

着を図ってまいります。 

 国の登録有形文化財に登録された郷土博物館につ

いては、建物の保全に努めるとともに国の重要文化

財指定を目指し、引き続き必要な取り組みを進めて

まいります。 

 スポーツについては、競技スポーツの振興はもと

より、誰もが生涯にわたってスポーツに親しみ、健

康づくりを進めることができる環境づくりに取り組

んでまいります。 

 また、トップアスリートなどが夢先生として授業

を行う夢の教室を引き続き市内の全小学校で開催

し、児童の健全育成に取り組むとともに、全道大

会、全国大会に出場するスポーツ少年団へ遠征費用

を支援し、子育て世帯の負担軽減を図ってまいりま

す。 

 障がい者スポーツについては、障がいのある人が

スポーツに親しみ、身体を動かす喜びを体感するこ

とによって健康増進や体力向上を図ることのできる

環境づくりを進めるとともに、市内関係団体や日本

体育大学附属高等支援学校と連携し、障がい者スポ

ーツ選手や指導者の育成を図ってまいります。 

 スポーツ合宿については、関係機関や団体との連

携を図りながら誘致活動に努めてまいります。 

 また、１年延期となりました東京2020オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会に関しては、ホストタ

ウンとして市民との交流事業などを進めるほか、こ

れまで培ってきたキャンプ地として得た評価を生か

しながら、他の国や競技についても合宿誘致に努め

てまいります。 

 国際交流については、姉妹都市であるポートアル

バーニ市や大韓民国蔚山広域市南区とは、新型コロ

ナウイルス感染症の状況を踏まえ、今後の友好交流

について対応してまいります。 

 地域間交流では、網走の食材を扱う市外事業者や

ふるさと寄附を頂いた方々を中心に網走応援人・応

援隊を募るとともに、東京農業大学の卒業生などへ

のアプローチによる関係人口の創出・拡大を図ると
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ともに、網走の食材と農大の学びを生かしたオープ

ンカレッジを首都圏で開催し、消費者と生産者をつ

なぐ交流機会を拡大することで、知見の環流やビジ

ネスマッチングの創出を推進してまいります。 

 また、網走で働くことを希望する若者を大都市圏

から募る地域おこし協力隊に引き続き取り組み、移

住・定住の促進に努めます。 

 第５は、「ともに歩み、ともに築く協働のまち」

づくりです。 

 地域協働については、まちづくりの主体である市

民や地域活動の核である町内会、様々な分野で活動

している市民活動団体などの多様な組織・団体とと

もに取り組んでまいります。特に、住民による助け

合い、支え合う共助と地域力の向上を図る町内会活

動への理解と市民活動の活性化を支援してまいりま

す。 

 広報・広聴分野では、広報紙の充実に努めるとと

もに、ＦＭあばしりなど様々な情報伝達手段を活用

して、正確で的確な市政情報の提供に努めてまいり

ます。 

 また、まちづくりふれあい懇談会、みんなの市長

室、市長への手紙などを引き続き実施し、市民とと

もに築くまちづくりを進めてまいります。 

 行政運営の取組については、網走市まち・ひと・

しごと創生総合戦略の進捗状況や達成度を検証・分

析するとともに、効率的、効果的施策を推進してま

いります。 

 また、網走市公共施設等総合管理計画に基づく適

正な公共施設等の適正配置に加え、新たに第５次網

走市行政改革推進計画を策定し、効率的で効果的な

事務事業の推進を図り、健全な財政運営に取り組ん

でまいります。 

 広域連携については、連携協定を締結している大

学、企業などのほか、ＪＲ北海道問題や観光・空港

の振興、地方創生に関する連携などによる取組に加

え、地域が抱える多様な課題解決を戦略的に推進す

る、未来を考える戦略センターの機能強化を図って

まいります。 

 また、大空町と形成している定住自立圏では、共

生ビジョンに基づき公共施設の利用料フラット化及

び土曜日における小中学生の社会教育施設の利用料

の無料化など、圏域形成に必要な生活機能の確保を

図る取組を進めるとともに、斜網地域１市４町によ

る定住自立圏域の拡大に向けて取り組んでまいりま

す。 

 世界中に拡大した新型コロナウイルス感染症が市

民生活に与えた影響は、マスクの供給不足から始ま

り、学校の休校や全国に広がる自粛生活、そして経

済の冷え込みなど、誰もが経験のしたことのない状

況となりました。 

 新型コロナウイルスという収束の見えない中で、

不安が募り、日常生活への制約が長引くことでの影

響も懸念され、こうした状況下にあって、人々のい

ら立ちからの何げない一言が他の人を傷つけるかも

しれないという想像力が必要なときかもしれませ

ん。 

 お互いに声をかけ合い、励まし合う思いやりの心

が誰かを勇気づけることにつながるかもしれませ

ん。 

 一日も早い日常が戻ってくるよう、感染拡大防止

に努め、支え合いの心を広げていくために、改めて

一人一人ができることを考えてみる今、次の時代を

見つめ、網走の持つ様々な魅力を生かしたまちづく

りを市民の皆様と目指してまいりたいと存じます。 

 議員各位並びに市民の皆様の御理解と御協力をお

願いを申し上げます。 

○井戸達也議長 次に、教育行政執行方針につい

て、教育長の説明を求めます。 

 教育長。 

○三島正昭教育長 －登壇－ 令和３年第１回定例

会の開催に当たり、教育行政の基本的な考え方と施

策の大要について申し上げます。 

 今日、ソサエティ5.0時代が到来しつつあり、社

会の在り方がこれまでとは大きく変わる状況が生じ

てきています。また、新型コロナウイルス感染症の

世界的な感染拡大により、社会の変化が加速度を増

し、より複雑で予測困難となっています。 

 このように急激に変化する時代の中で、当市が将

来にわたって発展していくためには、様々な社会的

変化を乗り越え、持続可能な社会の創り手となる人

材を育成する教育の役割が重要となっているところ

であります。 

 教育を取り巻く環境、情勢も大きく変化してきて

おり、学校教育においては、学校の新しい生活様式

に基づき持続的に児童生徒の学びを保障していく中

で、新しい時代に必要となる資質・能力の育成に向

けた教育の充実、地域とともにある学校づくりの実

現などが求められております。 

 社会教育においては、社会の変化に柔軟に対応す

る中で、様々な課題解決・自己実現のための生涯学
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習の推進、学習機会の提供などが求められておりま

す。 

 教育委員会としましては、社会がどのように変化

しようとも、子供たちがふるさとへの誇りと愛着を

持ち、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問題を

解決する資質や能力、他人を思いやる心や感動する

心など豊かな人間性、そして、たくましく生きてい

くための健康や体力をバランスよく育んでいくこと

に努めるとともに、市民誰もが主体的に学び続け、

学びの成果が生かされる生涯学習社会の実現を目指

し、教育行政の充実・発展に尽力してまいります。 

 また、様々な教育課題に対応するため、第２次網

走市学校教育計画、第４次網走市社会教育長期計画

などをはじめとする各種プランに基づき、学校、家

庭、地域や大学など関係機関との連携を一層強化し

て、各種施策を推進してまいります。 

 この後は、教育施策の概要について申し上げま

す。 

 第１に、幼児教育と小学校教育の連携についてで

あります。 

 学校教育においては、幼児期の教育を通して育ま

れた資質能力を踏まえて教育活動を実施し、子供が

主体的に学びに向かうことが重要であり、そのため

には幼児教育と学校教育の連携が不可欠でありま

す。このため、子供が円滑に小学校生活を始められ

るよう幼児と小学校児童との交流を充実させるとと

もに、教職員間で教育内容や指導方法についての情

報交流や相互理解が深められるよう、幼稚園、保育

園、認定こども園、小学校の連携を進めてまいりま

す。 

 第２に、義務教育についてであります。 

 令和３年度から新学習指導要領が中学校で全面実

施となることを踏まえ、自ら学び、自ら考え、豊か

で幸せな人生を切り開いていくことができる生きる

力を育むために、知識及び技能の習得、思考力、判

断力、表現力の育成、学びに向かう力、人間性の涵

養が実現されるよう、一人一人に応じたきめ細かな

指導の充実を図ってまいります。 

 多様な人々と協働しながら新たな価値を創造して

いくための力を身につけた子供たちを育むため、そ

れぞれの役割と責任を果たすとともに、引き続き高

等学校や大学との連携を図りながら様々な施策を推

進してまいります。 

 現在の先行きが見えないコロナ禍において、子供

たちの学びを保障するため、可能な限り感染リスク

を低減させて学校運営を継続するとともに、児童生

徒が感染症を正しく理解し、リスクを避ける行動を

取ることができるよう、引き続き感染症対策に関す

る指導を行ってまいります。 

 また、感染症等による臨時休校を想定し、インタ

ーネット環境が整っていない児童生徒へモバイルル

ーターを貸し出す準備を整えてまいります。 

 次に、「確かな学力」の育成についてであります

が、当市の児童生徒は全国学力・学習状況調査にお

ける全国平均との差が年々縮まるなど、改善の傾向

が見られておりますが、学習内容の確実な定着には

学校が一体となって質の高い教育活動を推進すると

ともに、生活習慣や学習習慣の指導も含め、きめ細

かな指導を充実させていく必要があります。 

 そのため、学力の課題やこれまでの取組の成果を

教育委員会、学校、家庭、地域が共有するととも

に、網走市読書感想文コンクールや土曜学習サポー

ト、あばしり寺子屋などの取組を推進してまいりま

す。 

 また、ＧＩＧＡスクール構想により整備した１人

１台端末や指導者用デジタル教科書等のＩＣＴ機器

を活用した教育の充実を図り、学びの質を高めるこ

とを目指してまいります。 

 教員の専門的知識や指導技術の向上を図るため、

引き続き市内全校での公開研究会の開催や指導方法

の工夫改善の取組を進めるとともに、学校間の情報

共有や小中連携による教育活動を推進します。 

 一人一人の資質・能力を伸ばすためのきめ細かな

指導の充実につきましては、教員の指導力向上を図

る研修を実施するとともに、学習支援員の配置によ

る算数・数学科での習熟度別指導や少人数指導、外

国語指導助手（ＡＬＴ）の配置による英語教育の充

実に取り組んでまいります。 

 土曜日や長期休業中、放課後における学習機会の

創出、支援につきましては、東京農業大学や市内高

等学校と連携し、学生ボランティアを活用した取組

を推進してまいります。 

 家庭、地域と連携した学力向上の方策として、生

活リズムチェックシートの積極的な活用を図るな

ど、基本的な生活習慣の確立や家庭での学習習慣の

定着に向けた取組を推進してまいります。 

 「豊かな人間性」を育む教育につきましては、自

他の持っているよさを大切にし、思いやりの心を育

んでいけるよう、道徳教育の充実を図ってまいりま

す。そのために、読書活動の推進や自然体験、ボラ
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ンティア活動など、あらゆる教育活動を通して自立

心や自律性、思いやりの心を培い、子供たちの豊か

な人間性や社会性を育む教育を推進してまいりま

す。 

 「健やかな体」の育成につきましては、自ら心身

の健康を大切にする気持ちや運動の楽しさ、喜びを

実感できる体育活動を通して、心身ともに健康で元

気に生活できる健やかな体を持った子供の育成を目

指してまいります。 

 楽しく達成感が味わえる体育授業をはじめ、全小

中学校が行う一校一実践の取組、タグラグビーの推

進、オホーツク網走マラソンへの参加促進などに努

めるほか、日本体育大学との連携の下、大学指導者

による子供への指導や教員研修を通して、体力向上

を図る取組を推進してまいります。 

 次に、生徒指導につきましては、ＳＮＳの利用上

のトラブルやいじめ、不登校など、様々な課題に適

切に対応できるよう、学校における情報モラルに関

する指導や相談体制を充実させるとともに、関係機

関との連携を図りながら、これらの未然防止、早期

発見、早期対応に努めてまいります。 

 特にいじめの問題は、事実関係の早期把握に基づ

く適切な対応による解決が必要となることから、網

走市いじめ防止基本方針や学校いじめ防止基本方針

に基づき、学校における教職員間の情報の共有や指

導体制の充実を図ってまいります。 

 また、各学校の児童会・生徒会等が行ういじめ防

止に関する活動を交流したり、子供たちがいじめの

問題について主体的に考えたりする機会として開催

する網走市子ども会議などの取組を継続してまいり

ます。 

 相談窓口を広く持ち、その機会を増やすことによ

り問題の芽を早期に解消し、きめ細やかな指導につ

なげるため、スクールカウンセラーを複数名配置す

るとともに、家庭児童・教育相談室の活用促進、さ

らには適応指導教室クリオネ学級での不登校児童生

徒への学習支援の取組を進めてまいります。 

 特別支援教育につきましては、特別な支援を必要

とする子供への対応を充実させ、一人一人の教育的

ニーズに応じた適切な指導や支援が重要でありま

す。 

 特別支援学級や通常学級に支援員を配置するほ

か、学校職員間での情報の共有、教職員や支援員を

対象にした研修会の開催などを行い、特別支援教育

の充実に努めてまいります。 

 経済的理由によって就学が困難な児童生徒の就学

援助につきましては、全ての児童生徒が義務教育を

円滑に受けることができるよう努めてまいります。 

 登下校時の児童生徒の安全確保につきましては、

網走市通学路交通安全等プログラムに基づき、交通

安全、防犯、防災の観点から、通学路危険箇所の安

全確保に向けた取組を進めるとともに、各地域にお

いての見守り活動を側面的に支援し、スクールガー

ド・リーダーを継続して配置するほか、パトロール

活動用の資材の整備、関係行政機関等で組織する子

供の安全確保連絡会議との連携などにより、子供た

ちを不審者等から守る取組を継続して行ってまいり

ます。 

 学校図書館につきましては、引き続き、図書館の

よりよい環境づくりや蔵書の充実を図るとともに、

学校図書館司書の配置により、本に親しむ習慣を子

供たちに根づかせるための方策を推進しながら、読

書環境の一層の充実に努めてまいります。 

 学校施設の整備につきましては、計画的な整備に

取り組み、老朽化等に伴う学校施設の効果的かつ効

率的な整備を進めるとともに、児童の安全確保及び

学校施設の環境改善の取組を推進してまいります。 

 次に、学校給食につきましては、給食用備品の整

備や設備の改善を進めるとともに、子供たちに安全

で安心な学校給食を継続して安定的に提供していく

ための運営体制づくりを進めてまいります。また、

給食食材の産地公表を引き続き実施するとともに、

地産地消の取組及び子供たちが食に関する正しい知

識と望ましい食習慣を身につけることができるよう

食育について推進してまいります。 

 このほか、地域とともにある学校づくりを目指

し、地域の住民、企業、教育機関等が持つ人的資源

や技能などを生かした学習環境づくりを進めるとと

もに、学校と家庭、地域が一体となった学校運営が

できる仕組みとして、コミュニティ・スクールの推

進に努めます。 

 そのことにより、学校と地域住民等が９年間でど

のような子供たちを育てるのか、地域でどのような

教育を実現していくのかという目標やビジョンを共

有しながら、地域と一体となった特色ある学校づく

りを推進します。 

 教職員の働き方改革については、校務支援システ

ムを活用した勤務時間の把握や校務の情報化・効率

化を進めるとともに、ＧＩＧＡスクールサポーター

の配置や部活動指導員の配置の仕組みを整えること
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などにより、全ての教員が子供たち一人一人と向き

合う時間の確保に努めてまいります。 

 第３は、高等学校、高等教育についてでありま

す。 

 小中学生が高等学校、大学と交流する機会を充実

することで、将来を見通した学習への興味・関心や

学ぶ意欲の向上を図ってまいります。 

 また、網走南ヶ丘高校定時制課程振興のための助

成や定時制生徒の下校時の公共交通手段確保に係る

支援を引き続き行ってまいります。 

 東京農業大学生物産業学部や学校支援地域本部事

業との連携による、市内小中学校での農大生や一般

市民の教育ボランティアの拡充にも努めてまいりま

す。 

 また、奨学資金貸付制度についても、従来同様の

運用を図ってまいります。 

 第４に、生涯学習についてであります。 

 市民の自主的で主体的な学びや市民相互の学習活

動は、豊かな人間性を育み、地域力を高める大きな

力となるものであります。そのため、各世代の学習

ニーズに対応した学習機会の充実や学習情報の提供

など、市民の豊かな学びを育む環境づくりに努めて

まいります。 

 図書館につきましては、市民の生涯学習の支援や

様々な生活課題の解決のため、幅広い図書資料の収

集・整備の充実を図ってまいります。 

 また、子供の読書活動を推進するため、学校など

と連携した事業を引き続き実施するほか、図書館内

外での読み聞かせ会の開催や読書ノートの整備、絵

本パック事業などを実施してまいります。 

 高齢者や障がいのある方々の読書活動の推進につ

きましては、ボランティア団体等との協働による読

書機会の充実に努めてまいります。 

 また、市民の読書活動を推進するため、電子図書

館の充実を図ってまいります。 

 第５に、社会教育についてであります。 

 社会構造が変化し、人々の生活様式や価値感が多

様化する中、恵まれた自然環境や産業特性、まちの

魅力を学びにより再認識し、広く伝え、活動するこ

とができる人づくりが重要であることから、網走の

特色ある地域資源や歴史・文化について学ぶ網走学

講座をはじめ生活や地域の課題解決に向けた各種講

座を開設するとともに、高等教育機関等と連携した

多様な学習機会の提供に努めてまいります。 

 また、地域全体で学校教育を支援する学校支援地

域本部事業や放課後子ども教室推進事業のほか、市

民や関係団体と連携し、子供たちに質の高い学習機

会を提供していくとともに、夢を持って生きること

の大切さを伝える場を創出してまいります。 

 また、寿大学では高齢者が健康で生き生きと暮ら

すための学習機会を提供するほか、高齢者の学習意

欲や活動意欲の向上に努めてまいります。 

 第６に、家庭教育についてであります。 

 子供たちが、健やかに成長していくために家庭と

地域が共に学び、地域全体で子供を育てていくため

の環境づくりを目指し、学校や地域、関係団体等と

連携を図りながら、子供たちの発達段階に対応した

事業を実施してまいります。 

 第７に、芸術文化についてであります。 

 心の充実は豊かな人とまちを育むものであり、市

民文化の高揚は地域社会に豊かさと潤いをもたらし

ます。そのため、市民の誰もが優れた芸術に触れる

ことができるよう、様々な分野の芸術鑑賞事業を実

施するほか、網走ゆかりのアーティストによるふる

さとアーティストフェスティバルを開催いたしま

す。 

 また、芸術文化合宿では、引き続き網走の地域性

を生かした誘致活動に取り組み、まちのにぎわいと

芸術文化の拠点づくりに努めてまいります。 

 美術館につきましては、優れた美術作品を鑑賞す

る機会を提供するため、常設展や収蔵作品展を開催

するほか、企画展では現代アートや郷土にゆかりの

ある作家展など特徴ある作品展を開催いたします。 

 さらに、小中学生のための美術展や市内各学校へ

の出張美術館を実施するほか、各種美術講座や作品

解説会の開催など、美術教育の普及に努めてまいり

ます。 

 また、将来の活躍が期待される若手美術家を応援

するため、市内にその作品を展示する事業につい

て、引き続き取り組んでまいります。 

 博物館につきましては、国の登録有形文化財に登

録された建物の保存に努めるとともに、郷土を語る

ことのできる博物館として、展示や資料をはじめそ

の機能の充実に一層努めてまいります。また、歴史

と自然を学ぶための企画展などを開催するほか、博

物館友の会と連携した各種講座や見学会、観察会な

どを開催し、子供たちや市民の学習機会の充実と教

育普及活動を推進してまいります。 

 第８に、文化財についてであります。 

 国の史跡モヨロ貝塚について学ぶことのできる講
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演会や体験学習会等の講座を開講し、モヨロ貝塚の

理解とＰＲに努めるとともに郷土博物館建物の重要

文化財指定を目指し、設計者田上義也氏の業績を語

り伝える集いを開催してまいります。 

 第９に、スポーツについてであります。 

 スポーツは青少年の健全育成、健康の維持増進、

コミュニティーづくりなどの役割を果たすものであ

り、年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、誰も

が生涯にわたってスポーツに親しみ、健康づくりに

取り組むことができる環境づくりが重要でありま

す。このため、競技スポーツの振興とともにそれぞ

れの体力や年齢、目的に応じた各種スポーツ教室を

開催するなど、スポーツへの参加機会の提供に努

め、スポーツを通じた健康づくりやコミュニティー

づくりを進めてまいります。 

 また、障がい者スポーツの振興を図るため、市内

関係団体や日本体育大学附属高等支援学校と連携

し、障がい者スポーツ教室の開催や指導者育成の支

援を行うほか、スポーツを通じた仲間づくりや交流

のできる環境づくりに努めてまいります。 

 次に、スポーツ合宿事業の推進につきましては、

関係機関や団体との連携を図りながら、ラグビーや

陸上長距離をはじめ、国際大会への出場選手や障が

い者スポーツなど、幅広い合宿誘致に取り組み、地

域の活性化とともにスポーツに対する市民意識の高

揚を目指してまいります。 

 また、東京2020オリンピック・パラリンピック競

技大会に向けては、韓国のホストタウンとして市民

との交流事業などを進めるほか、他の国や競技につ

いても合宿誘致に努めてまいります。 

 さらに、陸上中長距離の国内トップ選手が出場す

るホクレン・ディスタンスチャレンジ網走大会をは

じめ、市内で開催される全道規模の大会など各種ス

ポーツ大会の開催を支援するほか、競技スポーツの

振興を図るため、スポーツ団体や関係機関と連携

し、競技力の向上や指導者育成、スポーツ活動の支

援など環境づくりに努めてまいります。 

 最後に、国際化対応についてであります。 

 幼児や小学生などが外国語に親しみ、外国の文

化・風習などについて学ぶ環境づくりとして、国際

理解のための体験型学習や英会話指導員による語学

指導を引き続き実施するとともに、網走と関係の深

い外国の生活や文化などを学び、知ることができる

機会の創出に努めてまいります。 

 以上、令和３年度における教育行政推進に当たっ

ての教育施策の概要について申し上げました。 

 教育委員会といたしましては、社会がどのように

変化しようとも、子供たちが自らの夢や希望に向か

って自立して社会でたくましく生きていくために必

要な総合的な人間力の基礎を身につけることができ

るよう、学校・家庭・地域が共通の認識の下、関係

機関、関係団体等との連携を図りながら、本市教育

のより一層の充実発展に全力で取り組んでまいりま

すとともに、生涯を通して豊かに学ぶことのできる

生涯学習社会の構築に努めてまいります。 

 市民の皆様並びに議員各位の一層の御理解と御協

力を心からお願い申し上げます。 

○井戸達也議長 ここで暫時休憩します。 

午前11時17分休憩 

午前11時27分再開 

○井戸達也議長 休憩前に引き続き、再開します。 

 令和３年度予算案の説明を求めます。 

 企画総務部長。 

○岩永雅浩企画総務部長 －登壇－ ただいま御上

程いただきました、議案第１号から第７号までの令

和３年度各会計予算につきまして、御説明を申し上

げます。 

 網走市各会計予算書を御覧願います。 

 最初に、１ページ、議案第１号の一般会計予算で

ございます。 

 第１条は、歳入歳出予算の総額に関する定めでご

ざいます。 

 予算の総額は243億9,687万4,000円で、歳入歳出

予算の款項の区分及び金額は２ページから６ページ

までの第１表のとおりでございます。 

 第２条は、債務負担行為の設定でございます。 

 内容は、７ページの第２表に記載のとおり、期

間、限度額を設定するものでございます。 

 第３条は、地方債に関する定めでございます。 

 内容は、８ページの第３表に記載のとおり、起債

の限度額等について定めるものでございます。 

 第４条は、一時借入金の限度額を定めるものでご

ざいまして、最高額を70億円とするものでございま

す。 

 第５条は、歳出予算の流用について定めるもので

ございます。 

 職員給与費及び会計年度任用職員報酬につきまし

て、同一款内における項間の流用について可能とす

るものでございます。 

 次に、９ページ、議案第２号市有財産整備特別会
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計では、予算総額8,497万1,000円でございます。ま

た、一時借入金の限度額を5,000万円とするもので

ございます。 

 次に、11ページ、議案第３号国民健康保険特別会

計では、予算総額43億4,400万9,000円でございま

す。また、一時借入金の限度額を６億円とするもの

でございます。 

 次に、15ページ、議案第４号網走港整備特別会計

では、予算総額10億7,582万9,000円でございます。

また、一時借入金の限度額を10億7,500万円とする

ものでございます。 

 次に、17ページ、議案第５号能取漁港整備特別会

計では、予算総額２億2,095万1,000円でございま

す。また、一時借入金の限度額を２億2,000万円と

するものでございます。 

 次に、19ページ、議案第６号介護保険特別会計で

は、予算総額36億4,197万円でございます。また、

一時借入金の限度額を７億円とするものでございま

す。 

 各会計予算の最後、23ページ、議案第７号後期高

齢者医療特別会計では、予算総額６億611万7,000円

でございます。また、一時借入金の限度額を２億円

とするものでございます。 

 以上、一般会計及び特別会計予算について御説明

を申し上げましたが、その内容につきましては、財

政課長及び税務課長から御説明を申し上げます。 

○井戸達也議長 財政課長。 

○古田孝仁財政課長 －登壇－ それでは、予算の

内容につきまして御説明申し上げます。 

 お手元にお配りしております資料１号、予算資料

の２ページをお開き願います。 

 一般会計の歳入歳出を科目別に表したものでござ

いますが、特徴的な予算の増減につきまして御説明

いたします。 

 初めに、歳入、１市税ですが、前年度比較はマイ

ナス４億9,584万2,000円、10.4％の減となってお

り、これは新型コロナウイルス感染症の影響による

個人及び法人市民税の落ち込みと固定資産税の３年

に一度の評価替えに伴う減によるものでございま

す。 

 ７地方消費税交付金ですが、前年度比較はマイナ

ス5,329万4,000円、5.3％の減となっており、これ

は新型コロナウイルス感染症の影響による消費の落

ち込みによるものでございます。 

 11地方特例交付金ですが、前年度比較はプラス１

億5,577万円、813.4％の増となっており、これは新

型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交

付金が新たに追加されたことによるものでございま

す。 

 次に、12地方交付税ですが、前年度比較はプラス

3,100万円、0.5％の増となっております。 

 これは基準財政収入額となる市税や国からの各種

交付金等が減収することで、新たに地域デジタル社

会推進費が創設されるためでございます。 

 また、地方交付税の振替分である臨時財政対策債

を合わせた実質的な金額はプラス３億500万円、

4.4％の増となっております。 

 １から13までの一般財源の計では、市税の大幅な

減により、前年度比較はマイナス３億9,012万5,000

円、3.1％の減となっております。 

 また、先ほどの臨時財政対策債を考慮した実質的

な金額はマイナス１億1,612万5,000円、0.9％の減

となっております。 

 次に、16国庫支出金ですが、前年度比較はプラス

２億2,349万8,000円、8.7％の増となっており、こ

れは認定こども園の整備事業や子育て施設の施設型

給付費の増によるものでございます。 

 19寄附金ですが、前年度比較はプラス５億円、

38.5％の増となっており、これはふるさと寄附金の

増によるものでございます。 

 20繰入金ですが、前年度比較はプラス１億3,864

万3,000円、13.6％の増となっており、これは新庁

舎の建設や設計事業、高度医療機器整備に対する補

助金、デマンドバスの運行実証実験などに対し、ふ

るさとのまちづくり基金を活用することによる増で

ございます。 

 23市債ですが、前年度比較はプラス９億8,920万

円、52.4％の増となっており、これは臨時財政対策

債のほか、高度医療機器の整備や認定こども園の整

備に対する補助、水道事業会計への出資、学校給食

施設の整備に係る市債の増によるものでございま

す。 

 次に、３ページの歳出でございます。 

 初めに、２総務費ですが、前年度比較はプラス４

億8,946万円、22.7％の増となっており、これはふ

るさと寄附の基金積立金、新庁舎の建設や設計事

業、職員の退職金の増によるものでございます。 

 ３民生費ですが、前年度比較はプラス１億8,182

万3,000円、2.7％の増となっており、これは認定こ

ども園の整備による補助金や子育て施設の施設型給
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付費の増によるものでございます。 

 ４衛生費ですが、前年度比較はプラス３億5,111

万9,000円、23.8％の増となっており、これは高度

医療機器整備事業補助金や水道事業会計出資金の増

によるものでございます。 

 ７商工費ですが、前年度比較はプラス２億5,576

万5,000円、13.1％の増となっており、これはふる

さと寄附の返礼に係る経費やデマンドバス運行実証

実験事業の増によるものでございます。 

 ８土木費ですが、前年度比較はマイナス２億

7,907万8,000円、8.8％の減となっており、これは

市営住宅解体事業、非常用電源整備事業、住宅リフ

ォーム資金の貸付の減によるもののほか、道路の整

備事業を前倒しして行うこととし、令和２年度補正

予算に計上したためでございます。 

 10教育費ですが、前年度比較はプラス２億4,862

万5,000円、13.0％の増となっており、これは学校

給食施設整備事業とオホーツク文化交流センターや

総合体育館の改修事業の増によるものでございま

す。 

 次に、４ページ、性質別使途内訳表を御覧くださ

い。 

 初めに、１人件費ですが、前年度比較はプラス１

億1,663万2,000円、3.8％の増となっており、これ

は退職者の増加に伴う職員手当の増によるものでご

ざいます。 

 ２物件費ですが、前年度比較はプラス３億1,301

万5,000円、9.6％の増となっており、これはふるさ

と寄附の返礼に係る経費の増によるものでございま

す。 

 ６普通建設事業費ですが、前年度比較はプラス４

億7,984万1,000円、21.5％の増となっており、これ

は補助事業で認定こども園の整備に対する補助、単

独事業で高度医療機器の整備に対する補助の増によ

るものでございます。 

 ８積立金ですが、前年度比較はプラス２億2,363

万1,000円、29.9％の増となっており、これはふる

さと寄附金の基金積立ての増でございます。 

 ９投資及び出資金ですが、前年度比較はプラス１

億1,201万6,000円、４万5,535.0％の増となってお

り、これは水道事業会計出資金の増でございます。 

 表の一番下の欄に、１の人件費から５の補助費等

までに７の公債費を加えた経常的な経費の合計を記

載しております。前年度との比較ではプラス４億

8,630万4,000円、2.7％の増となっております。 

 ５ページ以降につきましては、主要事業調書でご

ざいます。施策の体系ごとに整理をしておりますの

で、後ほど御覧いただきたいと思います。 

 以上で、予算の内容の説明を終わらせていただき

ます。 

 よろしく御審議賜りますようお願い申し上げま

す。 

○井戸達也議長 税務課長。 

○高橋勉税務課長 －登壇－ 引き続き、市税の概

要につきまして御説明申し上げます。 

 同じく資料１号、予算資料の28ページ、第１表、

令和３年度歳入予算額調を御覧ください。 

 この表は、令和３年度市税歳入予算額を税目別に

記載し、令和２年度との比較増減について表したも

のです。 

 表中、最下段の合計欄を御覧ください。 

 新型コロナウイルス感染症などの影響により、令

和３年度市税の予算計上額総額は42億7,136万円

で、令和２年度当初予算額との比較では４億9,584

万2,000円、現計予算額との比較では２億5,952万

4,000円と、それぞれ大幅な減額を見込んでおりま

す。 

 次に、29ページの第２表、平成31年・令和２年・

令和３年度市税調定（収入）額調を御覧ください。 

 この表は、平成31年度の調定額と収入決算額、令

和２年度の調定見込額と収入見込額、令和３年度の

調定見込額を税目ごとに比較したものでございま

す。 

 表の最下段の合計欄を御覧ください。 

 令和３年度の調定見込額は45億7,497万4,000円で

ございます。平成31年度との対比では90.9％、令和

２年度との対比では93.3％でございます。 

 各税目別の現年度・過年度課税に係る対前年の調

定見込額と比較いたしますと、個人市民税が対前年

比90.5％、法人市民税が91.1％、交付金、納付金を

除く固定資産税が89.9％、軽自動車税の環境性能割

が 96.9％、種別割が 101.9％、市たばこ税が

99.5％、入湯税が144.0％、都市計画税が90.6％と

なりまして、全体では、下から３行目にございます

が、91.4％となるものでございます。 

 次に、30ページの第３表、市民税課税額調を御覧

ください。 

 この表は、個人市民税の現年度分の課税標準額と

税額の見込みを所得区分ごとに前年度と比較したも

のでございます。 
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 表の最下段の合計欄を御覧ください。 

 令和３年度の調定税額は17億4,711万円で、前年

度の調定税額と比較しますと90.5％となっておりま

す。これは、漁業所得において秋サケの記録的不漁

であった前年からは持ち直しているものの、十分な

回復には至っていないこと、新型コロナウイルスの

影響によりホテル、観光関連業における給与所得や

飲食・サービス業において大幅な所得減を見込んで

いることが主な要因でございます。 

 次に、31ページ、上段の第４表、固定資産税課税

額調を御覧ください。 

 この表は、固定資産税の課税標準額と調定税額の

見込みを資産の区分別に前年度と比較したものでご

ざいます。 

 令和３年度は基準評価替え年度に当たり、土地に

つきましては、市街地を中心とした地下下落の影響

により、調定税額で776万1,000円の減額、課税標準

額の対前年比は96.8％を見込んでおります。 

 家屋につきましては、令和２年中の新増築件数は

前年と比較して増加したものの、大規模非木造の滅

失などにより減額を見込んでおります。加えて、新

型コロナウイルス感染症緊急経済対策による中小事

業者が所有する事業用家屋、償却資産の軽減措置に

より大幅な減額を見込んでおり、調定税額で１億

4,650万7,000円の減額、課税標準額の対前年比は

86.1％の見込みとなっております。 

 償却資産につきましては、調定税額で2,039万

1,000円の減額、課税標準額の対前年比は94％の見

込みとなっております。 

 令和３年度の固定資産税の合計は、調定税額で15

億6,153万9,000円となりまして、令和２年度の最終

調定見込税額と比較しますと、１億7,465万9,000円

の減額、課税標準額の対前年比は90.1％の見込みと

なっております。 

 次に、同ページの下段の第５表、市税負担額調を

御覧ください。 

 この表は、滞納繰越及び交付金、納付金を除きま

して、市民税、固定資産税、その他の税に区分し、

１世帯当たりと市民１人当たりの市税負担額につい

て年度ごとに表したものでございますので、御一読

いただきたいと存じます。 

 以上、市税の概要につきまして御説明申し上げま

したが、よろしく御審議賜りますようお願い申し上

げます。 

○井戸達也議長 水道部長。 

○脇本美三水道部長 －登壇－ ただいま御上程い

ただきました議案第８号から議案第10号令和３年度

網走市公営企業の各会計予算につきまして御説明を

申し上げます。 

 お手元にお配りしております令和３年度網走市公

営企業会計予算書を御覧願います。 

 初めに、予算書の３ページ、議案第８号水道事業

会計予算でございます。 

 令和３年度の予算規模でございますが、収益的収

入と資本的支出との合計額19億7,008万8,000円とな

っており、前年度との比較では1.1％の減となって

おります。 

 以下、条文に従いまして御説明申し上げます。 

 第１条は、総則でございます。 

 第２条は、業務の予定量を定めるものでございま

す。 

 第３条は、営業活動に伴う収益的収入及び支出の

予定額を定めており、事業収益の総額を10億1,671

万円、事業費用の総額を８億7,963万6,000円とする

ものでございます。 

 第４条は、水道施設の整備など建設改良等に伴う

収入及び支出の予定額を定めており、資本的収入の

総額で５億1,700万円、資本的支出の総額で９億

5,337万8,000円を予定しております。資本的収入が

資本的支出に対して不足する額につきましては、当

年度分消費税資本的収支調整額のほか、括弧内に記

載の資金をもちまして補塡しようとするものでござ

います。 

 次に、４ページを御覧願います。 

 第５条から第10条までは、企業債、一時借入金、

予定支出の各項の経費の金額の流用、議会の議決を

経なければ流用することのできない経費、利益剰余

金の処分、重要な資産の取得及び処分に関して、そ

れぞれ記載のとおり定めようとするものでございま

す。 

 なお、５ページから31ページに説明書として関係

資料を添付してございますので、併せて御覧いただ

きたいと存じます。 

 次に、予算書の35ページ、議案第９号簡易水道事

業会計予算でございます。 

 令和３年度の予算規模でございますが、収益的収

入と資本的支出との合計額２億5,354万2,000円とな

っており、前年度との比較では15.7％の増となって

おります。 

 以下、条文に従いまして御説明申し上げます。 
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 第１条は、総則でございます。 

 第２条は、業務の予定量を定めるものでございま

す。 

 第３条は、営業活動に伴う収益的収入及び支出の

予定額を定めており、事業収益の総額を１億4,186

万6,000円、事業費用の総額を9,664万7,000円とす

るものでございます。 

 第４条は、簡易水道施設の整備など建設改良等に

伴う収入及び支出の予定額を定めており、資本的収

入の総額で4,300万円、資本的支出の総額で１億

1,167万6,000円を予定しております。資本的収入額

が資本的支出額に対して不足する額につきまして

は、当年度分損益勘定保留資金のほか括弧内の記載

の資金をもちまして補塡しようとするものでござい

ます。 

 次に、36ページを御覧願います。 

 第５条から第８条までは、一時借入金、予定支出

の各項の経費の金額の流用、議会の議決を経なけれ

ば流用することのできない経費、他会計からの補助

金に関して、それぞれ記載のとおり定めようとする

ものでございます。 

 なお、37ページから59ページに説明書として関係

資料を添付してございますので、併せて御覧いただ

きたいと存じます。 

 次に、予算書の63ページ、議案第10号下水道事業

会計予算でございます。 

 令和３年度の予算規模でございますが、収益的収

入と資本的支出との合計額26億8,750万6,000円とな

っており、前年度との比較では7.1％の減となって

おります。 

 以下、条文に従いまして御説明申し上げます。 

 第１条は、総則でございます。 

 第２条は、業務の予定量を定めるものでございま

す。 

 第３条は、営業活動に伴う収益的収入及び支出の

予定額を定めており、事業収益の総額を17億6,340

万円、事業費用の総額を17億3,612万7,000円とする

ものでございます。 

 第４条は、下水道施設の整備など建設改良等に伴

う収入及び支出の予定額を定めており、資本的収入

の総額で３億2,067万2,000円、資本的支出の総額で

９億2,410万6,000円を予定しております。 

 資本的収入が資本的支出額に対して不足する額に

つきましては、当年度分消費税資本的収支調整額の

ほか、括弧内に記載の資金をもちまして補塡しよう

とするものでございます。 

 次に、64ページから65ページを御覧願います。 

 第５条から第10条までは、債務負担行為、企業

債、一時借入金、支出予定の各項の経費の金額の流

用、議会の議決を経なければ流用することのできな

い経費、他会計からの補助金に関して、それぞれ記

載のとおり定めようとするものでございます。 

 なお、67ページから95ページに説明書として関係

資料を添付してございますので、併せて御覧いただ

きたいと存じます。 

 以上、議案第８号から議案第10号、令和３年度水

道事業会計、簡易水道事業会計、下水道事業会計の

予算につきまして提案理由の御説明を申し上げまし

たが、よろしく御審議賜りますようお願い申し上げ

ます。 

○井戸達也議長 次に、令和３年度予算関連議案の

説明を求めます。 

 企画総務部長。 

○岩永雅浩企画総務部長 －登壇－ ただいま御上

程いただきました、議案第11号網走市常勤の特別職

に属する職員の給与に関する条例及び網走市常勤の

特別職に属する職員の給与に関する条例の特例に関

する条例の一部を改正する条例制定につきまして御

説明を申し上げます。 

 議案資料１の１ページ、資料２号を御覧願いま

す。 

 改正の趣旨でございますが、新型コロナウイルス

感染症による地域経済の状況を鑑み、特別職に属す

る職員の給与を令和３年度中も引き続き減額するた

め、所要の改正を行うものでございます。 

 改正する条例は、記載の２つの条例でございま

す。 

 改正の内容でございますが、令和３年４月１日か

ら令和４年３月31日までの間の常勤の特別職に支給

される期末手当に係る役職加算の割合を10％から

５％に削減するとともに、給与月額を減額するもの

で、減額率などにつきましては資料に記載のとおり

でございます。 

 施行期日につきましては、令和３年４月１日から

施行しようとするものでございます。 

 以上、議案第11号について提案理由の御説明を申

し上げましたが、よろしく御審議賜りますようお願

いを申し上げます。 

○井戸達也議長 健康福祉部長。 

○桶屋盛樹健康福祉部長 －登壇－ ただいま御上
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程を頂きました、議案第12号網走市介護保険条例の

一部を改正する条例制定につきまして、御説明を申

し上げます。 

 議案資料１の３ページ、資料３号を御覧願いま

す。 

 趣旨でありますが、令和３年度から令和５年度を

計画期間とする第８期網走市高齢者保健福祉計画・

網走市介護保険事業計画に基づく介護保険料額等を

変更するため、当該条例の所要の改正を行うもので

あります。 

 内容でありますが、１点目といたしまして、第１

号被保険者保険料の適用期間、算定基準所得金額及

び保険料額を変更する改正。２点目といたしまし

て、地方税法の改正により、延滞金の割合の特例に

おきまして、「特例基準割合」を「延滞金特例基準

割合」とする文言改正等を行うものであります。 

 施行期日等でありますが、令和３年４月１日から

施行しようとするものであります。 

 経過措置でありますが、改正後の規定は令和３年

度以降の年度分の保険料から適用し、令和２年度以

前の年度分の保険料につきましては、なお従前の例

によるものとする保険料に係る経過措置、また改正

後の規定は令和３年１月１日以後の期間に対応する

延滞金に適用し、同日前の期間に対応する延滞金に

つきましては、なお従前の例によるものとする延滞

金の割合の特例に係る経過措置を定めるものであり

ます。 

 以上、議案第12号につきまして御説明を申し上げ

ましたが、よろしく御審議賜りますようお願い申し

上げます。 

○井戸達也議長 以上で、新年度予算案及びこれに

関する議案の提案理由の説明を終わります。 

 なお、ただいま提出されました新年度予算案及び

これに関連する議案の審議につきましては、議会運

営委員会の決定に基づきまして、後日、市政執行方

針及び教育行政執行方針並びに市政各般の事項と併

せて、各会派１名による代表質問を行い、代表質問

終了後は、予算等審査のため特別委員会を設置し、

細部審査を行うこととなります。 

 ここで暫時、昼食のため休憩いたします。 

 再開は午後１時といたします。 

午前11時59分休憩 

午後１時00分再開 

○井戸達也議長 休憩前に引き続き、再開します。 

 ここで、健康福祉部長より発言を求められており

ますので、これを許可します。 

 健康福祉部長。 

○桶屋盛樹健康福祉部長 先ほど御説明いたしまし

た議案第12号網走市介護保険条例の一部を改正する

条例制定の議案資料につきまして、一部誤りがあり

ましたので訂正させていただきます。 

 議案資料１の３ページ、資料３号を御覧願いま

す。 

 ２の内容（２）２行目の「特定基準割合」との記

載がありますが、正しくは「特例基準割合」となり

ますので、訂正をさせていただきおわびを申し上げ

ます。 

 

○井戸達也議長 次に、日程第３、議案第13号から

議案第27号までの15件を一括して議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 企画総務部長。 

○岩永雅浩企画総務部長 －登壇－ ただいま御上

程いただきました議案第13号から議案第18号までの

令和２年度網走市各会計補正予算並びに議案第26号

北海道公設光ファイバ整備推進協議会高度無線環境

整備事業建設工事請負契約の締結について御説明を

申し上げます。 

 議案資料１の10ページ、資料４号を御覧願いま

す。 

 １、歳入歳出予算の補正でございますが、一般会

計では16億342万1,000円を追加、介護保険特別会計

では9,912万8,000円を減額、後期高齢者医療特別会

計では1,199万8,000円を追加しようとするものでご

ざいます。 

 款項の区分及び金額につきましては、各会計議案

第１表に記載のとおりでございます。 

 ２、繰越明許費の補正でございますが、年度内に

事業執行が困難な事業につきまして、翌年度に繰り

越して使用できる予算額を新たに定めるものとし

て、その繰越額を一般会計で庁用オンライン会議環

境整備事業外計18件、18億8,616万8,000円とするも

のでございます。 

 次に変更するものは11ページ上段、一般の新型コ

ロナウイルスワクチン接種事業で１億3,642万9,000

円を追加し、１億7,726万6,000円とするものでござ

います。 

 追加及び変更の内容は、一般会計議案の第２表の

とおりでございます。 

 ３、債務負担行為の補正でございますが、債務負
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担の限度額を新たに設定するものでございまして、

一般会計では庁舎及び公共施設等の管理委託等契約

で12億5,469万1,000円、ふるさと納税に係る業務委

託で契約による金額、市営住宅修繕管理業務委託契

約で1,186万5,000円、国民健康保険特別会計では国

保市町村事務処理標準システム保守委託契約外計２

件で167万7,000円、網走港整備特別会計では上屋消

防施設点検委託契約外計３件で47万円、能取漁港整

備特別会計では能取汚水処理施設維持管理業務委託

契約で683万1,000円、介護保険特別会計では事務機

器リース契約外計２件で818万円とするものでござ

います。 

 追加の内容は、一般会計議案の第３表、介護保険

特別会計は議案の第２表、それ以外の特別会計は議

案の第１表のとおりでございます。 

 ４、地方債の補正でございますが、一般会計で減

収補塡債、特別減収対策債、流用特例債の限度額追

加及び農業債、道路橋梁事業債、港湾事業債、公営

住宅事業債の限度額変更といたしまして７億8,750

万円を追加しようとするものでございます。 

 追加の内容は、一般会計議案の第４表のとおりで

ございます。 

 次に補正予算の内容でございますが、別冊でお配

りをしております事項別明細書13ページを御覧願い

ます。 

 なお、歳出補正額の財源内訳欄には特定財源とな

ります歳入の内訳を記載しておりますので、説明は

歳出のみとさせていただくことで御了承いただきた

いと存じます。 

 また、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金を活用する事業につきましては、新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業と、

国の補正予算を活用して実施する事業につきまして

は、国の補正予算と、国民の命と暮らしを守る安心

と希望のための総合経済対策を活用する事業につき

ましては、国の総合経済対策と説明欄にその旨を記

載し、併せて事業の内容を記載をしております。 

 初めに、総務費の一般管理費では、土砂災害ハザ

ードマップ作成事業及び郊外地区光回線整備事業

で、道補助金の追加交付に伴い財源補正でございま

す。 

 その下、庁用オンライン会議環境整備事業では、

オンライン環境の整備に係る経費として932万5,000

円の追加でございます。 

 同じく企画振興費、地域おこし協力隊活用事業で

は、隊員の採用人数が計画を下回ったことにより

300万円の減額でございます。 

 同じく財政調整基金費、財政調整基金積立金で

は、事業の取りやめにより生じた一般財源の余剰を

積み立てるもので、１億3,687万5,000円の追加でご

ざいます。 

 その下、保健福祉基金積立金では、寄附金を基金

へ積み立てるもので20万円の追加でございます。 

 その下、産業振興基金積立金では、寄附金を基金

へ積み立てるもので247万円の追加でございます。 

 その下、産業振興基金積立金では、オホーツク流

氷館の使用料の減に伴う積立金の減として1,640万

6,000円の減額でございます。 

 以降、寄附金を基金へ積み立てるもので、都市緑

化基金積立金では29万8,000円の追加、教育振興基

金積立金では295万円の追加、ふるさと寄附基金積

立金では３億5,400万円の追加でございます。 

 同じく、賦課徴収費、過年度還付金及び加算金で

は、市税及び固定資産税の還付に係る経費として

300万円の追加でございます。 

 次に15ページを御覧願います。 

 民生費の障がい者福祉費、居宅介護等給付事業で

は、利用人数及び日数が見込みを下回ったこと、及

び補助率の増に伴い130万円の減額及び財源補正で

ございます。 

 その下、利用人数が見込みを下回ったことによ

り、施設入所支援給付事業では440万円の減額、身

体障がい者更生医療給付事業では370万円の減額で

ございます。 

 その下、就労継続支援給付事業では、利用人数及

び日数が見込みを下回ったことにより1,100万円の

減額でございます。 

 その下、利用人数及び日数が見込みを下回ったこ

と、及び補助率の増に伴い障がい者移動支援事業で

は180万円の減額及び財源補正、障がい者日中一時

支援事業では100万円の減額及び財源補正でござい

ます。 

 同じく高齢者福祉費、介護保険特別会計繰出金で

は、介護特会の給付費の減等に伴う繰出金の減とし

て1,162万8,000円の減額でございます。 

 その下、後期高齢者医療療養給付費負担金では、

前年度の給付費確定に伴う負担金の減として6,812

万6,000円の減額でございます。 

 同じく児童福祉費、未熟児養育医療給付事業で

は、給付申請数の増に伴う経費として220万円の追
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加でございます。 

 同じく保育所費、施設型給付費負担金返還金で

は、国庫負担金の算定誤りによる返還金として

2,349万8,000円の追加でございます。 

 次に、17ページを御覧願います。 

 衛生費の健康管理費では、ツインデミック予防対

策事業で国保特会による負担に伴う財源補正でござ

います。 

 その下、事業の取りやめに伴い、高齢者インフル

エンザ予防接種助成事業では1,557万円の減額、こ

どもインフルエンザ予防接種事業では1,960万2,000

円の減額でございます。 

 その下、新型コロナウイルスワクチン接種事業で

は、国の総合経済対策として行う新型コロナウイル

スワクチン接種に係る経費として１億3,642万9,000

円の追加でございます。 

 農林水産業費の農業振興費では、農業用機械の導

入に係る補助金として、産地生産基盤パワーアップ

事業補助金では9,863万7,000円の追加、農業経営基

盤確立事業補助金では492万6,000円の追加でござい

ます。 

 同じく農業農村整備費、網走中部北地区担い手支

援畑総事業分担金では、道の事業費の減額に伴い

1,063万4,000円の減額でございます。 

 その下、網走藻琴地区担い手支援畑総事業分担金

では、道の事業費の増額に伴う経費として913万

9,000円の追加でございます。 

 その下、網走西部川向地区担い手支援畑総事業分

担金では、道の事業費の減額及び道が新たに国の補

正予算を活用することとしたことに伴い607万9,000

円の減額及び財源補正でございます。 

 その下、網走平和地区担い手支援畑総事業分担金

では、道の事業費の増額に伴う経費として3,027万

3,000円の追加でございます。 

 その下、網走南部東第２地区担い手支援畑総事業

分担金では、道の事業費の減額に伴い649万9,000円

の減額でございます。 

 その下、網走南部西第２地区担い手支援畑総事業

分担金では、道の事業費の減額及び農家が負担する

工事の増に伴い181万1,000円の減額及び財源補正で

ございます。 

 次に、19ページを御覧願います。 

 同じく水産業総務費、外国人技能実習生等出入国

支援事業では、臨時交付金を活用し実習生等の受入

れで増額となる感染症対応費用への助成に係る経費

として420万円の追加でございます。 

 商工費の商工振興費では、事業の取りやめにより

網走オホーツク夏まつり補助金では212万円の減

額、花火大会魅力アップ事業補助金では200万円の

減額でございます。 

 その下、おいしいまち網走ＰＲ事業では、ふるさ

と寄附金の返礼品に係る経費として３億4,600万円

の追加でございます。 

 その下、事業の取りやめにより、網走七福神まつ

り補助金では204万5,000円の減額、オホーツク屋台

村補助金では18万円の減額でございます。 

 その下、店舗等感染症対策支援補助金では、臨時

交付金を活用し店舗等が行う感染症対策に対する補

助金として1,000万円の追加でございます。 

 同じく公共交通対策費、路線バス維持支援事業で

は、臨時交付金を活用し郊外バス路線等の維持支援

に係る経費として2,400万円の追加でございます。 

 同じ観光振興費では、事業の全部または一部取り

やめにより網走オホーツク流氷まつり補助金では

790万円の減額、さんご草まつり補助金では54万円

の減額でございます。 

 次に、21ページを御覧願います。 

 同じく国内観光キャンペーン事業では25万6,000

円の減額、オホーツク網走マラソン開催負担金では

930万円の減額、友好都市マラソン交流ＰＲ事業で

は60万4,000円の減額、オホーツクシー・トゥ・サ

ミット開催事業では135万円の減額でございます。 

 その下、宿泊事業回復促進事業では、臨時交付金

を活用し長期滞在者に対する宿泊助成に係る経費と

して2,030万円の追加、鉄道・都市間バス利用型観

光客誘致促進事業では、臨時交付金を活用し鉄道等

の利用促進及び観光客の誘客促進に係る経費として

200万円の追加でございます。 

 その下、観光施設費では、天都山展望台・オホー

ツク流氷館管理運営事業でオホーツク流氷館の使用

料の減に伴う財源補正でございます。 

 土木費の道路橋梁費、道路照明ＬＥＤ化事業で

は、工事内容の変更に伴い2,100万円の減額でござ

います。 

その下、ロードヒーティング整備事業では、ロー

ドヒーティングの整備に係る経費として１億300万

円の追加でございます。 

 次に、23ページを御覧願います。 

 同じく道路橋梁新設改良費、道路ストック修繕事

業では、国の補正予算を活用し道路整備に係る経費
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として700万円の追加、冠水対策事業では道路整備

に係る経費として3,000万円の追加、道路のり面改

修事業では道路のり面の改修に係る経費として１億

9,700万円の追加でございます。 

 その下、橋梁長寿命化修繕事業では、国の予算を

活用し橋梁の点検及び修繕に係る経費として4,200

万円の追加でございます。 

 同じく港湾管理費、広域連携海外クルーズプロモ

ーション事業では、事業の取りやめに伴い80万円の

減額でございます。 

 同じく港湾管理費、国直轄港湾整備事業負担金で

は、国の補正予算による事業費の増額に伴い5,250

万円の追加、第２埠頭荷捌き地整備事業では、国の

補正予算を活用し荷捌き地の整備に係る経費として

1,200万円の追加でございます。 

 同じく建築総務費、住環境改善補助金では、補助

申請者の増に伴う補助金として300万円の追加でご

ざいます。 

 同じく住宅管理費では、市営住宅維持修繕事業で

国庫補助金の交付金に伴う財源補正でございます。 

 同じく住宅建設費、市営住宅建設事業では、市営

住宅の建設用地の造成に係る経費として１億7,777

万8,000円の追加でございます。 

 次に、25ページを御覧願います。 

 教育費の小学校教育振興費、小学校教育活動継続

支援事業では、国の補正予算及び臨時交付金を活用

し校内の感染症対策に係る経費として800万円の追

加でございます。 

 同じく中学校教育振興費、中学校教育活動継続支

援事業では、国の補正予算及び臨時交付基金を活用

し校内の感染症対策等に係る経費として520万円の

追加でございます。 

 同じく社会教育振興費では、事業の全部または一

部取りやめにより、網走まなび塾フェスティバル事

業では32万円の減額、網走ファミリー劇場補助金で

は60万円の減額、オホーツク・文化交流センター芸

術文化事業では525万7,000円の減額、子どもフェス

ティバル事業では39万3,000円の減額、子ども夢育

事業では116万7,000円の減額、ふるさとアーティス

ト公演事業では358万円の減額でございます。 

 次に、27ページを御覧願います。 

 同じくスポーツ振興費、スポーツ合宿誘致事業で

は、事業の一部取りやめに伴い500万円の減額、ス

ポーツ合宿事業補助金では、合宿受入れ件数の減少

に伴い250万円の減額、全道・全国大会等開催運営

補助金では、大会等の中止に伴い111万8,000円の減

額。 

 以降、事業の全部または一部の取りやめにより、

夢の教室開催事業では143万円の減額、市民駅伝開

催補助金では150万円の減額、東京オリパラホスト

タウン構想推進事業では100万円の減額でございま

す。 

 公債費の元金では、都市計画税の減収に伴う財源

補正でございます。 

 以上が、一般会計歳出補正の内容でございます

が、今回の補正に係る一般財源所要額として、市税

で特定財源となる入湯税と都市計画税を除く２億

1,999万円を減額、利子割交付金で270万円を減額、

地方揮発油譲与税で６万円を減額、法人事業税交付

金で930万円を減額、地方消費税交付金で3,481万

8,000円を減額、地方交付税で1,752万7,000円を追

加、減収補填債で3,030万円を追加、特別減収対策

債で２億円を追加、猶予特例債で6,440万円を追加

するものでございます。 

 １枚めくっていただき、28ページを御覧願いま

す。 

 この表は債務負担行為の支出額に関する調書でご

ざいまして、翌年度以降の支出額を本表のとおりと

するものでございます。 

 29ページを御覧願います。 

 この表は地方債の現在高見込額に関する調書でご

ざいます。 

 次に、32ページを御覧願います。 

 国民健康保険特別会計でございますが、この表は

債務負担行為の支出額に関する調書でございまし

て、翌年度以降の支出額を本表のとおりとするもの

でございます。 

 次に、34ページを御覧願います。 

 網走港整備特別会計でございますが、この表は債

務負担行為の支出額に関する調書でございまして、

翌年度以降の支出額を本表のとおりとするものでご

ざいます。 

 次に、36ページを御覧願います。 

 能取漁港整備特別会計でございますが、この表は

債務負担行為の支出額に関する調書でございまし

て、翌年度以降の支出額を本表のとおりとするもの

でございます。 

 次に、41ページを御覧願います。 

 介護保険特別会計でございますが、保険給付費で

は、給付費の減に伴い居宅介護サービス給付費で
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1,000万円の減額、地域密着型サービス給付費で

3,300万円の減額、介護施設サービス給付費で6,000

万円の減額でございます。 

 １枚めくっていただき、43ページを御覧願いま

す。 

 同じく高額介護サービス費では、該当件数及び給

付額の増に伴い300万円の追加でございます。 

 諸支出金、償還金では過年度に受領した国庫支出

金の精算に伴い87万2,000円の追加でございます。 

 １枚めくっていただき、44ページを御覧願いま

す。 

 この表は債務負担行為の支出額に関する調書でご

ざいまして、翌年度以降の支出額を本表のとおりと

するものでございます。 

 次に、49ページを御覧願います。 

 後期高齢者医療特別会計でございますが、後期高

齢者医療広域連合納付金の後期高齢者医療広域連合

保険料等納付金では、各交付金の精算及び保険料の

増額見込みに伴う負担金の増に伴い1,199万8,000円

の追加でございます。 

 以上が、令和２年度網走市各会計補正予算の内容

でございます。 

 次に、議案第26号北海道公設光ファイバ整備推進

協議会高度無線環境整備事業建設工事請負契約の締

結について御説明を申し上げます。 

 議案資料２の118ページ、資料13号を御覧願いま

す。 

 １の契約の内容でございますが、道内において網

走市と同様に公設民営方式で整備を行う12の自治体

で組織をする北海道公設光ファイバ整備推進協議会

と工事を請け負う東日本電信電話株式会社との間で

契約を締結するものでございます。 

 契約予定金額は12の自治体全体で76億4,148万円

になりますが、網走市負担分は記載の８億6,570万

円でございます。 

 完了予定日は令和３年３月31日とし、２の工事概

要につきましては記載のとおりでございますが、本

契約が議会の議決に付すべき契約に関する条例に定

める額に相当いたしますことから、本議会の議決を

得ようとするものでございます。 

 以上、議案第13号から議案第18号並びに議案第26

号につきまして、一括して提案の理由を御説明を申

し上げましたが、よろしく御審議賜りますようお願

いを申し上げます。 

○井戸達也議長 水道部長。 

○脇本美三水道部長 －登壇－ ただいま御上程い

ただきました議案第19号から議案第21号までの網走

市公営企業各会計の補正予算について、提案理由の

御説明を申し上げます。 

 初めに、議案第19号令和２年度網走市水道事業会

計補正予算について御説明申し上げます。 

 議案資料の２、99ページ、資料５号を御覧願いま

す。 

 補正の内容につきましては、令和３年４月１日か

ら履行開始が予定される支出項目について、本年度

中に契約が必要となることから、債務負担行為の設

定を行おうとするものでございます。 

 債務負担行為をすることができる事項、期間及び

限度額につきましては、電算処理システム賃貸借保

守契約外４件、総額1,828万3,000円とするものでご

ざいます。 

 次に、議案第20号令和２年度網走市簡易水道事業

会計補正予算について御説明申し上げます。 

 議案資料の２、100ページ、資料６号を御覧願い

ます。 

 補正の内容につきましては、令和３年４月１日か

ら履行開始が予定されている支出項目について、本

年度中に契約が必要となることから、債務負担行為

の設定を行おうとするものでございます。 

 債務負担行為をすることができる事項、期間及び

限度額につきましては、水道賠償責任保険加入契約

の１件、総額５万4,000円とするものでございま

す。 

 次に、議案第21号令和２年度網走市下水道事業会

計補正予算について御説明申し上げます。 

 議案資料の２、101ページ、資料７号を御覧願い

ます。 

 補正の内容でございますが、令和２年度当初に予

定していた建設改良費について社会資本整備総合交

付金の配分の減により、事業費で１億1,012万円減

額となったこととあわせまして、このたびの国の補

正により新たに事業費で１億9,600円の追加となっ

たことから、減額分と増額分の差額8,588万円を追

加補正しようとするものでございます。 

 事業費の増減の内訳につきましては、次のペー

ジ、資料の102ページに記載のとおりでございま

す。 

 国の補正により増額となりました１億9,600万円

につきましては、本年度中に事業の完了が見込めな

いことから、その全額を翌年度に繰り越すものでご
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ざいます。 

 なお、地方公営企業会計には繰越明許制度がな

く、明許繰越制度がなく、予算に定めた建設改良費

のうち年度内に支払い義務が生じなかったものを建

設改良費繰越と呼び、翌年度に繰り越して使用する

ことができることとなっておりまして、予算上繰越

明許費の設定はございません。 

 また、この補正によって生じる補塡財源の変更に

つきましては、議案資料の（３）に記載のとおりで

ございます。 

 また、議案資料の（４）は、この補正に伴い企業

債の限度額を4,270万円追加し、３億3,680万円に変

更するものでございます。 

 議案資料の103ページから106ページには、減額増

額に係る事業の位置図を記載しておりますので、御

覧いただきたいと存じます。 

 次に議案資料の２、107ページ、資料８号を御覧

願います。 

 同じく下水道事業会計の補正でございます。 

 補正の内容につきましては、令和３年４月１日か

ら履行開始が予定される支出項目について、本年度

中に契約が必要となることから、債務負担行為の設

定を行おうとするものでございます。 

 債務負担行為をすることができる事項、期間及び

限度額につきましては、土地賃貸借契約外３件、総

額56万5,000円とするものでございます。 

 以上、議案第19号から議案第21号令和２年度水道

事業会計、簡易水道事業会計、下水道事業会計の補

正予算につきまして提案理由の御説明を申し上げま

したが、よろしく御審議賜りますようお願い申し上

げます。 

○井戸達也議長 市民環境部長。 

○酒井博明市民環境部長 －登壇－ ただいま御上

程いただきました議案第22号及び議案第24号につき

まして、一括して提案理由を御説明申し上げます。 

 初めに、議案第22号網走市後期高齢者医療に関す

る条例の一部を改正する条例制定について御説明申

し上げます。 

 議案資料の２、108ページ、資料９号を御覧いた

だきたいと存じます。 

 条例改正の趣旨でございますが、地方税法等の一

部を改正する法律による地方税法の改正により、地

方税における延滞金の割合等の見直しが行われたた

め、同様の基準割合等としている当該条例の所要の

改正を行おうとするものでございます。 

 改正の内容でありますが、延滞金の割合の特例に

おいて「特例基準割合」を「延滞金特例基準割合」

とする文言の改正を行うものでございます。 

 施行期日につきましては、公布の日から施行と

し、経過措置として改正後の附則第２条の規定は令

和３年１月１日以降の期間に対する延滞金について

適用し、同日前の期間に対応する延滞金につきまし

ては従前の例によるものでございます。 

 次に、議案第24号網走市国民健康保険条例の一部

を改正する条例制定について御説明申し上げます。 

 議案資料２、109ページ、資料11号を御覧いただ

きたいと存じます。 

 条例改正の趣旨でございますが、保険料の基礎賦

課額についての見直しと、国民健康保険法施行令等

の一部を改正する政令及び地方税法等の一部を改正

する法律の施行に伴い、当該条例の所要の改正を行

おうとするものでございます。 

 改正の内容でありますが、１点目は保険料の基礎

賦課額に係る改正で、資産割額の廃止及びこれに伴

う所得割、被保険者均等割、世帯別平等割の割合を

変更する規定の改正であります。 

 ２点目は改正政令の施行に伴う改正で、平成30年

度税制改正において、個人所得税に係る給与所得控

除・公的年金控除から基礎控除へ10万円の振替を行

う見直しに伴いまして、保険料の軽減世帯において

給与所得及び年金所得を有する者が複数いる場合、

従前のとおり保険料の軽減を受けられるよう改正を

行うものでございます。 

 ３点目は改正法の施行に伴う改正で、還付加算金

についての「特例基準割合」を「還付加算金特例基

準割合」とする文言の変更と割合の変更、及び延滞

金についての「特例基準割合」を「延滞金特例基準

割合」とする文言の変更に伴う改正でございます。 

 本条例の施行期日につきましては、公布の日から

施行するものであります。 

 なお、経過措置といたしまして、２の内容の

（１）及び（２）による改正後の国民健康保険条例

の規定は、令和３年度以降の年度分の保険料につい

て適用し、令和２年度以前の年度分の保険料につい

ては従前の例によるものでございます。 

 また、２の内容の（３）の改正規定は、令和３年

１月１日以降の期間に対応する還付加算金及び延滞

金について適用し、同日前の期間に対応する還付加

算金及び延滞金については従前の例によるものとし

ております。 
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 以上、議案第22号及び議案第24号につきまして、

提案理由の御説明を申し上げましたが、よろしく御

審議賜りますようお願い申し上げます。 

○井戸達也議長 健康福祉部長。 

○桶屋盛樹健康福祉部長 －登壇－ ただいま御上

程を頂きました議案第23号網走市指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例等の一部を改正する条例制定につきまし

て、御説明を申し上げます。 

 議案資料３の１ページから２ページ、資料10号を

御覧願います。 

 趣旨でありますが、介護サービス事業に係る人材

確保、事務軽減と新型コロナウイルス感染症などへ

の対応を図るため、資料に記載の厚生労働省令が改

正されたことから、同様の基準内容とするため、当

市における関係４条例につきまして所要の改正を行

うものであります。 

 内容でありますが、第１条及び第２条の改正条例

につきましては、主な内容といたしまして、各種ハ

ラスメントを防止するための措置を講ずる規定を追

加する改正をはじめ、資料に記載の７項目の規定を

追加する改正を行うものであります。 

 第３条及び第４条の改正条例につきましては、主

な改正内容といたしまして資料に記載の６項目の規

定を追加する改正を行うものであります。 

 施行期日等につきましては、令和３年４月１日か

ら施行しようとするものでありますが、第３条で改

正する網走市指定居宅介護支援等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正

条例中、居宅サービス計画の点検・検証に係る改正

規定につきましては、同年10月１日から施行するも

のとし、あわせて厚生労働省令の各経過措置等と同

様の経過措置を定めるものであります。 

 以上、議案第23号につきまして御説明を申し上げ

ましたが、よろしく御審議賜りますようお願い申し

上げます。 

○井戸達也議長 農林水産部長。 

○川合正人農林水産部長 －登壇－ ただいま御上

程いただきました議案第25号網走市麦類乾燥調製貯

蔵施設条例の一部を改正する条例制定について、提

案理由の御説明を申し上げます。 

 議案資料２、117ページ、資料12号を御覧願いま

す。 

 改正の趣旨及び内容ですが、国の補助事業を活用

し麦類の処理施設の集約化、受入体制の強化を図る

ため、新たな麦類乾燥調製貯蔵施設を整備すること

に伴い、第１条及び別表の文言、「小麦」を「麦

類」に変更し、第２条の設置位置に整備箇所の地番

を追加するもので、議案資料に記載のとおり当該条

例の所要の改正を行うものでございます。 

 この条例の施行期日につきましては、令和３年４

月１日から施行しようとするものでございます。 

 以上、議案第25号について提案理由の御説明を申

し上げましたが、よろしく御審議賜りますようお願

い申し上げます。 

○井戸達也議長 建設港湾部長。 

○吉田憲弘建設港湾部長 －登壇－ ただいま御上

程いただきました議案第27号市道路線の廃止及び認

定について、提案理由の御説明を申し上げます。 

 議案資料２の119ページ、資料14号を御覧願いま

す。 

 今回廃止及び認定をしようとする路線は、潮見東

公住甲線でございます。路線の廃止及び認定理由で

ございますが、市営住宅潮見団地の建て替えに伴い

同路線の一部を建設用地として利用するため、路線

を廃止し起点を見直した上で新たに認定するもので

ございます。 

 なお、廃止及び認定の内容、位置につきましては

議案資料に記載のとおりでございます。 

 以上、議案第27号につきまして提案理由の御説明

を申し上げましたが、よろしく御審議賜りますよう

お願い申し上げます。 

○井戸達也議長 以上で、議案の提案理由の説明を

終わります。 

 なお、ただいま提出されました案件につきまして

は、議会運営委員会の決定に基づきまして、後日、

各会派１名による大綱質疑を行い、大綱質疑終了後

は、所管の各常任委員会に付託の上、細部審査を行

うこととなります。 

 

○井戸達也議長 以上で、本日の議事日程は全て終

了しました。 

 開会当初に決定しました審議日程に従いまして、

再開は４日午前10時としますから参集願います。 

 本日は、これで散会いたします。 

 御苦労さまでした。 

午後１時40分散会 
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○議事日程第２号 

令和３年３月４日午前10時00分開議 

日程第１ 議案第13号～第27号 

─────────────────────── 

○本日の会議に付した事件 

議案第13号 令和２年度網走市一般会計補正予算

（各委員会付託） 

議案第14号 令和２年度網走市国民健康保険特別

会計補正予算（文教民生委員会付

託） 

議案第15号 令和２年度網走市網走港整備特別会

計補正予算（総務経済委員会付託） 

議案第16号 令和２年度網走市能取漁港整備特別

会計補正予算（同） 

議案第17号 令和２年度網走市介護保険特別会計

補正予算（文教民生委員会付託） 

議案第18号 令和２年度網走市後期高齢者医療特

別会計補正予算（同） 

議案第19号 令和２年度網走市水道事業会計補正

予算（総務経済委員会付託） 

議案第20号 令和２年度網走市簡易水道事業会計

補正予算（同） 

議案第21号 令和２年度網走市下水道事業会計補

正予算（同） 

議案第22号 網走市後期高齢者医療に関する条例

の一部を改正する条例制定について

（文教民生委員会付託） 

議案第23号 網走市指定地域密着型サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例等の一部を改正する

条例制定について（同） 

議案第24号 網走市国民健康保険条例の一部を改

正する条例制定について（同） 

議案第25号 網走市麦類乾燥調製貯蔵施設条例の

一部改正について（総務経済委員会

付託） 

議案第26号 北海道公設光ファイバ整備推進協議

会高度無線環境整備事業建設工事請

負契約の締結について（同） 

議案第27号 市道路線の廃止及び認定について

（同） 

─────────────────────── 

○出席議員（１６名） 

石 垣 直 樹 

井 戸 達 也 

小田部   照 

金 兵 智 則 

川原田 英 世 

工 藤 英 治 

栗 田 政 男 

近 藤 憲 治 

澤 谷 淳 子 

立 崎 聡 一 

永 本 浩 子 

平 賀 貴 幸 

古 田 純 也 

松 浦 敏 司 

村 椿 敏 章 

山 田 庫司郎 

─────────────────────── 

○欠席議員（０名） 

─────────────────────── 

○説明のため出席した者 

 市 長    水 谷 洋 一 

 副 市 長    川 田 昌 弘 

 企画総務部長    岩 永 雅 浩 

 市民環境部長    酒 井 博 明 

 健康福祉部長    桶 屋 盛 樹 

 農林水産部長    川 合 正 人 

 観光商工部長    田 口   徹 

 建設港湾部長    吉 田 憲 弘 

 水 道 部 長    脇 本 美 三 

 庁舎整備推進室長    後 藤 利 博 

 企画調整課長    北 村 幸 彦 

 総務防災課長    田 邊 雄 三 

 財 政 課 長    古 田 孝 仁 

…………………………………………………………… 

 教 育 長    三 島 正 昭 

 学校教育部長    林   幸 一 

 社会教育部長    吉 村   学 

 

○事務局職員 

令和３年第１回定例会 

網 走 市 議 会 会 議 録 第 ２ 日 

令和３年３月４日（木曜日） 
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事 務 局 長    武 田 浩 一 

次 長    伊 倉 直 樹 

総務議事係長    神 谷 浩 一 

総務議事係主査    寺 尾 昌 樹 

      係    早 渕 由 樹 

 

午前10時00分開議 

○井戸達也議長 おはようございます。 

 本日の出席議員は16名で、全議員が出席しており

ます。 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 

○井戸達也議長 本日の会議録署名議員として、村

椿敏章議員、山田庫司郎議員の両議員を指名します。 

 

○井戸達也議長 本日の議事日程は、既に印刷して

配付の第２号のとおりであります。 

 日程に従い、直ちに議事に入ります。 

 

○井戸達也議長 日程第１、既に一括上程中の議案

第13号から議案第27号までの合計15件を議題とし、

大綱質疑を行うわけですが、通告がありませんので、

お手元に配付しております議案付託区分表のとおり

所管の各常任委員会に付託の上、会期中に審査する

ことにしたいと思いますが、これに御異議ありませ

んか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認め、そのように決定しました。 

 

○井戸達也議長 以上で、本日の議事日程は全て終

了しました。 

 本議会の審議日程に従いまして、関係常任委員会

において議案を審査するため、これより本会議は休

会とし、再開は９日午前10時としますから、参集願

います。 

 本日は、これで散会とします。 

 御苦労さまでした。 

午前10時01分散会 
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○議事日程第３号 

令和３年３月９日午前10時00分開議 

日程第１ 委員会審査報告案15件 

（議案第13号～第27号） 

日程第２ 委員会審査報告案１件（請願第20号） 

日程第３ 代表質問（議案第１号～第12号） 

─────────────────────── 

○本日の会議に付した事件 

 議案第13号 令和２年度網走市一般会計補正予算

（原案可決） 

議案第14号 令和２年度網走市国民健康保険特別

会計補正予算（同） 

議案第15号 令和２年度網走市網走港整備特別会

計補正予算（同） 

議案第16号 令和２年度網走市能取漁港整備特別

会計補正予算（同） 

議案第17号 令和２年度網走市介護保険特別会計

補正予算（同） 

議案第18号 令和２年度網走市後期高齢者医療特

別会計補正予算（同） 

議案第19号 令和２年度網走市水道事業会計補正

予算（同） 

議案第20号 令和２年度網走市簡易水道事業会計

補正予算（同） 

議案第21号 令和２年度網走市下水道事業会計補

正予算（同） 

議案第22号 網走市後期高齢者医療に関する条例

の一部を改正する条例制定について

（同） 

議案第23号 網走市指定地域密着型サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例等の一部を改正する

条例制定について（同） 

議案第24号 網走市国民健康保険条例の一部を改

正する条例制定について（同） 

議案第25号 網走市麦類乾燥調製貯蔵施設条例の

一部改正について（同） 

議案第26号 北海道公設光ファイバ整備推進協議

会高度無線環境整備事業建設工事請

負契約の締結について（同） 

議案第27号 市道路線の廃止及び認定について

（同） 

請願第20号 学校給食の今後に対して民意を取り

入れる請願（取下承認） 

代表質問（古田議員、川原田議員） 

─────────────────────── 

○出席議員（１６名） 

石 垣 直 樹 

井 戸 達 也 

小田部   照 

金 兵 智 則 

川原田 英 世 

工 藤 英 治 

栗 田 政 男 

近 藤 憲 治 

澤 谷 淳 子 

立 崎 聡 一 

永 本 浩 子 

平 賀 貴 幸 

古 田 純 也 

松 浦 敏 司 

村 椿 敏 章 

山 田 庫司郎 

─────────────────────── 

○欠席議員（０名） 

─────────────────────── 

○説明のため出席した者 

 市 長    水 谷 洋 一 

 副 市 長    川 田 昌 弘 

 企画総務部長    岩 永 雅 浩 

 市民環境部長    酒 井 博 明 

 健康福祉部長    桶 屋 盛 樹 

 農林水産部長    川 合 正 人 

 観光商工部長    田 口   徹 

 観光商工部次長    秋 葉 孝 博 

 建設港湾部長    吉 田 憲 弘 

 水 道 部 長    脇 本 美 三 

 庁舎整備推進室長    後 藤 利 博 

 企画調整課長    北 村 幸 彦 

 情報政策課長    高 橋   剛 

 総務防災課長    田 邊 雄 三 

 総務防災課参事    渡 辺   昭 

令和３年第１回定例会 

網 走 市 議 会 会 議 録 第 ３ 日 

令和３年３月９日（火曜日） 
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 職 員 課 長    寺 口 貴 広 

 財 政 課 長    古 田 孝 仁 

 市民活動推進課長    湯 浅   崇 

 生活環境課長    近 藤   賢 

 健康推進課長    永 森 浩 子 

 社会福祉課長    結 城 慎 二 

 介護福祉課長    高 橋 善 彦 

 子育て支援課長    高 畑 公 朋 

 子育て支援課参事    小 沼 麻 紀 

 健康福祉部参事    細 川 英 司 

 新型コロナウイルスワクチン接種推進室参事    江 口 優 一 

 農 林 課 長    佐 藤 岳 郎 

 農 林 課 参 事    中 塚 威 史 

 水産漁港課長    渡 部 貴 聴 

 観 光 課 長    大 西 広 幸 

 観光商工部参事    高 井 秀 利 

 観光商工部参事    前 田 関 羽 

 都市整備課長    立 花   学 

 港 湾 課 長    梅 津 義 則 

 庁舎整備推進室参事    日 野 智 康 

…………………………………………………………… 

 教 育 長    三 島 正 昭 

 学校教育部長    林   幸 一 

 社会教育部長    吉 村   学 

 学校教育部次長    小路谷 勝 巳 

 社会教育部次長    岩 本 博 隆 

 学校教育課長    小 松 広 典 

 社会教育課長    岩 尾 弘 敏 

 スポーツ課長    阿 部 昌 和 

 

○事務局職員 

事 務 局 長    武 田 浩 一 

次 長    伊 倉 直 樹 

総務議事係長    神 谷 浩 一 

総務議事係主査    寺 尾 昌 樹 

      係    早 渕 由 樹 

 

午前10時00分開議 

○井戸達也議長 おはようございます。 

 本日の出席議員は16名で、全議員が出席しており

ます。 

ただいまから本日の会議を開きます。 

 

○井戸達也議長 本日の会議録署名議員として、石

垣直樹議員、川原田英世議員の両議員を指名しま

す。 

 ここで、諸般の報告の追加について報告します。 

 既に印刷してお手元に配付のとおり、本定例会の

付議事件として委員会審査報告案16件を追加してお

りますので承知願います。 

 また、市長から物損事故に係る和解及び損害賠償

額の決定についての専決処分の報告が法令に基づき

提出がありましたので、お手元に配付しております

から、それによって承知願います。 

 本日の議事日程は、既に印刷して配付のとおり、

第３号のとおりであります。 

 日程に従い、直ちに議事に入ります。 

 

○井戸達也議長 日程第１、委員会審査報告案15

件、議案第13号から議案第27号までを一括して議題

とします。 

 本件は、去る３月４日の本会議において関係常任

委員会に付託した案件でありますので、その審査結

果について順次委員長の報告を求めます。 

 初めに、総務経済委員会、立崎聡一委員長。 

○立崎聡一議員 －登壇－ 今定例会において総務

経済委員会に付託された議案につきまして、その審

査経過と結果について御報告申し上げます。 

 本委員会に付託されました議案は、議案第13号令

和２年度網走市一般会計補正予算中、当委員会所管

分、議案第15号令和２年度網走市網走港整備特別会

計補正予算、議案第16号令和２年度網走市能取漁港

整備特別会計補正予算、議案第19号令和２年度網走

市水道事業会計補正予算、議案第20号令和２年度網

走市簡易水道事業会計補正予算、議案第21号令和２

年度網走市下水道事業会計補正予算、議案第25号網

走市麦類乾燥調製貯蔵施設条例の一部改正につい

て、議案第26号北海道公設光ファイバ整備推進協議

会高度無線環境整備事業建設工事請負契約の締結に

ついて、議案第27号市道路線の廃止及び認定につい

ての合わせて９件であります。 

 本件につきましては、去る３月４日開催の本会議

におきまして当委員会に付託され、同日開催した本

委員会において慎重に審査を行ったところでござい

ます。 

 審査の結果といたしましては、議案第13号、議案

第15号、議案第16号及び議案第19号から議案第21号

まで、並びに議案第25号から議案第27号までの合わ

せて９件は、いずれも委員全員の一致により原案可

決すべきものと決定したところでございます。 
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以上が、総務経済委員会での審査経過と結果でご

ざいます。 

 議員の皆様におかれましては、当委員会の決定に

御賛同賜りますようお願い申し上げまして、委員会

の審査結果の報告といたします。 

○井戸達也議長 次に、文教民生委員会、永本浩子

委員長。 

○永本浩子議員 －登壇－ 今定例会において文教

民生委員会に付託された議案につきまして、その審

査経過と結果について御報告申し上げます。 

 本委員会に付託されました議案は、議案第13号令

和２年度網走市一般会計補正予算中、当委員会所管

分、議案第14号令和２年度網走市国民健康保険特別

会計補正予算、議案第17号令和２年度網走市介護保

険特別会計補正予算、議案第18号令和２年度網走市

後期高齢者医療特別会計補正予算、議案第22号網走

市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条

例制定について、議案第23号網走市指定地域密着型

サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例等の一部を改正する条例制定につい

て、議案第24号網走市国民健康保険条例の一部を改

正する条例制定についての合わせて７件でありま

す。 

 本件につきましては、去る３月４日開催の本会議

におきまして当委員会に付託され、３月５日に開催

した本委員会において慎重に審査を行ったところで

ございます。 

 審査の結果といたしましては、議案第13号、議案

第14号、議案第17号及び議案第18号並びに議案第22

号から議案第24号までの合わせて７件は、いずれも

委員全員の一致により原案可決すべきものと決定し

たところでございます。 

 以上が、文教民生委員会での審査経過と結果でご

ざいます。 

 議員の皆様におかれましては、当委員会の決定に

御賛同賜りますようお願い申し上げまして、委員会

の審査結果の報告といたします。 

○井戸達也議長 以上で、各委員長の委員会審査報

告を終わります。 

 これより、委員長報告に対する質疑に入ります。 

 各委員長の報告に対し、質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 質疑なしと認めます。 

 討論ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 討論がありませんので、議案第13号から議案第27

号までの15件を一括して採決します。 

 お諮りします。 

 上程中の議案第13号から議案第27号までの合わせ

て15件は、各委員長の報告のとおり可決することに

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第13号から議案第27号までの15件

は、各委員長の報告のとおり可決されました。 

 

○井戸達也議長 次に、日程第２、委員会審査報告

案１件、請願第20号を議題とします。 

 請願第20号学校給食の今後に対して民意を取り入

れる請願は、令和２年第４回定例会において文教民

生委員会に付託された案件でありますので、審査結

果について委員長の報告を求めます。 

 文教民生委員会、永本委員長。 

○永本浩子議員 －登壇－ ただいま御上程いただ

きました請願第20号学校給食の今後に対して民意を

取り入れる請願について、委員会審査結果の報告を

申し上げます。 

 請願第20号につきましては、令和２年第４回定例

会において当委員会に付託され慎重に審査を行って

まいりましたが、請願者から取下願が提出されまし

たので、３月５日開催の当委員会において協議した

結果、これを承認すべきものと決定した次第であり

ます。 

 議員の皆様におかれましては、当委員会の決定に

御賛同賜りますようお願い申し上げまして、委員会

の審査結果の報告といたします。 

○井戸達也議長 以上で、文教民生委員会委員長の

委員会審査報告を終わります。 

 これより、委員長報告に対する質疑に入ります。 

 質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 質疑なしと認めます。 

 討論ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 お諮りします。 

 上程中の請願第20号については、委員長の報告の

とおり取下げを承認することに御異議ありません

か。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 
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 よって、請願第20号は委員長の報告のとおり取下

承認されました。 

─────────────────────── 

○井戸達也議長 次に、日程第３、既に一括上程中

の議案第１号から議案第12号までの12件を議題とし

て、併せて市政執行方針及び教育行政執行方針並び

に市政各般に関する事項を含め、各会派の代表質問

を行います。 

 既に協議決定されております順序に従って、発言

を許します。 

 志誠会、古田純也議員。 

○古田純也議員 －登壇－ 志誠会の古田純也で

す。 

 私は志誠会を代表して、市政執行及び教育行政の

各方針全般について質問いたします。 

 冒頭、全世界で猛威を振るう新型コロナウイルス

感染症によりお亡くなりになられた皆様にお悔やみ

を申し上げるとともに、治療中の皆様の回復を心よ

りお祈りいたします。 

 また、目の前の患者のために力を尽くす医療従事

者の皆様、感染拡大の防止に奔走する保健所の皆

様、細心の注意を払い高齢者と向かい合う介護関係

者の皆様、そして地域社会を支えるエッセンシャル

ワークに従事する全ての関係者の方々に厚くお礼を

申し上げます。 

 国難とも言えるコロナ禍を乗り越え、市民の生命

と健康を守り、網走のまちに希望をもたらすべく、

未来志向の議論を進めさせていただきたいと考えて

おりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 新型コロナウイルス感染症はいまや全世界に広が

り、北海道内やオホーツク管内でも感染者が数多く

発生しました。重篤化や後遺症などの報道もあり、

不安な気持ちで過ごす市民もおられます。 

 幸いなことに当市では医療崩壊やパンデミックと

いう状況には至っておらず、市民の皆様が冷静に、

手洗い、マスク着用、３密の回避など基本的な予防

策に努めていただいていることに加え、医療現場の

皆様の細心の注意の下で日々の職務に当たっていた

だいている成果であると受け止めています。 

 こういった状況にある網走市ですので、逆に懸念

すべきは感染者に関するうわさ話や人権侵害です。

心配ゆえに個人情報を探ろうとする心理があるよう

に見受けられますが、大事なのはどこの誰かが感染

したかではなく、どのような状況下であれ、常に警

戒し予防に努めようという意識であります。 

 それらを踏まえて伺いますが、当市において万が

一にも急速に感染が拡大するケースを想定した対策

はお持ちでしょうか。 

 併せて、この１年間の経済的影響に関連して、生

活困窮による生活保護受給者の増加や自殺件数の変

化などはどのような状況になっていますか。 

 長引く影響に数次の経済対策を打っていますが、

感染症対策と社会経済活動のバランスについての総

論的な見解を伺います。 

 さらに、ワクチン接種の準備状況についても明ら

かにしていただきたいと思います。 

 加えて、今般のコロナ禍における不安な感情の増

幅はマスメディアやインターネットメディアによる

不安をあおるセンセーショナルリズム的な報道姿勢

に端を発するものと考えます。感染症はどんなに警

戒してもどんなに注意を払っても誰もが罹患する可

能性のあるものです。 

 感染者に非があったかのように攻撃したり、地域

において感染例が出ること自体を悪とする考え方は

間違ったものであります。そういった意味でも感染

症に対するリテラシーを学校教育、社会教育の中で

も育んでいく必要があると考えますが、認識を伺い

ます。 

 当市の人口減少は過去に策定した人口ビジョンよ

り早いスピードで進んでいる点については、これま

での議会でも度々議論されてきた点であります。 

 新型コロナウイルス感染症の影響による景況の悪

化による社会減も心配されるところですが、当市の

人口動態の新年度の見通しと過去の推計とのギャッ

プについての見解を伺います。 

 新型コロナウイルス感染症の拡大防止と落ち込ん

だ経済を下支えする対策のために、国は昨年度から

数次にわたり大規模な財政出動を行ってきていま

す。この国難とも言える状況を乗り越えるために必

要な措置との認識でありますが、ポストコロナを見

据えた場合、コロナ禍以前から続く少子高齢化によ

る人口減少と高齢化社会による社会保障費の増大と

いう要素もあり、国の財政状況及び国と地方との関

係性を注意深く見極めていかなければなりません。

財政危機論だけに傾倒した緊縮型思考では、これま

でのデフレ基調を脱却することはできず、コロナ禍

も含めて消費マインドが冷えているタイミングだか

らこそ、地域に対し積極的な財政出動を継続するよ

う求めていく必要があります。 

 特に老朽化する道路や橋梁など、インフラの維持
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管理や北海道内の高速道路、高規格道路の未整備区

間の解消、空港、港湾の高機能化など、地域からデ

フレ脱却に向けた公共投資拡充を求めていくべきで

あります。 

 ただし、国の財政出動のみの依存は地域の独自性

や強みを発揮する地域づくりの障害となります。ポ

ストコロナを見据えた自立した自治体経営、自立し

た地域内産業、自立した地域経済を目指していく必

要があります。 

 住民の意識においても同様で、誰かがやってくれ

るといいなという他人任せから、自分たちのまちは

自分たちでつくる意識へ精神面の自立も不可欠で

す。 

 コロナ禍を経ての国の財政状況と今後の動向への

見立て、積極的な財政出動を求めていく必要性、ア

フターコロナを見据えた足腰の強い自立した自治体

経営、自立したまちづくりに向けた考え方を伺いま

す。 

 政府はこの秋、デジタル庁を創設します。具体的

には組織の縦割りを廃止し、強力な権能と初年度は

3,000億円の予算を持った司令塔として、国全体の

デジタル化を主導し１兆円規模の緊急対策として改

革に着手し、全国規模のグランド移行に向け今後５

年間で自治体のシステム統一、標準化を進め、業務

の効率化と住民サービスの向上を徹底していく考え

とのことであります。 

 これまでも私どもはＡＩ、ＩｏＴ、ロボット、シ

ェアリングといった現実空間とサイバー空間を融合

させた人間中心の社会、いわゆるソサエティ5.0の

概念を基本に地域社会の発展と課題解決に努めるべ

きであると主張してきたところですが、新年度にお

いても国も大きくかじを切るわけです。 

 自治体のシステム統一とデータの利活用、マイナ

ンバーカード普及と多目的利用、高齢者や障がい者

といったデジタルツールが不慣れな人々へのサポー

ト、地域においてもスピード感を持って取り組むべ

き事業が数多く打ち出されてくるものと見ており、

そこは積極的に推進を図っていくべきであると考え

ますが、当市としてデジタル庁の創設及び一連のデ

ジタル改革の取組を、市民の利便性向上や自治体経

営の効率化などにどのようにつなげていくか、お考

えをお示しください。 

 政府は、2050年カーボンニュートラルを宣言しま

した。 

 環境対策を「社会経済を大きく変革し、投資の促

進、生産性の向上、財政構造の転換、力強い成長を

生み出すその鍵としよう」とする政策的な方向性で

あります。 

 次世代太陽光発電、低コストの蓄電池、カーボン

リサイクルなどに対する企業支援、水素や洋上風力

など再生可能エネルギーの拡充と送電線の増強、デ

シタル技術によるダム発電の効率化、2035年までの

新車販売電動車100％実現などにより、世界に先駆

けて脱炭素社会を実現するとのことですが、当市と

してもグリーン社会の実現に向けた動きを的確に捉

え、地域のよりよき発展につなげていく必要がある

と考えます。 

 市としては、国のグリーン社会の実現に向けた動

きをどのように認識し、どう地域に生かしていこう

とお考えか伺います。 

 次に、当市の財政状況について伺います。 

 平成11年度から財政健全化に取り組み、２期にわ

たる行政改革推進計画により市債残高を約150億円

圧縮してきました。しかしながら、平成31年度決算

で見ても、市の借金に当たる一般会計の市債残高は

約317億円、自治体の収入に対する借金返済の割合

を示す実質公債費率は17.4％であり、国が定めた早

期健全化基準の25.0％を下回っているものの、他市

に比較して高い状況が続いています。また、今後の

財政面では、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り税収の落ち込みが想定されます。 

 市政執行においては、地財計画の増額等により歳

入環境の悪化は一定程度緩和されるとのことであり

ましたが、想定される税収の落ち込みが中長期的な

財政健全化に与える影響の有無とその度合いをお示

しいただきたいと思います。 

 併せて、当市における財政健全化についてのお考

えをお伺いします。 

 夕張市の財政破綻以降、各自治体において財政健

全化が喫緊の課題となりました。そこで打ち出され

たのが行政改革であります。職員数の削減やコスト

削減及びサービスの向上を目的とした民間事業者へ

の事業委託などを柱に、行政の効率化を目指す取組

が全国各地で行われています。当市でも第４次まで

の行政改革推進計画が策定され、平成32年度末、

2020年にはその第４次計画の終了のタイミングを迎

えます。 

 当市における行政改革は、さきに述べた市債の圧

縮を含め、持続可能な自治体の確立に大きな役割を

果たしているものと考えます。今後も持続可能な財
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政運営が求められる一方、全国の自治体で表面化し

つつあるのは、「行革はやり尽くした、あとはどこ

を絞れるか」という声であります。そこで伺います

が、第５次の行政改革推進計画の策定が必要と判断

した背景、また、さらなる行革をどの分野で進めて

いこうとお考えかお示しください。 

 市庁舎の建て替えは、基本設計及び実施設計の段

階を迎えました。私どもは平成31年初頭から、新庁

舎はこの先の人口減少と地域の在り方を見据えて、

そこから建設場所や必要な規模、機能を検討してい

く必要がある、市の財政状況と土地の状況、地理的

有利性等を勘案すると、中心市街地、旧金市舘跡地

が適地であると訴えてまいりました。建設地が確定

し、まさに設計が進められているところではありま

すが、１つ、駐車場の規模などの利便性の確保、２

つ、建設費用を圧縮するための工夫、３、高齢者や

子供らが集い時間を過ごせる広場機能の整備、４、

ＩＣＴの進歩を取り込む拡張性と可変性、５、交通

弱者も訪れやすい公共交通の結節点化、６、独自の

インフラ供給エネルギー源も備えた機能付加、７、

受入れ側の中心市街地のさらなる機運の高まりと連

動性といった要素を念頭に進めていただきたい。 

 また、具体的な規模や機能についても節目節目で

市民に広くお示しをして理解を深めていただく取組

も重要であります。 

 新庁舎の設計作業の進捗と市民理解の促進に向け

た考え方をお聞かせください。 

 地域の防災体制については、それぞれの地域にと

って重要な課題であると認識しております。 

 地域自主防災組織の設置を促進させ、地域による

自主的な活動を行政として大いに支援すべきと考え

ます。 

 地域に起こり得る災害を想定し、災害図上訓練Ｄ

ＩＧを活用するなど、自らが考える、地域による地

域のための訓練でなければ生きるものにはならない

と考えます。有事の際、自助・共助・公助が示すよ

う、まず自分がどのように動き出すのか、その際に

何を確認するのか、家庭ですべきこと、地域ですべ

きこと、そして行政がすべきことを住民自らの課題

として考える機会が重要であると思います。 

 こうした防災意識の普及への所見を伺います。 

 自主防災組織の設置促進と併せて、地域防災力の

強化については、地域に根差した消防団の充実も課

題であると認識しております。 

 平成25年に施行された消防団を中核とした地域防

災力の充実強化に関する法律では、地域防災におけ

る消防団の地域密着性と即時対応力の重要性や公務

員の消防団との兼職に関する特例などが盛り込ま

れ、現在では東京農業大学の学生団員も活躍されて

おります。 

 こうした中、市若手職員の研修の場として消防団

への入団を進めるべきと考えますが、市としての所

見を伺います。 

 ＦＭあばしりを活用した災害情報発信は有効で、

その際、正確な情報収集の方法も重要で、地域との

連携、消防との連携、警察との連携など、情報収集

には様々な組織との連携が重要であると考えます

が、こうした情報収集における連携についての所見

を伺います。 

 地域社会の安心と安全を守るためには、「向こう

三軒両隣」と言われたような御近所力が極めて大切

です。お年寄りの一人暮らしに関わる除雪、ごみ出

し、買物など各種課題の解決においても遠くの親戚

よりも近くの他人と言われる日頃のつながりが力を

発揮するものと考えます。しかし、核家族化や地域

内の人間関係の希薄化、自分さえよければと考える

利己主義の蔓延により、町内会の高齢化、加盟率の

低下が進んでいるのが現状です。 

 地域の住民同士の絆は我が国固有の人間同士の関

係性や相互扶助の理念を体現したソーシャル・キャ

ピタルです。地域同士の絆の紡ぎ直しのためにも町

内会活動をより活発化させていく政策誘導が必要で

す。そのためにも、既存の手法だけではなく、ＩＣ

Ｔを利活用した活動に関わる事務や財務の簡素化や

大学生、高校生といった若年層や社会的企業家らを

巻き込んだ新たな視点でのアプローチが大切です。 

 地域の絆の紡ぎ直し、町内会活動の活性化に向け

た考え方を伺います。 

 次に、高齢者福祉について伺います。 

 年齢別インターネット利用状況は、13歳から60歳

まではほぼ100％に近いのに対し、80代になると

20％に減少することが2020年の国勢調査インターネ

ット回答の促進に向けた検討状況で確認されまし

た。 

 網走市内全域で光ファィバー網、ブロードバンド

環境が整備されることから、高齢者にもデジタル機

器に慣れることを進めていただきたいと私は思いま

す。 

 問題は、ネットが使えない高齢者にどうチャレン

ジしてもらうかです。よくわからないし、面倒だか
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らと諦める人が多いように感じます。 

 独居老人の見守り支援や遠隔診療、電子図書の利

用など、新たな生きがいを感じていただけるツール

として、またデジタル時代の進化に残されないため

にも、市としては高齢者に向けたデジタル活用を促

していく必要があると考えますが、今後についてど

のように見通しを持っているか伺います。 

 次に、介護人材の確保についてです。 

 介護職員の人材不足は今後も懸念されます。現場

では、離職率も高く定着促進を図っているとお聞き

しますが、なかなか困難な面も多いようです。 

 そこで伺いますが、解決策の一つとして介護職の

現場でも積極的に外国人材の雇用を促していくとい

うのはいかがでしょうか、認識をお示しください。 

 続いて、独り親家庭の支援です。 

 現在も独り親家庭には医療費助成や親の就労支援

など取り組まれていますが、子供への可能性を引き

出すために、公教育だけに頼らない視点での子供た

ちへの学力向上、例えば進学塾の支援等も重要な要

素であると考えます。そういった視点での独り親支

援施策についての見解を伺います。 

 年間100人ほどの運転免許返納者がいるとお聞き

しています。自動車の年間維持費や事故を起こすリ

スクを考えると、高齢者の方々は返納したほうがよ

いなと思いますが、なかなか一歩踏み出せない方も

多いようです。そこで返納者には新年度予算におい

て、公共交通券を交付することを考えているとのこ

とでありますが、現状と比べてどの程度の返納が促

進されるとお考えか、基本的な認識を伺います。 

 心と体の健康は、地域社会に生きる市民の暮らし

の根底に不可欠なものです。 

 市民の健康を守るためには、１つ、病気になる前

の未病段階での予防と、２つ、病気を治せる地域医

療体制の確保の２つが不可欠であります。 

 予防効果の見える化によるフィードバックで市民

のモチベーションをより高めていく工夫が必要であ

ると考えますが、市としての認識をお聞かせくださ

い。 

 また、地域医療の維持という点では、地域医療は

地域社会の公共財であり、地域を維持していく上で

不可欠なものであります。 

 医療機関の負担を軽減し、各種診療科目を広域で

役割分担していく仕組での地域医療の総体を維持し

ていく必要があります。 

 地域医療の体制維持に向けた広域連携についての

考え方と今後の方向性を伺います。 

 また、患者受入れの仕組みを構築するだけではな

く、市民自らが地域医療に関心を持ち、地域医療の

実態を理解し、地域医療を共に守っていける市民を

増やしていく施策も必要だと考えますが、地域医療

に対する市民の意識醸成についての方向や考え方を

お伺いします。 

 次に、廃棄物処理についてであります。 

 新たな一般廃棄物処理場施設が本格稼働して一定

の期間が過ぎました。 

 ごみの総量をできるだけ抑制し、低環境負荷のま

ちづくりを目指すという当初の理念に基づき、市民

の皆様の御理解と御協力の下に総量抑制を目指して

きたところですが、昨年来、議会議論で明らかにな

っているとおり、使用開始から約３年が過ぎた明治

の最終処分場が当初の計画の約1.8倍のスピードで

埋まってしまっております。 

 １つ、生ごみの堆肥化ができない残渣を結局埋め

ていること、２つ、破砕後埋立てが減っていないこ

と、３、使用済み紙おむつについても中間処理が確

立されていないことが、そういった状況の背景にあ

るものと理解しておりますが、このたび市政執行に

おいて、紙おむつ等大空町の焼却施設で減容化する

とするとの考えが初めて示されましたが、そのよう

な判断に至った経緯と、毎年1,200トン程度排出さ

れるおむつ全てが減容化された結果、最終処分場の

延命化にどの程度の効果をもたらすのか、見通しを

お示しください。 

 また、最終処分場の延命化を図るにしても、新た

な処分場整備のための時間を６年程度と念頭に置い

た場合、近い将来当市の廃棄物処理の大枠の考え方

を整理し、新たな手法を検討するのか、現状の総量

抑制埋立てで進め続けるのか、判断する必要があり

ます。廃棄物処理のための大枠の考え方を改めて検

討する時期が迫っているという認識の有無、また、

検討の際には新たな手法も含めたゼロベースでの議

論を行う前提に立っているのか、それともあくまで

も現状の手法を維持することが前提なのか、現段階

での考えを伺います。 

 北海道においては、高規格道路の未整備区間が存

在し、物流の拡充による地域経済の発展や広域周遊

観光の充実、防災体制の整備、地域医療の維持確保

などを阻害しています。いま一度地域のインフラと

しての道路整備に向けて取組を強めていく必要があ

ります。 
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 十勝オホーツク自動車道では平成29年10月に陸別

小利別－訓子府間が開通、端野－高野間の14.3キロ

についても平成31年３月、国の社会資本整備審議会

道路分科会事業評価部会で新規事業化は妥当との結

論が出たところであり、未整備区間の解消に向けた

動きが着実に進んでいると受け止めております。 

 併せて、当市の悲願でもある女満別空港－網走間

の整備促進に向けては、既に官民それぞれの期成会

が長年にわたり積極的に要望活動を行っていること

は承知しており、その取組に敬意を表するところで

あります。 

 引き続き、取組を力強く進めていただきたいと思

いますが、女満別空港－網走間の整備促進に向けて

の現状認識と見通しをお示しください。 

 昨年度から女満別空港を含めた道内７空港の一括

民間委託がスタートしました。初年度がコロナ禍に

見舞われ、想定外の事態に見舞われているものと伺

いますが、ＬＣＣの定期便就航など明るい話題もご

ざいました。 

 委託スタート後の女満別空港を取り巻く状況や地

元の各事業者との関係性の構築等を含めた全体的な

取組状況をお示しください。 

 コロナ禍において、鉄路を担うＪＲ北海道も大き

な影響を受けました。一方、国から令和３年度から

３年間で計1,302億円の支援が行われることも明ら

かになりました。 

 網走市は石北本線、釧網本線の起終点を抱えるま

ちであり、これまでも積極的にＪＲの支援に取り組

み、豪華クルーズトレインの歓迎イベントや冬の観

光列車流氷物語号の盛り上げなどで地域、沿線住

民、そして鉄道運行事業者との良好な関係が確立さ

れております。この良好な関係をもとに今後のＪＲ

北海道に対する支援の在り方について基本的な考え

方を伺います。 

 高齢化が進み、自動車の運転ができないお年寄り

が増えるにつれて路線バスの重要性は増してきま

す。デマンド型のバスの実証実験を対象地域を拡大

して行うことは意欲的な取組と受け止めております

が、予約方法や運行エリア等、昨年度の実績をベー

スとした改善点や進化する点をお示しいただきたい

と思います。 

 当市の地域経済の現況は二次産業、三次産業がま

だまだ伸び代である状況であると考えます。農業、

漁業の力強い生産力と、そこから得られた収益を地

域内へ環流させ、地域循環を確立することが重要で

す。所得の向上なくして若年層の流出は止まらず、

未婚化、少子化に歯止めをかけることは困難です。 

 一次産業の生産力を基礎に、二次産業、三次産業

の稼ぐ力を高め、相乗効果的に地域の豊かさを高め

ていく域内循環の確立に向けて、当市の現状と今後

の見通し、意欲を伺います。 

 新型コロナウイルス感染症は、全世界で日常生活

はもとよりあらゆる方面で影響をにじませておりま

す。コロナウイルス感染症が長期化した場合、全て

の産業にボディーブローのように影響してくるだろ

うと考えます。一次産業においても同様に影響が広

がっていき、衰退につながりかねません。次世代へ

しっかりとした形と方向性を見極め、持続可能な産

業として向き合っていくことが大事です。 

 日本も世界経済において様々な分野での協力の要

素等を含む幅広い経済環境の強化を目的とする経済

連携協定いわゆるＥＰＡ、環太平洋経済連携協定い

わゆるＴＰＰ11への参加、また2050年までに目指す

カーボンニュートラル、炭素中立に向けての政策な

ど、経済、環境等、世界における日本の立場を確立

するために取り組まれています。 

 農林水産業にとってはより一層厳しい状況であり

ますが、そこは乗り越えなければなりません。市政

執行方針でも「ひとが集いにぎわいと活力を生むま

ち」の中にもありましたが、改めて市としての考え

方をお聞きします。 

 林業についてお聞きします。 

 2050年までに目指すカーボンニュートラルは、再

生可能なエネルギー供給に大変重要なポイントであ

り、自然災害の抑止にも必要不可欠であると思いま

す。 

 計画的な森林整備とありますが、国有林、民有

林、市有林など多種にわたり森林が形成されており

ます。どのような維持管理を目指すのか。また、林

業従事者の不足も否めません。どう対処していくの

か、お考えをお聞きします。 

 水産業についてお聞きします。 

 コロナ禍で海外輸出減少からのホタテの減益は、

皆様御存じのことと思います。しかし、新しい生活

スタイルによる高級素材、地域特産物の取り寄せ需

要拡大、ふるさと納税制度の活用などで少しずつ上

方傾向にあると思われます。 

 地場水産加工品の価値を磨き上げていくブラッシ

ュアップは必須です。所見を伺います。 

 また、シジミの育種、北海エビ、シラウオ、ウニ
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の増殖などの試験、研究も欠かせません。網走を代

表する水産物です。これら海産物の安定供給こそ当

市の稼ぐ力のさらなる向上につながると思います

が、所見を伺います。 

 農業について伺います。 

 重要病害虫問題はこれまで数多くの調査、研究、

そして実践されてきました。今後の方向感をお示し

ください。 

 また、当市におけるスマート農業の目指すべき在

り方、結果的にもたらされる効果についても伺いま

す。 

 国が進めるカーボンニュートラルの取組の必要性

は理解しておりますが、農林水産業において現状で

は化石エネルギーに依存しているのは事実であり、

今後の動向を注視する必要があります。カーボンニ

ュートラルの取組が当市の第一次産業に及ぼす影響

等の見通しがあればお示しください。 

 また、当市においてもバイオマス発電や緑ダムの

水力発電にも取り組んでいるところですが、こうい

った事例とカーボンニュートラルの取組との関連性

などについても伺います。 

 次に、中心市街地の在り方について伺います。 

 中心市街地の一角を占める商店街は地域の歴史と

文化を伝える場所であり、これまでも町なか居住の

取組によりお年寄りが多く住んでいる地区でもあり

ます。また、国内他都市において、外国人観光客の

増加を受けて商店街を観光地化する取組が急速に進

んでいます。 

 当市の中心市街地も冬の屋台村や夏祭り、七福神

まつりなど、多様なイベントの開催場所として定着

していますが、これらをブラッシュアップしつつ、

一方で観光客がいつ来ても楽しめるようなスポット

へ変化していく必要があります。まちづくり会社に

よるゲストハウスの開業はその試金石となるものと

評価します。 

 さらに今後必要機能として、ワーケーションやデ

ジタルトランスフォーメーションの流れを地域へと

落とし込んでいく拠点が挙げられます。ＩＣＴ環境

が充実し、ひと・もの・情報が行き来するコミュニ

ティカフェ的な場を中心市街地に設けることでさら

に新しいビジネスの創出に資するものと考えます。 

 中心市街地へのワーケーションの拠点やデジタル

トランスフォーメーションの流れを地域へと落とし

込む拠点づくりの必要性についての認識を伺いま

す。 

 新型コロナウイルス収束、ウィズコロナと先を見

据えた新たな観光の在り方を早急に見極め推進して

いく必要があります。 

 不要不急の外出自粛が終了した段階から考えるの

ではほかの観光地に比して立ち遅れるため、今の段

階から効果的な旅行需要の喚起を準備しておく必要

がありますが、認識を伺います。 

 さらに、リモート観光やワーケーションの受入れ

など、新たな形態での観光振興にも目配りする必要

性についての認識も併せてお聞かせください。 

 また、現状において団体型観光が見込めない中、

個人の幅広いニーズに応えていく柔軟な観光施策を

求めており、今こそ当市の豊富な観光資源を生かす

ときであります。質の高い観光を目指していくため

にはオホーツク文化との関連づけ、農業・漁業を中

心とした産業との関連づけなど、さらにキーワード

となる食をどのように結びつけていくのか。関係団

体との協議や調整を図り、これまで課題となってい

た産業との連携を強力に進めるべきと考えます。 

 さらに自然との触れ合いの中、網走マラソン、シ

ー・トゥ・サミットの開催の例を見るように、マラ

ソンやサイクリング、ウオーキングなどスポーツの

要素を取り入れた達成感を得ることのできる旅の在

り方や、歴史や文化を紹介するガイドの育成など、

地元産業の体験を通じた多彩なメニューを取りそろ

えた受入れの体制が必要と考えますが、所見を伺い

ます。 

 次に、ＤＭＯの未来図についてです。 

 地域ＤＭＯ候補法人の体制強化と事業支援はどの

ような考えで臨むのでしょうか。また、それらの体

制強化と事業支援は結果的に地域にどのような変化

をもたらすのでしょうか、お聞かせください。 

 次に、道の駅流氷街道網走の魅力向上ですが、開

設からこれまでに明らかになっている課題、そして

今回、魅力向上事業においてその課題がどのように

解決されるのか、その結果どのような効果が道の駅

に新たにもたらされるのか、見通しを伺います。 

 東京農業大学オホーツクキャンパスは当市とは運

命共同体であります。地域との連携、協力体制を強

固なものとするために設立された、未来を考える戦

略センターに大いに期待を寄せるところであり、イ

ノベーションベースが活用されることを望むもので

あります。 

 新年度における同センターの事業推進の方向性と

イノベーションベース活用に向けた基本的な考え方
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を伺います。 

 日本体育大学附属高等支援学校について伺いま

す。 

 毎年募集人数の定員が満たされていないのが現状

ではありますが、今回新たな教育プログラムとして

ブドウ園の農作業実習が盛り込まれることで、さら

なる学びの環境の充実に期待が寄せられると伺って

おります。 

 卒業後もブドウ園の作業従事者として勤めること

ができたら、魅力ある学校の取組として全国的にも

周知され、募集生徒にも増加が見込まれると思いま

す。 

 市としての期待感と支援についての考えをお尋ね

いたします。 

 続いて、教育分野の質問に入ります。 

 まず、当市の児童生徒の人数の変化と小中学校の

数の整合性についてであります。当市の人口ビジョ

ンによると2040年には小学校、中学校に通う年少人

口は2010年に比べて47％減る5,061人から2,698人と

されております。およそ現在の半分です。 

 しかも、現状は人口ビジョンより早い速度で人口

減少が進行しているわけですから、年少人口の減少

は相当なインパクトとして地域に大きな変化を促す

ものであることは明白です。 

 子供たちの学びを保障する場として、学校の機能

をどう維持可能な形にしていくのか。給食や部活

動、設備など学校に附帯する様々な要素をどのよう

に維持していくのかが問われます。 

 急速な年少人口の減少を見据え、当市の小中学校

の統合を教育環境の充実、部活動や給食などの機能

強化、通学利便性の向上など、ポジティブな要素を

含め議論を進めていくタイミングが間近に迫ってい

るものと実感しています。 

 この人口減少社会、消滅可能性都市という言葉が

聞かれるようになった時代に、利用人数が減ること

が明白なのにもかかわらず過大な数の学校整備を維

持するのは、持続可能性という点からそぐわないこ

とを多くの市民の皆様に理解を頂けるものと考えま

す。当市の未来の教育の在り方という観点から、小

中学校の数や配置のあるべき姿を考える作業に着手

する必要があると考えますが、総論的な見解を伺い

ます。 

 次に、網走の教育の課題については、これまでも

何度か議論させていただいた子供たちの基礎学力の

現状があります。「読み、書き、そろばん」とも言

われる基礎学力は、将来のまちづくりの担い手たる

子供たちの不可欠な能力です。 

 学力テストの結果公表がなされるようになった以

降、全国、全道平均との比較が可能となった結果、

当市の児童生徒の学力の現状が明確になったほか、

児童生徒の苦手分野の把握と対策が容易となったた

め、各現場の教職員の皆様の努力もあり、全国平均

に確実に近づいたと受け止めていますが、コロナ禍

における臨時休校等の影響も懸念されるところで

す。臨時休校等を経ての網走市の児童生徒の基礎学

力の変化について、市としてはどのような認識をお

持ちか伺います。 

 次に、ＧＩＧＡスクール構想により児童生徒の１

人１端末が整備されるわけですが、運用面に力を頂

きたいと思います。不測の事態における長期休業の

補完的措置ではなく、児童生徒の自宅学習や多様な

学びを包括するような平時からの積極的な活用を望

むものです。 

 １人１台端末の日常における積極的な利活用に向

けた考え方をお示しください。 

 日本は先進国の中では特にファイナンシャルリテ

ラシー、いわゆるお金に対する知識が低い国だと言

われています。親から箸の使い方は教わりますが、

お金の使い方は教わってもらいません。小学校から

高校まで国語や社会は勉強しますが、金融や資産形

成に関する実践的な方法を学ぶ授業は取り組まれて

いません。海外だと先進国の多くはお金に関する教

育が徹底しています。今の子供たちが社会に出るこ

ろ、今以上の厳しい環境になるのは誰もが思ってお

ります。そこで、小さいうちからお金の勉強として

稼ぎ方、ため方、増やし方、守り方を学ぶことはお

金に困らない人生を送る上で重要だと私は思います

が、見解を伺います。 

 幼児から小中学校における教育については、外部

の大人と接する機会が子供の成長に大きくつながる

ものと認識しております。現状においては、子供会

組織が衰退し、地域で子供たちを育てる仕組みが薄

れている中、学校支援地域本部事業はそうした役割

の一端を担ってきているものと理解しております。 

 子供たちのためにできることを、できるときに、

できるところから、ボランティアとして活動してい

ただくといった事業内容と目的としてはすばらしい

ことですが、こうした思いのあるボランティアの

方々を見つけ出すことは簡単ではないと思います。

コーディネーターとなる方は大変苦労されていると
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思われる中で、幅広くボランティアを募る方法と今

後の事業の重要性をどのように促しているのか、所

見を伺います。 

 児童生徒数の大幅な減少に伴い学校給食の安定供

給体制維持の観点から集約と運営の効率化は、人口

減少とともにダウンサイジングを必要とする当市に

とって必然の流れであると認識しているところで

す。 

 一方で、給食の安全性の確保やこれまでの網走の

給食のよさが維持されるのか、地元企業に参入のチ

ャンスはあるのか、などの点で懸念が示されている

ことも承知しております。 

 学校給食の安定的な提供体制づくりにおいては、

事業実施前に想定される課題の洗い出しと事前の処

置、実施後の推移を定点観測的に把握していくこと

などに留意しつつ進めていく必要があります。 

 現段階では懸念が示されていることも受け止めつ

つ理解を広げていく地道な取組が不可欠ですが、事

業の推進に向けた基本的な考え方を伺います。 

 適応指導教育としてクリオネ学級が取り組まれて

いますが、今後その教育の場においてもオンライン

を活用する考えはあるのでしょうか。自宅から一歩

も出たくないがコミュニケーションは取りたいと思

う児童や生徒のためにも、私は活用が望ましいと思

いますが見解をお示しください。 

 次に、郷土博物館について伺います。 

 重要文化財指定を目指すとのことですが、田上義

也氏の業績を広く認知していただくだけではなく、

重文指定後に期待される効果等も地域において共有

し、より広範な分野での盛り上げとともに取組を進

めていく必要があると考えますが、認識を伺いま

す。 

 続いて、開催時期が１年延期となった東京2020オ

リンピック・パラリンピックについて伺います。 

 延期されたことにより、ホストタウンの取組など

当初想定と変更を余儀なくされていることと推察い

たします。 

 感染症予防のために通常とは異なる形態での開催

の検討や、出場選手の大会前後の動きにも一定の制

約が設けられる可能性があるとの報道ではございま

すが、各種変更が当市に及ぼす影響と現段階でわか

っていることがあればお示しください。 

 次に、スポーツ合宿であります。 

 オリンピックイヤーには各種競技の変則日程等で

合宿の受入れ状況に変化が生じると伺っております

が、新年度の合宿実施希望がどの程度寄せられてい

るのかお示しください。 

 また、オリンピック開催後には合宿の実施希望が

例年並みとなるのか、どのような変化を想定されて

いるのか、併せてお伺いします。 

 結びに、網走に本格的に人が住み始めたのが明治

18年、過酷な環境下の中、自ら子孫の、そして地域

の未来を見据えて労苦を重ねてきた先人たちに思い

をはせれば、国難ともいえるこの状況を前に立ち止

まっているわけにはいきません。私どもはこの網走

の地に新たな価値を創出し、故郷を次の世代へと引

き継ぐべく行動をしていく、その決意をお誓いし、

会派志誠会の代表質問といたします。 

○井戸達也議長 ここで、暫時休憩いたします。 

午前11時07分休憩 

午前11時17分再開 

○井戸達也議長 休憩前に引き続き、再開します。 

 代表質問を続行します。 

 志誠会、古田議員の質問に対する答弁から。 

 市長。 

○水谷洋一市長 －登壇－ 志誠会、古田議員の御

質問にお答えをいたします。 

 初めに、当市における急速な感染拡大を想定した

対策についてでありますが、市内でクラスターが発

生した場合については、感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律に基づき、保健所が

積極的疫学調査及び患者、濃厚接触者等の対応を行

うため、市といたしましては、保健所の指示及び協

力要請に基づき、迅速に体制を構築し積極的に対応

してまいります。 

 また、市内におけるクラスターの発生は、医療提

供体制を逼迫させるおそれがあるため、網走厚生病

院との連携により１月下旬に導入をした抗原定量検

査機器を活用し、行政検査に該当しない、または本

人の検査希望など幅広く検査に対応すべく対応して

まいりたいと考えております。 

 次に、生活保護受給者世帯数についてであります

が、令和３年１月末における世帯数は507世帯で、

前年同期と比較いたしまして17世帯減少をしており

ます。 

 また、令和２年度に新たに生活保護を受給した世

帯については、１月末で39世帯ありますが、前年同

期と比較いたしまして10世帯減少しております。 

 網走市における自殺件数でありますが、厚生労働

省が公表する暫定的な数値であるため、前年同期と
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の比較は単純には判断できませんが、令和２年１月

から12月までの人数は６名とされ、前年同期との比

較で３名減少しているところであります。 

 次に、感染症対策と経済活動のバランスについて

でありますが、市ではこれまでに社交飲食応援・お

食事券及び地域応援・商品券の発行、商業団体など

の感染症対策に配慮した消費喚起対策への支援、市

内のホテル、公共交通、店舗、事務所、作業所にお

ける感染症対策を促進し、感染症対策と経済活動の

両立を図ってまいりました。 

 感染症対策と経済活動のバランスを取りつつ、感

染症対策の基本であるマスクの着用、せきエチケッ

ト、手洗い、密閉・密集・密接の３密を避けるなど

人々の行動変容と各事業者における感染症対策のよ

り一層の浸透を図ることが何よりも大切であると、

このように認識をしているところであります。 

 次に、ワクチンの接種の準備状況についてであり

ますが、当市では令和３年２月８日に、網走市新型

コロナウイルスワクチン接種推進室を設置し、国が

示している内容に基づきワクチンの供給体制が整い

次第、速やかに接種を開始できるよう体制整備を進

めております。 

 令和２年12月18日に１回目の自治体説明会が行わ

れ、以降健康推進課において、４月から接種を開始

できるようシステム改修、接種券の印刷や発送準

備、会場の確保、医療従事者への協力依頼等の準備

を進めてきたところであります。 

 また、かねてから網走医師会や網走保健所と協議

をしてまいりましたが、２月11日には市内医療機関

の医師、看護師、網走保健所、市による協議会を開

催し、医療従事者等に対する接種の方法や日程協議

をするとともに、市民に対する接種に伴う網走市の

考え方をお示しをしたところでもあります。 

 医療従事者に対する接種は、今週一部の病院で開

始をされておりますが、接種方法は病院による自院

接種と市内施設を会場とした集団接種の併用となり

ます。 

 また、国のワクチン供給状況について、遅れが生

じることも想定されますが、65歳以上に対する接種

は４月下旬に開始、一般に対する接種は６月上旬に

開始をすることで準備を進めており、接種券の発送

につきましては、65歳以上が４月上旬、一般が５月

中旬の予定であります。 

 接種方法につきましては、エコーセンター、旧ウ

エスタン等を会場とした集団接種を基本といたしま

すが、仕事の都合で平日の来場が難しい市民を想定

した休日・夜間における接種、また、かかりつけ医

の接種を希望する市民への対応として個別接種、さ

らには、施設入所者等の来場できない市民への対応

としての巡回接種による対応を医療機関と調整をし

ているところであり、実施に当たりましては、集団

接種・個別接種・巡回接種の併用による柔軟な体制

を構築し取り組んでまいりたいと思います。 

 なお、集団接種で予診やワクチン接種を担当する

医療従事者の確保につきましては、市内医療機関の

御理解と御協力によりめどが立っている状況にござ

います。 

 次に、人口の動きについてですが、国の令和元年

人口動態統計では、12年連続で自然減少数が拡大を

しており、地方都市においても長期にわたる転出超

過によって社会減少も続いております。 

 また、近年、人口動態の変化が現状の人口転換理

論には当てはまらない新たな段階の少産多死型を迎

えたとされています。 

 当市における近年の出生数は、令和元年で184

名、令和２年では201名と、以前と比べ減少傾向に

あり、全国の妊娠届出数についても、コロナ禍の影

響を受け前年比大幅減で推移をしていることから、

今後の出生数も減少することが予想されます。 

 また、平成29年以降、転入者数も減少しているこ

とから、当市においても社会減少の傾向は続くもの

と思われます。 

 当市で推計をした将来人口は、平成27年国勢調査

に基づく国立社会保障・人口問題研究所の人口推計

を基礎数値として用いるため、今年度実施をした国

勢調査の結果との比較が必要であり、住民基本台帳

に基づく人口動態とは単純に比較できるものではあ

りませんが、出生数の減少など全国的な人口動態の

傾向が、当市においても例外ではないことから、推

計時を超えるスピードで人口減少が進んでいるもの

と、このように考えているところでございます。 

 次に、財政状況と今後の動向への見立てでありま

すけれども、国の令和３年度一般会計予算は感染拡

大の防止と社会経済活動の両立を図りつつ、ポスト

コロナの新しい社会の実現と中長期的な成長力を強

化するため、国民の命と暮らしを守る安心と希望の

ための総合経済対策として、令和２年度第３次補正

予算と合わせ、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止に万全を期しつつ、デジタル社会やグリーン

社会に向けた中長期的な課題にも対応する予算とし
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て、９年連続で過去最高を更新する106兆円を超え

る規模となったところであります。 

 その一方、税収は前年度当初より６兆円減少し、

公債金が11兆円増加することとなり、公債依存度は

前年度当初よりも9.2ポイント増の40.9％へ上昇す

る中、国の債務残高もＧＤＰの1.8倍と過去最高水

準に膨らむ見込みであると理解をしているところで

あります。 

 しかしながら、国の新型コロナウイルス感染症の

経済に及ぼす影響を注視しながら、ちゅうちょなく

必要な対策を講ずるとのことであり、経済あっての

財政との考えの下、厳しい経済に対して万全の対応

をしつつも、経済財政運営と改革の基本方針2020に

基づき、歳出・歳入両面からの改革を進めるとのこ

とでありますから、引き続き国の財政状況について

注視をしてまいります。 

 次に、積極的な財政出動を求めていく必要性につ

いてでありますが、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大により、観光業や飲食業を中心に地域社会へ

の影響が生じているところであり、国においても今

年度中に３度にわたる補正予算を編成し、大規模な

財政出動によりその対応に当たっていると認識をし

ております。 

 当市におきましても、国の新型コロナウイルス感

染症対策、地方創生臨時交付金の詳細が示される前

の昨年４月から、プレミアムつき飲食券や商品券の

発行を皮切りに、影響が生じている事業者の方々へ

への支援金や応援金の給付、低迷した宿泊需要の回

復に向けた観光客の誘客など、感染予防対策と併せ

て経済対策にもいち早く取り組んでまいりました。 

 現在も感染症の影響は続いていることから、この

影響を少しでも緩和するために、引き続き感染防止

対策や地域経済を下支えするための経済対策などに

取り組んでまいります。 

 新年度は令和２年度補正予算と合わせた15か月予

算の考えの下で、これまで取り組んできた感染予防

や経済対策に加え、アフターコロナの地域経済を活

性させる観点から、国の財政出動に歩調を合わせ、

将来的に予定していた公共施設の長寿命化や道路な

どのインフラ施設の維持・改修を前倒しをして実施

することとしております。 

 今後、地域経済の疲弊の度合いによって、さらな

る財政出動が必要とされる場合においては、全国市

長会を通じ国に要望をしてまいりたいと存じます。 

 次に、自立した自治体経営、自立したまちづくり

に向けた考えでありますが、国の財政出動のみに依

存するだけではなく、私たちも当事者意識を持つこ

とは大切なことであり、コロナ禍での様々な対応が

地域経済社会の変化を加速させておりますので、特

にデジタル化への転換のスピードが自治体経営や地

域経済社会に大きな影響を与えているものと考えて

おります。 

 これまで重点に取り組んでまいりました医療、福

祉の維持充実、インフラや公共施設の老朽化対策な

ど、市民生活に必要不可欠な政策に加え、デジタル

化に対応した地域づくりが必要不可欠なものとして

加わるだろうと認識をしていますことから、今年度

から市内全域で光回線の整備を進めてきたところで

あります。 

 自立した地域であり続けるためにも、これまでと

同様、地域特性を生かした地場産業の振興や創出を

支援するとともに、高速大容量の情報通信環境を整

え、デジタル化社会に対応した地域づくりを進めて

いきたいと考えているところであります。 

 また、ふるさと寄附の取組を通じた交流人口の拡

大も図りつつ、財政的に自立したまちづくりを進め

てまいります。 

 次に、デジタル改革についてでありますが、２月

９日にデジタル庁設置法案が閣議決定され、９月よ

りデジタル庁が発足されることとなり、当市におい

ても行政システムの標準化について積極的に取り組

む必要があると考えております。 

 また、昨年10月より、市公式サイト内において、

子育てや健康福祉など市が保有する行政データをオ

ープンデータとして公開をしており、市民や民間企

業の方々が自由にデータを活用できることが可能と

なる取組を開始いたしました。 

 今後におきましても、オンライン申請の拡充、庁

舎外での証明書の発行の実現、行政手続などの簡便

化による市民サービスの向上、庁内におけるペーパ

ーレス化など行政事務の効率化に向けた検討と併せ

て、デジタルを利用することにより市民の利便性の

向上、市民の生活支援における取組について検討を

してまいります。 

 次に、グリーン社会の実現についてであります

が、政府は成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲

げて、グリーン社会の実現に最大限注力をするとし

ており、2050年までに温室効果ガスの排出を全体と

してゼロにする、いわゆる2050年カーボンニュート

ラル、脱炭素社会の実現を目指すと宣言をしたとこ
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ろであります。 

 世界規模で発生をしている地球温暖化の原因でも

ある温室効果ガスの抑制など、気候変動対策はＳＤ

Ｇｓが掲げる目標でもあり、地域特性を生かした再

生可能エネルギーの利活用はこうしたことに寄与す

るものと考えております。 

 環境を考えたとき、バイオマス発電などの再生可

能エネルギーの利用は地域の循環、これは森里川海

の循環に大変よい影響が与えるものと捉えていま

す。森林は放置をすると山が荒れ、その価値を低下

させますが、適度な間伐、適期の伐採、そして森林

のサイクルが山を再生させ、そのことにより豊かな

里や川、そして海が再生されるものと存じます。 

 温室効果ガスの抑制につなげるためにも、今ある

資源を有効に活用しながら取組を進めていくことが

肝要であると存じております。 

 次に、税収の落ち込みによる中長期的な財政健全

化に与える影響についてでありますが、新年度の市

税は令和２年度の当初予算に比べ、約マイナス５億

円、10.4％の減と見込んでおります。 

 この減収に呼応する形で地方交付税と臨時財政対

策債が約３億円増加するほか、コロナの影響による

税収の減に対して、国から約１億6,000万円の交付

金が交付される見込みであり、国では地方一般財源

総額実質同水準ルールを維持する中で、市税の減収

に対し一定の配慮がなされたものと認識をしている

ところであります。 

 新年度の予算編成に当たりましては、こうした国

の財政措置と併せてふるさと寄附基金の活用によっ

て対処をしたところであります。 

 新型コロナウイルス感染症による影響がいつまで

続くのか見通すことが困難でありますが、間もなく

ワクチンの接種が行われることから、できるだけ早

い段階でこれまでの日常生活、経済活動の再開がで

きる状況がこの１年程度で解消され、経済活動が

徐々に回復するのであれば、当市の財政への影響は

短期的かつ限定的であると見込んでいるところであ

ります。 

 しかしながら、今回の国の財源手当の中には一時

的な資金手当がありますので、後年度負担が生じる

ものもあります。 

 この状況が当面続くと想定した場合、何らかの影

響が生じるものと考えますので、新たな財源措置に

つきましては全国市長会を通して国に要請をしてま

いりたいと考えております。 

 次に、当市における財政健全化についての考え方

でありますが、平成19年に成立をした、地方公共団

体の財政の健全化に関する法律による５つの財政指

標の基準はクリアをしており、また、過去の大型事

業における公債費負担が大きい状況を踏まえ、ここ

数年にあっては財政調整基金や減債基金を活用した

予算編成となっておりますが、公債費が５年程度先

には償還が終わってまいりますことから、現況の編

成の姿とは形を変えていくものと考えているところ

であります。 

 次に、第５次行政改革推進計画の策定についてで

ありますが、行政の組織と機能の在り方は時代の潮

流を読み解き、常に見直されるものであり、時代が

求める様々な市民ニーズへの対応や施策の実施をす

るためには、行政運営の効率化を図るため改革を継

続的に取り組む必要があると考えております。 

 第４次計画は今年度で計画期間が満了となるた

め、令和３年度に取組内容の効果などを検証の上、

健全な財政運営に努めるとともに、市民満足の向上

を目指すことを基本として、新庁舎建設をきっかけ

としたデジタルトランスフォーメーションを中心に

ＩＣＴを活用した市民の皆様への利便性向上と業務

の効率化を目指した行政改革推進計画としたいと考

えております。 

 次に、新庁舎建設に係る建設の進捗状況について

でありますが、基本実施設計の受託事業者は、ＮＴ

Ｔファシリティーズ北海道支店であり、昨年12月に

契約を締結をいたしました。 

 本年１月より具体的な設計に係るため、基本構想

の確認と諸条件、方針の整理を進め、建物の床面

積、階層ごとの執務室や関連諸室のゾーニングを決

める作業を実施をしているところであります。 

 議員からお話のございました、駐車場の規模や利

便性の確保、建築費用の圧縮、ＩＣＴの利活用な

ど、取組につきましても今後基本設計を固めていく

中で検討を進めてまいります。 

 また、市民の理解の促進に向けましては、市民の

皆様に基本設計（案）をお示しし、広く周知すると

ともに御意見を伺った上で次のステップに進んでま

いりたいと考えております。 

 次に、防災意識の普及についてですが、「津波て

んでんこ」という言葉が示すように、防災の基本は

自分の生命・財産は自分で守るという考え方である

ことを踏まえ、万が一の事態にも落ち着いて的確な

行動が取れるようふだんからの心構えや備えが重要
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であり、改めて災害に応じた避難行動を考えていた

だくことが重要と考えております。 

 一人一人が災害時の行動や日頃からの備えの必要

性について認識を頂くことに加え、地域での助け合

いで命や財産を守り、被害を防止・軽減するため

に、自主防災組織が有効であり、地域での組織化に

向け支援に取り組むとともに、地域での防災訓練を

通した防災意識の向上を促すために新たな防災ガイ

ドブックを作成をいたします。 

 次に、市職員の消防団の入団についてであります

が、地域防災力の充実強化を図るため成立をした、

消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する

法律では、公務員の消防団員との兼職に関する特例

規定が設けられたことから、当市におきましても、

平成27年６月に職員宛てに消防団への加入について

通知をしたところであります。 

 一方で、市職員は災害時のインフラ確保をはじめ

とした業務継続が求められるため、消防団活動に従

事できない場面も想定をされます。 

 職員には、こうした点も踏まえ、他自治体の活動

状況なども検証した上で消防団の果たす役割、意義

と合わせて加入について周知をしてまいります。 

 次に、災害情報収集における関係機関との連携に

ついてでありますが、災害対策には防災関係機関と

の連携が極めて重要であり、災害発生時の注意喚起

時には網走地方気象台からの気象情報、網走開発建

設部、オホーツク総合振興局からは連絡体制や所管

する道路、河川などの対応確認、網走警察署からは

交通規制の対応など情報収集と共有を行っておりま

す。 

 災害発生時には網走開発建設部、自衛隊などから

災害本部に派遣されるリエゾンからも情報を受け、

災害対応やその収束の判断などの助言を頂いている

ところであります。 

 また、国や道の防災関係機関のほかに避難者への

連絡や避難の受入れに協力を頂いている町内会連合

会、災害時の食料・飲料水確保、災害時の情報発信

などは災害時協力協定書の締結団体などとの協力が

必要となるため、平常時より連携・情報収集を強化

していく必要があると、このように認識をしている

ところであります。 

 次に、地域福祉・町内会活動の活性化についてで

ありますが、市民の最も身近な地域組織である町内

会の活性化は不可欠であると考えておりますが、ラ

イフスタイルの変化、価値観の多様性によって、人

同士のつながりが弱まり、町内会の加入率低下や町

内会活動の担い手不足、これまで地域が有していた

地域自治や地域福祉、生活安全などの機能の低下が

懸念をされているところであります。 

 町内会の活性化に向けましては、市と網走市町内

会連合会において、連携基本協定を締結し、地域課

題への対応を行うとともに、加入促進のための広報

活動を展開しているところです。 

 また、市では各種セミナーや講座などを通して、

市民団体やＮＰＯ、ボランティア組織など、地域の

多様な団体や個人が町内会などと連携して、地域コ

ミュニティーの活性化に取り組む仕組みづくりを支

援をしております。 

 今後は町内会活動を主に担う高齢者の方におい

て、スマートフォンなどの普及が徐々に進んでおり

ますことから、様々なコミュニケーション機能やア

プリの活用について、研修会の開催などを検討をし

てまいります。 

 高齢者へのデジタル活用の促進についてでありま

すが、今後市内全域で光ファイバー網が敷設される

ことから、ブロードバンド環境はさらに向上するも

のと考えられております。また、高齢者のスマート

フォンの普及向上により、デジタルによる利便性の

向上が図られていくものと考えております。 

 こうしたことから、老人クラブやふれあいの家な

ど様々な機会を通して、高齢者を対象としてデジタ

ル時代に向けた講座の開設をすることを検討してま

いります。 

 次に、市内における介護人材確保における外国人

材の雇用についてでありますが、現在技能実習生制

度を活用し、２事業所におきまして、インドネシア

を国籍とする７名の外国人を受け入れているところ

であります。 

 介護人材の確保につきましては大きな課題である

と認識をしており、当市におきましても確保対策に

取り組んでいるところであり、外国人の雇用は一つ

の選択肢であると考えております。 

 課題といたしましては、受入れや住まいの確保等

に伴う事業所における費用負担、また、継続的な雇

用につながらないといった課題があると伺っている

ため、受入れ事業所等の取組を参考にしまして、介

護人材確保検討会で意見交換を行うとともに、北海

道が主催する外国人材受入れに係る研修会の情報提

供をしてまいりたいと考えております。 

 独り親支援施策の見解についてでありますが、独
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り親家庭の子供につきましては、親との離別や死別

等により精神面や経済面で不安定な状況に置かれる

とともに、日頃から親と過ごす時間も限られ、家庭

内での教育等が十分に行き届きにくいなどの特有の

課題を抱えている場合があるため、学習等に伴う支

援は大切なことであると認識をしております。 

 市といたしましては、議員の御提案の件につきま

して、独り親家庭を取り巻く様々な課題に視点を置

き、国のひとり親家庭等生活向上事業や他市の先進

事例を参考にその支援策の研究をしてまいりたいと

考えております。 

 次に、高齢者の運転免許の自主返納についてであ

りますが、網走警察署における平成31年１月から令

和元年12月末までの１年間の自主返納実績は、60歳

以上で116名、前年の93名と比べますと、対前年比

24.7％の増加となっており、平成29年度から平成31

年までの過去３年間の自主返納の平均上昇率は1.2

倍で、自主返納者が毎年増加の傾向にあります。 

 この本事業につきましては、返納された方が免許

返納に伴い、市内公共交通の利用のきっかけをつく

る目的として実施をすることと考えているところで

あります。 

 次に、予防効果の見える化についてであります

が、当市ではあばしり健康カニチョッ筋体操の効果

測定結果の公表や、市民プールで行う検診事後相談

での体組成計を使用した指導、また老人クラブや町

内会の健康教育に保健師が出向き、血管年齢や不規

則脈波の測定を行うなど、様々な保健事業の中で予

防効果の見える化を行っております。 

 市民健康まつりにおきましては、体脂肪測定、ス

トレスチェック、からだ機能バランスチェックなど

の手法を用いて、参加者自身の健康状態の見える化

を図っており、市民の健康意識の向上に努め、ま

た、各種健診事業を実施し定期的に体のチェックを

していただき、数値によって自らの健康状態を確認

していただくことも重要でありますので、その奨励

に努めてまいりたいと思います。 

 今後様々な機会を通じ、健康維持・増進するため

の一次予防の取組が重要であることを発信するとと

もに、各種事業における予防効果の見える化を工夫

し、健康に関する意識の高揚を努めてまいりたいと

存じます。 

 次に、地域医療の体制維持に向けた広域連携につ

いてでありますが、北網圏におきましては三次医療

圏における高度・専門医療機関としての機能を備

え、二次医療機関の後方支援を担う地方センター病

院である北見赤十字病院や二次医療圏における中核

を担う地域センター病院である網走厚生病院を基盤

とした医療提供体制が構築をされております。 

 また、新型コロナウイルス感染症への対応につき

ましては、オホーツク圏の感染症指定医療機関であ

る網走厚生病院、北見赤十字病院、遠軽厚生病院、

広域紋別病院が連携・調整し、患者の受入れが行わ

れております。 

 斜網地域を基盤とする１市４町におきましては、

網走厚生病院をはじめ、斜里町国民健康保険病院や

小清水赤十字病院などの公的病院のほか、民間によ

る医療機関が複数ありますが、現状では、地域住民

の安心・安全を図るため、救急医療、周産期医療、

脳血管疾患医療に伴う機能を維持するため、１市４

町が密接に連携・協働しているところであります。 

 今後におきましても地域住民が住み慣れた地域で

安心して暮らせるよう、引き続き関係自治体や医療

機関との連携強化を図るとともに、地域住民と患者

の視点に立ち、それぞれの医療機関の役割に応じ、

広域における機能分担や限られた医療資源の有効活

用を含め、効率的で質の高い医療提供体制の維持・

充実に努めてまいります。 

 次に、地域医療に対する市民の意識醸成について

でありますが、医療提供体制は当たり前に維持され

るものではなく、持続可能な地域医療を確保するた

めには関係自治体や医療機関との連携をはじめ、住

民の地域医療に対する理解と協力が必要であると認

識をしているところであります。 

 地域医療に対する市民の意識醸成につきまして

は、網走厚生病院の住民公開講座が平成31年から開

催をされておりますが、市民が医療と健康を学ぶ機

会とするために、あばしり健康マイレージの対象事

業に位置づけたところでもあります。 

 また、令和３年度におきましては、昨年10月20日

に北海道大学病院と締結をした、健康増進等に関す

る連携協定に基づき、市民を対象とした健康増進等

を図るための講座を開催することとしております。 

 市といたしましては、これらの事業を通し、地域

医療の確保に対する市民の意識醸成に取り組んでま

いります。 

 次に、最終処分場の延命についてでありますが、

大空町の焼却施設は昭和59年の供用開始で現在36年

目を迎えており、最後の長寿命化工事からも17年目

を迎え、平成30年度より、町では広域処理を視野に
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新たな施設設置に向けた検討に入っております。 

 このような状況の下、大空町から当市に広域処理

の可能性について検討したい旨の協議があり、担当

者間で勉強会を行ってきたところであります。 

 この中、大空町の施設で焼却処理をしている津別

町が令和３年度以降、北見市において焼却処理を行

うこととなり、大空町の焼却処理量が半減する状況

となったところであります。 

 網走市としては、罹災ごみの発生や紙おむつの増

加など、埋立てに回すごみの量が当初の想定よりも

増えていることから、令和３年度より網走市の廃棄

物処理の過程で排出される紙おむつをはじめとする

一部の可燃ごみの焼却を大空町に委託することと

し、予算計上をしたところであります。 

 紙おむつの埋立てが最終処分場に与える影響につ

いてでありますが、重量比ベースでは埋立量の15％

ですが、容積占有率で推計いたしますと、紙おむつ

の素材が高分子ポリマーでできていることから、そ

のまま地中に残る性質であるため、埋立容積の40％

以上を占有とすると推計されており、全ての紙おむ

つを中間処理した場合には大きな効果が得られるも

のと、このように考えているところであります。 

 次に、最終処分場の将来計画についてであります

が、最終処分場につきましては埋立て状況を把握

し、時期を逸することのないよう、次の施設の設置

を進めていかなければならないと考えております。 

 また、今後の廃棄物処理体制についてであります

が、２月に斜網１市４町の広域処理に向けた市長、

町長会議を開催した中で、大空町が更新を計画して

いる中間処理施設について、斜網地区に美幌町も加

えて広域利用ができないかとの提案があり、今後広

域連携による廃棄物処理について検討を進めていく

こととしております。 

 今後の計画策定に当たっては、広域処理も含めた

中間処理に向けての検討を進めていくとともに、資

源の再生利用を進めながら、当市の目標であります

ゼロエミッションを目指したごみ処理を行ってまい

りたいと考えております。 

 次に、女満別空港－網走間の高規格道路の整備促

進についてでありますが、女満別空港－網走間にお

ける高規格幹線道路は、物流の効率化・安定性の確

保、広域観光の活性化、災害に強い強靱な国土の形

成、地域で安心して暮らせる地域医療の確保など、

地域にとって重要なインフラであると認識をしてお

ります。 

 全国の高規格幹線道路の整備率は89％に対し、北

海道全体では65％と低い状況にあります。 

 十勝オホーツク自動車道においても、整備は遅れ

ている状況にありますが、陸別小利別－陸別間の工

事着手や、端野－高野間の事業着手など、未整備区

間の整備は着実に進んでいるところであります。 

 一方、女満別空港－網走間は、計画段階評価を進

めるための調査区間に今年度決定を頂き、整備促進

に向けて動き出したところであります。現在、解決

すべき地域課題の把握や原因分析のための調査を行

っているところであります。 

 来年度、計画段階評価に着手いただくためには、

コロナ禍にあってもより一層官民連携し、要望を強

めていく必要がありますので、期成会の組織拡大や

リモートによる要望活動の検討を進めてまいりま

す。 

 次に、道内７空港一括民間委託についてでありま

すが、女満別空港におきましても昨年１月より北海

道エアポート株式会社による空港ビル施設等事業が

開始され、本年３月１日から空港運営事業が開始を

されました。しかし、新型コロナウイルス感染拡大

に伴う運休や旅客数の減少により、北海道エアポー

ト株式会社としては、当初５年間に設備投資を集中

させた中期計画を見直さざるを得ない状況にあり、

道内７空港全体への投資額を当初の約1,000億円か

ら約500億円に半減するとの報道もあったところで

あります。 

 空港会社は女満別空港の運営を地域経済の活性化

につなげるため、運営会社、関係行政機関、経済団

体との相互理解の醸成と緊密な連携を図ることを目

的に、昨年12月女満別空港の運営に関する協議会を

設立をいたしました。 

 当市といたしましては、この女満別空港の運営に

関する協議会を軸として、路線拡大、空港機能の充

実強化、利用促進策などに取り組み、道内７空港の

一括民間委託を地域活性化につなげてまいりたいと

考えております。 

 次に、ＪＲ北海道問題についてでありますが、こ

れまでＪＲ北海道、沿線自治体、道、観光協会、市

民団体などと連携し、第１期アクションプランに基

づき地域利用と観光利用の促進に取り組んできたと

ころであります。 

 昨年８月のアクションプランの検証報告会では、

国からＪＲ北海道の経営努力に加え、こうした沿線

自治体での利用促進に対し、一定の評価を頂いてい
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るところであります。 

 このたび、国のＪＲ北海道に対する支援根拠であ

る国鉄清算事業団の債務等処理法の改正が閣議決定

され、令和12年度までの支援の継続と拡充が示され

たところであります。 

 現在、ＪＲ北海道を中心に令和３年度から令和５

年度を計画期間とする第２期アクションプランの策

定が進められており、当市といたしましては引き続

きＪＲ北海道、沿線自治体、道、観光協会、市民団

体などとの連携に加え、市民の皆様にも御協力を頂

きながら石北本線、釧網本線の維持・存続に向けて

地域一体となった利用促進に努めてまいります。 

 次に、オンデマンドバス実証実験についてであり

ますが、本年度は８月から11月まで、午前10時から

午後４時までの間、運行エリアを駒場、潮見、つく

くしヶ丘、鱒浦の一部とし、実施をしたところであ

ります。 

 利用者数は４か月で959人、一日平均８月では

5.03人、これに対し11月では9.93人と約２倍にな

り、周知が進むにつれ利用が増加したところであり

ます。 

 また、利用者に対しまして電話調査を実施し、61

名からその回答を頂いたところであります。その結

果には、利用者の79％は女性、年代別では60歳以上

が74％、予約方法が電話で75％、アプリで25％、路

線バスとの比較では、デマンドバスが便利と答えた

方が85％、不満な点では運行エリアが最も多く

67％、次に運行時間44％となっているところであり

ます。 

 こうした結果を踏まえ、新たな実証実験では、運

行エリアを高台地区に加え、南東南西地区、北東北

西地区、台町、桂町、錦町、海岸町、向陽ヶ丘、緑

町、新町、大曲の丁目地区、天都山の一部といたし

ます。 

 期間は４か月間から、６月から３月までの10か月

間とし、運行時間は開始時間を１時間早め９時から

16時までに、運行台数は１台から５台にそれぞれ拡

大をいたします。 

 引き続き、網走バスとの連携はもちろんのこと、

他の交通事業者、国、道、市民団体など、関係機関

で構成する地域公共交通活性化協議会において、

様々な御議論を頂きながら、また、町内会、老人ク

ラブなどを対象とした説明会の開催など、きめ細や

かな対応に努めながら持続可能な地域公共交通ネッ

トワークの構築を目指してまいります。 

 次に、域内循環の確立についてでありますが、議

員お話のとおり、地元産品の付加価値を高め交流人

口拡大するなど、域内消費による経済循環を生むこ

とは地域活性化に一層つながるものと認識をしてい

るところであります。 

 今後とも新製品の創出や支援、地場特産品の高付

加価値化などに対する支援制度や、売り先としての

ふるさと納税制度を活用するなどのことにより、市

内事業者による魅力ある商品企画、開発を促進をし

てまいりたいと存じます。 

 次に、一次産業の状況についてでありますが、Ｔ

ＰＰ11をはじめ国際的な自由貿易協定が進み、産業

のグローバル化が進んでいる中、世界規模で広がっ

た新型コロナウイルス感染症により海外での農産物

の輸出規制や国内外の食料需給の変化などが起こっ

ているところであります。 

 当市の一次産業においては、コロナ禍の影響によ

り、お土産の需要減による小豆の在庫の積み増しや

ホタテの一時的な輸出停滞はあったものの、こうし

た影響は限定的だったと捉えているところでありま

す。これは、農業においては畑作３品を主体とした

農業形態、漁業においては栽培漁業体制の確立な

ど、一次産業の高いポテンシャルがあってのことと

存じます。 

 これからも当市の一次産業が持続的に発展し、将

来的にわたり足腰の強い産業となるよう、環境に配

慮し、引き続き関係機関と連携しながら一次産業の

振興を図ってまいりたいと存じます。 

 次に、林業についてでありますが、森林整備につ

いては国や道の北海道森林づくり基本計画や、網走

市森林整備計画、網走市森林経営計画に基づき維持

管理していくことが基本であると考えております。 

 森林整備につきましては、国、道の補助事業の活

用と併せ、森林環境譲与税を有効に活用し、市の単

独上乗せ補助を行い、森林の多面的機能の維持・発

展を促すために、計画的な植林を行い、循環利用を

考えた造林を引き続き推進をしてまいります。 

 また、林業従事者不足についてでありますが、当

市におきましては、現時点で施業の停滞はなく、林

業従事者の不足は生じておりませんが、今後高齢化

などによる担い手不足を伴う施業の影響も考えられ

ますことから、林業の担い手確保対策として昨年開

校した、北の森づくり専門学校と連携・協力を図る

ため設立した、網走東部流域森林・林業活性化協議

会の担い手確保推進部会に参画をして、取組を推進
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をしてまいりたいと考えているところであります。 

 次に、水産加工品の付加価値についてであります

が、当市の水産加工品は主に一次加工が主流であ

り、水産業界はコロナ禍による海外輸出の減少など

により、ホタテをはじめとした水産物の価格が低迷

するなどの状況にあります。 

 一方で、新しい生活スタイルによる巣籠もり消費

や高級志向、プチぜいたくなどにより、家庭内消費

が増加をしており、ふるさと納税や通信販売等にお

ける消費は拡大傾向にあるところであります。 

 このような状況において、地場水産物の価値や品

質の向上などが重要であることから、当市におきま

しても国の制度を活用し、ＨＡＣＣＰの対応施設の

整備による衛生管理の強化を進め、水産加工品の基

本的な品質の向上を図ってまいります。 

 加えて、３年連続でモンドセレクション最高金賞

を受賞した水産加工品が網走から輩出されるなど、

第三者に評価が得られ、ブランド価値の向上につな

がっている例もあるなどのことから、こうした支援

も今後は検討していくとともに、新製品、新商品の

開発や地場水産物の周知、ＰＲなどを引き続き支援

をしてまいりたいと、このように考えているところ

であります。 

 海産物の安定供給についてでありますが、水産物

の消費流通においては、計画的かつ安定的に出荷す

ることは非常に重要であり、漁業者の所得の安定・

向上には必要であると認識をしているところであり

ます。 

 当市の基幹魚種であるホタテについては、養殖技

術の向上と科学的な知見に基づく管理によって計画

生産が可能であり、つくり育てる漁業の代表として

安定的な漁家経営に寄与しているものと認識をして

おります。 

 水産物の安定的な供給に向け、資源の減少の懸念

のあるシジミの人工種苗生産や放流手法の開発、ウ

ニのかご養殖に関する研究支援を進めるとともに、

科学的知見に基づいたモニタリング調査を継続する

ことにより、関係機関と連携して資源管理の精度の

向上をさせ、水産物の安定供給につなげてまいりた

いと考えております。 

 次に、重要病害虫問題についてですが、ジャガイ

モシストセンチュウ類の対策は網走にとって重要な

課題であると認識をしております。 

 ジャガイモシロシストセンチュウの緊急防除につ

きましては、平成29年度から令和元年度まで、Ｄ-

Ｄ剤による土壌消毒と対抗植物の植栽により防除を

実施してきたところでありますが、自然環境に配慮

した防除方針から、対抗植物を中心とした防除を行

っており、その後、他の町でもジャガイモシロシス

トセンチュウが確認されたこともあり、令和８年３

月まで期間を延長し緊急防除を実施するところであ

ります。 

 一方、ジャガイモシストセンチュウ類の抵抗性品

種であるフリアが試験開発され、令和２年度には一

般圃場で作付が一部開始されており、令和３年度以

降の本格的な作付に向けて種イモの増殖が行われて

いるところであります。 

 網走市内のジャガイモシロシストセンチュウが全

て検出限界以下となるよう、国、道、ＪＡと連携

し、引き続き緊急防除に取り組んでまいりたいと考

えております。 

 スマート農業についてでありますが、担い手の減

少・高齢化が進む中、大規模化による労働力不足を

補う上でも有効な手段と考えております。 

 当市におきましても国の事業の活用によりＩＣＴ

やＧＰＳを活用した省力化機械や農業用機械の導入

が進められており、また現在、郊外地区における光

回線の整備を進めていることから、今後、光環境が

ベースとなったスマート農業のさらなる進展によ

り、農業者の生産性の向上・ゆとりある農業が進

み、農村生活環境の充実が図られ、後継者不足の解

消の一助につながるものと期待をしているところで

あります。 

 次に、カーボンニュートラルの第一次産業への影

響についてでありますが、主に農業用機械や漁船な

どは石油類に依存をしておりますが、今後スマート

農業、スマート漁業が進展する中で、カーボンニュ

ートラルの方向性に向かっていくものと考えられま

す。 

 技術の進歩は日進月歩であり、今後の進展につい

ては、国の2050年農林水産業における化石燃料起源

のＣＯ₂ゼロエミッションに即した政策が今後進め

られていくものと考えております。 

 また、バイオマス発電等とのカーボンニュートラ

ルの関連性についてでありますが、当市において取

組が進められているバイオマス発電や緑ダムの放流

水を活用した斜網地区の小水力発電など、再生可能

エネルギーの活用がなされ、カーボンニュートラル

のこれからの取組にさらに充実していくことが、こ

れらに取っていくものと、このように考えていると
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ころでございます。 

 次に、中心市街地についてでありますが、議員お

話のとおり、中心市街地は多様な文化と歴史を育

み、伝えるとともに、地域住民や観光客が集い、に

ぎわいを生むエリアと認識をしているところであり

ます。 

 これまで、イベントの開催などにより一定の集客

はあるものの、通行者の数や経済波及などは依然と

して厳しい状況にあるとの認識の下、昨年からは新

たな戦略としてインバウンドの誘客を推進するた

め、ゲストハウスの整備等体験プログラムづくりを

推進をしております。 

 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、インバ

ウンドが期待できない状況も踏まえながら、この間

に準備を進めるとともに、新たに整備をしたゲスト

ハウスやまちプラなど既存資源の有効活用も念頭

に、ＩＣＴ活用など新たな取組についても、中央商

店街振興組合、まちづくり会社、ＴＭＯなど関係機

関と連携を図ってまいります。 

 次に、観光についてでありますが、ウィズコロ

ナ、アフターコロナの状況下で先を見据え、観光需

要の喚起策を準備、推進していかなければならない

と考えております。 

 新しい就労・旅行の形態としてテレワーク、ワー

ケーションが注目をされており、新たな旅のスタイ

ルに対応した取組も必要と認識をしているところで

あります。 

 また、デジタルトランスフォーメーションの推進

による観光サービスの変革と新たな観光需要の創出

で、デジタル技術やデータを活用した新たな情報発

信などを行うなど、ＩＣＴを活用したプロモーショ

ンに重点を置きながらも、ファムトリップなど従来

の取組の２つをバランスを取りながら取り組んでい

く必要があると考えております。 

 次に、受入れ体制についてでありますが、観光客

のニーズはモノ消費からコト消費、体験型、滞在型

や健康志向へのシフトをしてきており、観光地にお

いて円滑な集客を図るため、こうした多様なニーズ

への対応が不可欠であると考えます。 

 一昨年、シー・トゥ・サミットを開催したことに

より、カヤックについては新たな観光コンテンツと

して観光協会、事業者が連携し商品化を進めてお

り、ガイド人材育成につきましても進めているとこ

ろであります。 

 加えて、様々なアクティビティーと合わせ地元産

業や郷土料理体験などの異文化体験について、漁

業、農業など地元産業と連携し、新たな体験型観光

素材の開発と受入れ体制の整備を進め、多様化した

ニーズに応じたコンテンツ造成に取り組んでいると

ころであります。 

 新たなコンテンツ開発やガイド育成など受入れ体

制の整備を進めるとともに、デジタル情報発信の実

行に向け検討をしてまいります。 

 次に、ＤＭＯについてでありますが、網走市観光

協会は戦略的な観光地域づくりを目指し、一昨年３

月に観光庁の候補ＤＭＯとして登録を済ませ、本年

１月に第10弾の登録ＤＭＯへの登録申請を行ってお

ります。 

 候補ＤＭＯの体制強化と事業支援についてであり

ますが、登録ＤＭＯには５つの登録要件があり、そ

の要件を満たすための専門人材の配置や地域が一体

となって取り組む情報発信、プロモーションの実施

などが必要であることから、これらの取組に対して

支援し、地域の多様な関係者との調整を図りながら

マーケティングに基づく戦略策定、観光コンテンツ

の造成、受入れ環境の整備に努めてまいります。 

 地域の観光関連事業者の皆様には、それぞれ有す

るコンテンツを磨き上げていただき、それらの情報

をデジタルによる発信やファムトリップなどを図る

ことにより、地域が一体となってプロモーションで

きる仕組みづくりを構築することが地域ＤＭＯの果

たす重要な役割であると認識をしているところであ

ります。 

 次に、道の駅流氷街道網走の魅力向上についてで

ありますが、平成21年の開設以来、昨年まで順調に

利用客数を伸ばし、年間の入込数は70万人を超え、

累計の入込数も700万人を超えました。 

 これらの位置づけにつきましては、各種情報サー

ビスの提供や休憩所としての機能やイベント会場な

ど観光交流施設としての機能、冬季の砕氷船の発着

ターミナルとしての機能の３つがあり、おおむね成

果を上げていると考えております。 

 これらを踏まえ、さらなる道の駅の発展のため

に、魅力向上検討事業において課題を抽出し、今後

の方向性を検討してまいりました。 

 主な課題として、地元住民の利用が少ない、閑散

期の対策、商店街との関わりなどに対し、新たなコ

ンテンツの追加により道の駅の誘客や活性化を図り

たいと考え、農産物直売所の実証実験を行うことと

いたしました。この取組を通じ、道の駅がさらなる
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網走の魅力の発信の場となり、また市民の交流の場

となることを期待するものであります。 

 今後は、コロナ禍において感染防止を施しながら

本事業を取り進め、コロナ後の展開を見据えて課題

に対する実証事業の分析などを進めてまいりたいと

考えております。 

 次に、未来を考える戦略センターの方向性とイノ

ベーションベースの活用についてでありますが、未

来を考える戦略センターは昨年５月、地域が抱える

多様な課題の解決に向け、地域特性を生かした各種

の施策を戦略的に推進することを目的として東京農

業大学をはじめとする産学官金連携で設立をしたと

ころであります。 

 技術研究・開発を担う組織との連携により、網走

の強みである一時産業の振興策に取り組み、生産・

加工・流通の価値をつなぐ体制の構築を目指し、今

年度は網走版ＣＣＲＣ構想に基づく事業として、地

域の食材を通して首都圏のシェフなどと生産者をつ

なぐ関係人口を創出する取組を進めており、新年度

はこの取組をさらに深化をさせたいと考えておりま

す。 

 また、現在まで戦略センターには相談件数もあ

り、今後の展開や様々な取組に期待をしているとこ

ろであります。農大第一食堂を改修した場所で展開

をされていることから、イノベーションベースにつ

きましては、戦略センターの活動拠点機能のほか、

厨房の機能もあることから、市内外の企業などが気

軽に食の試作品をつくることのできる環境整備を行

い、ものづくりなどの商品開発、学生の定着促進に

関する機能など、多様なつながりや価値を創造する

基地となることを期待をしているところでありま

す。 

 次に、日本体育大学附属高等支援学校についてで

ありますが、日本体育大学附属高等支援学校は、自

らの無限の可能性を信じ、たくましく学び生きるこ

とを教育目標として定め、人間づくりの重要な基礎

としてスポーツ、労作、情操の３つを教育の軸に掲

げ、人に触れ自然に触れる経験を通じて豊かな人間

性を育んでいるところであります。これら３つの軸

は、生徒の興味・関心を芽吹かせる土壌となるもの

で、確かな成長の実感を生徒にもたらすことによる

自己肯定感を醸成するため、教職員と生徒が一体と

なって心躍る体験をつくり上げていくことを重視し

ていると伺っております。 

 今回、新たに授業に組み込まれることとなったブ

ドウ園の農作業の実習はまさに生徒の興味・関心を

芽吹かせる、地域資源を活用した特色ある教育活動

と言えるもので、大いに期待をしているところであ

ります。今後、この取組が発展できるよう支援して

まいりたいと考えております。 

○井戸達也議長 教育長の答弁前ではありますけれ

ども、ここで昼食のため暫時休憩いたします。 

 再開は午後１時といたします。 

午後12時16分休憩 

午後１時00分再開 

○平賀貴幸副議長 議長を交代します。 

 休憩前に引き続き、再開いたします。 

 代表質問を続行します。 

 志誠会、古田議員の質問に対する答弁から。 

 教育長。 

○三島正昭教育長 －登壇－ 教育委員会の関係に

ついてお答えをいたします。 

 感染症に対するリテラシー教育についてでありま

すが、各学校においては児童生徒、また、家族が感

染したときや濃厚接触者になった場合に、差別・偏

見・いじめ・誹謗中傷などの対象にならぬよう、十

分な配慮・注意が必要であり、学校における新型コ

ロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル、

学校の新しい生活様式に基づき、新型コロナウイル

ス感染症について正しく理解し、差別や偏見のない

適切な行動を取ることができるよう指導をしており

ます。 

 家庭につきましては、北海道教育委員会から示さ

れているパンフレット等を配布するなど、差別や偏

見がなくなるよう理解と協力をお願いしているとこ

ろであります。 

 引き続き、児童生徒への指導を継続して行ってい

くとともに、家庭への理解と協力を求め、正しい感

染症の理解と差別・偏見がなくなるよう取り組んで

まいります。 

 次に、学校統合と教育環境の充実についてであり

ますが、学校教育においては多様な考えに触れ、認

め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通して一

人一人の資質や能力を伸ばしていくことが重要であ

り、小中学校では一定の集団規模が確保されている

ことが望ましいと考えられております。同時に、学

校は児童生徒の教育のための施設であるだけではな

く、地域のコミュニティーの核としての性格を有す

ることが多く、防災・保育・地域の交流の場等、

様々な機能を併せ持っております。 
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 また、平成27年に文部科学省が策定をしました、

公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関す

る手引きにおいては、少子化の状況を踏まえ、児童

生徒への教育効果、通学距離などの児童生徒の負

担、学校運営上の課題など、教育環境等への様々な

影響も勘案しながら検討が必要とされております。 

 学校の統合につきましては、教育的観点と合わせ

当市の様々な事情を総合的に考え、検討していかな

ければならないものと考えております。 

 次に、児童生徒の基礎学力についてであります

が、昨年の４月、５月の臨時休校後、各校には年間

指導計画を見直し、全ての学年において、年度中に

学習指導要領に示された内容を終えるとともに、全

ての児童生徒に学習指導要領に示された各教科の内

容を身につけされることを学校に指示をしておりま

す。 

 現在のところ、全ての小中学校において学校行事

の見直しや長期休業の短縮などによる授業時数を確

保した上で、学習内容を終えることができる見込み

であります。 

 臨時休校が長期間にわたったことによる基礎学力

への影響については、学校再開後、生活リズムの維

持や学習の遅れに不安を抱える児童生徒もおりまし

たが、きめ細かい指導を行うことにより、改善され

てきていると考えております。 

 令和２年度は全国学力学習状況調査が中止とな

り、全国との比較ができませんが、令和３年度は５

月に実施することが予定をされており、その結果を

分析するなどして課題と対策を明らかにしてまいり

たいと考えております。 

 次に、ＧＩＧＡスクールについてでありますが、

１人１台端末につきましては、１月中に市内全小中

学校に整備を終え、現在、教員による研修を行って

いるところであります。 

 ＧＩＧＡスクールは、休校時における在宅での活

用についても考えていかなければなりませんが、通

常の学校におけるこれまでの授業実践と合わせ、タ

ブレット活用による学習活動の一層の充実を図るも

のでございます。 

 当市におきましても、通常の授業における児童生

徒の理解度・習熟度の効果を上げるため、各学校の

代表で構成される学校ＩＣＴ活用推進委員会で調査

研究や推進を行っております。 

 今後、家庭学習における端末の利活用に向けて、

情報収集・研究に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、金融教育についてでありますが、金銭に関

する教育として一人一人が自立した消費者として豊

かな消費生活を営む上での消費者教育は重要であり

ます。 

 学校教育におきましては、社会科や家庭科等の中

で売買契約の基礎や金銭の使い方、消費者の役割、

金銭管理の必要性について学習することが学習指導

要領に示されており、各校において発達の段階に応

じた指導を行っております。また、総合的な学習の

時間等におけるキャリア教育の中で、就労目的や自

立するために収入を得ることを学習をしておりま

す。さらに、租税教室を開催し、税務署から講師を

招き、税金の仕組みや大切さを学んだり、企業経営

者を講師として会社の経営と金銭の流通について学

ぶ起業体験教室を開催したりするなどして、広く学

習をしているところでございます。 

 今後も児童生徒が自分の暮らしや社会、生き方に

ついて深く考え、より豊かな生活やよりよい社会づ

くりに向けて、主体的に行動できるよう育んでまい

りたいと思います。 

 次に、学校支援地域本部事業についてであります

が、ボランティア確保のため、広報をはじめ、生涯

学習や社会教育事業の参加者への周知のほか、東京

農業大学と連携して学生向けオリエンテーションを

実施し、毎年100名以上の大学生にボランティア登

録を頂くなど、現在個人198名と17団体に登録を頂

いております。さらに、民間企業や団体が独自に実

施している学校への地域貢献活動などの情報収集と

協力体制の構築に努め、今後も継続して幅広いボラ

ンティア確保に取り組んでまいります。 

 また、地域住民が自らの知識や経験を生かした学

校支援ボランティア活動は、地域の大人との交流を

通じて子供たちの豊かな人間性が育まれるとともに

地域力の向上につながる重要なものと認識をしてい

ることから、平成31年度から取り組んでおりますコ

ミュニティ・スクール制度の学校運営協議会におい

て、事業の取組についての説明と意見交換を行って

いるところであり、学校と地域、家庭が一体とな

り、地域全体で子供たちの成長、子育てを見守るこ

とで、地域と絆を深め、より多くの地域の力が子供

たちの健やかな成長に役立つよう今後も取り組んで

まいります。 

 次に、学校給食についてでありますが、学校給食

の運営体制につきましては、近年、労働需給の逼迫
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により調理員の確保が極めて困難になってきてお

り、また、児童生徒数の減少などにより、調理場の

効率的で安定的な運営が必要となってきたことか

ら、継続して安定的に運営できる体制づくりとし

て、小規模調理場を大規模調理場へ集約し、併せて

給食業務のうち調理・配送・配膳・食器等の洗浄な

どの業務を民間活用による業務委託を検討してきた

ところでございます。 

 一昨年12月から保護者の方々を中心に計画内容に

ついて説明会を開催してきたところでありますが、

新型コロナウイルス感染症の拡大により説明会の開

催ができない状況となり、令和３年４月からの実施

は困難と判断をしてきたところでございます。 

 その後、コロナウイルス感染症の状況を見なが

ら、実施時期を令和４年４月とし、昨年11月から説

明会を再開してきたところでございます。 

 説明会の中で、アレルギー対応に関する心配や配

送時間に関わる給食温度低下の心配、また、できる

だけ地元食材を使用した安全で安心な給食の継続し

た提供、安定した給食の提供など様々な御意見を頂

いたところでございます。 

 教育委員会といたしましては、献立作成、食材の

調達については、これまでどおり直営で行っていく

ことや、できるだけ地元食材を使っていくこと、ア

レルギー対応についてもこれまでどおり学校の教

員、栄養教諭が責任を持ち、調理業務を行う事業者

と綿密な連携、協議を行っていくことなどを説明を

してきたところでございます。 

 また、配送時間に関わる温度低下につきまして

は、多くの会場で心配の声があったことから、でき

るだけ温かい給食を子供たちに食べてもらうため、

配送計画の一部を見直し、配送時間を短縮すること

としたところでございます。 

 今後も、課題の把握と解決に向けた対応を検討し

ながら、給食を継続して安定的に提供できる体制づ

くりと、安心で安全な給食を子供たちに提供してい

くための取組を進めていく考えであります。 

 次に、適応指導教育についてでありますが、当市

の適応指導教室クリオネ学級は、教育相談、適応指

導、学習指導などの指導・援助を行い、集団生活へ

の適応や学校生活への復帰を促すことを目的として

おります。 

 学校に適応できない児童生徒がクリオネ学級に通

うことは学習面だけではなく、生活のリズムを整え

たり、教師や友達とコミュニケーションを取ったり

する機会をつくる上で重要であり、基本は通級指導

や登校支援が大切だと考えております。 

 原因や状況は個々により様々でありますことか

ら、他者や学校・社会とつながる一手法としてオン

ラインの活用も視野に入れ、個に応じた指導を研究

してまいりたいと思います。 

 次に、郷土博物館建物の重要文化財への指定を目

指した取組についてでありますが、この事業は平成

25年度より進めており、文化庁からの指導に基づき

建物内部の展示替えや外観の塗装などの整備を行

い、令和元年度には国の登録有形文化財となったと

ころであります。さらに、今年度は設計者である田

上義也氏の業績とともに郷土博物館の建築学的な優

れた価値を伝える特別展を開催し、田上建築の重要

性を市民の方々に、また国にアピールしておりま

す。 

 今後、こうした一連の取組によって、郷土博物館

建物が国の重要文化財に指定されることになれば、

網走及び北海道における代表的な文化財として、ま

た、網走の重要な観光資源として、その価値は大き

く高まることが期待されます。しかしながら、重要

文化財の指定は国の意向に基づくものであり、あく

までもその文化財的な価値を評価することによって

のみ決定されるものであります。建物の所有者側が

その指定に向けて推し進める活動や指定を前提とし

た取組を積極的に進めることは難しいものと認識を

しております。 

 こうした状況において、当市におきましては、今

後とも文化財としての建築学的な価値の側面からア

ピールを続けていく考えであります。 

 次に、東京2020オリンピック・パラリンピック競

技大会についてでありますが、当市はオーストラリ

ア、韓国のホストタウンとして認定されております

が、昨年11月に国の方針が示され、選手等の受入れ

を実施するホストタウンは感染症対策をまとめた受

入れマニュアルを国のホストタウン等における選手

等受入れマニュアル作成の手引きを基に作成するこ

ととされております。 

 受入れマニュアルは、滞在場所、移動経路など選

手等の行程表、密集回避、消毒、換気のほか、感染

防止の基本原則をはじめ、宿泊先でのソーシャルデ

ィスタンスや食事などの対策などについて定めるこ

ととなっております。現在、国等により大会におけ

るアスリート等の出入国に係る措置や感染対策など

検討されている点もありますことから、引き続き全
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国のホストタウンとも情報交換を行いながら検討を

進めてまいります。 

 次に、スポーツ合宿についてでありますが、令和

３年度の合宿実施希望につきましては、例年合宿に

来ていただいている陸上競技のチームの合宿予定を

伺っているほか、前年度合宿に来ていただいた競

技・チームへの合宿誘致に取り組んでいるところで

ございます。 

 次に、オリンピック後の合宿の動向予測について

でありますが、陸上競技に関しましては、今後も例

年並みの合宿受入れになるものと想定をしておりま

すけれども、ラグビートップリーグに関しまして

は、シーズンのスタートが１月からに変更となるこ

とで、各チームの年間スケジュールに影響が出るも

のと考えておりまして、網走での合宿について各チ

ーム、関係者等とも継続して協議・相談を行いなが

ら合宿誘致に取り組んでいるところでございます。 

○平賀貴幸副議長 民主市民ネット、川原田英世議

員。 

○川原田英世議員 －登壇－ 民主市民ネットの川

原田英世です。会派を代表して質問を行います。 

 初めにあさっての３月11日で東日本大震災から10

年という節目を迎えます。１万5,000人を超える

人々の命を奪い、いまだに2,500人を超える行方不

明者が存在しています。そして、東京電力福島第一

原子力発電所のメルトダウン発生から今現在もふる

さとに帰ることができない人々、避難者としての生

活を続けている多くの人々がいます。この10年間、

多くの人々が苦しみと闘ってきました。現在も福島

原発の下では核反応が続いており、放射能が発生し

ている状況です。 

 本当の復興にはまだまだ遠い道のりであり、この

原発事故という人災を乗り越えていかなくてはなり

ません。被災者の皆様に心からお見舞を申し上げる

とともに、亡くなられた方々の御冥福をお祈り申し

上げます。 

 そして、昨年から感染拡大が続いている新型コロ

ナウイルス感染症の感染者数が日本国内で44万人を

超え、死者数も8,000人を超えています。世界全体

で猛威を振るう新型コロナウイルスによって苦しん

でいる全ての人々にお見舞いを申し上げ、亡くなら

れた方の御冥福をお祈りいたします。 

 また、医療現場にて日夜新型コロナウイルスと闘

っている全ての人々に、心からの感謝と敬意を表し

ます。 

 新型コロナウイルス感染症によるパンデミック

は、社会の全てに大きな影響を与えました。経済性

と効率化を重視した社会構造は、今大転換を迫られ

ていると感じています。 

 それと同時に、ＡＩなどのＩＣＴ技術の社会への

普及が想定を超えるスピードで進んでおり、今後の

社会はこれまでの常識が一切通用しないものになる

と想定されるところです。 

 また、東日本大震災から10年を迎えるに当たっ

て、命を守るためのインフラ整備やソフト面での防

災対策への検証が必要なときを迎えており、多様な

自然災害が頻繁に発生する昨今、想定外を想定した

あらゆる災害対策が求められております。 

 国連事務総長は昨年末に、これらの自然災害に対

して、「人類は自然に対して戦争を仕掛けている。

これから自然の反撃が始まる」として、自然との和

平について語りました。コロナ禍や自然災害など大

きな転換期を迎える私たち人類が、次の世代に明る

い未来を残していけるかどうかは、今の私たちの行

動にかかっています。そういった強い危機感を持ち

ながら質問をいたします。 

 さて、こういった転換期において、市長の役割が

大きく変わってきています。戦後から近年までの成

長の時代においては、市内外の調整役としての役割

が大きかったと思いますが、これからの縮小とＩＣ

Ｔ化の時代では、調整から選択へ、そしてまちの持

続性を高め課題を解決するために、網走市独自の政

策立案と実現を図るための司令塔としてリーダーシ

ップが問われていると考えるところです。 

 こういった市長の役割の変化について、水谷市長

はどのように認識しているのか伺います。 

 さらに、市長である前に政治家としての水谷洋一

氏は、この市長の役割の中で何をしたいのか、考え

を伺います。 

 また、新型コロナウイルス感染症や大規模化する

自然災害など、市民生活を揺るがす事態が多発して

いる昨今、市長としてまちのため、市民のために何

をすべきであると考えているのか伺います。 

 そして、人口減少や環境問題、財政再建や教育な

ど、現在の網走市が抱える様々な課題と、それに対

する政策の中で、市長が最も重要であると考えてい

る課題、政策は何なのか、考えを伺います。 

 そして、それら課題の解決へと取り組んだ道の先

にある10年後の網走の姿は、どのようなまちである

べきと考えているのか。市長の考える10年後の網走
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のビジョンについて伺います。 

 次に、財政について伺います。 

 昨年度末からパンデミックを引き起こしている新

型コロナウイルス感染症は、世界経済に大きなダメ

ージを与えました。世界中の主要都市がロックダウ

ンという都市封鎖を余儀なくされる中、日本は感染

者数こそ他国より抑えられていますが、経済へのダ

メージは変わりません。この状況では当然税収は大

幅に減少しますので、新規国債発行に頼る比率は高

まり、財政規律は世界のどの国も経験したことがな

いほど悪化しています。 

 ＭＭＴやリフレ派などの理論では、インフレによ

って財政規律を保つことが可能とあるとされていま

す。確かに理論としては成立していますが、その理

論と現実との乖離が見られる状況であり、インフレ

目標も達成されてはいません。 

 また、ヘリコプターマネー政策を一部の経済学者

が主張していますが、この理論を成立させるには国

民の隅々にまで通貨が均等に分配される状況を生み

出すことが不可欠であり、現在の複雑化する税制と

社会保障、そして格差拡大が続いている状況では、

財政状況をさらに悪化するだけです。 

 このままでは、戦後のようなハイパーインフレが

発生してしまうのではないかと危機感を持っており

ます。まさに国の財政状況は危機的な状況にあると

受け止めていますが、市長の認識を伺います。 

 また、国の状況と同時に市の税収にも大きな影響

が発生しています。 

 過去のリーマンショックを上回る大きな影響が発

生している現在の状況をどのように把握しているの

か。そして、この影響はどこまで続き、そしてどの

程度市の財政に影響を与えると考えているのか伺い

ます。 

 次に、こういった状況で重要となる自主財源につ

いて伺います。 

 ふるさと納税はここ数年で網走市の貴重な自主財

源となっています。開始当初は制度が不安定な状況

もありましたが、ここ数年で内容も寄附金額も安定

してきたと把握しているところです。しかし、以前

から議論や提案をさせていただいているように、こ

の貴重な自主財源であるふるさと納税の寄附額を増

やし、地域経済を活性化させていくための取組は不

十分です。ふるさと納税の目標や制度の運用方法に

ついて、どのように取り組んでいくのか伺います。 

 さらには、ふるさと納税以外の自主財源の確保に

ついての考えを伺います。 

 次に、新型コロナウイルス感染症対策について伺

います。 

 まず、新型コロナウイルス感染症に関する情報発

信についてです。 

 これまでの議論にあったように、感染情報の在り

方について多くの市民が不安を感じ、それが不信、

そしてうわさへとつながり、さらなる不安へと重な

っていく負の連鎖が起きています。 

 このことから、情報発信の在り方について、国や

道にも検討を求め、見直していくとの発言が以前あ

りました。これについて、現状はどのようになって

いるのか。また、今後はどのように取り組んでいく

のか考えを伺います。 

 そして、新型コロナウイルス感染症から市民を守

るために、行政として何をすべきであると考えてい

るのでしょうか。これまでの経験にない新たな危機

として発生したコロナ禍に対しては、これまでの仕

組みや考え、そして国や道などの組織との縦割り行

政に凝り固まることなく、人命を第一に考えた対策

が必要であると考えますが、市の考えを伺います。 

 次に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の備

えについて伺います。 

 検査する体制の構築が進み、市民の安心につなが

ったと認識しているところです。そして、この検査

体制の構築とともに取り組んでいかなくてはならな

いのは、検査によって多くの陽性者が出てしまった

場合の対策です。 

 容体の急変によって、自宅療養中に亡くなってし

まうという事態や、病院の逼迫から、たらい回しの

状況になり治療先が見つからないというケースも発

生しています。 

 医療施設や民間療養所の限界を想定に入れなが

ら、在宅療養の備えなども行う必要があると考えま

すが、どのように取り組んでいくのか伺います。 

 また、新型コロナウイルス感染症による市内経済

の影響についてですが、厳しい状況についての認識

は同じであると考えるところです。その上で、長期

化していることを鑑みると、よりきめ細やかに経済

の状況を把握し、より効果的に対策を講じていく必

要があります。経済対策についての考えを伺いま

す。 

 そして、新型コロナウイルス感染症の影響で職を

失ったり、所得が減少してしまった方への支援策に

ついて、現在の支援の実施状況について伺います。 
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 また、その支援策が困っている人に知られていな

いのではないかと危惧するところですが、周知の取

組について、今後はどのように進めていくのか、考

えを伺います。 

 さらに、コロナ禍の長期化から支援が不十分にな

ってきている状況があります。さらなる支援が必要

であると考えますが、今後の新たな支援策への考え

を伺います。 

 そして、コロナ禍においては格差の拡大も大きな

問題です。所得の低い世帯ほど、コロナ禍による経

済的な影響を大きく受けていることが明らかになっ

ています。これは地域経済にも大きく悪影響を与え

ます。 

 政治の大きな役割は税の再分配機能からなる格差

の是正です。今こそ格差の解消に政治が力を注がな

くてはなりません。市長は、この格差という課題に

対して網走市の現状をどのように把握しているの

か。そして、格差解消にどのように取り組む考えな

のか伺います。 

 次に、市民生活への影響についてです。 

 新型コロナウイルス感染症によって生活様式は大

きく変わりました。外出をできるだけ避ける、ソー

シャルディスタンスを取るなど、人との接触をでき

るだけ避けることが求められていますが、当然日常

的な生活に制限がかかるものです。 

 こういった状況が続く中で、市民の努力もあり新

たな生活様式が浸透していっておりますが、コロナ

禍による高齢者を中心とした買物難民化に対する支

援や、企業のテレワークやリモートワークへの取組

の支援など、新たな生活様式の確立に向けた市の取

組について考えを伺います。 

 次に、市内に新型コロナウイルスを入れないため

の取組について伺います。 

 人を介して感染が広がる新型コロナウイルスの市

内への流入を阻止するためには、市外から来られる

方が新型コロナウイルスに感染していないことが重

要です。そのために、合宿や出張、転勤などで来網

する方や感染拡大地域から来網される方に、来られ

る前に検査を受けていただくなどの感染症拡大予防

策を講じる必要がありますが、考えを伺います。 

 次に、エネルギーと環境問題について伺います。 

 冒頭に述べましたように、環境問題は今危機的な

状況を迎えており、この10年の取組で人類の未来が

決まると言われています。中でも最大の問題は地球

温暖化であり、ＣＯ₂を排出しない社会を早急に構

築しなくてはなりません。そういった中で、ＥＵな

どの環境問題先進国に遅れながらも、国も大きく動

き出したところです。 

 オホーツク地域は北半球における流氷の南限に位

置しており、この流氷は温暖化を数値だけではなく

目視で体験できるものであります。年々減少して小

さくなっていく流氷を観光資源とする網走は、世界

に先駆けて地球温暖化防止の取組を進めていかなく

てはならない地域であると私は考えています。 

 そこで伺いますが、網走市としての脱炭素社会へ

向けた取組や今後に向けた考えを伺います。 

 そして、この問題を解決するには、最大のＣＯ₂

排出源となっている電力生産を自然再生可能エネル

ギーによるエネルギー生産に転換し、そして送電ロ

スの解消のために地産地消を進める必要がありま

す。特に北海道が経験したブラックアウトや、今年

の電力市場価格の乱高下を見ると、地域の新電力会

社の設立は極めて重要ですが、どう考えどう取り組

むのか伺います。 

 また、エネルギーと環境、そして経済というのは

密接な関係にあり、一体的な取組が必要になりま

す。網走にはエネルギーに関わる企業とも関わりも

あり、エネルギー問題の先進的な取組は新たな経済

軸の設立にもなり、地域経済活性化につながってい

きます。そして、農業、漁業、林業と連携してエネ

ルギーにおける課題を解決していくことで、持続可

能な環境を生み出していくことにつながっていきま

す。このことをどのように考えて、網走の今後のエ

ネルギー環境をどのようにしていきたいと考えてい

るのか伺います。 

 ここまでエネルギーについて触れましたが、それ

だけでなく、地球温暖化、マイクロプラスチックな

どの環境問題は待ったなしです。私たちの何げない

生活が自然環境に対して戦争を仕掛けることにな

り、その反撃をこれから生きる子供たちが受けるこ

とになるというのはあってはならないことです。こ

れからの市の取組と市民への啓発をどのように進め

ていくのか伺います。 

 次に、防災について伺います。 

 東日本大震災から10年が経過しました。この間、

防災の在り方について議論が続けられてきました

が、現在の防災計画には現実との乖離があると考え

ています。津波や地震、大雨や大雪、停電や今回の

感染症など、大規模化し多様化する災害に対する防

災には、その災害ごとのシミュレーションが重要で
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あり、特に民間との協力体制の在り方や避難の方法

などは、多様な災害を想定した様々な検討を重ねて

いかなくてはなりません。 

 そこで伺いますが、防災ガイドブックの全面改訂

を実施するとの考えがあるということですが、現在

の災害対策で何が課題であると考えているのか伺い

ます。 

 また、防災インフラの整備として避難所の感染症

対策や福祉施設での豪雪対策など、市として取り組

むべき防災対策は細部にわたっています。これらの

対策には国からの支援についても情報を得ながら進

めていく必要があると考えますが、防災インフラの

整備をどのように進めていくのか所見を伺います。 

 次に、人材育成について伺います。 

 まず、市の職員の人材育成についてです。 

 これまでの水谷市政を見たときに、人を育てると

いう視点に欠けていると指摘せざるを得ません。課

題の解決へ若手の職員の方々にアイデアを出しても

らう、提案してもらって挑戦させる。もちろん、そ

の責任は市長が取る。そういった環境で生き生きと

やりがいを持って職務に当たれるという環境が現在

の市には欠けています。人材育成について、どのよ

うに考えて、どのように取り組むのか伺います。 

 また、人を育てる上では職員が取り組んだ成果を

評価する仕組みがなくてはなりません。その評価か

らさらなるモチベーション向上につながることで人

が育つ環境は好循環となっていきます。このことへ

の考えを伺います。 

 そして、まちの将来をつくっていく民間人材の育

成、この視点も欠けています。 

 例えば地域おこし協力隊の育成と定着や、青年団

体と連携したまちづくりなど、どのように考えてい

るのでしょうか。 

 まちの未来を憂う若者とこれからのまちづくりを

共に考えて活躍の場をつくっていく。若者が生き生

きとするまちには活気が生まれ、魅力につながり、

さらに若者を呼び集めるという力があります。この

ことへの考えを伺います。 

 また、市職員への民間人材の登用について、新し

い角度でアイデアや専門的な知見を取り入れていく

ために、特にふるさと納税などのビジネス的な要素

が大きい政策に対しては、民間人材に活躍していた

だけるのではないかと考えるところです。民間人材

の登用についての考えを伺います。 

 そして、総務省では新たに地域プロジェクトマネ

ージャー制度を創設することとなり、特産品の開発

や販売、イベントなどの責任者として地域に移住し

て活躍する地域おこしリーダーの募集を行うとのこ

とです。この制度を活用して産品の高付加価値化や

産業間連携などに取り組む人材を確保することは非

常に有益であると考えますが、本制度への市の考え

を伺います。 

 次に、女性活躍社会へ向けた取組について伺いま

す。 

 昨日は国際女性デーでした。この国際女性デーは

1904年にニューヨークで婦人参政権を求めたデモ運

動が起源となっているものです。これに合わせて各

国の女性活躍の状況が報道されていましたが、ジェ

ンダー平等に関する国際評価では、日本は153か国

中121位であり、先進国では最低です。さらにその

日本の中で、有識者会議や審議会での女性比率は北

海道はワースト３位、22.7％という状況です。この

ことを私たちは重く受け止めなくてはなりません。 

 そこで、網走市でも女性活躍推進法に基づき取組

が行われていますが、目標に対しての現状を伺うと

ともに、今後の取組について伺います。 

 次に、人口減少対策について伺います。 

 人口減少には自然減、社会減の要因があり、それ

ぞれに多様な対策がありますが、まずは少子化への

抜本的な取組が必要であると考えるところです。 

 このたび新たに子育て応援祝金が予算化されてい

ますが、なくなってしまった事業もあり、まだまだ

取組は不十分であると考えます。例えば多産支援で

あるとか、子育て世帯の負担軽減支援策を大々的に

行うと、そういった政策を行っていくべきと考えま

すが、所見を伺います。 

 また、国の結婚新生活支援事業補助金が４月から

要件が緩和され、補助額も上限30万円から倍増しま

す。経済的な理由で結婚を諦める若者が多い中、有

効な支援策であると考えますが、網走市として結婚

生活支援事業に取り組む考えはあるのか伺います。 

 そして、コロナ後の社会を見据えて、Ｕ・Ｉター

ンの推進などに大々的な取組が必要です。多くの企

業が在宅勤務に転換していく中で、大都市にオフィ

スを持つことの優位性は失われ、大企業も本社や一

部の機能を地方に移す動きが進んでいます。 

 それと同時に、自然に囲まれた地域で生活をした

いというニーズが高まり、地方への移住を検討する

人々が増加しています。今こそ都市部から地方への

声を上げるべき時です。アクセスや環境などで優位
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性の高い網走市として、これまで以上の取組を求め

るところですが、どう取り組む考えなのか伺いま

す。 

 次に、地域経済の状況についてですが、コロナ禍

によって厳しい状況にありますが、それ以前から商

工会議所の調べでは厳しい経済状況が続いていまし

た。しかし、以前市内の経済状況について伺った際

には、商工会議所の調べとは異なり、それほど厳し

いという認識はないという答弁でありました。この

差はどこから生じてくるのか、いまだに疑問です。 

 市としては市内の経済の中長期的な状況をどのよ

うに捉えているのか伺います。 

 また、経済活性化のために、市として市内の経済

指標の洗い直しを進めて、今後の政策のエビデンス

とする必要があると考えます。先ほど言ったとお

り、商工会議所と違う経済状況の認識があるのであ

れば、その前提となるデータがあるのだと思います

が、これらをコロナ禍も踏まえて洗い直していく必

要があると考えます。このことについてどのように

考えているのか伺います。 

 そして、市内経済の活性化へ、市が保有する基

金、土地などの資産の有効的な活用の検討に着手す

べきであると考えますが、見解を伺います。 

 また、この間の経済状況から、網走市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略の経済活性化策におけるＫ

ＰＩの達成が困難な状況にあると認識しています

が、現状を伺います。 

 そして、これによって、総合戦略の最大目標であ

る人口減少を抑えるというＫＰＩにも支障があると

考えますが、状況をどのように捉えているのか伺い

ます。 

 また、地域経済活性化へ、スマートシティへ向け

たＩＣＴ化を柱とする新たな経済軸を生み出して、

地域経済の活性化を図るべきと考えますが、市の考

えを伺います。 

 次に、一次産業について伺います。 

 さきの質問に合わせて、一次産業のＩＣＴ化の推

進もこれから大きな可能性を持っています。どのよ

うに考えているのか伺います。 

 また、産品の高付加価値化への取組ですが、第１

期まち・ひと・しごと創生総合戦略のＫＰＩには食

品製造業の付加価値向上として、基準値19.5％から

23.2％という目標値がありました。第２期になり、

この項目がなくなっていますが、ＫＰＩの達成には

程遠い状況にあるのではないかと受け止めていま

す。 

 一次産業を中心とする網走は、地域の産品を生か

して高付加価値化を進めることが地域経済へのイン

パクトが非常に大きく、この取組は重要であると考

えますが、どのように捉えているのでしょうか。そ

して、今後の取組への考えについても伺います。 

 次に、育てる漁業についてです。 

 大変厳しい状況が続いています。近年の秋サケの

不漁は想定を大きく超えて、水産業界に大きな影響

を与えました。また、ホタテについても、新型コロ

ナウイルスにより輸出への影響を大きく受けている

ところです。また、輸出に関して、新たな課題も山

積してまいりました。 

 この先行きが見えない状況をどのように捉えてい

るのか。そして、育てる漁業の今後に向けてどのよ

うに取り組んでいく考えなのか伺います。 

 次に、農業についてですが、この農業も様々な問

題が発生しています。例えばシロシストセンチュウ

やジャガイモの種イモ不足、もち麦の買取りに関わ

る問題など、今後に大きく関わる課題です。これか

らの農業の継続について所見を伺います。 

 次に、林業についてですが、林業の振興にバイオ

マス発電による活用の進展も含めた新たな計画が必

要であると考えるところです。地域材の活用に向け

て、森を守るという視点から森の管理、植林といっ

た自然の好循環を促すための取組をどのように進め

るのか、考えを伺います。 

 次に、観光業について伺います。 

 コロナ禍による影響が観光業全体に大きく影響を

与えており、インバウンドの減少により道内経済へ

の影響は甚大であります。このことは、これまでの

観光業の常識から考えを変えていく必要も生じてい

ると考えられるところです。 

 市政執行方針には観光業の振興について、幾つか

の手法が記載されていますが、そもそもの観光とは

何であると考えているのか、基本的な考えを伺いま

す。 

 そして、長く続くコロナ禍によって疲弊した観光

業の持続をどのように進めていくのか。このコロナ

禍においては、攻める観光業ではなく守る観光業や

ローカルツーリズムの振興などの視点が重要だと思

いますが、考えを伺います。 

 また、補正予算にて観光振興策を決定しました

が、コロナ禍が収束した後の社会では、これまでと

は異なる手法によるさらなる大規模な観光振興策が
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必要であると考えるところです。今後の市の支援策

についての考えを伺います。 

 そして、網走市の観光業がこのコロナ禍を経て進

化していくために、何が必要であると考えているの

でしょうか。その考えを伺うとともに、これからの

観光のキーとなるであろう、経営視点に立ったＤＭ

Ｏ候補法人はどのような体制で運営されていくの

か、スケジュールもあわせて伺います。 

 また、市政執行方針には道の駅流氷街道網走にて

農産物直売所の実証事業を行うとの記載があります

が、これは道の駅の計画が立ち上がった当初から企

画されていたものと理解していますが、なぜこれま

で実施されることなく、このコロナ禍において実証

実験が行われるのか。インバウンドに偏った観光か

らローカルツーリズム重視への変更と受け取る一方

で、近隣の観光施設でも地元の農産物の販売が一部

されており、競合も想定されるところです。この考

えを伺います。 

 次に、新庁舎建設についてですが、建設に関わる

中心市街地の将来のビジョンについて、設置条例の

議論においてもたびたび考えを伺ってきました。し

かし、まだ私たちには市長がどのようなビジョンを

持っているのか伝わっていませんので、再度市長の

見解を伺います。 

 そして、そのビジョンを市民と共有し、民間との

連携で中心市街地の活性化を図る必要があると考え

ますが、所見を伺います。 

 そして、先ほど経済対策としてのスマートシティ

について質問しましたが、この新庁舎建設が網走市

のスマートシティ化の中心となって全体を巻き込ん

でいくということが重要であり、その視点ではスマ

ート化に向けた最適のタイミングで新庁舎が建設さ

れると考えています。このことについての市の認識

を伺います。 

 次に、医療についてです。 

 北海道立網走高等看護学院の存続が厳しい状況で

す。このことから、人材の確保がさらに困難になる

と想定される中、コロナ禍による日本中の医療従事

者不足によって、医療機関の緊急事態とも言われる

状況にあります。 

 このたび、看護職員修学資金貸付制度の改定から

医療機関の人材確保支援を進めることは理解すると

ころです。しかし、この支援策によって慢性的な医

療従事者不足の解消がされることにはなりません。

どのように考え、取り組んでいくのか伺います。 

 また、現在の北海道立網走高等看護学院の建物の

活用についての考えも併せて伺います。 

 次に、医療提供体制についてですが、新規開業医

誘致政策の効果から、２件の診療所の新規開業があ

りました。また、次年度には高度医療機器の整備も

進んでいきます。 

 こういった医療体制の確保を進めていく取組を踏

まえて、医療提供体制確保への今後の考えについて

伺います。 

 そして、市民に身近なかかりつけ医が近くにいて

くれるという環境をつくるために、網走市全域を面

として捉えた視点を踏まえた中長期的な医療提供体

制計画を持つ必要があると考えますが、市の考えを

伺います。 

 次に、介護について伺います。 

 新年度は介護保険の改正と網走市の第８期計画の

策定時期に当たります。2018年の制度改正時の改正

ポイントは、介護保険制度の持続可能性の確保と地

域包括ケアシステムの深化・推進でした。 

 網走市においては、この３年間でこの点ではどの

ような変化があり、どのような進歩、進捗あるいは

遅滞があったのか、基本的な見解を伺います。 

 また、2017年度末で廃止された介護療養型医療施

設からの受け皿として2018年に創設された介護医療

院についてですが、日常的な医療ケアなどの医療機

能と生活施設としての機能を兼ね備えた住まいとし

て、昨年網走市にも定員40名の介護医療院が開設さ

れたところです。 

 この介護医療院についての必要性を含めた網走市

の基本的な見解を伺います。 

 介護保険の2021年改正案の大きなテーマは、「地

域包括ケアシステムの推進」「自立支援・重度化防

止の推進」「介護人材の確保・介護現場の革新」

「制度の安定性・持続可能性の確保」「感染症や災

害への対応力強化」の５つが主なテーマです。特に

５点目は新型コロナウイルス感染拡大や災害の多発

を鑑みて、新たにテーマに加わりました。 

 8050問題と言われる現在、60万人いるとされる中

高年のひきこもりは80代の親と50代のひきこもりの

子供が社会から孤立してしまうことが深刻化すると

予測されることから、地域包括支援センターの強化

も必要になります。 

 ほかにも、「高額介護サービス費上限額の引上

げ」「補足給付の負担軽減対象者の見直し」「新設

される社会福祉連携推進法人の展開」「通いの場の
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推奨」「介護事業所におけるＩＣＴ導入の利用促

進」など多くの改定や変更があります。介護保険改

定における網走市の基本的な見解と網走市の第８期

介護保険計画の基本的な考えについて伺います。 

 次に、福祉について伺います。 

 障がい福祉サービスの改定について、今回の改定

のポイントは、「障がい者の重度化・高齢化を踏ま

えた障がい者の地域移行・地域生活の支援等」「効

果的な就労支援や障がい児・者のきめ細やかなニー

ズを踏まえた対応」「医療的ケア児の支援などの障

がい児支援の推進」「精神障がいにも対応した地域

包括ケアシステムの推進」「災害や感染症の発生時

も含めた支援の継続を見据えた対応」「障がい福祉

サービス等の持続可能性の確保と適切なサービス提

供を行うための報酬等の見直し」の６点のほか、障

がい福祉サービス等の現場の業務効率化を図るため

のＩＣＴの活用などの推進方策なども求められてお

り、現場ではコストダウンを図りながら取得可能な

加算を取得し、効率化を図ることが求められている

と考えられます。 

 網走市はどのように計画に反映させながら、こう

した制度の改定や事業者の求められる状況に対応し

ていく考えなのか、所見を伺います。 

 また、基幹相談支援センターの開設について、定

住自立圏の拡大を図るとともに連携して開設される

ものと期待するところですが、斜網地域１市４町と

いう広域な地域の相談支援体制の充実と就労先の確

保に向けて、どのような体制でどのように取り組ん

でいくのか伺います。 

 次に、ＬＧＢＴなどの性的少数者のカップルを婚

姻と相当する関係と公的に認めるパートナーシップ

制度についてですが、市民からの請願を受けて網走

市議会としても先進地の視察を行い、様々な議論を

経た後に、平成30年９月に請願を採択しました。 

 北見市では先駆けて条例制定へ向けた動きがされ

ていますが、網走市での取組はどのようになってい

るのか、状況を伺います。 

 次に、廃棄物処分場についてですが、新たな破袋

機の導入から廃棄物処分場の埋立て問題がある程度

解決するものであると期待をしています。 

 しかしながら、その解決策とされる大空町への紙

おむつ類の処分委託について、大空町の焼却処理施

設から国の基準を超えるダイオキシン類の濃度が測

定されました。本件は設備の更新によって課題解決

が図られましたが、当施設は1983年に完成し翌年供

用開始された施設であり、完成から38年が経過しま

す。一般的に一般廃棄物焼却処理施設の耐久年数は

20年とされており、長寿命化も10年から15年とされ

ていることから、施設としての老朽化に課題がある

と考えられます。 

 このような状況で、網走市のごみの受入れを継続

して可能であると考えているのでしょうか。不可能

な場合には、廃棄物処分場の埋立て過剰問題の解決

には大きな支障が生じると考えますが、どのように

進めていくのか伺います。 

 また、大空町との協力体制の構築や新たに進めら

れる定住自立圏の拡大に合わせて、将来的な人口ビ

ジョンや環境問題、低コストとスマートシティ化を

考慮し、定住自立圏で連携したごみ処理の実施計画

を検討する必要があると考えますが、市の所見を伺

います。 

 次に、学校給食について伺います。 

 網走の学校給食は地域の重要な文化の一つである

と考えます。これは、網走市の強みであり、地域愛

を育む教育としても非常に価値があります。この強

みをより生かしていくために、地産地消のさらなる

推進やオーガニック給食など検討していただきたい

と願うところです。 

 この学校給食に対する市長の見解を求めます。 

 学校給食の集約と一部民間委託に対して、市民か

ら様々な意見がありました。保護者への説明会など

も状況も聞かせていただいておりますが、一部民間

委託には反対の意見が多く出され、その意見に対し

て理解のできる答弁がない状況です。 

 また、民間委託のメリットとして当然考えられる

のはコスト削減ですが、これまでの議論ではコスト

は逆に増加することが明らかになっています。 

 そして、委託の理由として挙げられている人手不

足ですが、先日会計年度任用職員の給食調理員全35

名を含む保護者などの市民から、人手不足の状況に

はないという請願が提出されており、委託の理由は

現場の実態とは乖離があります。 

 このようなメリットもなく説明すらつかない民間

委託には賛成する判断材料すらないところですが、

改めて民間委託の理由を伺います。 

 そして、市民からの意見をどのように捉えて、ど

のように反映するか、その考えを伺います。 

 次に、学校教育について伺います。 

 学校の授業、イベント、課外活動でのコロナ対策

は文部科学省からの学校における新型コロナウイル
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ス感染症に関する衛生管理マニュアルに沿って実施

されていると認識しておりますが、各教育の現場で

十分に対策を講じることができる状況になっている

のでしょうか。 

 マニュアル内容を忠実に実施した場合、教室のス

ペース不足や検温や消毒など、人手が必要になる中

で教職員の負担も増加していると考えます。どのよ

うに認識をしているのか伺います。 

 また、子供たちもパソコンやスマートフォンを日

常的に使用する時代になりました。さらにはＧＩＧ

Ａスクール構想などのデジタル教育によって、学校

でもパソコンの画面を見ることが多くなってきてい

ます。 

 そういった状況の中で、視力の低下などの健康問

題が新たな課題となっていますが、どのように捉え

ていてどのような対策を講じるのか伺います。 

 また、ＧＩＧＡスクールなどデジタル教育の体制

づくりには専門知識のある方による教育者への支援

体制が必要であると考えます。ＧＩＧＡスクールサ

ポーターの配置について発言がありましたが、現状

でも超勤が非常に多い教職員の負担軽減に、ＧＩＧ

Ａスクールサポーターが支援を行っていくような形

になるのか、所見を伺います。 

 昨年末、公立学校教員の１年単位の変動労働時間

制の導入をめぐって、北海道議会にて条例が可決さ

れました。しかし、この変形労働時間制では、超勤

解消に結びつくものではないばかりか、勤務状況の

個々の教職員によって差が大きくなることから、管

理者の負担増や職員の分断を招きかねません。非常

に問題が多い内容ですが、どのように考えているの

か伺います。 

 また、これまで幾度かにわたって議会でも請願や

陳情が出されてきた少人数学級の実施についてです

が、このコロナ禍によって実現の道筋が見えてきま

した。コロナ禍に対応し、子供たちに利点のある対

策にするために、できるだけ早期の実現を求めると

ころですが、どのように進めるのか伺います。 

 次に、スポーツについて伺います。 

 これまでの議会での議論も含めて、現在の考えを

伺いますが、コロナ禍による大会や講習会などの開

催マニュアルは、スポーツに関連する団体などで共

有する統一されたものがあるのでしょうか。 

 ないのであれば、各団体はどのような観点で開催

の是非や対策を講じるべきであると考えているの

か、考えを伺います。 

 また、コロナ禍によって合宿の減少が生じていま

す。年に一度網走で合宿を実施していた団体が、コ

ロナ禍による合宿のブランクが発生することによっ

て、網走合宿離れが生じないか不安ですが、継続し

て網走合宿をしていただくための取組を伺います。 

 そして、網走は自然環境に恵まれ、気候やアクセ

ス、そして施設も含めてスポーツの好条件がそろっ

ています。この網走市のスポーツを観光業へと広げ

ていくためにどのように取り組んでいくのか、考え

を伺います。 

 代表質問の最後になりますが、１点伺います。 

 市の取組に対して、市民から賛否含めて様々な声

があることは承知のとおりです。しかし、現在の市

の運営を見ていると、市民の声を市政に反映すると

いう視点がどうも見えません。このことをどう考え

ているのか、所見を伺います。 

 以上、多岐にわたって質問をさせていただきまし

たが、コロナ禍を乗り越えて新たな時代へと進んで

いくためには、これまでと同じ考えではいけませ

ん。新たな視点と取組で、誰一人取り残さない社会

をつくっていくこと、最後にこのことをお願いして

代表質問を終わらせていただきます。 

○平賀貴幸副議長 ここで、暫時休憩いたします。 

午後１時58分休憩 

午後２時09分再開 

○平賀貴幸副議長 休憩前に引き続き、再開いたし

ます。 

 代表質問を続行します。 

 民主市民ネット、川原田議員の質問に対する答弁

から。 

 市長。 

○水谷洋一市長 －登壇－ 民主市民ネット川原田

議員の御質問にお答えをいたします。 

 初めに、市長の役割とのことですが、市長は市議

会とともに車の両輪として地方自治の本旨に基づ

き、民主的で効率的な自治運営を担うものと理解を

しており、お互いに市民の負託に応え、自治の理念

の実現に努めなければならないと認識をしていると

ころであります。 

 また、地方自治の本旨からは、国から独立をした

地方公共団体として網走市の事務を処理すること

と、事務処理の決定過程に住民が参加することを意

味するものと理解をしております。 

 その上で、2018年、３期目の立候補に当たり、

「健やかに、そしてしなやかに、安全安心なまちづ
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くりを目指して」と題し、「ひとにやさしいまち」

「安心安全なまち」「にぎわいと交流を生むまち」

「安心して子育てのできるまち」「課題解決に取り

組む行政運営」という59項目の公約を掲げ、市民の

皆様にお示しをさせていただき、市民の皆様の付託

を得て再び４年間市政をお預かりさせていただくこ

ととなりました。 

 早いもので折り返しが過ぎ、この間ラグビーワー

ルドカップ日本大会に際し、フィジー代表チームの

公認キャンプ地、日本代表事前キャンプ地に選んで

いただくなど、話題の多かった１年でありました

が、２年目におきましては新型コロナウイルスの世

界的な拡大により、市政方針でも述べさせていただ

いたように、日常が大きく変わってしまった１年で

もありました。 

 この１年間は、10回以上にわたる臨時議会と３回

の定例会において、新型コロナウイルスに対する取

り組むべき施策に対し、適宜適切に対話を重ねなが

ら予算を決議を頂き、迅速に対応してまいりまし

た。 

 国内外に課題が山積する中、本格的な人口減少社

会の到来に対し、そのインパクトに対していかに緩

和をするかという視点を持ち、自らの公約と網走市

総合計画の着実な歩みを求めて様々な施策に取り組

んできたところであります。 

 ３期目の公約に当たっては、耐震化に向けた新庁

舎の建設と、医療は公共財であるという認識の中

で、開業医の誘致が大きな課題と認識していたとこ

ろでありますが、新庁舎建設に当たっては、昨年の

９月の議会において、建設に向けた新庁舎位置の条

例の制定を頂き、現在その基本及び実施設計に着手

することができました。 

 また、開業医誘致に当たっては、１年目からその

動きが加速し、本年度２つのクリニックに開業して

いただくなど、市民の安全・安心に資することがで

きたと思うこととあわせて、１次、２次、３次の救

急医療体制、とりわけ脳疾患の急性期において具体

的な成果を上げることができたものと思っておりま

す。 

 今年の予算においても、同様の施策を計上させて

いただき、さらなる開業医の誘致を進め、市民の安

全・安心に寄与してまいると同時に、８年ぶりの市

内における泌尿器科の病棟開設に向け、高齢化社会

にも対応する医療提供体制の充実を図るよう取り組

んでまいります。 

 また、大きな公約の一つでもありました、郊外地

区におけるブロードバンド環境の整備に当たって

は、政府与党に対し、その重要性について関係機関

などを通じて不断に訴えてきたところであります

が、今般、このコロナ対応を一つの奇貨として予算

化されたことにより、来年度整備を行い、令和４年

度から供用が開始できるに至ったと思っておりま

す。 

 あわせて、電子図書館の整備対応、ＬＣＣといっ

た格安航空会社の就航誘致、女満別空港の民営化、

高規格道路の整備促進など、地域全体に対する取組

も中心となって取り組んできたことにより、地域の

活性化に資することができたものと考えておりま

す。 

 公約については、おおむね全般的に緒を就き取り

進めているものと存じますが、コロナウイルス拡大

に伴い、適切な時期への対応が必要でもありますの

で、時代と情勢を見計らいながら取り組むものと合

わせて、網走市総合計画に掲げた行政推進を図って

いくとともに、特に新型コロナウイルスワクチン接

種の対応について遺漏なきよう力を尽くしてまいり

ます。 

 目まぐるしく変化する社会・経済情勢の中で、到

底一地方自治体で解決できない課題もあることか

ら、国政及び道政の動きを注視し、機敏かつ柔軟な

対応にこれからも心がけ、市政課題の解決に向け、

これからも精一杯努力してまいりたいと存じます。 

 次に、新型コロナウイルス感染症や自然災害など

不測の事態への対応でありますが、被害は日常とは

異なる環境に置かれるという認識の下、災害時にお

けるタイムラインや業務継続計画などを日頃から緊

急事態に備えることや、予防や防災に関する知見を

持つ国や北海道などの関係機関から情報収集・共有

し、その正確な情報を適切に市民の皆様へお届けす

ることが大切だと考えております。 

 また、今般の新型コロナウイルス感染症のような

前例のない事態は、日々刻々と変わる状況の中で、

何が正解かわからない中での対応の判断は困難を極

めるわけでありますが、こうした状況下にあって

も、法で定められた権限とその範囲を踏まえて、関

係機関と連携した迅速な対応が大切であると考えて

おります。 

 次に、御案内のとおり、当市のみならず日本全体

が人口減少の傾向が依然と続いており、この与える

インパクトの緩和をどのように図っていくかという
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ことが大切であると考えております。 

 方向感として、市民の皆さんが健康で安心して暮

らすことができる持続可能なまちづくりを進め、産

業の振興をはじめとする地域振興を果たすために

も、医療の提供体制を図っていくことが大切なこと

と考えており、かかりつけ医、専門病院、地域セン

ター病院がそれぞれの役割を果たし、相互に補完・

連携することで、安定的な持続可能な医療体制を整

えることが重要なことと考えております。 

 次に、ビジョンとのことでありますが、本格的な

人口減少・少子高齢化社会の進行により、生活基盤

の維持さえ困難な時代を迎えようとしております。 

 同時に、技術革新によるデジタル化社会が到来を

しており、生活や仕事などあらゆる分野でデジタル

を中心とした社会へ加速度的に変化していくものと

思っております。 

 こうしたデジタル化によるメリットを享受できる

地域社会の実現と、地域の持つ様々な魅力を最大限

に生かしたまちづくりを進めることが、総合計画に

ある「豊かで美しい自然の中、ひと・もの・まちが

輝き続け、誰もが健康で安心して暮らすことのでき

るまち」の実現が図られていくものと存じます。 

 次に、国の財政への認識についてでありますが、

国の令和３年度一般会計予算は、令和２年度第３次

補正予算と合わせて、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大防止に万全を期しつつ、デジタル社会やグ

リーン社会に向けた中長期的な課題にも対応する予

算として、９年連続で過去最高を更新する106兆円

を超える規模となりました。 

 その一方で、税収は前年度当初よりも６兆円減少

し、公債金が11兆円増加するなどにより、国の債務

残高もＧＤＰの1.8倍と過去最高水準に膨らむ見込

みであると理解をしているところであります。 

 しかしながら、国の新型コロナウイルス感染症の

経済に及び影響を注視しながら、ちゅうちょなく必

要な対策を講ずるとし、経済あっての財政の考えの

下、厳しい経済に対して万全の対応をしつつも、経

済財政運営と改革の基本方針2020に基づき、歳出・

歳入の両面からの改革を進めるとのことであります

から、引き続き国の財政状況について注視をしてま

いります。 

 次に、市の財政への影響についてでありますが、

先ほど、さきに古田議員にお答えをしたとおりでご

ざいますが、このたびの令和３年度当初予算の市税

収入に対する新型コロナウイルス感染症による影響

として、令和２年度当初予算と比べマイナス５億

円、10.4％減と見込んでおりまして、リーマンショ

ックの影響をはるかに上回る状況と認識をしており

ます。 

 このことにより、市財政の影響についてでありま

すが、新型コロナウイルス感染症による影響がいつ

まで続くのか見通すことは困難でありますが、この

状況がこの１年程度で解消され、経済活動が徐々に

回復するのであれば、当市の財政への影響は短期的

かつ限定的であると見込まれますが、続くと想定さ

れた場合は何らかの影響があると思われます。 

 次に、ふるさと納税についてでありますが、返礼

品の取扱いを開始した平成27年度から平成31年度末

まで、寄附件数は13万8,789件、寄附総額が約47億

円となっております。 

 令和２年度において、２月末現在で寄附件数が６

万8,451件、寄附金額が約19億円となっており、総

計で寄附件数が20万7,240件、寄附金額が約66億円

となっております。 

 本年度は昨年を大きく上回る方々から御寄附を頂

き、単に財源の確保という視点を超えて、全国の皆

様から御支援を頂いている事実を大変うれしく思い

感謝をしております。 

 今後も、より多くの方に網走に関心を持っていた

だき、まちと全国の皆様との絆を太く育むことを目

標としております。 

 このため、寄附金の使途や網走市の魅力の発信、

返礼品を取り扱う事業者と連携した返礼品の開発、

磨き上げなど、地域一体となって網走というまちの

総合的なプロモーションをしてまいります。 

 企業版ふるさと納税についての取組であります

が、今年度より税額控除割合の引上げや手続の簡素

化など大幅な見直しがなされ、企業が利用しやすい

仕組みになったと認識をしております。 

 企業版ふるさと納税の取組は財源確保の観点から

も有効な手段と考えておりまして、現在、企業版ふ

るさと納税を活用する事業の企画立案について、協

議を進めているところであります。 

 今後につきましても、様々な情報収集に努めなが

ら、企業に賛同いただける施策の企画立案など積極

的に推進をしてまいりたいと考えております。 

 次に、ふるさと納税以外の自主財源確保について

でありますが、これまで第４次網走市行政改革推進

計画に掲げた多様な歳入の確保といった観点から、

市が保有する土地や建物の売却や貸付に取り組んで
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いるところであり、昨年度まで５年間の土地売却実

績は、建物つきを含め30件で約２億4,000万円でご

ざいます。 

 売却先の土地活用は、クリニック、福祉施設の開

設、事業用地の拡大といったものが多く、市民の暮

らしの安全・安心や地域経済の活性化につながって

いるものと考えております。 

 また、使用料・手数料は、平成20年４月に改定し

て以来、消費税率の引上げ、労務単価の上昇があっ

たものの、リーマンショックや東日本大震災などに

よる経済的な影響を考慮し据え置いてまいりまし

た。今後は、新型コロナウイルス感染症の収束を見

据えつつ、適宜、時宜を得て見直しを図ってまいり

たいと考えております。 

 このほか、一昨年、網走厚生病院に脳神経外科を

開設した際に活用した、定住自立圏形成による地域

活性化事業債など、より有利な財政措置の情報収集

に努め、多様な歳入の確保を図ってまいります。 

 次に、感染情報の発信についてでございますが、

令和２年９月にまとめられた北海道における新型コ

ロナウイルス感染症対策に関する検証中間取りまと

めにおいて、対策有識者会議における「市町村への

患者情報が不十分で、情報発信・説明の在り方を改

善すべき」また「居住市町村や年代の公表ルール化

を検討すべき」さらには「個人情報等を理由に十分

な情報提供がなされていないため、住民の不満やう

わさ、デマや中傷を助長し、結果として感染者と家

族に大きな負担を与えている」といった意見に対

し、北海道として対応を整理することが示されてお

りましたが、現状その取扱いに変更はなされており

ません。このことは、感染症が求める人権擁護の観

点からの措置と考えられるわけでありますけれど

も、感染者及びその周辺におられる方の偏見、差別

が後を絶たないなどの事例が全国的に散見されるこ

とから、このことは感染症で求める人権擁護の観点

からの措置と考えられ、市民の皆様におかれまして

も風説の流布を流すことのないようお願い申し上げ

ると同時に、市職員が感染した場合、また市が所管

する公共施設や主催する行事等で感染が確認された

場合は、関係機関と調整を図り、本人からの申出等

による事実確認に基づき、可能な範囲で情報を公

開・発信をしてまいります。 

 次に、新型コロナウイルス感染症の対応が長期化

し、いまだ収束が見込めない状況が続いております

が、このことはオホーツク地域を含め、当市におい

ても例外ではなく、市民にとりましては見えないウ

イルスとの闘いに不安を抱え、これまでの日常と違

った生活にストレスを感じているものと感じており

ます。 

 市といたしましては、市民の安心を確保するた

め、３密を避け、マスクを着用、手洗い、空気の入

れ替えなどを励行していただくよう喚起に努めると

ともに、北海道に対しましては、入院病床の確保、

宿泊療養施設の拡充を求めるとともに、網走厚生病

院との連携により構築した検査体制の充実を図り、

発症予防、感染予防、重症化予防、さらには感染症

の蔓延防止を図るワクチン接種に向けた実施体制の

確保に努めてまいります。 

 次に、在宅療養の備えについてでありますが、軽

症者や無症状者につきましては、医師が入院する必

要がないと判断し、かつ患者本人が保健所による定

期的な健康観察に対応できる場合は、宿泊療養が可

能と判断されます。北海道における患者への対応に

つきましては、入院または宿泊療養が原則となりま

すが、地域における感染拡大に伴う入院病床や宿泊

療養施設の空き状況によっては、一時的に自宅療養

が生じる場合が想定されます。自宅療養中の健康観

察につきましては、保健所がその全ての対応を行う

こととなっておりますことから、市といたしまして

は、入院病床の確保、宿泊療養施設の拡充について

北海道に求めてまいりたいと考えております。 

 次に、経済対策についてでありますが、経済状況

の把握に関しては、市の支援金の給付、セーフティ

ーネットの認定事務などの業務を通じて情報収集に

努めることに加え、網走商工会議所が四半期ごとに

実施する景気動向調査をはじめとする各種調査の確

認や商工会議所、金融機関、ハローワーク網走など

関係機関や業界団体との情報交換を行ってきており

ます。 

 支援につきましては、これまで社交飲食店、宿泊

施設、交通事業者及び北海道の休業等要請への協力

事業者への支援金の給付を行ったほか、消費喚起対

策としてプレミアムつき食事券・商品券の発行、市

民の市内宿泊施設の利用促進の実施、いずれの施策

も困難な状況における支援として効果があったもの

と認識をしております。 

 今後につきましても、感染拡大の防止措置を前提

とした上で、市内の経済状況を注視しながら、切れ

目のない支援を展開してまいります。 

 生活困窮者への支援状況についてでありますが、
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休業や失業で生計の維持に困った際の支援として

は、緊急小口貸付や総合支援資金の貸付制度があり

ます。また、離職等で住宅を失うおそれがある場合

は、家賃の支援を行う住居確保給付金制度がありま

す。 

 これらの貸付制度を含め、生活困窮における相

談・申請等の業務につきましては、自立相談支援事

業の一つとして網走市生活サポートセンターらいと

が担っております。 

 令和３年１月末現在の相談実績でありますが、延

べ650件となっております。そのうち、貸付実績

は、緊急小口資金が84件で1,480万円、総合支援資

金が38件で1,696万5,000円となっております。 

 次に、支援策に係る周知についてでありますが、

これまで市や社会福祉協議会のホームページのほ

か、全戸配布や公共施設備付けのチラシなどにより

周知を図ってまいりました。 

 新型コロナウイルスの影響が長期化する中、緊急

小口資金や総合支援資金については、申請期限が延

長されたことに加え、返済に伴う据置期間の延長が

可能となり、さらに総合支援資金においては、３か

月分60万円を上限に再貸付けを受け付けることも可

能となっております。 

 また、現在国において、所得の減少が続く住民税

非課税世帯の償還を免除することも検討されている

と承知をしております。 

 今後もこうした支援策について、ホームページを

はじめ、様々な媒体を通じて周知をするとともに、

国における施策の動向を注視してまいりたいと考え

ております。 

 次に、格差の課題の状況についてでありますが、

所得格差の指標であるジニ係数などの統計的なデー

タを持ち合わせていないため、状況の把握は困難で

ありますが、特例貸付の実績から、新型コロナウイ

ルス感染症の長期化が生活に影響を与えているもの

と存じます。 

 こうした中、市といたしましては、給付金の支援

策、経済対策を講じてきたところでありますが、今

後におきましてもコロナ禍における影響を注視し、

国の支援策の周知を図るとともに、状況を踏まえた

必要な支援を検討してまいります。 

 次に、コロナ禍における高齢者を中心とした買物

難民化に対する支援についてでありますが、コロナ

禍における外出控え、高齢者による身体の衰え、商

業施設の集中化、運転免許の返納、公共交通の状況

により、今後移動手段の確保が難しい買物弱者の増

加が見込まれます。 

 こうした状況の中、令和３年度の新規事業といた

しましては、高齢者等買物弱者対策事業に取り組ん

でまいりたいと考えております。 

 内容につきましては、地域のニーズを把握すると

ともに、民間事業者との協働により移動販売の対象

地域拡大に向けた協議を進めるとともに、宅配など

の既存サービスを広く市民に周知するものでありま

す。 

 また、令和２年９月に開始をした通所型の買物リ

ハビリ事業についても利用者から好評を得ている状

況であるため、関係事業者及び団体と協議を進め、

サービスの拡充を検討してまいります。 

 今後におきましても、新たな生活様式の確立に向

け、買物弱者対策を推進してまいります。 

 次に、テレワークやリモートワークの支援につい

てでありますが、本年度の実施をした労働実態調査

によると、市内のテレワークを実施した企業は270

事業者中23事業者で、２年前と比較して大きく増加

をしております。 

 コロナ禍において、柔軟な働き方であるテレワー

クの環境を整備することは、ワーク・ライフ・バラ

ンスの実現や労働力人口の確保、企業の生産性の向

上を図る上でも重要であり、市といたしましても改

めて推進をしていくことが必要であると考えており

ます。 

 市では、店舗等感染症対策などにおいて、感染症

対策やテレワークに係る社内研修の経費も補助の対

象としており、今後も引き続き支援の継続をしてま

いります。 

 次に、来網者への感染拡大防止策についてであり

ますが、当市に来られる方を把握し、全ての方々を

対象に検査を実施することは困難であることから、

当市ではワクチン接種により感染状況が安定するま

での間、福祉施設や企業等が取り組むクラスターの

発生防止、また自身の行動履歴等により感染が心配

されている市民の不安解消を目的として、網走厚生

病院との連携により導入した検査機器を活用し、網

走市新型コロナウイルス感染症検査事業に取り組ん

でおります。 

 市の受入れ体制といたしましては、転入された

方々に対し、検査事業の周知を図り、御利用いただ

きたいと考えております。 

 また、観光事業においては、発地における検査キ
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ット購入費を含む旅行商品の造成などについて研究

してまいりたいと考えております。 

 次に、脱炭素社会に向けた取組についてでありま

すが、政府は2050年カーボンニュートラル、脱炭素

社会の実現を目指すと宣言をしたところでありま

す。 

 世界各地で頻発する豪雨や熱波などの異常気象は

二酸化炭素等の温室効果ガスによる地球温暖化が影

響しており、気候変動対策の強化は重要な取組であ

り、ＳＤＧｓに掲げる目標でもあると認識をしてお

ります。 

 当市におきましては、環境に負荷の少ない循環型

社会の形成を目指して地域特性を生かした再生可能

エネルギーの利活用について、推進してまいりたい

と考えております。 

 次に、地域での新電力会社の創設についてであり

ますが、エネルギーの地産地消を推進する地域新電

力会社に注目が集まっており、全国各地で設立され

ていることは承知をしております。 

 地域新電力の多くが地域の特性を生かした再生可

能エネルギーを活用しており、脱炭素社会の実現の

環境に関する課題の解決だけではなく、地域の雇用

促進や資源活用、産業振興など、持続可能な地域づ

くりの一助となると考えておりますが、一方、電気

料金をはじめ、どこまで地産電源の確保ができるか

など、懸念事項もあるものと考えております。 

 今後、様々な情報収集を行うとともに、地域新電

力会社についての研究を続けてまいりたいと考えて

おります。 

 次に、網走の今後のエネルギーと環境についてで

ありますが、古田議員の答弁でもいたしましたが、

地域特性を生かした再生可能エネルギーの利活用

は、地球温暖化の原因でもある温室効果ガスの抑制

につながるものと考えております。 

 環境を考えたときに、バイオマス発電などの再生

可能エネルギーの利用は地域の循環、つまりそれは

森里川海の循環に大変よい影響を与えるものと捉え

ております。 

 森林は放置をすると山が荒れ、その価値が低下い

たします。適度な間伐、適期な伐採、そして森林の

サイクルが山を再生させ、そのことにより豊かな里

や川が、そして海が再生されるものと存じます。 

 温室効果ガスの抑制につなげるためにも、今ある

資源を有効に活用しながら、取組を進めていくこと

が肝要であろうと存じております。 

 次に、今後の市の取組と市民啓発についてであり

ますが、地球温暖化対策の啓発を目的に、家庭及び

事業所でできる10の取組のリーフレットの配布、ま

た、国が推進するクールチョイスに賛同して啓発事

業を行うなど、市民がみんなで取り組める施策を進

めてきたところであります。 

 これらの取組を市民一人一人が実行することで大

きな効果につながることから、今後も市民、事業

者、市が連携しながら取組を進めてまいりたいと考

えております。 

 プラスチックごみ抑制対策につきましては、平成

29年度から開始した容器包装プラスチックの分別の

ほか、買物の際のマイバッグ持参の啓発など行って

おります。 

 令和２年７月からは、全ての小売業において、プ

ラスチック製レジ袋の有料化が開始をされており、

プラスチックごみの排出は徐々に減少していくもの

と考えています。 

 マイクロプラスチックの問題への対応につきまし

ては、分別回収を徹底するとともに、プラスチック

製のごみ袋の削減やポイ捨てをしないまちづくりを

進めていくことが重要であり、今後も市のホームペ

ージや環境展、広報紙などにより、啓発を続けてま

いりたいと考えております。 

 次に、現在の災害対策での課題についてでありま

すが、地震災害はもとより近年の台風上陸・接近に

よる大雨洪水災害や、急激に発達した低気圧による

暴風雪災害が防災対策の課題となっております。 

 そのため、先を見越した早めの防災行動の確立、

防災体制の見直しと改善、関係機関との顔の見える

関係の構築・連携の円滑化、住民の早期避難、防災

行動の漏れ、抜け、落ちの解消の検討を続けてまい

りました。 

 特に、進行型災害には、タイムラインが有効であ

り、迅速かつ効率的な初動対応が行えるなど、被害

の省力化が図られていることから、暴風雪対策に続

き、水害タイムラインの策定に向けた研究に参加し

ているところであります。 

 リードタイムのない地震災害などでも、落ち着い

て安全に避難することなど、改めて災害に応じた危

険箇所の把握や避難行動を考えていただくととも

に、自主防災組織による地域における避難体制の構

築を目指してまいります。 

 次に、防災インフラの整備についてですが、災害

発生時の被害を最小限にとどめるため、網走市国土
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強靱化計画に基づき、道路については通学路の安全

対策、冠水対策、法面改修等、港湾については防波

堤整備、上下水道については導水管更新、圧送管の

二条化、その他として公営住宅の新築整備、長寿命

化点検、新庁舎での一時避難スペースの確保など、

災害に強いまちづくりを進めてまいります。 

 また、コミセンや学校などの避難所となる施設で

は、非常用電源の整備をはじめ、間仕切り改修工事

などに取り組んでおり、引き続き学校トイレの洋式

化などを進めるとともに、感染症対策のための資機

材・備品の整備を進めてまいります。 

 今後も、国や北海道の財政措置などを注視しなが

ら、整備をしてまいります。 

 職員の育成についてでありますが、これまで研修

の実施や人事管理制度の整備など、人材育成基本方

針に沿った取組を進めてきたところであります。 

 市政に関する改善などについては、職員の自主的

な創意工夫による提案制度のほか、職員が自ら希望

する研修への派遣制度を設けているほか、新庁舎の

建設に向けて職員団体で自主的な研究が行われ、そ

の提言も参考にしたところであります。 

 また、庁舎整備推進室内に設置した研究グループ

による文書管理やＩＣＴ活用に関する調査研究活動

も継続をしており、こうした取組が職員のモチベー

ション、そして知識や技能の向上につながるものと

期待しているところであります。 

 市政を執行していく上で、活気あふれる職場をつ

くることは重要なことでありますので、今後も職員

の育成には意を用いてまいりたいと存じます。 

 次に、職員が取り組んだ成果に対する評価につい

てでありますが、平成29年度から地方公務員に対し

人事評価制度が導入をされたことから、当市におき

ましても人材育成の一環として年２回、半期ごとに

業績目標の設定と評価を行っているところでありま

す。 

 実施に当たっては、所属長との個別面談を通じた

コミュニケーションの活性化を重視し、評価に対す

る納得性の向上により、職員自身が意欲的に仕事に

取り組んでいけるよう、今後も制度の検証、改善を

図ってまいります。 

 次に、民間人材の育成・団体との連携についてで

ありますが、網走市まち・ひと・しごと創生総合戦

略でも、多様な人材の育成・確保を掲げており、地

域課題の解決とこれからの網走を担う人材の育成

は、今後の重要な課題であると認識をしておりま

す。 

 当市における青年団体は、イベントをはじめ地域

活性化に資する各種活動に精力的に取り組んでお

り、まちづくりにおいて大変重要な役割を担ってい

ただいております。 

 こうした青年団体との連携の取組は、今後大変重

要であると考えておりますので、市長とのタウンミ

ーティングなどを通して、意見交換・情報共有を図

り、人材育成を含め、魅力あるまちづくりに努めて

まいりたいと考えております。 

 また、地域おこし協力隊については、任期終了後

も定着できるよう、コミュニケーションを取りなが

らフォローアップに努めてまいりたいと考えており

ます。 

 次に、民間人材の登用についてですが、行政ニー

ズの多様化が進展する中、内部の人材だけでは得ら

れない有為な外部の人材を活用するため、当市では

平成25年度に任期付職員の採用等に関する条例を制

定し、平成26年度から５年間、観光分野において民

間出身の人材を採用した経過があります。 

 今後は、デジタルトランスフォーメーションに象

徴される諸課題に対応するため、必要に応じ専門的

な知見を持つ民間人材の登用に対応してまいりたい

と考えております。 

 次に、地域プロジェクトマネージャー制度につい

てでありますが、地方公共団体がプロジェクトを実

施する際の関係者間の橋渡しと、プロジェクトのマ

ネジメントを担う、いわゆるブリッジ人材を任用す

る際、令和３年度から新たに特別交付税措置が受け

られるものであります。 

 制度の活用に当たっては、地域おこし協力隊と同

様に、当市の場合は３大都市圏または政令指定都市

からの採用が条件となっており、加えて専門的な知

識・経験が必要であるなど、人材確保が懸念される

ところであります。 

 当市においては、昨年、東京農大をはじめ、産学

官金連携で設立した、未来を考える戦略センターが

この地域プロジェクトマネージャーと同等の機能を

担っていると考えております。 

 基本的に、地域課題に対するプロジェクトなど

は、未来を考える戦略センターで対応していきたい

と考えておりますが、今後、本制度について、先進

自治体の動向などを注視しながら、活用方法など情

報収集を行ってまいりたいと考えております。 

 次に、女性活躍の社会に向けた取組についてであ
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りますが、当市ではこれまでに女性と男性が対等な

パートナーとして社会のあらゆる分野に参画し、共

に責任をわかち合う男女共同・参画社会の実現を目

指し、平成14年に網走市男女共同参画プランを、平

成24年には現行の第２次網走市男女共同参画プラン

を策定をしております。 

 平成29年度に現行プランの見直しに合わせ、女性

活躍推進法に基づく市町村推進計画として位置づ

け、成果指標を設定したところであります。 

 令和３年度には、現行の網走市男女共同参画プラ

ンの計画期間が満了となるため、令和４年度から10

年間を期間とする新たなプランを策定することとし

ており、その際、実施するアンケート調査により、

成果指標の達成状況が判明することとなります。 

 また、新たなプランの策定と同時に、女性活躍推

進法に基づく市町村推進計画として位置づけ、今後

も引き続き男女共同参画社会の実現に向けた取組を

推進するとともに、女性の職業生活における活躍を

推進し、豊かで活力ある社会の実現を目指してまい

りたいと考えております。 

 少子化の取組・支援についてでありますが、新年

度予算では、少子化対策として、新生児子育て応援

祝金支給事業を予算化いたしましたが、子育て世帯

の経済的負担の軽減という目的が重複する乳幼児世

帯生活応援事業を包括する形で新たに取り組みまし

た。 

 この新生児子育て応援祝金支給事業につきまして

は、子供１人当たり５万円を支給する事業となりま

すので、これは多産支援にも対応できるものと考え

ております。 

 新婚生活支援事業についてでありますが、結婚に

伴う経済的負担を軽減するため、家賃や引っ越し費

用を支援する新婚世帯を対象とした事業であり、予

算化に向けて検討してまいりましたが、既に同居を

している場合の引っ越し費用や実家居住で家賃が発

生しない場合の対応、また、取り組む市町村により

制度設計が異なるため、公平性を検証する時間が必

要と判断をしたところであります。 

 次に、Ｕ・Ｉターンの推進についてであります

が、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、都市

部から地方への移住に関心が高まっております。 

 内閣府が昨年実施をした、新型コロナウイルス感

染症の影響下における生活意識・行動の変化に関す

る調査では、東京圏在住の回答者の３割以上が移住

への関心があるとされており、関心を持つ層が広が

っていることが報告をされております。 

 一方、地方移住に当たっての懸念は、仕事や収入

が46.2％と最大となっており、移住促進に当たって

は、仕事づくりが最も重要な課題と考えられます。 

 市では、Ｕ・Ｉターンを目的とした関係人口の創

出支援、地域おこし協力隊を継続してきたほか、網

走商工会議所やまちなか網走と連携した地元企業の

情報発信、起業化支援や企業誘致に取り組んできた

ところであります。引き続き、関係機関と情報共有

を図りながら取り組んでまいります。 

 次に、市内経済の中長期的な状況の認識でありま

すが、人口減少や少子高齢化を背景に、人材確保が

困難である中、新型コロナウイルスが経済全体とし

て大きな影響を与えたと考えているところでありま

す。 

 現在の市内事業者を見ますと、コロナ禍において

倒産件数が目立って増えているような状況には至っ

ておりませんが、外出や人の集まりが避けられない

ことから、宿泊業、飲食業及び交通事業者は厳しい

状況が続いていると認識をしております。 

 昨年10月に実施をした令和２年度労働実態調査の

結果では、回答のあった市内事業者のうち9.6％が

回復を想定、48.1％が現状が続くと想定、16.7％が

悪化を懸念、23％がわからないとしており、停滞感

や先行きが見通せない不安が市内にも広がっている

ことがうかがわれるところであります。 

 一日も早い収束が景気の回復になるものと思って

おります。 

 次に、市内の経済指標についてでありますが、包

括的な調査といたしまして、数年に一度の頻度で国

の統計調査が行われ、就業人口、生産額、所得、事

業所数、農業産出額、製造品出荷額、卸売販売額、

小売販売額などが把握されております。 

 しかし、このコロナ禍にあって、経済の見通しや

今後起こり得る変化の予測が困難な状況にあって

は、より短い間隔で時宜に応じて把握すべき事情を

見定めた上で、市内の経済状況を把握していくこと

は大切なことと考えております。 

 市の労働実態調査のほか、網走商工会議所による

四半期ごとの景気動向調査、新型コロナウイルス感

染症の影響に係る経営状況調査など、各種調査が行

われております。 

 これら結果の共有を含め、引き続き商工会議所、

金融機関、ハローワーク網走など関係機関や業界団

体との情報交換により、状況の把握に努めてまいり
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ます。 

 次に、市有財産の有効活用についてであります

が、これまでも第４次網走市行政改革推進計画の多

様な歳入の確保といった観点から、市が保有する土

地や建物の売却、貸付に取り組んできているところ

であります。 

 過去５年間の普通財産の売却実績といたしまして

は、建物つきを含めて土地の売却で30件、面積で４

万5,000平米、金額約２億4,000万円でありました。 

 購入の用途ですが、クリニック、福祉施設の新

設、事業の拡大といったものが多く、地域経済の活

性化、市民の暮らしの安全・安心につながっている

ものと思います。 

 また、基金につきましては、それぞれの基金の目

的に沿って有効に活用をしてまいります。 

 次に、総合戦略におけるＫＰＩについてでありま

すが、総合戦略におけるＫＰＩは、目標達成の困難

度もそれぞれ異なることから、短期間で成果を得る

ことが難しいものがあると認識をしております。特

に、経済活性化に係る取組については、社会経済の

動向や自然災害などの影響を受けやすく、今般のコ

ロナ禍により人の動きが停滞する中で、その影響は

大きいものがあると考えております。 

 このような経済の停滞による影響でありますが、

地域経済の縮小を抑えていくために、経済活性化に

係る取組のみならず、農大、日体大との連携、観

光・スポーツなどの地域特性を生かした交流関係人

口の拡大、医療提供体制の充実・強化を踏まえ、安

心して子育てのできる環境づくりなど、総合的な施

策の展開をすることが重要と考えております。 

 また、総合戦略を遂行する主体は市民一人一人で

ありますことから、地域の産業分野、教育機関、金

融機関、市民団体、行政機関と、それぞれの役割と

責任を自覚しながら、相互の連携・協力により取組

を進めることが不可欠と考えております。 

 地方創生は息の長い取組となりますので、総合戦

略に掲げる５つの基本目標の実現に向け、引き続

き、今後ＫＰＩの状況を確認しつつ、国の動向を踏

まえ、選択する未来会議や政策検討会での意見交換

も含めながら、各種施策に取り組むことで、「ひ

と」と「しごと」の好循環、そしてそれが「まち」

の活性化につながり、ひいては「誰もが健康で安心

して暮らすことのできるまち」になるものである

と、このように考えているところであります。 

 次に、スマートシティに向けた新たな経済圏につ

いてでありますが、国土交通省の定義では、スマー

トシティは「都市が抱える諸課題に対し、ＩＣＴの

新技術を活用しつつ、マネジメントが行われ、全体

最適化が図られる持続可能な都市または地区」とさ

れ、国内においては、大都市の自治体が民間企業と

連携し、都市の様々な課題解決をする取組を行って

おります。 

 当市においても進展するＩＣＴ技術を活用し、市

民や訪れる人の利便性、生活の豊かさを高めること

は大切なことであり、こうした中にあって、一例と

して、オンデマンドバスの実証実験を実施し、ＡＩ

技術を活用した新たな地域公共交通の在り方の可能

性を検討しているところです。 

 身近な課題解決の取組を少しずつ積み重ねてまい

りたいと存じます。 

 一次産業のＩＣＴの推進についてでありますが、

人口減少社会における担い手、雇用労働力不足を補

い、省力化や作業の効率化を進める上でも有効な手

段と考えられ、現在当市で進めている郊外地区にお

ける光回線の整備に合わせ加速的に進展をしていく

ものと考えております。 

 当市におけるスマート農業については、担い手や

雇用労働力不足を背景に進んでおり、衛生やドロー

ンからの画像から圃場情報を分析し、自動操舵シス

テム搭載のトラクターやドローンやスプレイヤーな

どの防除機械と連動させることで、適正施肥や適期

収穫時期の見極めを行うなど、省力化はもとより農

業所得の向上、環境負荷の低減につながる取組が進

められております。 

 また、今後酪農や畜産においても、光回線を活用

した自動化、リモート化がさらに推進されることが

予想され、農業分野全般において豊かさとゆとりが

実現されるものと期待しているところであります。 

 次に、産品の高付加価値化への取組であります

が、コロナ禍に直面する中、変容する価値観を的確

に捉えた上で、時代のニーズにあった価値を高めて

いくこと、そしてその価値を効果的に伝えていくこ

とが重要であると考えております。 

 こうした認識の下、もち麦などの産地化を目指す

取組、機能性に着目した農産物の商品化、農商工連

携による高付加価値化、ものづくりのストーリーの

掘り下げによるＰＲなどにより、ふるさと納税の返

礼品などへの活用が見込まれる商品開発を推進を

し、地場産品の利用促進・消費拡大を図っていきた

いと考えております。 
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 育てる漁業についてでありますが、1980年代から

サケ・マス、ホタテなどの育てる漁業に注力し、資

源増大と安定に努め、現在の漁業体系を構築してま

いりました。 

 しかしながら、近年の気候変動等に起因する海洋

の変化等により、サケの全道的な来遊数の減少や、

ホタテのオホーツク全域でのしけによる漁業被害が

発生をしており、漁業を取り巻く環境が変化をして

いると認識をしております。 

 このような中、サケやホタテにつきましては、北

海道立水産研究機構が中心となり、回帰率の向上や

しけ被害に対するリスクヘッジなどの各種調査・検

討が進められており、当市といたしましても、地元

漁協とともに当該研究に協力してまいります。 

 また、現在、資源が減少しているシジミやウニな

どの地先の資源につきましても、関係機関と協力を

して種苗生産や放流に関する試験を進め、事業化に

向けた検討を進めて漁業の安定化を目指してまいり

たいと考えております。 

 農業における様々な問題についてでありますが、

当市においては、ジャガイモシロシストセンチュウ

の確認により、輪作体系の乱れ、天候の影響などに

より種イモの不足、もち麦生産に関する生産団体と

実需者側の不調、農業者の担い手の減少など様々な

課題があるところであります。 

 そうした中、網走市の１万4,200ヘクタールの農

地を維持していくためには、後継者対策、スマート

農業の取組による省力化、現状の輪作体系を維持し

ながら、新たな取組を取り進めていくことが必要で

あると考えております。 

 今後、持続可能な網走の農業を守るためにも、関

係機関と協議を進め、諸課題の解決を進めてまいり

たいと考えております。 

 林業の発展についてでありますが、森林には温暖

化防止などの環境保全、土砂災害防止機能、水源涵

養林の保全など、多面的機能を有する重要な資産で

あると認識しています。 

 当市においては、森林の適切な管理は環境の面か

らも重要であると考えており、森林整備計画、森林

経営計画をもとに、「伐って植える」を基本に森林

環境譲与税も有効に活用し、循環利用を考えた森林

の維持・林業の振興を図ってまいりたいと考えてお

ります。 

○平賀貴幸副議長 市長の答弁の途中であります

が、ここで暫時休憩いたします。 

午後３時02分休憩 

午後３時12分再開 

○平賀貴幸副議長 休憩前に引き続き、再開をいた

します。 

 代表質問を続行します。 

 民主市民ネット、川原田議員の質問に対する答弁

から。 

 市長。 

○水谷洋一市長 次に、観光の基本的な考え方につ

いてでありますが、観光とは観光者は他の国や地方

の自然、文化史跡、風景など見学や体験型など多様

な活動であり、観光地は観光客のニーズに対して財

や多様なサービスを提供する事業であると考えてお

ります。 

 近年観光は、具体的な場所ではなく、郷土文化体

験やアクティビティーなどの体験型観光が観光の目

的となり、具体的に楽しい気持ちになりたい、癒や

されたい、ゆっくりした時間を過ごしたいという感

情が観光を引っ張るものであると認識をしておりま

す。 

 当市は観光は、裾野の広い多様な観光事業からな

る主要産業の一つと位置づけておりますことから、

多様化するニーズに対応するため、受入れ体制の整

備を推進し、観光による地域を豊かにしていく取組

を行っていくことが必要であると考えております。 

 次に、観光業の持続化の視点についてであります

が、コロナ禍におきましては、団体旅行やインバウ

ンドの集客は困難であり、プロモーションなどの積

極的な誘致活動は難しい状況にあることから、議員

御提案のとおり、マイクロツーリズムの視点は大切

なものと考えております。 

 加えて、観光分野におけるデジタルトランスフォ

ーメーションなど、時代のニーズに合った観光プロ

モーションの展開が必要なものと、このように考え

ているところであります。 

 次に、コロナ収束後の観光振興策についてであり

ますが、ひがし北海道ＤＭＯがコロナ禍の状況で実

施をした観光意識調査では、観光で行いたいことの

上位が、テーマパーク・遊園地や都市観光から、温

泉やリゾートホテルでのステイ、景勝地巡り、アウ

トドアに移行しております。 

 こうしたことを考慮し、今後は地域資源を活用し

た体験型メニューの構築など、観光コンテンツの整

備を図ることが大切と考えております。 

 また、観光におけるデジタル技術を活用した取組
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についても検討してまいります。 

 本年２月からは女満別空港初のＬＣＣ、ピーチ・

アビエーションが定期就航いたしましたことから、

先行して就航した釧路空港との連携を図り、広域観

光を推進するための二次交通への支援など、ひがし

北海道圏域での交流人口の拡大を目指してまいりま

す。 

 次に、コロナ禍を経て観光業に必要なものでござ

いますが、まずコロナの影響により変化をした顧

客・市場・客層について、地域連携ＤＭＯや網走観

光協会が実施するマーケティング結果を分析し、地

域の優位性を生かした的確な誘客に取り組むととも

に、ＬＣＣの就航を契機にさらなる広域観光の振興

に取り組む必要があると考えております。 

 また、コロナ禍におけるデジタルトランスフォー

メーションの推進による観光サービスの変革、新た

な観光需要の創出で、デジタル技術やデータを活用

した新たな観光ビジネスモデルの進化、ニーズに対

応した情報発信も必要であると認識をしておりま

す。 

 次に、候補ＤＭＯの体制についてでありますが、

網走市観光協会が候補ＤＭＯの母体となり、協会の

理事や行政、会員実務者、関係団体で組織する網走

観光戦略会議で運営の協議を行うこととなってお

り、本年１月に登録ＤＭＯへの登録申請を行い、第

10弾での登録と、その公表については本年３月中旬

の予定と伺っているところであります。 

 次に、道の駅での農産物直売所の実証実験につい

てでありますが、道の駅流氷街道網走は平成21年の

開設以来、12年が経過し、当初の目標を大幅に上回

る年間約70万人が利用する、当市を代表する観光交

流施設となっております。 

 今年度から開催をしている、みなと観光交流セン

ター魅力向上検討会議では、現状の道の駅の立地条

件や施設コンセプト、運営形態から、入館者は観光

客が大半であり、今より多くの方に利用していただ

くためには、地域住民を取り込む方策が必要という

方向性になったところであります。 

 道内の多くの道の駅は、地産地消や生産者の意欲

向上などを目的に、地域の農産物を販売するスペー

スを設けておりますけれども、当市の道の駅は観光

客がターゲットということもあり、農産物販売を実

施をしておりませんでした。今回、地元農産物の直

売所という新たなコンテンツを追加することで、道

の駅の誘客や活性化を図りたいと考えており、来年

度は実証実験を実施することといたしました。 

 コロナ禍ではありますが、感染防止対策を実施し

ながら、事業を取り進めたいと考えており、今後開

催する検討会議において、実証実験の分析結果を踏

まえ、関係機関と協議を継続し、さらなる魅力向上

を進めてまいります。 

 新庁舎の建設につきましては、昨年９月に網走市

市役所の位置を定める条例が制定され、都市拠点と

位置づけている中心市街地に決定をいたしました。 

 新庁舎がここに建設されることで、300名を超え

る昼間人口が増加することから、新たな飲食の需要

や人の流れを創出するものと考えており、また、イ

ベントの開催が可能な交流スペース、市政情報や観

光情報などを発信する機能などを新庁舎に持たせる

ことで、人と人、人とまちがつながり、にぎわいの

創出やあらゆる人が暮らしやすい、歩いて暮らせる

生活空間の出現が求められていると考えています。 

 また、都市拠点に既に備わっている都市機能の魅

力を向上させるとともに、新庁舎建設を契機に、加

速度的に進んでいくデジタルトランスフォーメーシ

ョンの進捗を的確に捉え、訪れる方の満足度の向

上、そして、経済循環の促進につなげていくことが

大切だと考えているところであります。 

 次に、新庁舎の建設に向けましては、基本構想に

もお示ししたとおり、効率的で情報化に対応する庁

舎としてＩＣＴ機能の活用を掲げております。 

 庁内では昨年10月、若手職員を中心とした、新庁

舎建設に係るＩＣＴ研究グループを発足し、研究を

進めており、新庁舎建設を契機として一層のＩＣＴ

化、デジタル化により、市民の皆様にとっての利便

性やサービス品質の向上を実現するのと併せて、新

庁舎における執務スペースのコンパクト化などにつ

いて検討を進めております。 

 ＩＣＴやデジタルの力を最大限に生かし、市民サ

ービスの向上、行政運営の効率化などにおいても、

デジタルを中心に据えつつ、デジタルが不得手な方

の視点も持って、新庁舎の建設を進めてまいりま

す。 

 次に、医療従事者の不足の解消についてでありま

すが、道立高等看護学院につきましては網走医師会

と１市４町及び１市４町議会により、３年課程の養

成所への転換要請をしてまいりましたが、学生の確

保や他養成所への影響から難しいとの判断から、令

和３年度の学生募集は停止され、令和４年３月末に

は閉校すると伺っております。 
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 北海道は、北海道看護職員修学資金貸付制度を改

正し、一般修学資金の増額及びオホーツク圏域への

就業を促進する特別修学資金の加算や対象施設の追

加により、看護職員の地域就業に向けた確保対策を

進めるとしております。 

 さらに、医療従事者の地域偏在や不足の問題の観

点から、医師確保への対応、看護協会との連携、ナ

ースバンクの利用など、側面的な支援を行うとして

おります。 

 市といたしましては、平成26年度に創設した看護

師・薬剤師確保対策事業を継続するとともに、北海

道との連携により医療従事者の確保に努めてまいり

ます。 

 次に、北海道道立網走高等看護学院の建物の活用

についてでありますが、閉校後における施設の利用

方法につきましては、北海道において検討が進めら

れていると認識をしておりますが、現時点において

市が活用する考えはありません。 

 次に、医療提供体制の確保についてであります

が、医療提供体制は当たり前に維持されるものでは

なく、持続可能な地域医療を確保するために、大学

医局、医療機関及び近隣自治体等との連携が必要で

あると認識をしております。 

 引き続き、必要となる医療及び診療科の把握に努

め、地域における機能の分化や限られた医療資源の

有効活用を含めて、効率的で質の高い医療提供体制

の維持・充実に努めてまいります。 

 次に、中長期的な医療提供体制計画の必要性につ

いてでありますが、網走市総合計画では、医療体制

の維持・充実に努め、市民が安心して暮らせるまち

を目指すために施策の展開、また、網走市健康づく

りプランでは切れ目のない医療提供を可能とする環

境の整備や医療機関相互の補完・連携による安定的

な、持続可能な医療体制の整備に伴う取組の内容を

示しております。 

 現在、市内には４か所の病院と14か所のクリニッ

クがありますが、当市におきましては医療従事者の

確保、医師の高齢化、休日等における救急医療体制

の構築が課題となるため、引き続き医療従事者の確

保や開業医の誘致に努めるとともに、医療提供体制

の構築に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、第７期計画の進捗状況についてであります

が、2018年の主な制度改正の一つである、介護保険

制度の持続可能性の確保では、利用者負担額を最大

２割負担から、特に所得の高い層は最大３割負担と

し、また、40歳から64歳までの方が健康保険料に含

め支払っている介護保険料については、各健康保険

の加入者人数に応じた負担から標準報酬月額に応じ

た負担へと改正されたところであります。 

 当市では、第６期計画期間で７％の方が２割負担

でありましたが、制度改正に伴い４％の方が２割負

担、３％の方が３割負担となり、一部の市民で所得

に応じた負担増となる一方、低所得者対策として保

険料の軽減割合を拡大し、第１号被保険者の38％に

対して、公費負担による7,130万円の軽減措置を図

ったところであります。 

 また、地域包括ケアシステムの深化・推進では、

計画の基本理念である「高齢者が健康で生きがいを

持って、いきいきと暮らせる地域づくり」を目指

し、在宅医療・介護連携の推進、生活支援・介護予

防、認知症施策、介護サービスの充実に取り組んで

きたところであります。 

 在宅医療・介護連携では、関係者の情報共有と連

携を強化するため、他職種連携情報共有システムの

運用を開始したところであります。 

 生活支援体制整備では、17地域を第２層協議体と

位置づけ、各地域の自主性と主体性を尊重し、地域

課題解決に向けた協議を重ねるとともに、第１層協

議体を担う網走市地域福祉会議では、高齢者が生活

する上で役立つ情報や社会参加の情報を掲載したガ

イドブックの作成に着手し、令和３年度の配布を目

指しております。 

 また、認知症高齢者の見守り体制強化や、認知症

カフェの開設による認知症施策の推進、また、買物

リハビリ事業の創出や、さわやか収集の担い手拡大

など、介護予防・生活支援サービスの充実を図って

まいりました。 

 一方で、介護人材確保につきましては、いまだ厳

しい状況にありますが、引き続き研修会の開催、各

種助成制度を継続するとともに、関係事業所と連携

を密にし、取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 今後におきましても、第８期計画に掲げた基本理

念「高齢者が健康で生きがいを持って、いきいきと

暮らせる地域社会づくり」を目指し、取り組んでま

いります。 

 次に、介護医療院の必要性ですが、昨年８月、市

内医療機関を設置主体として、35床の介護医療院が

開設されたところであります。 

 今後も高齢者人口の推移に伴い、要介護認定者の
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増加が想定されるため、長期にわたり療養が必要で

ある方に対し、施設サービス計画に基づき、療養上

の管理、看護、医学的な管理下における介護及び機

能訓練、また、その他必要な医療並びに日常生活上

の世話を行うことが可能な介護医療院は、要介護認

定者の生活を医療と介護で支える施設として、大変

重要で必要性が高いものと認識をしております。 

 今後も、要介護認定者や施設待機者の状況、さら

には事業者の意向を踏まえ、必要となる介護施設の

整備を検討してまいります。 

 次に、介護保険の改定における見解と第８期介護

保険事業計画の基本的な考え方でありますが、今回

の改正では地域の特性に応じた認知症施策や介護サ

ービス提供体制の整備等の推進、医療・介護のデー

タ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化

の取組強化等の措置を講じることとされておりま

す。 

 また、介護報酬改定では、新型コロナウイルス感

染症や大規模災害が発生する中において、感染症や

災害への対応力強化を図るとともに、団塊世代の全

てが75歳以上となる2025年に向け、また、2040年の

保険者規模と介護保険財政を見据え、「地域包括ケ

アシステムの推進」「自立支援・重度化防止の取組

の推進」「介護人材の確保・介護現場の革新」「制

度の安定性・持続可能性の確保」を図ることとされ

ており、どの内容に関しましても重要であり、取り

組む必要があると認識をしております。 

 当市における第８期計画におきましては、第７期

計画からの基本理念であります、「高齢者が健康で

生きがいを持って、いきいきと暮らせる地域社会づ

くり」を踏襲し、「健康づくりと介護予防の推進」

「地域包括ケアシステムの推進」「介護サービス提

供基盤の整備と介護人材の確保」を重点目標として

取り組んでまいります。 

 特に、災害や感染症対策に係る整備体制につきま

しては、新たに項目立てをし、各種災害への備えと

感染症対策について、保険者と介護サービス事業者

が連携し、安定的にサービス提供を図っていくこと

としております。 

 第８期計画の推進に当たりましては、基本理念に

基づき総合的な視点から施策の推進をしてまいりま

す。 

 障がい福祉サービス報酬改定への対応についてで

ありますが、令和３年４月からの報酬改定の概要に

つきましては、障がい者の重度化・高齢化を踏まえ

た地域生活の支援、相談支援の質の向上、効果的な

就労支援、医療的ケア児への支援など障がい児支援

の推進、感染症等への対応力の強化などの課題に対

応するため、議員の御指摘がありました６つのポイ

ントとして、その項目に対する支援を評価するた

め、基本報酬の改定や各種加算及び人員配置基準の

新設・見直しなどが行われるものと承知をしている

ところであります。 

 一方、網走市障がい者福祉計画については、国か

ら示された指針や市が行ったアンケート調査の結果

に加え、現計画期間における各種施策の評価・検証

などを基に、現在、令和３年度から３か年の計画を

策定をしております。 

 報酬改定のポイントとして示されたもののうち、

多くの項目については現状の課題として捉え、具体

的な目標や施策を策定中の計画に盛り込んでいると

ころであります。 

 市といたしましては、令和３年度における報酬改

定の内容について、各サービス提供事業者に周知

し、ポイントとなる項目に対応可能な事業所に対し

ては、その実施を求めていくとともに、網走市障が

い者自立支援協議会における協議を進め、網走市障

がい者福祉計画に基づく施策の実施に努めてまいり

たいと考えております。 

 障がい者基幹相談支援センターについてでありま

すが、基幹相談支援センターは地域において、障が

いがある方やその家族等に対する相談支援の中核と

なるものであります。 

 １市４町を主体とした基幹相談支援センターの設

置により、指定特定相談支援事業所が行う基本相談

を基盤とした計画相談支援、市町村が行う一般的な

相談支援、基幹相談支援センターが行う専門的な相

談支援といった重層的な相談支援体制が構築され、

それぞれが担うべき相談業務を補完し合う体制が整

備できるものと考えております。 

 あわせて、基幹相談支援センターを中心として、

専門的な広域相談機関である網走保健所や生活上の

様々な相談が可能となるＮＰＯ団体、教育、労働、

防災などを含め、各分野における関係機関の相談支

援の輪を構築してまいりたいと考えております。 

 次に、パートナーシップ制度の取組の状況につい

てでありますが、性的マイノリティーの方に限らず

全ての方々の人権が尊重され、未来に希望の持てる

社会を実現することは大変重要なことと考えており

ます。 



- 76 -  

 全国では60を超える自治体が条例を制定をしてお

り、北海道では現在のところ札幌市が制定をしてお

り、新聞報道によれば北見市のほか、函館市も検討

を進めていると伺っております。 

 当市では、これまで性の多様性について公式サイ

ト及び広報紙での掲載や講演会を開催するなど、広

く知識や理解を深め、誤解や偏見をなくし誰もが自

分らしく豊かに暮らせる社会の実現に向けた啓発を

行っており、現在は職員に向けたガイドブックの作

成について準備を進めているところであります。 

 今後も市民に対し理解を深める取組や手法などに

ついて、様々な考えに配慮し、継続して理解促進に

努めるとともに、パートナーシップ制度について先

進自治体の状況など情報収集をしながら研究を進め

てまいりたいと考えております。 

 次に、大空町への紙おむつ類の処分委託について

でありますが、令和３年度以降、大空町の施設で焼

却処理をしている津別町が北見市において焼却処理

を行うこととなり、大空町の焼却処理量が半減する

状況となりました。 

 網走市といたしましては、罹災ごみの発生、紙お

むつの増加など、埋立てに回すごみの量が当初の想

定よりも増えていることから、大空町の焼却施設に

おいて受入れ可能な範囲で、紙おむつをはじめとす

る一部の可燃ごみの焼却を委託することとしたもの

であります。 

 令和３年度につきましては、大空町と協議の上、

年間600トン程度は焼却が可能であるとして、処理

を委託する計画としております。 

 次に、定住自立圏で連携したごみ処理の検討であ

りますが、令和３年度におきまして、現在の枠組み

に斜里郡３町を加えた１市４町での定住自立圏域の

拡大に向け取り組むこととしております。 

 ２月に斜網１市４町の広域処理に向けた市長、町

長会議を開催いたしましたが、この中で大空町が更

新を計画をしている中間処理施設について、美幌町

も含め斜網地区で広域利用ができないかとの提案が

あり、今後、広域連携による廃棄物処理について検

討を進めていくこととしております。 

 今後の計画策定に当たっては、広域処理も含めた

中間処理に向けての検討を進めていくとともに、資

源の再利用を進めながら、当市の目標でありますゼ

ロエミッションを目指したごみ処理を行ってまいり

たいと考えております。 

 次に、学校給食についての考え方でありますが、

現下において、学校給食の対応については、子供た

ちに安全で安心な学校給食を継続的に安定的に提供

していく体制づくりが、子供たちの減少という現況

を捉え必要であると考えております。今まで提供さ

れていた地元食材の利用、アレルギー対策はしっか

りと講じていくことはその前提となると考えている

ところであります。 

 次に、市民の声を市政に反映する視点であります

けれども、市民の皆様から意見をお聞きするため、

手紙や公式サイトで御意見を寄せていただく市長へ

の手紙や、市町連との共催による、まちづくりふれ

あい懇談会の開催のほか、市政を身近に感じていた

だく、まちづくりの御意見を直接お聞きする、みん

なの市長室を定期的に実施をしております。 

 今後も市民の皆様との対話を重視し、市政運営に

努めてまいる所存であります。 

○平賀貴幸副議長 教育長。 

○三島正昭教育長 －登壇－ 教育委員会関係につ

いてお答えいたします。 

 学校給食の民間委託についてでありますが、行政

運営に当たりましては、効率的で効果的な取組を目

指しており、給食業務の一部を民間事業者へ委託す

ることは、民間にお願いできることは民間に委ねる

という網走市全体の方針に基づくものであります。 

 近年、労働需給の逼迫などによりまして、調理員

を安定的に確保できない状況が続いており、既に調

理業務の委託を実施している他自治体の運営状況も

参考に、民間事業者へ調理や配送などの一部を委託

することで、今後も安心で安全な学校給食を継続し

て安定的に提供しようとするものでございます。 

 説明会では様々な意見や要望を頂いております

が、子供たちに安全で安心な給食を安定的に提供し

ていかなければならないという考え方については同

じであるというふうに思っております。 

 説明会等で頂きました御意見等について、反映で

きるものは反映していきたいと考えております。 

 次に、感染症対応への認識についてであります

が、感染症対策として各学校において教職員がその

対応をしており、負担が増加していることは認識し

ているところであります。 

 負担軽減の対応として、文部科学省の事業を活用

し、学校教育活動を支援する学習指導員及び学校業

務の補助等を行うスクールサポートスタッフを配置

し、教員業務の補助、校内の消毒等を行っておりま

す。 
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 今後も引き続き配置できるよう進めてまいりたい

と考えております。 

 次に、デジタル教育による健康問題への対策につ

いてですが、ＩＣＴの活用を進めるに当たっては、

児童生徒の健康面にも留意することが重要だと認識

をしております。 

 学校ではＩＣＴを使う際も含め、正しい姿勢や見

やすい照度で学習することを指導をしております。 

 今後も、文部科学省から示されております、児童

生徒の健康に留意してＩＣＴを活用するためのガイ

ドブック等を活用し、正しい利用の仕方について情

報収集し研究してまいりたいと思います。 

 次に、ＧＩＧＡスクールサポーターについてです

が、ＧＩＧＡスクールサポーターの業務は教職員の

業務内容を直接的に肩代わりするものではないと考

えておりますが、ＧＩＧＡスクール構想そのものが

教職員の負担軽減も目指していることから、ＧＩＧ

ＡスクールサポーターによりＩＣＴ環境等の整備が

円滑に進むことで、教職員の負担軽減の一助になる

ものと考えております。 

 次に、教職員の変形労働時間制についてでありま

すが、１年単位の変形労働時間制については働き方

改革を推進する一つの選択肢となるものであり、制

度の導入、活用については、それぞれの学校の実情

や教職員の状況に応じて検討を行っていく必要があ

ると考えております。 

 また、この制度は全ての教育職員に画一的に適用

するものではなく、校長が教職員と十分話し合った

上で、個々の事情をよく酌み取り、共通認識を持っ

て活用されるものであることから、円滑な学校運営

を図る観点から、校内全体で共通理解を図ることが

重要であると考えております。 

 制度の導入に当たりましては、各学校の勤務実態

の把握や長期休業期間等において、休業日を集中し

て確保できるかなど、検討していかなければならな

いと考えております。 

 次に、少人数学級についてですが、少人数学級の

実現については、これまで全国市長会・全国都市教

育長協議会・北海道都市教育長会を通じて国に要望

してきたところでありますが、政府は2025年度まで

に段階的に公立小学校の学級人数の上限を35人に引

き下げる義務教育標準法案が閣議決定され、現在、

国会において審議されているところでございます。 

 北海道におきましては独自施策として、令和３年

度、小学４年生までの学年で35人学級の取組が進め

られるところでもありますので、円滑な少人数学級

への移行を図ってまいりたいと考えております。 

 次に、大会等開催に係る感染症対応マニュアルに

ついてでありますが、スポーツに係るものとしてス

ポーツ庁からは「社会体育施設の再開に向けた感染

拡大予防ガイドライン」が示されており、また、日

本スポーツ協会、日本障がい者スポーツ協会からは

「スポーツイベントの再開に向けた感染拡大予防ガ

イドライン」が示されており、各競技団体において

もそれらを参考としながら、競技特性に応じたガイ

ドラインが作成されているところでございます。 

 各団体の大会や講習会の開催に当たっては、こう

した各競技別のガイドラインを基本として、個別の

大会運営、内容、地域での感染状況などを踏まえ、

実態に即したガイドラインを策定していただくこと

がより効果的な感染対策を講じる上で重要であると

考えております。 

 次に、今後の合宿の取組についてでありますが、

これまで合宿に来ていただいた競技、チームに対し

ては、引き続き網走合宿を行っていただくよう、人

とのつながりを生かして、関係者へ当市の合宿適地

としてのＰＲなど誘致活動に取り組んでいるところ

であります。 

 ラグビートップリーグに関しては、シーズンの変

更などによる網走合宿への影響が懸念されるところ

でありますが、今後とも各地チーム関係者等との意

見交換などを積極的に行い、チームにとって有意義

となる合宿の受入れについて協議、検討を進めてま

いります。 

 次に、スポーツを通した観光への取組についてで

ありますが、スポーツ合宿や大会を通じ、網走の多

様な観光資源や食に触れていただき、それを発信し

てもらうことは、網走の魅力を広くＰＲする機会と

なるものと考えており、合宿誘致の推進にもそうし

た視点は必要と考えております。 

 担当であります観光課と連携をしながら取り組ん

でまいりたいと考えております。 

○平賀貴幸副議長 ここでお諮りいたします。 

 本日の議事日程であります代表質問はまだ終了し

ておりませんが、本日はこの程度で延会としたいと

思いますが、これに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 それでは、そのように決定させていただきます。 

 本日はこれをもって延会とします。 

 再開はあす午前10時としますから、御参集願いま
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す。 

 お疲れさまでした。 

午後３時49分延会 
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○議事日程第４号 

令和３年３月10日午前10時00分開議 

日程第１ 代表質問（議案第１号～第12号）  

─────────────────────── 

○本日の会議に付した事件 

代表質問（澤谷議員、松浦議員） 

─────────────────────── 

○出席議員（１６名） 

石 垣 直 樹 

井 戸 達 也 

小田部   照 

金 兵 智 則 

川原田 英 世 

工 藤 英 治 

栗 田 政 男 

近 藤 憲 治 

澤 谷 淳 子 

立 崎 聡 一 

永 本 浩 子 

平 賀 貴 幸 

古 田 純 也 

松 浦 敏 司 

村 椿 敏 章 

山 田 庫司郎 

─────────────────────── 

○欠席議員（０名） 

─────────────────────── 

○説明のため出席した者 

 市 長    水 谷 洋 一 

 副 市 長    川 田 昌 弘 

 企画総務部長    岩 永 雅 浩 

 市民環境部長    酒 井 博 明 

 健康福祉部長    桶 屋 盛 樹 

 農林水産部長    川 合 正 人 

 観光商工部長    田 口   徹 

 観光商工部次長    秋 葉 孝 博 

 建設港湾部長    吉 田 憲 弘 

 水 道 部 長    脇 本 美 三 

 庁舎整備推進室長    後 藤 利 博 

 企画調整課長    北 村 幸 彦 

 情報政策課長    高 橋   剛 

 総務防災課長    田 邊 雄 三 

 財 政 課 長    古 田 孝 仁 

 市民活動推進課長    湯 浅   崇 

 戸籍保健課長    清 杉 利 明 

 生活環境課長    近 藤   賢 

 健康推進課長    永 森 浩 子 

 社会福祉課長    結 城 慎 二 

 介護福祉課長    高 橋 善 彦 

 子育て支援課長    高 畑 公 朋 

 子育て支援課参事    小 沼 麻 紀 

 健康福祉部参事    細 川 英 司 

 新型コロナウイルスワクチン接種推進室参事    江 口 優 一 

 農 林 課 長    佐 藤 岳 郎 

 農 林 課 参 事    中 塚 威 史 

 水産漁港課長    渡 部 貴 聴 

 観 光 課 長    大 西 広 幸 

 観光商工部参事    高 井 秀 利 

 観光商工部参事    前 田 関 羽 

 都市整備課長    立 花   学 

 都市管理課長    澁 谷 一 志 

 都市管理課参事    石 井 公 晶 

 港 湾 課 長    梅 津 義 則 

 上 水 道 課 長    柏 木   弦 

…………………………………………………………… 

 教 育 長    三 島 正 昭 

 学校教育部長    林   幸 一 

 社会教育部長    吉 村   学 

 学校教育部次長    小路谷 勝 巳 

 学校教育課長    小 松 広 典 

─────────────────────── 

○事務局職員 

事 務 局 長    武 田 浩 一 

次 長    伊 倉 直 樹 

総務議事係長    神 谷 浩 一 

総務議事係主査    寺 尾 昌 樹 

      係    早 渕 由 樹 

─────────────────────── 

午前10時00分開議 

○井戸達也議長 おはようございます。 

 本日の出席議員は16名で、全議員が出席しており

ます。 

令和３年第１回定例会 

網 走 市 議 会 会 議 録 第 ４ 日 

令和３年３月 10 日（水曜日） 
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ただいまから本日の会議を開きます。 

─────────────────────── 

○井戸達也議長 本日の会議録署名議員として、小

田部照議員、工藤英治議員の両議員を指名します。 

─────────────────────── 

○井戸達也議長 本日の議事日程は、既に印刷して

配付の第４号のとおりであります。 

 日程に従い、直ちに議事に入ります。 

─────────────────────── 

○井戸達也議長 日程第１、昨日に引き続き、既に

一括上程中の議案第１号から議案第12号までの12件

を議題とし、併せて市政執行方針及び教育行政執行

方針並びに市政各般に関する事項を含め、各会派の

代表質問を続行します。 

 公明クラブ、澤谷淳子議員。 

○澤谷淳子議員 －登壇－ おはようございます。 

 公明クラブの澤谷淳子です。 

 質問に先立ちまして、新型コロナウイルス感染症

でお亡くなりになられた世界中の全ての方々の御冥

福をお祈り申し上げます。そして、現在も闘病中の

皆様の一日も早い回復を祈り、お見舞申し上げま

す。また、最前線で日々奮闘してくださっている医

療従事者の皆様をはじめ、すべてのエッセンシャル

ワーカーの皆様に敬意を表しますとともに、心から

感謝申し上げます。 

 また本日、東日本大震災からちょうど10年がたち

ましたが、いまだに2,500名を超える行方不明者が

おり、震災に終わりはないとの思いを深くするとこ

ろです。その後も熊本地震をはじめ、多くの災害が

続き、今なお復興の途上で奮闘しておられる皆様に

心からエールを送りたいと思います。 

 それでは、公明クラブを代表いたしまして、令和

３年度の市政執行方針並びに教育行政方針について

質問をさせていただきます。 

 初めに、当市の財政状況についてお伺いいたしま

す。 

 国は新型コロナウイルス感染症の影響により、地

方税等が大幅な減収となる中、地方公共団体が行政

サービスを安定的に供給しつつ、防災・減災・国土

強靱化の推進などの重要課題に取り組めるよう、地

方交付税等の一般財源総額について、水準超え経費

を除く交付団体ベースで実質令和２年度を2,000億

円上回る62兆円を確保し、またデジタル化によるメ

リットを享受できる地域社会のデジタル化を中心的

に推進するため、新たに地域デジタル社会推進費と

して2,000億円を計上いたしました。こうした国の

措置により、当市の歳入環境の悪化は一定程度緩和

されるということですが、当市においてもコロナの

影響はかなりあると思われます。当市の個人、法人

の市民税等の市税の減収はどれくらいと見込まれて

いるのでしょうか。 

 また、こうした国の措置によって、どれくらい増

額になり市税の落ち込みをカバーできると見込んで

いるのでしょうか。 

 また、ふるさと納税による基金のおかげで、国か

らの臨時交付金を待つことなく様々なコロナ対策を

打つことができ、当市のふるさと納税に御協力いた

だいた全国の皆様には感謝に堪えません。令和２年

度も好調で、平成31年度と同程度の残高を維持でき

るとのことですが、具体的な見込額も含めて当市の

財政状況に対する見解をお伺いいたします。 

 また、平成10年には56億円もあった能取工業団地

の負債ですが、昨年の平成31年度決算で２億円を切

るところまで減らすことができ、この間の御努力に

心から敬意を表するところです。能取漁港整備特別

会計にもそろそろ終止符を打てるところまで来たと

認識しておりますが、今後の展望もあわせてお伺い

いたします。 

 次に、新型コロナウイルス感染症への対応につい

てお伺いいたします。 

 昨年から世界中で猛威を振るっている新型コロナ

ウイルスですが、日本でも首都圏を中心に年末にか

けて第３波の感染者が急増し、本年に入り東京、大

阪をはじめ11の都府県に緊急事態宣言が再発令さ

れ、栃木県を除く10都市が３月７日までの延長とな

りました。大阪、愛知、福岡など、６府県は２月末

で解除になりましたが、首都圏の１都３県のみは３

月21日までの再延長となったところです。 

 一方、北海道では昨年10月から４か月続いた集中

対策期間が３月７日で終了し、やっと一区切りつけ

ることができました。しかし、クラスターの発生は

札幌をはじめ釧路等でも続いており、いまだ予断を

許さない状況が続いているのが現状です。 

 また、旭川市の病院でクラスターが続出し、医療

崩壊寸前まで行ったときは、これがもし網走だった

ら一気に医療崩壊だと心配された方も多かったので

はないでしょうか。 

 まずは、コロナの感染拡大を防ぎ、市民の命を守

ることに全力を挙げることが最重要であると考えま

す。幸い、網走ではまだクラスターの発生はなく、
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１月には市内唯一のコロナウイルス感染指定医療機

関である網走厚生病院に、一度に240検体の検査が

30分でできる最新型の検査機器が導入され、検査費

用の助成も決まりました。市民の命を守り、クラス

ターの発生を防ぐ体制が大きく前進できたと高く評

価するところです。 

 市からのお知らせにも紹介がありましたが、まだ

まだ知らない方が多いのが現状です。せっかくの対

策も市民の皆様に知っていただき、活用していただ

かなくては意味がありません。市内の医療機関等に

お知らせのポスターを掲示したり、この検査事業の

ことだけのチラシをつくって配布するなど、市民周

知にもう一工夫お願いできればと考えますがいかが

でしょうか。 

 そして、本年最大の課題は、コロナワクチンのス

ムーズな接種体制の構築と実施です。 

 国においてもワクチン接種担当大臣が任命され、

この接種事業を何としても成功させ、感染拡大に歯

止めをかけたいとの思いが伝わってまいります。し

かし、２月14日にアメリカのファイザー社製ワクチ

ンが国内で初めて正式に承認され、２月17日から医

療従事者への先行接種がスタートいたしましたが、

モデルナ社のワクチンは治験中、イギリスのアスト

ラゼネカ社は承認申請中で正式の承認はまだ下りて

おりません。頼みの綱だったファイザーのワクチン

もＥＵからの輸出規制が厳しく供給量が予定よりか

なり少なく、１瓶で接種できる回数が二転三転する

など、接種体制の変更を余儀なくされているのが実

情です。 

 当市におきましても、超低温によるワクチンの保

管や管理、感染防止対策と接種後の副反応の有無を

確認するための休憩スペースを確保できる接種会場

の選定や、人員の確保・配置、綿密な接種計画の作

成、クーポン券の送付作業、障がい者や寝たきりの

方、郊外地域にお住まいの高齢者などへの対応な

ど、今までにない困難さが想像されます。先行接種

をしている諸外国の状況を見ても、昨年末から接種

が始まったカナダでは国民１人当たり９本のワクチ

ンを契約し準備を進めていたにもかかわらず、接種

現場の自治体では超低温冷凍庫の配備が遅れ、さら

に通常の診療業務を行いながらワクチンを接種でき

る医療専門職の人員不足で、期待されたようなスピ

ードで進みませんでした。 

 特に、今回のワクチンは筋肉内注射での接種とな

ります。世界では筋肉内注射のほうが効果が大きい

ため主流ですが、皮下注射に慣れている日本では、

筋肉内注射の手技について接種医への周知が必要と

日本感染症学会は指摘しております。 

 当市においても、接種人員の確保が大きな課題に

なると思われます。看護協会が主催するワクチン研

修会を通じて、現在勤務していない潜在看護師の掘

り起こしを急いでいる自治体もあります。 

 また、アナフィラキシーショックなどの重篤な副

反応への対応の準備とともに、筋肉内注射には一定

の頻度で血管迷走神経反射による失神が予想される

ため、気を失ったときのためのベッドも必要と思わ

れます。 

 自治体によっては、集団接種ではなく、早い、近

い、安心をキーワードにかかりつけの個人病院など

での個別接種を決めたところもあるようです。 

 また、在宅医療での接種や企業の社員に対して

は、商工会議所とともに連携を取りながら健康保険

組合を通じた職場ごとの接種なども考えられます。 

 接種体制に対する当市の検討状況とスケジュール

感をお伺いいたします。 

 また、ワクチン接種に当たっては市民への事前の

周知が極めて重要になると考えます。現在、国でも

先行接種の医療従事者の次には４月12日以降から65

歳以上の高齢者、その次に基礎疾患のある方を優先

しながら、その他一般の方への接種という流れが発

表されております。いつの時点での65歳なのか、基

礎疾患とは具体的にどの疾患で、自分は対象に当て

はまるのか、心配されている方も多いと思われま

す。そうした情報を高齢の方にもわかりやすく正し

く周知することが必要です。 

 また、一日も早く受けたいという方がいる反面、

パンデミックに対応するためにかつてない早さで開

発されたワクチンのため、不安を抱かれている方も

多いのが現状です。12月に改正された予防接種法で

国が接種を勧奨するとともに、国民には努力義務が

課せられました。接種を受けなくても罰則はありま

せんが、多くの人に受けていただかないと集団免疫

も獲得できません。また、コロナワクチンを接種で

きるのは16歳以上なので、子供たちを感染から守る

ためにも周りの大人が接種を受けることが大切にな

ってくると思われます。 

 接種を受けるかどうかの判断基準となるワクチン

の有効性と安全性についての周知がより一層必要に

なると考えます。今回のワクチンはメッセンジャー

ＲＮＡという遺伝情報を人工複製した全く新しいタ
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イプのワクチンのため、不安も持つ方も多いかもし

れませんが、例えばインフルエンザワクチンの65歳

未満の成人での有効率が52.9％であるのに対して、

コロナワクチンの有効率はファイザー社、モデルナ

社共に90％を超えている、先行接種しているアメリ

カの疾病対策センターによると、アナフィラキシー

も接種約20万回当たり１回で非常に少ない確率であ

るなど、わかりやすい周知の仕方が大切だと考えま

す。 

 さらに、筋肉内注射は一般に皮下注射よりも痛み

が強いと言われており、子宮頸がんワクチンも筋肉

内注射だったため、予期せぬ痛みのショックが様々

な後遺症に結びついたとも言われております。 

 医療従事者への先行接種の様子を見る限りは、痛

みはそれほどでもないようなのですが、あまり誇張

する必要はないとは思いますが、痛みがあるかもし

れないという事前の情報もあったほうがよいのでは

ないかと考えます。市民の事前周知に関する市の見

解をお伺いいたします。 

 短期間でこれほど多くの人にワクチンを接種する

のは、これまで経験したことのない大事業です。し

かも、市民の命が関わるこの事業に失敗は許されま

せん。無事故で希望者全員に接種できるように総力

を挙げて取り組んでいただきたいと思います。私た

ちも全面的に協力を惜しまないつもりですが、市長

の決意をお伺いいたします。 

 昨年、新型コロナウイルス感染症が発生してから

はや１年がたち、世界は一変しました。当市もコロ

ナ対策の臨時会を重ねながら、感染拡大防止と経済

対策に取り組み、緊急対策は第16弾、総事業費は64

億9,661万6,000円と、必死に観光業、社交飲食業を

はじめ市内事業者を支えてまいりました。しかしな

がら、第３波の到来でＧｏＴｏキャンペーンの休止

を余儀なくされ、いまだ収束の見通しが立たないこ

とから、再び苦境に立たされる業者が増えておりま

す。 

 市といたしましても、第２弾のプレミアムつきお

食事券や網走割宿泊クーポン券の発行を予定してお

りますが、発行できる時期のめどが立たない状況が

続いております。 

 本年はワクチンの接種事業を成功させ、感染拡大

に歯止めをかけるとともに、経済の立て直しに新た

な展望を開くスタートの年にしていかなくてはなり

ません。総務省の労働力調査によりますと、昨年10

月の就業者数は6,694万人で前年同月比では93万人

の減少で、７か月間連続の減少となりました。産業

別では、やはり宿泊業、飲食サービス業の就業者が

前年同月比で43万人の減で最も多く、この数字から

時短営業の繰り返しや自粛生活の長期化、ＧｏＴｏ

の休止によって休業や倒産に追い込まれる事業者と

ともに、仕事を失う人や勤務時間を減らされるパー

ト従業員が増えていることがうかがえます。 

 当市においても同様の傾向が見られるのではない

でしょうかと推察いたしますが、実態はどのような

数字になっているのでしょうか。 

 一方で、個人経営で人手が足りない農家や林業も

人手が足りず、思うように伐採や植林が進まず困っ

ていると聞いております。また、外国人技能実習生

の来日が思うようにならない水産加工業など、人手

不足で困っている企業との雇用のマッチングも必要

なのではないかと思います。 

 さらにワクチンの接種事業には、専門職以外にも

クーポン券の送付などの事務仕事や会場の設営や誘

導など、多くの人手が必要になると思われます。 

 接種体制の整備に必要な人員の確保に、コロナで

仕事を失った人などの採用も考えられるのではない

でしょうか。 

 また、新規事業への転換を考えている企業へのア

ドバイスや、昨年12月に追加された中小企業等再構

築促進補助金などの申請手続をサポートする相談窓

口も必要なのではないかと考えますが、市としては

どのように市内事業者とその雇用を守り抜いていく

のか、見解をお伺いいたします。 

 また、失業や減収による生活への不安に加えて、

自粛生活が続き人と人との交流が減り、長時間家族

だけで過ごすようになったことで、ＤＶや虐待、自

殺や心中が増えているとの報道に胸を痛めておりま

すが、当市の状況と対策をお伺いいたします。 

 次に、地域医療の確保についてお伺いいたしま

す。 

 2019年度からスタートした開業医誘致推進事業に

よって、昨年５月に潮見地区に、本年２月に駒場地

区に、それぞれクリニックが開業し、地域住民に大

変喜ばれております。 

 人口減少が大きな社会問題となる中、人口の流出

を防ぎ、住み慣れた故郷に安心して住み続けていた

だくためにも、地域医療の充実は欠かせません。 

 一方、当市の個人病院は後継者がいないところが

多いことが大きな課題であります。今後もさらなる

誘致に力を入れていただきたいと思いますが、新年
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度の開業医誘致のめどと取組についてお伺いいたし

ます。 

 また、昨年の一般質問でも取り上げさせていただ

きました、基幹病院の泌尿器科の再開ですが、その

進捗状況も併せてお伺いします。 

 次に、障がい者福祉についてお伺いいたします。 

 身体、知的、精神の３つの障がいの中で、最も支

援体制が遅れているのが精神障がいです。 

 先日も息子さんが高校卒業以来20年間引き籠もっ

ているという御婦人から相談を受け、具体的な支援

の内容をお伝えしながら、改めて支援の少なさを痛

感いたしました。その御婦人自身も御主人に先立た

れ自分の介護施設の心配もしながら、息子さんの将

来を悩んでおられました。そして「精神障がい者は

自分で声を上げられないのです。だからこそ、その

声を酌み取って支援体制を充実させてほしいので

す」との切実な訴えが胸に突き刺さりました。本当

にそのとおりだと思います。親亡き後問題も切実で

す。この問題は国としての支援体制の問題でもあり

ますが、市としてもどのような見解をお持ちなのか

お伺いいたします。 

 また、昨年の代表質問でもお聞きしましたが、障

がいのある方のための基幹相談支援センターがいよ

いよ開設されるということで、大いに期待するとこ

ろですが、開設の見通しとスケジュール感、具体的

な運用の仕方も併せてお伺いいたします。 

 次に、農業についてお伺いいたします。 

 市としてもブランド化に取り組み、大きな期待を

寄せてきたもち麦ですが、取引先の企業から網走産

のもち麦の色が黄色いことを理由に引取りに難色を

示されていると聞き、大変驚きました。そもそも網

走市で健康都市連合の全国大会が開かれたときに、

講演を依頼した企業からもち麦栽培のお話があって

スタートしたと伺っております。 

 試験栽培から始まり、ほかの麦類と収穫時期がか

ぶらず収量も多く、機能性健康食品としても高い評

価があり、安心・安全な国内産の需要が高まってい

ることから、もち麦を作り始めた農家も増えてきた

ところだと思います。網走市でも生産者、東京農

大、民間企業、ＪＡと連携し、もち麦プロジェクト

を立ち上げて取り組んできたにもかかわらず、なぜ

このようなことになったのか、期待が大きかっただ

けに大変に残念でなりません。今後どのように対応

していくのか、市の見解をお伺いいたします。 

 また、平成27年８月にジャガイモシロシストセン

チュウが国内で初めて網走市の一部の圃場で確認さ

れ、平成28年10月から緊急防除が始まって４年がた

ちました。この間シロシストセンチュウは大空町、

斜里町、清里町にも蔓延し、防除区域が追加される

一方で、令和２年４月と９月に防除が終了し、防除

区域から外された区域もあるとお聞きしておりま

す。 

 植物防疫所によりますと、防除の期間は令和８年

３月31日までとされておりますが、現在の防除の進

捗状況とその効果はどのようになっているのでしょ

うか。 

 畑作三品の輪作が定着してきた当市の農業にとっ

て、長い防除期間による影響はどんなことが予想さ

れるとお考えでしょうか。市の見解をお伺いいたし

ます。 

 次に、漁業についてお伺いいたします。 

 かねてからの懸案事項であった、藻琴川並びに藻

琴湖のしゅんせつ工事が道の事業として昨年から始

まり、ほっと胸をなで下ろしたところであります。 

 しかし、一方で網走湖の水質の悪化と、いまだに

シジミの大規模産卵が見られないのは市にとっては

大変大きな問題だと思っております。 

 昨年も一昨年に引き続き、公明党の佐藤英道衆議

院議員と共に網走湖の視察をさせていただき、漁業

者の皆様からお話を伺いました。強風によって、網

走湖の塩分濃度が上がったことで、大規模産卵に期

待が膨らみましたが、結果的にはそれほどの産卵は

見られず、全国初の試みであるシジミの養殖も試行

錯誤を繰り返しながら取り組んでいる最中です。 

 さらに、湖底に堆積した硫化水素が強風によって

表層に吹き上がったことによりアオコが発生し、サ

ケの稚魚や親魚にも大きな被害が出ているとのお話

でした。 

 こうした状況を打開し、国に対しても具体的な支

援策を打診するため、有識者を交えた網走湖汽水環

境保全方策検討委員会が結成され、昨年12月に第１

回目の会合が開催されたとお聞きしております。 

 こうした取組によって、網走湖の水質の改善とシ

ジミ資源の安定化が大きく前進することを期待する

ところですが、市としての今後の取組と見解をお伺

いいたします。 

 また、秋サケ漁の時期に船外機もついていない小

型のゴムボートで釣りをする人が増えているよう

で、船の航路に突然ゴムボートが出てきて危険極ま

りないとのお話を伺っておりますが、万が一事故が
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起きれば漁船の責任になってしまいます。 

 今後、ますます高齢者が増える見込みであり、退

職後の趣味として釣りを楽しむ方も増えてくると思

われます。事故が起きる前に早急な対策が必要と考

えますが、都市基盤の整備で上げられている港湾の

港内斜路の適正な管理というのが、これに当たると

思われます。具体的な取組の内容をお伺いいたしま

す。 

 次に、観光についてお伺いいたします。 

 これまで国も北海道も、そして当市もインバウン

ド誘致による観光に力を入れて大きな経済効果を得

てきたわけですが、新型コロナによって観光対策は

一変したといっても過言ではありません。コロナが

収束するまで当面海外からの観光客が見込めない

中、インバウンドから道内外の国内向けの商品プラ

ンに大きくかじを切ったところです。 

 言うまでもなく観光業は飲食業や宿泊業だけでな

く、公共交通や不動産業、農業や漁業など幅広い業

種にも経済波及をもたらしており、今回のコロナに

よる観光客の減少は地域経済に深刻な影響を及ぼし

ております。しかし、一方で自粛生活が長引くほど

旅をしたいという人々の思いは一層強くなっており

ます。 

 観光庁が昨年12月に発表した７月22日から11月15

日までのＧｏＴｏトラベルの利用実績は、少なくと

も延べ5,260万人泊、割引支援額は3,080億円に達

し、観光業界にこれだけの金額の税金が直接投入さ

れたのは初めてと言われております。 

 中でも北海道は人気が高く、当市の観光、宿泊業

もこのＧｏＴｏトラベルにプラスして道民割や市独

自の観光支援策で観光業を支えてまいりました。国

内向けの魅力ある観光商品をどうつくっていくの

か。今後第３波の収束とワクチン接種成功の先にあ

る自由に観光ができる時代に備えて、密になりにく

い広々とした北海道の特性や豊かな自然環境を生か

した体験型や滞在型の観光商品の開拓と、密になら

ずに安心して移動できる環境の整備が必要になって

くると考えます。 

 当市も自然、異文化体験、アクティビティーの３

要素のうち、２つ以上を含む旅行形態、アドベンチ

ャーツーリズムの充実を図ることを目指すとしてお

りますが、具体的には網走のどういった魅力に着目

した商品プランをお考えなのでしょうか。 

 北海道の異文化であるアイヌ文化をもとに、いち

早くアドベンチャーツーリズムに着手したのが阿寒

地域であります。プロジェクションマッピングな

ど、デジタルアート技術をふんだんに取り入れた体

験型アクティビティ阿寒湖の森ナイトウォークカム

イルミナはまさに圧巻であります。こうした取組の

結果として、本年９月にはアドベンチャートラベル

業界最大の国際イベントである、アドベンチャート

ラベルワールドサミット2021が北海道で開催される

運びとなりました。コロナで中止にならないことを

祈りつつ、開催された場合は、当市もぜひ参加して

学んでいただきたいと考えます。当市の豊かな観光

資源をどう生かしていくのか、大いに参考になるの

ではと期待するところです。 

 また、道では中学生や高校生を対象とした教育旅

行にも力を入れていると聞いております。道央、道

南にコロナ感染者が集中していた昨年の修学旅行で

は、道東にコースを変更した学校が多く、監獄博物

館も例年を大きく上回る受入れがありました。 

 また、観光を楽しみながら仕事もする、いわゆる

ワーケーションも昨年の長期滞在型商品の人気を見

ても大きな可能性があると思われます。ポストコロ

ナを見据えた今後の観光施策に対する市の見解をお

伺いいたします。 

 また、当市の念願でもあり、市長がトップセール

スを重ねてきたＬＣＣ大手ピーチ・アビエーション

の女満別－成田線がいよいよ２月10日から就航さ

れ、片道何と5,290円からと今までにない低価格で

うれしい限りです。１日１往復ではありますが、オ

ホーツクと首都圏がぐっと近くなり、観光客の誘客

促進にもなり、ビジネスの利用も増えるのではない

かと期待するところです。通年就航による来網者は

搭乗率75％でも年間約５万人増えるのではないかと

の報道もあります。 

 記念すべき第１便は定員180名に対してほぼ満席

の169人が成田から女満別に降り立ちました。乗客

の１人はＪＲ釧網線の流氷物語号に乗るのが目的と

考えたことが報道され、思わずうれしくなりまし

た。 

 しかし、北見市観光協会が北見と女満別空港、網

走を結ぶ無料周遊バスの運行を始めたことも紹介さ

れており、網走で流氷観光をするために訪れた男性

が、無料バスがあるなら北見にも行ってみようと思

ったとのコメントに、近隣自治体はどこもどうした

ら自分のところに観光客を呼び込めるのか真剣に取

り組んでいるのだと痛感しました。 

 網走市としては、今後どのようにしてピーチの乗



- 87 -  

客を取り込もうと考えているのか。また、どれくら

いの誘客を見込んでいるのかお伺いいたします。 

 また、ピーチ就航によって、東京農大の学生やそ

の家族も網走に来やすくなります。今までは世田谷

や厚木キャンパスの農大生もオホーツクキャンパス

に来て農業体験などをしたくても、夏の航空運賃が

高すぎて来られないというのが悩みでしたが、ＬＣ

Ｃの就航によって多くの学生が来てくれるのではな

いかと思われます。 

 市としても東京農大や日体大支援学校の学生やそ

の家族への就航運賃の助成などの利用促進を図るこ

とで、関係交流人口も増え、将来的には移住や長期

滞在にも結びつけられるのではないかと考えます

が、市としての今後の対応策をお伺いいたします。 

 次に、公共交通についてお伺いいたします。 

 網走市はこのたび人口減少や少子高齢化の進展、

マイカーの普及による公共交通の利用減少を見据

え、地域のニーズに合わせた持続可能な公共交通体

系を目指した初の市地域公共交通計画案を策定され

ました。 

 この中で、市は昨年８月から11月にかけて、潮見

地区で行った予約制のオンデマンドバスどこバスの

実証実験を22年度まで延長し、最終年度に本格導入

するかを決めるとしております。 

 実験前は高齢者の方々がスマホや電話で予約がで

きるか、心配する声もありましたが、昨年４か月間

の実績では合計959人で１日平均7.86人の利用があ

ったとされております。この数字は市としては予想

以上だったのか、それとも予想以下だったのか、ど

のように分析しているのかお伺いいたします。 

 また、どこバス利用者への電話アンケートの結果

を見ると、路線バスよりどこバスが便利という声が

85.2％と大変高い数字が出ており、利用された方に

は好評だったことがうかがえます。市内の総合病院

もかつては無料の患者送迎バスを運行していました

が今はやめてしまったため、地域によっては、「バ

スを乗り継がなくては通院ができず、金銭的にも時

間的にも大変になってしまい、やむなく通院の回数

を減らしている。一日も早く自分の地域でもどこバ

スを利用できるようにしてほしい」との声も頂いて

おります。アンケートでも改善してほしいことのト

ップが運行エリアの拡大となっており、市としても

エリアを拡大して実証実験に取り組みたいとありま

すが、今後の実験の取り組み方をお伺いいたしま

す。 

 また、高齢者や子供、障がい者は割引にしてほし

いとの声もあり、本格運行の際はぜひ検討していた

だきたいと思いますが、市の見解をお伺いいたしま

す。 

 次に、デジタル化の運用についてお伺いします。 

 これからはポストコロナも見据え、新しい社会の

実現を目指していかなければなりません。昨年のコ

ロナ感染拡大の中、日本全体としてデジタル化の遅

れを浮き彫りにしたのは、全ての人に一律10万円を

支給した特別定額給付金のときでした。当市は職員

の皆様のまさに不眠不休の御尽力で全道的にも非常

に早い給付が行われ、市民の皆様に大変喜んでいた

だきました。それは当市においては手書きの申請書

が多かったことが幸いしました。密を避けるための

オンライン申請がシステムのトラブルもありうまく

いかず、郵送による申請よりもオンライン申請のほ

うが給付が遅滞する自治体も全国的に多く見受けら

れましたし、様々なオンライン申請の欠陥が露呈し

ていました。 

 真に豊かで便利な社会構築のためには、社会のデ

ジタル化の円滑な運用が課題であることは共通の認

識となりました。 

 そこで政府は昨年11月に我が党のデジタル庁創設

の提案を受け、デジタル機器の利用をサポートする

デジタル活用支援員を全国に広げていく必要がある

としました。デジタル機器の操作が苦手な方に対し

て、身近な支え手を手厚くし、行政サービス全体の

質の向上につなげていくことが大切であると考えま

す。例えば、まだまだマイナンバーカードの申請は

進めなければなりません。しかし、申請そのものや

受取り時のパスワードの設定など、これは現在教え

てくれているように、デジタル機器の操作には支援

員さんが必要です。当市におけるデジタル化支援へ

の対応状況とその先にある市民サービスへの反映な

どの計画を伺います。 

 また、マイナンバーカードの普及と活用の検討が

市ではどのように進められているのか、現在までの

検討状況と今後の予定、計画についてお伺いしま

す。 

 次に、冬季対策として、効率的な除雪体制の確保

についてお伺いします。 

 近年は降雪量が少なく除雪体制にはゆとりがあっ

たようです。しかし、高齢の方が年々増加していく

中、いつも悩まされるのは大型ショベルで除雪した

後の間口に残された雪の除雪です。時間がたつにつ
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れ固くなって厄介です。 

 そんな中、美幌町では昨年令和２年度から個別間

口の除雪が大型除雪車と小型除雪車をセットでの運

用がついに開始されました。２年前にエリアを決め

て実証実験し、その結果について町民のアンケート

も集計した結果、待ちに待った個別間口除雪が実現

したのです。 

 町民大歓迎のサービスですが、作業の開始する時

間帯は早まり、朝の３時開始だったのが深夜12時か

ら朝６時までの間にやるそうです。これは様々な課

題なども考慮されての決断だったと思うのですが、

高齢となった多くの網走市民の皆さんも個別間口除

雪について取り組んでもらえないかと思っていま

す。この美幌町の取組を機に、まず当市でも本事業

を財政面からも、また具体的に人員確保なども含

め、実証実験など研究・検討していただきたいと思

いますが、今後も高齢化が進む当市の除雪対応の方

向性を伺います。 

 次に、廃棄物処理についてお伺いします。 

 当市の最終処分場の延命を図るため、大空町の焼

却施設で紙おむつ等を減容化するとのことでした。 

 おむつ類は今も大人用が増加傾向です。そこで当

市の最終処分場を考えたとき、大空町と連携し焼却

処分できるものは共同で使用させてもらうことは大

変有効であると認識しています。 

 このごみの問題は、将来的には人口の減少・高齢

化も待っていますので、今後分別や焼却について斜

網地域全体で連携して焼却場を利用することも必要

になってくるのではと考えられます。長期的な広域

での連携について展望を伺います。 

 次に、児童虐待防止について伺います。 

 2019年１月の千葉県野田市で女児が虐待で亡くな

るという痛ましい事件が発生しました。この事件か

ら令和２年４月より、しつけに名を借りた親などに

よる体罰の禁止や児童相談所の体制強化などを定め

る児童福祉法等改正法が施行されました。 

 しかし、現在新型コロナウイルスの影響により、

子供の見守り機会が減少し、児童虐待のリスクは高

まっています。実際、全国では虐待相談件数は昨年

よりも増加傾向にあります。そのため、市町村の要

保護児童対策地域協議会が中心となって、子育て支

援を行う民間団体等も含めた様々な関係機関と連携

し、支援ニーズの高い子供を見守り必要な支援につ

なげていくことも重要です。当市の認識と取組状況

を伺います。 

 次に、教育行政執行についてお伺いいたします。 

 初めに、コミュニティ・スクールの推進について

ですが、学校と地域住民が一体となって子供たちを

育て、特色ある学校づくりを進めるとの目的で、東

地区、西地区、呼人小中学校が平成31年度から、そ

の他の小中学校は平成32年度からスタートして、学

校運営協議会を軸として取組を進めているところと

認識しております。 

 網走市の場合は既に地域住民との連携、協働体制

が構築されていた地域もありスムーズに受け入れら

れているところと、一方では、協議会はできたが何

をしたらいいのかわからないという声も聞いていま

す。 

 現在の進捗状況と取組の中で見えてきた課題、ま

た今後の展望についてお伺いいたします。 

 次に、教職員の働き方改革と部活動の在り方につ

いてお伺いいたします。 

 少子化による児童生徒の減少は年々厳しさを増し

ており、その中で問題となっているのが部活動の維

持が非常に困難になっていることです。特に野球や

サッカー、バレーボールなどチームプレーのスポー

ツが一つの学校だけではチームをつくれず廃部の検

討対象になっております。 

 また、顧問の教職員も試合や遠征などで土日も出

勤しなければならなくなるため負担が増え、教職員

の働き方改革とも相反する状況になってしまいま

す。 

 こうした状況を解決するため、2017年に教員の働

き方改革の一環として制度化されたのが、教員でな

くても部活の顧問として技術指導を行うことができ

る部活動指導員の配置です。市教育委員会もその仕

組みを整えることなどにより、全ての教員が子供た

ち一人一人と向き合う時間の確保に努めるとありま

す。地域住民と共に子供たちを育てていくというコ

ミュニティ・スクールの取組とも合致する制度だと

思いますが、学校現場ではなかなか厳しい状況があ

るようです。その原因と課題をどのように捉えてい

るのかお伺いいたします。 

 また、部活のために通う学校を変えなくてはなら

ないということは、義務教育期間中は避けなければ

ならないと思います。子供たちがやりたい部活を地

元の学校に通いながら伸び伸びやれるようにするた

めには何が必要なのか。今後ますます少子化が進む

ことは確実です。学校という枠を超えた市全体とし

ての取組が必要と考えますが、見解をお伺いいたし
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ます。 

 いよいよこれからワクチン接種も順を追って始ま

りますが、完全な感染拡大の収束はいまだ見通せな

い、気の抜けない状況にあります。その中で、市民

の命を守りつつ経済と生活の維持、再建を果たさな

くてはなりません。行政の果たすべき役割は大変重

いものがあると痛感する毎日ですが、知恵を出し合

い、誰もが安心して暮らすことのできる社会へ、希

望の方向へ向かっていくことを願い、公明クラブの

代表質問を終わらせていただきます。御清聴いただ

き大変にありがとうございました。 

○井戸達也議長 市長の答弁前ではありますが、こ

こで暫時休憩といたします。 

午前10時51分休憩 

午前11時01分再開 

○井戸達也議長 休憩前に引き続き、再開します。 

 代表質問を続行します。 

 公明クラブ、澤谷議員の質問に対する答弁から。 

 市長。 

○水谷洋一市長 －登壇－ 公明クラブ、澤谷議員

の御質問にお答えをいたします。 

 初めに、市税の減収についてでありますが、市税

は令和２年度の当初予算に比べマイナス５億円、

10.4％の減と見込んでおります。 

 この減収に呼応する形で、地方交付税と臨時財政

対策債が約３億円増加するほか、コロナの影響によ

る税収の減に対する国からの特別な手当として約１

億6,000万円を見込んでおり、これにより市税の減

収につきましてはおおむねカバーできたところであ

ります。 

 新年度の予算編成に当たりましては、こうした国

の財政措置と合わせてふるさと寄附基金の活用によ

り対処をしたところであります。 

 次に、ふるさと寄附基金の見込みと市の財政状況

についての見解でありますが、令和２年度のふるさ

と寄附金の収入見込みといたしましては、今回の議

会に７億円追加する補正予算を上程しておりますと

おり、20億円を見込んでおります。そのうち、返礼

などに係る諸経費を除いた約10億円を積み立てるこ

ととしておりますので、今年度の取崩しを行った後

の年度末残高は昨年度末よりも約５億円増の20億円

となる見込みであります。 

 また、新年度では18億円の寄附金収入を見込んで

おり、年度中の積立てと取崩しを行った後の令和３

年度末の残高は23億4,000万円と見込んでおりま

す。 

 次に、市の財政状況についての見解であります

が、令和３年度の予算編成前に策定をした中期財政

収支見通しでは、令和６年度までに約31億円が不足

をすると見込まれたことから、予算編成に当たりま

しては、持続的な財政運営が可能になるよう心がけ

てまいりました。 

 懸案である市債残高も、平成14年度末の534億円

をピークに平成31年度末には318億円まで大きく減

少いたしました。この中には、市の財政負担を伴わ

ない大型農業施設の整備に係る28億円と、全額が後

の普通交付税で措置される臨時財政対策債が75億円

含まれており、その分を除きますと実質的な残高で

215億円と、ピーク時の４割まで減少してまいりま

した。 

 また、最近取り組んでいる大型事業は、市の財政

負担が伴わない農業施設の整備のほか、郊外地区の

光回線整備、保育施設の集約化、道路や河川の改修

などは市の実質的な財政負担が大きくならないよ

う、国の財源手当が手厚い起債メニューを活用し取

り組んでいるところであります。 

 特別会計においても、長年の懸案でありました市

有財産整備、網走港整備、能取漁港整備の３つの特

別会計では、土地売却に向けて企業誘致などに取り

組んできたところ、地域産業の活性化に資する形で

土地の売却や貸付が大きく進み、平成19年度には市

有財産整備特別会計の赤字を解消し、平成31年度末

には残る網走港整備特別会計で10億7,000万円、能

取漁港整備特別会計では１億9,000万円と、最大91

億円あった赤字を12億6,000万円まで圧縮をしてき

たところであります。 

 また、近年は外部からの財源を調達することを意

識して取り組んでおりまして、ふるさと納税制度に

より、この６年間で約67億円の寄附を頂戴したこと

に加え、今年度の郊外地区の光回線整備においても

辺地債の活用により、約３億円の新型コロナ感染症

対応地方創生臨時交付金を、他のコロナ対策事業に

振り向けてまいりました。新型コロナウイルス感染

症の影響がいつまで続くのか見通せない状況であり

ますけれども、当面、財政指標の数値は横ばいで推

移しますが、財政状況は徐々に改善していく方向に

あるものと見込んでおります。 

 次に、能取漁港整備特別会計の今後についてであ

りますが、平成11年２月の漁港法改正により、水産

関係以外にも売却が可能となり、平成23年度以降、
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メガソーラー施設の誘致などにより健全化を図って

まいりました。 

 平成29年にはバイオマス発電所の誘致により土地

の売却が加速し、令和２年度決算において赤字額が

１億9,000万円、売却可能な土地の面積も約６ヘク

タールとなる見込みとなっております。 

 今後も企業誘致などにより、土地の売却促進を努

めるとともに、令和元年11月に庁内関係各課で検討

委員会を立ち上げ、未売却用地の処理や資金不足額

の解消などの課題整理と、その対応策について検討

を開始しております。引き続き、特別会計の健全化

と閉鎖に向けて検討を進めてまいりたいと思いま

す。 

 次に、抗原検査費用助成に係る市民周知について

でありますが、網走厚生病院の御理解と御協力によ

り、１月下旬に導入した抗原定量検査機器を活用

し、２月９日から網走市新型コロナウイルス感染症

検査事業に伴う検査を開始したところであります。 

 市民周知につきましては、ホームページや新型コ

ロナウイルスに関する網走市からのお知らせに掲載

をしておりますが、議員御提案がありましたよう

に、今後も市民の皆様への周知の方法の工夫に努め

てまいります。 

 次に、ワクチン接種体制の検討状況とスケジュー

ルについてでありますが、当市では令和３年２月８

日に網走市新型コロナウイルスワクチン接種推進室

を設置し、国が示している内容に基づきワクチンの

供給体制が整い次第、速やかに接種を開始できるよ

う体制整備を進めております。 

 令和２年12月18日に第１回目の自治体説明会が行

われ、以降、健康推進課において４月から接種を開

始できるようシステムの改修、接種券の印刷や発送

準備、会場の確保、医療従事者への協力依頼等の準

備を進めてきたところであります。 

 また、かねてから網走医師会や網走保健所と協議

をしてまいりましたが、２月11日には市内医療機関

の医師、看護師、網走保健所、市による協議会を開

催をし、医療従事者等に対する接種の方法や日程を

協議するとともに、市民に対する接種に伴う網走市

の考え方をお示しをしたところであります。 

 医療従事者等に対する接種は、今週一部の病院で

開始をされておりますが、接種方法は病院による自

院接種と市内施設を会場とした集団接種の併用とな

ります。 

 また、国のワクチン供給状況によって遅れが生じ

ることも想定されますが、65歳以上に対する接種は

４月下旬に開始、一般に対する接種は６月上旬に開

始することで準備を進めており、接種券の発送につ

きましては、65歳以上が４月上旬、一般が５月中旬

の予定であります。 

 高齢者用の優先接種ワクチンの供給についてです

が、本日これに係る報道がなされ、北海道に確認を

したところ、北海道に22箱が国から配分され、その

うち二次医療圏ごとに１箱ずつ割り当てられること

とし、当市は北網地区が二次医療圏であること、ま

た感染者の発生状況などから、５日の週から19の週

にかけての２回接種500人分の１箱の割当てに当市

は該当いたしません。一方、26日の週に再度割当て

について、179箱が配送予定について今後検討対応

があるものと伺っておりますことから、まだ何も確

定はしておりませんが、当市といたしましては予定

どおり、４月下旬の接種開始に向け準備を整えてま

いりたいと考えております。 

 接種方法につきましては、エコーセンターや旧ウ

エスタン等を会場とした集団接種を基本といたしま

すが、仕事の都合で平日の来場が難しい市民を想定

した休日、夜間における接種、また、かかりつけ医

の接種を希望する市民への対応としての個別接種、

さらには施設入所者等で来場できない市民への対応

として巡回接種による対応を医療機関と調整してい

るところであり、実施に当たりましては、集団、個

別、巡回接種の併用による柔軟な体制を構築し取り

組んでまいります。 

 なお、集団接種で予診やワクチン接種を担当する

医療従事者の確保につきましては、市内医療機関の

御理解と御協力によりめどが立っている状況にあり

ます。 

 また、アナフィラキシーショック等への対応とい

たしましては、集団接種会場で予診を担当する医師

との連携、さらには簡易ベッドの配備、そして救急

隊員の配置を行います。 

 引き続き、網走医師会や医療機関と協議を進め、

できるだけ多くの市民に接種いただけるよう、安

心・安全な体制づくりに努めてまいります。 

 次に、新型コロナウイルスワクチン接種に関する

情報の市民への事前周知についてでありますが、ワ

クチン接種につきましては、発症予防、感染予防、

重症化予防、さらには感染症の蔓延防止を図る観点

から有効であると認識をしております。 

 一方、接種部位の腫れや痛み、発熱・頭痛、アナ
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フィラキシーショック等の副反応があるため、接種

を判断する上で安全性や有効性及び副反応などの情

報発信が重要であると考えております。 

 ワクチン接種につきましては、任意の接種であり

ますが、市民の皆様にはしっかりとした情報提供を

行い、接種による効果と副反応のリスクの双方を御

理解いただき、接種の勧奨をいたしたいと考えてお

ります。 

 また、接種に伴う厚生労働省から副反応が疑われ

る事例に関する報告が出ておりますが、市といたし

ましては、市民の皆様が安心して接種できるよう、

市ホームページをはじめ様々な媒体を活用し、ワク

チン接種に関連した情報をわかりやすい表現で発信

をしてまいりたいと考えております。 

 次に、ワクチン接種に取り組むに当たってであり

ますが、ワクチン接種につきましては16歳以上の全

国民を対象とし、新型コロナウイルス感染症の発症

予防、感染予防、重症化予防、さらには蔓延防止予

防の効果が期待をされています。 

 また、個人の体質や体調により、接種を希望され

ても受けられないケースがあると考えられますが、

多くの市民が接種をすることで医療機関の負担軽減

と社会経済活動の再開につながるものと考えており

ます。 

 ワクチン接種体制の構築は、国の指示に基づき市

町村が実施主体となって行うものであり、当市にお

きましては２月８日に新型コロナウイルスワクチン

接種推進室を立ち上げ、準備を本格化したところで

あります。 

 ワクチンにつきましては２月14日にファイザー社

製が薬事承認をされ、２月17日には医療従事者に対

する先行接種が開始されたところでありますが、当

市では今週一部の医療従事者に対する接種が始まっ

ており、４月下旬以降は高齢者、施設従事者、基礎

疾患を有する方、一般市民を対象として段階的に接

種を開始すべく準備を進めております。 

 接種に当たりましては、医療従事者の協力体制が

大きな課題でありましたが、２月11日に市内医療機

関の医師、看護師の皆様にお集まりを頂き、網走市

の考え方をお示ししたところ、ある程度のめどが立

ったところであります。 

 接種方法につきましては、集団接種を基本として

考えておりますが、個別、巡回など併用して柔軟な

体制に取り組んでまいります。 

 現時点では、ワクチン供給に不明な点があります

が、国のワクチン供給スケジュール等を注視しなが

ら、接種を希望される市民の皆様には速やかに接種

いただけるよう全庁体制で実施体制の確保に努めて

まいります。 

 次に、雇用情勢についてでありますが、総務省の

労働力調査によりますと、全国の12月の完全失業者

数は194万人、前年同月比で49万人の増加で11か月

連続の増加、完全失業率は2.9％で、前月と同率と

なっております。 

 また、同じく12月の産業別就業者数の前年同月

は、宿泊業・飲食サービス業の減少が最も多くマイ

ナス29万人、次に卸売業・小売業のマイナス22万人

となっており、注意が必要な状況となっておりま

す。 

 なお、こうした調査は市内の状況において公表さ

れていないため、具体的な数値は把握できません

が、ハローワーク網走との意見交換の中で、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により失業者が急増して

いる状況にはないと伺っております。 

 また、北海道労働局、ハローワーク網走では、雇

用の維持、再就職、中途採用など雇用に関する様々

な助成制度が用意をされ、北海道では新型コロナウ

イルス感染拡大に伴う離職者支援として、人手不足

が深刻な異業種に転換した場合、就職した方と雇用

した企業に対し奨励金30万円を支給する取組もあり

ます。 

 市といたしましては、ハローワーク、商工会議所

など関係機関との情報交換、情報共有に努め、雇用

情勢に注視しつつ、市内企業のＰＲ、新規学校卒業

者や高齢者向けの合同企業説明会の開催、企業にお

ける人材育成、職場環境の改善などを促進し、雇用

のマッチングに努めてまいりたいと存じます。 

 また、市の問合せにつきましては、引き続き、

国、道の制度も含め、各種制度の御案内や支援窓口

を御紹介させていただくとともに、市内の関係機関

との情報共有、意見交換に努め、必要な取組を進め

てまいります。 

 生活不安などの影響によるＤＶ等の当市の状況と

対策についてでありますが、市に寄せられたＤＶの

相談件数につきましては、令和２年４月から令和３

年１月で11件となっており、前年同期と比較で２件

増加、また、虐待に伴う北見児童相談所への相談、

通告件数は令和２年４月から11月で24件となってお

り、前年同期との比較で３件減少しておりますが、

いずれも新型コロナウイルス感染症の影響による相
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談ではないとのことであります。 

 自殺件数でありますが、こちらは厚生労働省が公

表する暫定的な数値であるため、前年同期との比較

は単純にはできませんが、令和２年１月から12月ま

での人数は６名とされ、前年同期との比較で３名減

少しております。 

 当市におけるＤＶや虐待の相談につきましては、

女性相談員の配置や家庭児童相談室の設置により対

応しておりますが、相談内容は多岐にわたるため、

保健センターや教育委員会をはじめ、庁内関連部署

との情報共有を行っているところであります。 

 また、緊急を要する事例につきましては、警察が

介入できる体制を構築するとともに、対応に当たっ

ては関係機関と連携した取組が重要になるため、専

門機関へのつなぎや要保護児童対策地域協議会にお

ける協議を行っておりますが、これらの問題は表面

化しにくい場合もあるため、早期発見、早期対応に

向けて、関係機関とのさらなる連携強化に努めてま

いります。 

 次に、新年度の開業医誘致の取組についてであり

ますが、当市における医療に伴う課題につきまして

は、医療従事者の確保をはじめ医師の高齢化等に伴

う医療機関の確保、さらには休日等における救急医

療体制の構築が挙げられます。 

 こうした中、令和２年度におきましては、新たに

２件のクリニックが開業したところであり、市内に

おける医療提供体制の充実は市民の安心・安全につ

ながるものと考えております。 

 市といたしましては、今後も積極的に開業医の誘

致を進めてまいります。 

 次に、泌尿器科の再開の進捗状況ですが、平成25

年４月以降診療体制が縮小されていた市内公的病院

の泌尿器科につきましては、常勤医師の確保及び手

術を含めた治療可能な医療提供体制を構築するた

め、これまで大学医局をはじめとする関係機関と協

議を進めてまいりましたが、このたび医師の確保に

至ったことから、本年４月から泌尿器科の通常診療

が再開されることとなりました。 

 次に、精神に障がいがある方への支援についてで

ありますが、身体障害者手帳や療育手帳を所有する

方と比べ、公共交通機関の割引が適用されないなど

の違いがあることは承知をしております。 

 一方、身体・知的・精神の３障がいある方に対す

る相談支援やサービス提供に関しましては、一元的

に行われるものであり、実質的な格差はないものと

認識しておりますが、精神障がいに対する理解は身

体・知的障がいと比べ進んでいないため、就労や地

域における生活の中で様々な不安を抱えている当事

者や家族がおられることも事実であると思っており

ます。 

 こうした中、国は、精神障がい者が地域の一員と

して安心して自分らしい暮らしができるよう、医

療、障がい福祉、介護、社会参加、住まい、地域の

助け合い、教育が包括的に確保された精神障がいに

も対応した地域包括ケアシステムの構築を目指すこ

とを新たな理念として明確にしております。 

 当市におきましても、精神障がいにも対応した地

域包括ケアシステムの確立について、網走市障がい

者福祉計画の中で具体的な施策を掲げ、支援体制の

充実と障がいに対する理解促進を図ってまいりたい

と考えております。 

 次に、基幹相談支援センターについてであります

が、これまで１市４町との広域設置に向けた自治体

間による協議を重ねるとともに、相談支援を担う事

業所を加え、基幹相談支援センターが担う業務の意

見交換を行い、２月末時点で設置に伴う方向性が整

ったところであります。 

 基幹相談支援センターにつきましては、斜網地域

で一般相談業務を受託した経験があり、かつ相談支

援の経験が豊富な相談支援専門員が在籍する法人へ

の委託を考えており、また、生活上の様々な相談業

務に対応するため、配置する３名の相談員を中心と

して関係機関との連携体制を構築してまいりたいと

考えております。 

 今後のスケジュールにつきましては、３月末まで

に委託先法人を決定し、令和３年度の早い段階で基

幹相談支援センターを開設をいたします。 

 次に、もち麦についてでございますが、もち麦は

健康志向の高まりからニーズが高く、ジャガイモシ

ロシストセンチュウによりバランスの崩れている輪

作体系を確立するためにも有効な作物と認識をして

おり、このもち麦を含めた多くの品種の麦類を受け

入れる乾燥調製貯蔵施設を新たに整備したところで

あります。 

 これまでの間、実需者と品質についての協議がな

されておりますが、取引量も含め令和４年度以降に

ついてＪＡ側との意見の折り合いがついていないと

ころでもあります。 

 市といたしましては、令和３年度より関係機関と

ともに品種改良に向けた試験栽培を行っていくこと
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を含め、ＪＡ、実需者との調整について、改めて進

めてまいりたいと考えております。 

 次に、ジャガイモシロシストセンチュウについて

でありますが、防除の進捗状況につきましては平成

29年度から令和元年度までの３か年で緊急防除の結

果、ジャガイモシロシストセンチュウが検出限界以

下とならなかった圃場や令和元年度に新たに確認さ

れた約270ヘクタールのうち、令和２年度は約100ヘ

クタールで対抗植物の植栽による緊急防除が行わ

れ、本年度においては約63ヘクタールが検出限界以

下となり、防除も約79％と高い効果が出ておりま

す。 

 長い防除期間による予想される影響につきまして

は、ジャガイモシロシストセンチュウが確認をさ

れ、緊急防除が長期にわたることで適正な輪作体系

が崩れ、作物の過作や連作障害、さらにはほかの重

要病害虫の発生も懸念をされるところであります。 

 このため、今後も国・道・農業団体・関係機関と

連携を図り、まずはジャガイモシロシストセンチュ

ウ緊急防除の迅速な実施、防除を完了した圃場のフ

ォローアップ調査、検出限界以下となった圃場にお

ける抵抗性品種の作付の徹底、蔓延防止措置など適

切に取組を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、網走湖の水質の改善に対する市としての今

後の取組と見解でありますが、シジミ資源の減少状

況に対する危機感から、平成30年３月に市と関係機

関により、網走湖ヤマトシジミ資源対策検討会を設

置し、シジミ資源の安定化に向けた検討を行ってお

り、議論の結果、シジミの産卵のためには湖内の塩

分濃度を上げて、シジミに好適な環境を創出するこ

とが必要であると確認をされています。 

 現在、湖内塩分濃度も以前と比較して改善されて

いるところですが、湖内の塩分濃度を上げることに

より、アオコの発生確率が上昇するため、サケ・マ

スなどの有用水産生物に影響を与えることが懸念を

されています。 

 この問題につきましては、漁業関係機関とともに

国と協議・検討を進めてきており、この結果、昨年

12月に国により網走湖汽水環境保全方策検討委員会

が設置をされ、網走湖の水環境の改善に向けた総合

的な検討が開始をされており、地元としても大きな

期待を寄せているところであります。 

 当市といたしましては、網走湖ヤマトシジミ資源

対策検討会において、引き続き協議・検討を行うと

ともに、減少したシジミ資源の積極的な増大に向

け、関係機関とともに人工種苗による資源増大につ

いて取り組んでまいります。 

 次に、港内斜路の適正な管理の取組についてであ

りますが、近年、操縦免許が不要なゴムボートが手

軽に釣りを楽しめる手段として急速に普及をしてお

り、当市においても、秋サケ釣りを目的とした港湾

内の斜路や航路の利用が急増しております。 

 港湾内の斜路は専用許可により網走漁協が通年で

使用している施設になりますが、漁業活動に影響の

ない範囲で一般の釣り客等も利用してきたところで

あります。 

 しかしながら、安全に対する認識不足、ルールや

マナーが守られていないゴムボート利用者が見受け

られ、昨年はゴムボートの転覆事故、夜間の無灯火

航行による漁船とのニアミスなどが発生し、網走漁

協からも漁業活動の支障とならないよう、安全対策

の強化の依頼があったところであります。 

 市といたしましては、港湾内の航路の安全確保は

最重要事項として認識をしており、このことからゴ

ムボートの出入りを目的として利用されている斜路

に固定式のバリケードを設置し、使用の制限ができ

るようにするものであります。 

 今後も警察や海保、漁業団体などの関係機関と連

携し、港湾内の安全確保、斜路や航路の適正な利用

に当たっての啓発の取組を進めてまいります。 

 次に、アドベンチャーツーリズムについてであり

ますが、本年開催予定のアドベンチャートラベル・

ワールドサミット期間中に道内各地で開催される体

験ツアーに、市内事業者が造成し応募した網走湖を

活用したカヤックメニューが、全道30コースのうち

の一つとして採択をされました。 

 これによりまして、網走のカヤックが全世界のア

ドベンチャートラベルを取り扱うエージェントへ紹

介されることとなり、欧米圏などからの新たなイン

バウンド集客が期待できるものと考えております。 

 ＡＴＷＳ、アドベンチャートラベル・ワールドサ

ミット開催期間中には、旅行会社、メディア、アウ

トドアメーカー、観光局、観光協会、ガイドなど、

約60か国から800人ほどの関係者が参加し、各地で

のアドベンチャーツーリズム体験や旅行会社との商

談会、セミナー、ワークショップなども開催される

とのことでありますので、観光協会や観光事業者と

連携し、情報発信やＰＲ活動を行ってまいりたいと

考えております。 

 次に、ポストコロナを見据えた今後の観光施策に
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ついてでありますが、アフターコロナにおいては、

新しい生活様式に対応した観光施策として、どうい

った客層を誘客し、情報発信をするかなど、これま

での取組とは違った切り口で取り組んでいかなけれ

ばならないものと考えております。 

 まずはコロナの影響により変化した顧客・市場・

客層について、マーケティングの結果を分析し、地

域の優位性を生かした的確な誘客に取り組むととも

に、ＬＣＣの就航を契機にさらなる広域観光の振興

に取り組む必要があると考えております。 

 さらには、コロナ禍の観光再生のために、デジタ

ルトランスフォーメーションの推進による観光サー

ビスの変革と新たな観光需要の創出でありますの

で、デジタル技術やデータを活用した観光のビジネ

スの創出の可能性、情報発信の取組について検討し

てまいります。 

 次に、ＬＣＣ就航による誘客の見込みであります

が、本年２月からのピーチ・アビエーション、成田

女満別線の新規就航を記念し、北見市と連携して往

復同路線を利用した網走市内・北見市内への宿泊に

助成を行い、まずは首都圏における路線の認知度の

向上と定着を図る取組を行っております。 

 また、女満別空港圏域からの利用を促進するた

め、網走市民が当該路線を利用した首都圏の宿泊に

も助成し、路線の早期定着に取り組んでおります。 

 今後、ＬＣＣを誘客促進の新たなツールとして活

用するために、道内で先行して就航している他空港

圏域や北海道エアポートとの連携を密にし、新たな

客層に向けたコンテンツ開発、受入環境整備、情報

発信に努めてまいります。 

 なお、ピーチ・アビエーションは就航路線の搭乗

者数を公表しておりませんが、仮に搭乗率を80％と

想定いたしますと、ピーチが使用する機材の座席数

は180席でありますので、年間搭乗者数は10万4,000

人、女満別空港圏域の来訪者は５万2,000人程度と

考えております。 

 ＬＣＣの顧客の特徴に対応したＰＲの実施や、観

光資源の開発を行い、当市への誘客を促進すること

で地域経済の活性化を図ってまいりたいと思いま

す。 

 次に、ＬＣＣ航空運賃助成による利用促進と移住

への今後の対応策とのお話でありますが、昨年１月

より、北海道エアポートによる空港ビル施設事業が

開始をされ、本年３月１日から空港運営事業が開始

をされました。 

 女満別空港の運営に当たりましては、北海道エア

ポートが女満別空港運営に関する協議会を設立し、

路線拡大や空港機能の充実強化、利用促進に向け、

地域と運営会社が綿密な連携を図ることと併せて取

り組んでおります。 

 また、議員から御提案のありましたＬＣＣ就航に

おける東京農大などに対するアプローチを、網走市

がそのかけ橋となって取り組んでまいりたいと存じ

ます。 

 次に、オンデマンドバス実証実験についてであり

ますが、議員お話のとおり、４か月の運行で利用者

は959人、１日平均7.86人となったところでありま

す。 

 利用者数につきましては、既存路線バスの乗降状

況、実証実験の運行期間、時間、エリアを踏まえ、

１日当たり14人と想定をしておりました。 

 新型コロナウイルス感染症の拡大による外出控え

の影響もあり、この数字には届いていない状況であ

りますが、８月から11月の運行期間中は、一貫して

利用者が増え、11月には１日当たり9.93人に達して

おり、このまま運行期間を延長した場合にはさらに

利用が増えたものと考えております。 

 新年度に予定している実証実験では、運行エリア

は昨年実施した高台地区に加え、南東南西地区、北

東北西地区、台町、桂町、錦町、海岸町、向陽ヶ

丘、緑町、新町、大曲の丁目地区、天都山の一部と

し、運行期間は６月から３月までの10か月間、運行

時間は９時から16時まで、運行台数は５台として取

り組んでまいります。 

 引き続き、網走バスをはじめ関係機関との連携を

図りながら、今年度実施をした町内会、老人クラブ

などを対象にした説明会の開催などに取り組むとと

もに、割引制度についても検討をしてまいります。 

 次に、当市のデジタル化支援の対応状況について

でありますが、高齢者や障がい者等がＩＣＴの進展

に取り残されないようにするためには、お住まいか

ら地理的に近い場所で心理的に近い身近な人からＩ

ＣＴを学べる環境が必要であることから、国ではデ

ジタル活用支援員の仕組みが検討されております。 

 また、デジタル活用支援員の担い手や実施体制を

検討するため、総務省では令和２年度、デジタル活

用支援員推進事業・地域実証事業が実施をされまし

た。 

 特に、ＩＣＴに不慣れといわれる高齢者にとりま

しても、インターネットの活用は生活の利便性向上
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につながることが考えられますので、老人クラブや

ふれあいの家などの機会を利用した講座の開催を検

討するほか、ＩＣＴ機器を利活用することで市民生

活にどのような恩恵を受けることができるのか、実

証実験の結果を踏まえて、民間人材を活用するなど

の検討をしてまいりたいと存じます。 

 次に、マイナンバーカード活用の利用状況と今後

の予定の計画でありますが、市では国の動きと連動

し、マイナンバーカード交付円滑化計画に基づき、

土日・夜間における交付窓口の開設や市民への周

知・広報の実施により、令和４年度までにカードを

保有できるようカード取得の推進に取り組むほか、

マイナポイントを利用するための必要となるマイキ

ーＩＤの設定のために来庁された市民に対する支援

体制を整えておりますが、普及と活用についてさら

に周知をしてまいります。 

 個人情報漏えいに対する対策やデータを取り扱う

通信機器など必要な設備の選択や、運用に係る費用

などの課題を解決し、マイナンバーカードを利用し

たコンビニなどの各種証明書の取得、自動発行機を

用いた窓口申請手続などの住民サービスの向上に資

する取組を進めてまいります。 

 次に、当市の除雪対応の方向性についてでありま

すが、現在道路除雪後に間口に残る雪の処理は市民

の皆様に御協力を頂いておりますが、近年は暖冬に

なる傾向が強まっており、湿った重い雪を除雪しな

ければならない場合があるなど、大変な御苦労をお

かけをしていると認識をしております。 

 当市では、御自身で除雪を行うことが困難である

高齢者のみの世帯等を対象として、市が費用の一部

を負担し、町内会や民間事業者へ除雪を委託するこ

とができるサービスを提供しております。 

 こうした取組に代わるものとして、道路除雪と併

せて市が間口に残る雪を除雪するには、作業機械や

人員の確保を含めた除雪体制の拡充、それに伴う経

費の増加、除雪した雪の一時堆積場所の確保など、

様々な課題があると認識をしております。 

 先行自治体と同様の対応が可能であるか、取組事

例を参考としながら研究してまいりますが、道路除

雪においては交通の確保が最優先でありますので、

高齢化の進展に伴う地域内の除雪の在り方に関し

て、行政のみならず地域社会全体で考えなければな

らない課題であると、このように認識をしていると

ころでございます。 

 次に、ごみ処理の広域連携についてであります

が、令和３年度におきましては、現在の枠組みに斜

里郡３町を加え、１市４町での定住自立圏域の拡大

に向け取り組むこととしております。 

 ２月に斜網１市４町の広域処理に向けた市長、町

長会議を開催いたしましたが、この中で、大空町が

更新を計画している中間処理施設について、美幌町

も含め斜網地区で広域利用ができないかとの提案が

あり、今後、広域連携による廃棄物処理について検

討を進めていくこととしております。 

 今後の計画策定に当たりましては、広域処理も含

めた中間処理に向けての検討を進めていくととも

に、資源の再生利用を進めながら、当市の目標であ

るゼロエミッションを目指したごみ処理を行ってま

いりたいと考えております。 

 次に、児童虐待防止への認識と当市の取組の状況

についてでありますが、要保護児童対策地域協議会

におきまして、令和元年度11事例22回、令和２年度

２月末で13事例13回の個別ケース検討会を開催をし

ております。 

 協議会の参集機関といたしましては、北見児童相

談所、児童施設、小学校、中学校の担当者を基本と

し、事例によっては対象となる児童に関係する機関

を招集し、幅広い情報共有や児童の見守りと支援体

制の役割分担を担っております。 

 また、北見児童相談所に相談・通告があった網走

市の児童数については、令和元年度で42件98名、令

和２年度で11月末で24件49名となっております。 

 コロナ禍による増加は見受けられませんが、重要

とされるのは件数ではなく、その家庭が抱える問題

の深さであると認識をしております。 

 子供の発達やＤＶ、さらには保護者自身も幼少期

に虐待を受けていた事例など、多様な問題が複合

的・連鎖的な場合がほとんどであるため、様々な関

係機関と連携し、家庭に寄り添っていくことが重要

であると、このように考えているところでありま

す。 

○井戸達也議長 教育長。 

○三島正昭教育長 －登壇－ 教育委員会の関係に

ついて、お答えをいたします。 

 コミュニティ・スクールについてでありますが、

昨年度と今年度の２か年で、市内全ての学校におい

て学校運営協議会が設置され、各協議会におきまし

て現在まで数回の会議が開催をされております。 

 会議の中で、校長からは学校経営の重点目標や教

育活動の説明がなされ、また地域の委員の方々から



- 96 -  

は学校運営協議会としての活動について意見交換が

されております。 

 学校規模、立地環境が多様である当市の小中学校

は、それぞれの学校が児童生徒の実態や地域の環境

に応じて特色ある教育活動を展開していることか

ら、地域と学校の目標やビジョンの共有が重要であ

ると考えております。 

 そして、それをどのように具体的な活動にしてい

くか、それが課題だというふうに捉えております。 

 今後につきましても、９年間でどのような子供た

ちを育てるのか、地域でどのような教育を実現して

いくのかについて、地域と学校が一体となった特色

ある学校づくりを、他市町村の取組事例も参考にし

ながら推進してまいりたいと考えております。 

 次に、部活動指導員についてでありますが、学校

の働き方改革や少子化による児童生徒数の減少など

により、学校規模が縮小等する中で、教職員の部活

動指導に係る負担が増えている現状を踏まえまし

て、教職員の負担軽減と児童生徒の学びの充実の両

面から部活動指導員等の地域の人材の活用が必要で

あるというふうに考えております。 

 部活動指導員の任用・配置に当たりましては、学

校教育について理解し、適切な指導を行うために部

活動の位置づけや教育的意義、安全の確保や服務を

遵守することなどに関する研修の実施を行わなけれ

ばならないこととなっております。 

 また、部活動指導員の導入に当たりましては、学

校が求める部活動の活動時間に合った人材の確保が

全道各地の状況におきましても課題となっておりま

して、ほっかいどう部活動サポーターバンクの活用

や地域クラブなど関係団体との情報交換など、様々

な方法を検討してまいりたいと考えております。 

 次に、部活動における市全体としての取組につい

てでございますが、今後の部活動の在り方として

は、地域クラブへの移行や地域との連携・分担、複

数の学校による合同部活動の実施など、地域で部活

動に代わり得る質の高い活動の機会を確保できる体

制を整える取組が重要であると考えております。 

 こうしたことから、現在国が進めようとしており

ます地域移行の取組や部活動指導員制度の構築な

ど、学校や競技団体などの関係団体と人材の確保な

どにつきまして議論を進めながら、持続可能な部活

動の体制づくりに取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

○井戸達也議長 若干時間が残っておりますが、こ

の後、網走市土地開発公社理事会が開催する予定も

ありますので、ここで昼食のため休憩といたします。 

 再開は午後１時とします。 

午前11時47分休憩 

午後１時00分再開 

○井戸達也議長 休憩前に引き続き、再開します。 

 代表質問を続行します。 

 日本共産党議員団、松浦敏司議員。 

○松浦敏司議員 －登壇－ 日本共産党議員団を代

表して、令和３年度各会計予算案、市長の市政執行

方針、教育長の教育行政方針及び市政全般について

質問いたします。 

 さきの質問者と重複するところがありますが、お

許しいただきたいと思います。 

 質問に入る前に、明日は３月11日、東日本大震災

が発生してからちょうど10年になります。当時は私

がちょうど予算等審査特別委員会で質問中でありま

した。途中で審査が中断するという状況になりまし

た。そして、その災害の大きさを痛感したところで

あります。 

 亡くなられた皆さんには心から御冥福をお祈りい

たしますとともに、御遺族の皆さんにも心からお悔

やみを申し上げます。また、被災された全ての皆さ

んに心からお見舞を申し上げ、一日も早い復興をお

祈りいたします。 

 また、新型コロナ感染では、全世界にわたって感

染が拡大し、日本国内においては感染者数44万人を

超え、死者数8,308人、重症者数380人となっていま

す。亡くなられた方には御冥福をお祈りいたします

とともに、御遺族の皆さんにはお悔やみを申し上げ

ます。また、治療中の皆さんには一日も早い回復を

お祈りを申し上げます。そして、この間治療に当た

った医師団、看護師をはじめ医療機関の皆さんの懸

命な御努力に心から感謝を申し上げますとともに、

敬意を表するものでございます。 

 それでは、質問に入ります。 

 １項目めは、菅政権と令和３年度政府予算案につ

いてであります。 

 初めに、菅政権についての評価についてでありま

す。 

 菅政権が発足して６か月がたとうとしております

が、政権発足当初は国民からの支持率は60％を超え

る高い支持率でありました。ところが、菅政権が最

初に行ったことは、日本学術会議への人事介入で６

名の委員を任命拒否し、拒否した理由も言わないと
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いう強権的な政治の姿をあらわにしました。この行

為は憲法にも法律にも反するもので、法治国家では

許されるものではありません。 

 菅首相は、安倍政権時に官房長官として安倍晋三

氏を支えてきた７年８か月の中で、森友、加計学

園、桜を見る会など、国政を私物化することが行わ

れてきました。この問題では、当時の官房長官とい

う立場での説明責任も問われています。 

 また、通常国会の中で2020年度の第３次補正予算

が成立しましたが、そこにはＧｏＴｏキャンペーン

予算として１兆311億円の予算も計上されていま

す。 

 また、感染症法改正では、国民に対して罰金を科

すという内容であり、言うことを聞かない病院は病

院名を公表する法律が可決成立しました。 

 今、参議院で新年度予算について審議がなされて

いますが、菅首相の長男が総務省の高級官僚を違法

な接待をしていることも問題になっています。これ

らの問題に対して、責任ある対応がないことに国民

が嫌気を差して支持が離れたものだと思いますが、

菅政権の６か月の政権運営について、どのように評

価しているか、まず伺います。 

 次に、国の新年度予算案についてでありますが、

昨年末に閣議決定された追加経済対策を具体化する

2020年度補正予算案と一体に、15か月予算と位置づ

けています。 

 しかし、第３次補正予算も2021年度予算案も、新

型コロナの収束を前提としています。新型コロナウ

イルスの感染が再拡大し、緊急事態宣言が再び出さ

れた下で、緊急事態宣言を出す以前につくられたこ

の予算案では現状に対応できないと考えます。 

 一方、中小企業の命綱ともなってきた持続化給付

金や家賃支援給付金は、再度の給付を求めているの

に申請を締め切るなど、緊急事態宣言が出されてい

る状況に対応できていないことは明らかではないで

しょうか。 

 新年度予算案の一般会計総額は106兆6,097億円

と、当初予算としては過去最高額であります。しか

し、新型コロナ感染拡大防止のための予算は５兆円

の予備費が措置されるだけです。コロナ禍の下で一

般患者の受診控えで経営危機に陥っている医療機関

に対する減収補塡も計上されていません。それどこ

ろか、高齢化の進展などによる社会保障の自然増を

1,300億円も削減しました。 

 一方で、菅政権が目玉とするデジタル化の推進に

は予算面でも力を入れ、職員500人規模で９月に発

足させる予定のデジタル庁には関連経費81億円を盛

り込みました。また、情報システム関係予算として

2,986億円を一括計上し、各省庁が利用している電

算システムの統一を目指します。 

 マイナンバーカードの取得促進に1,001億円を盛

り込み、軍事費は最高額を更新する５兆3,235億円

を盛り込みました。最高額を更新するのは７年連続

で、前年度を上回るのは９年連続です。 

 また、2021年度予算案と同時に閣議決定された

2021年度税制改正大綱には、コロナ禍で暮らしも経

営も危機的状況となる下で、多くの国民が求めてい

る消費税減税は盛り込まれていません。 

 一方、デジタル化を促進するための投資減税、平

年度110億円や研究開発減税の拡充、平年度240億円

など、大企業向けの減税が盛り込まれています。 

 国が最優先すべき課題は、新型コロナ対策ではな

いでしょうか。大企業優遇の政策を見直すこと、軍

事費を削って新型コロナ対策に充てて、国民が安心

して暮らせる環境を整えることこそが求められてい

ると考えますが、市長の菅政権への新年度予算案に

対してどのように見解をお持ちなのか伺います。 

 ２項目めは、市財政の現状と今後の行政運営につ

いてです。 

 市の財政は、過去に身の丈を超える大型の公共事

業を行った結果、財政が逼迫することになりまし

た。日本共産党は当時、安藤市政の下でしたが、身

の丈を超える大型公共事業は見直すべきだと主張し

てきました。結果としてその意見は通りませんでし

たが、その結果、財政が逼迫することになりまし

た。大場前市政に代わってから、財政を健全化する

ため、行政改革という大なたを振るって、多くの市

民や職員に多大な負担を強いる行政改革によって、

財政危機を乗り切ってきたものと認識しています。 

 その行政改革は水谷市政になっても続けられ、第

４次行政改革推進計画が令和２年度で終了すること

になります。そこで一般会計についてであります

が、令和３年度の歳入予算案は、新型コロナウイル

ス感染症の影響から個人市民税や法人市民税では４

億9,584万円の減と大幅な税収減となっています。 

 国の令和３年度の地方財政計画では、地方交付税

は17兆4,000億円で、前年度比プラス9,000億円とな

りました。臨時財政対策債についても５兆5,000億

円で、前年度比プラス２兆3,000億円となり、前年

度より増額されています。地方交付税の算定で地域



- 98 -  

デジタル社会推進費が創設されたことにより、個人

市民税、法人市民税の税収減は穴埋めとされたこと

になります。地方交付税法からすると当然でありま

すが、コロナ禍で地方の税収が減収している、そこ

を補塡するのが地方交付税であることから、その役

割は一層重要だと思います。 

 そこで、一般会計の債務残高は比較的順調に減少

しているようでありますが、総体的には過去の大型

公共事業でつくった借金の返済に苦しんでいる状況

が続いていると思います。2019年度末に一般会計債

務残高は318億円、長期にわたる事実上の借金であ

る債務負担行為額などの56億円を加えると374億円

になります。これに取崩し可能な基金27億円を差し

引いても347億円の実質債務残高となり、依然とし

て厳しい財政運営になっています。特別会計の実質

赤字は約13億円、上水道の起債残高約49億円、下水

道の起債残高約55億円を合わせると、合計で464億

円となり、市民１人当たり136万円の借金となりま

す。 

 今後、人口が減少することは避けられない状況に

あり、借金返済を順調に減らしておりますが、１人

当たりの負担は大きくは変わらないものと思われま

す。このような状況を踏まえて伺います。 

 １点目に、ここ数年の人口減少は想定しているよ

りも大きく減少していると考えます。2019年度の決

算から現在の財政状況を見ると、人口減少の推移が

財政指数に与える影響が大きいと思われます。将来

負担比率をはじめ、類似都市との比較や今後の見通

しをお示しください。 

 ２点目に、新年度において、第５次行政改革推進

計画を策定すると市政執行方針で示されました。そ

のためには、第４次行政改革計画についての成果な

どを総括しなければなりません。 

 この間、保育園の民営化、除雪を含む公共土木施

設の維持管理の一括委託など、行政改革という名の

下で民間委託が実施されてきました。そこで、現時

点における評価についてお示しいただきたいと思い

ます。 

 ３点目に、少子高齢化社会が進み人口減少社会と

なり、網走市においても当初想定していたよりも早

い速度で人口が減少しています。この中で重要なこ

とは、高齢化社会にふさわしい暮らしや福祉の充実

と、若者が定着するような政策が必要ではないでし

ょうか。私たちが行ったアンケートでも若者が働く

場所や遊べる場所などの要望が寄せられています。

また、コロナ禍において、暮らしが大変で子育てに

苦労している声も寄せられています。 

 若者が定着できる環境や子育て世代が安心して子

育てできる環境を整える政策が必要ではないかと考

えますが、市長の見解を伺います。 

 ３項目めは、新型コロナウイルス対策についてで

す。 

 市長の市政執行方針では、新型コロナ感染症に対

する取組について、ところどころに書かれておりま

すが、基本的な方向性はほとんど示されていないの

は残念であります。 

 今、市民が市に対して求めているのは何か。コロ

ナ禍で不自由な暮らしを余儀なくされている中で、

市からの情報があまりにもないことではないでしょ

うか。情報がないことで不安だけが高まり、実際に

はコロナが出ていないのに、店名を名指しされるよ

うな根拠のないうわさが広がり、風評被害が出るな

どはあってはならないことです。 

 今、市に求められていることは、個人情報に当た

らない範囲の情報をできるだけ市民に知らせること

ではないでしょうか。これまでも事業者が貼り紙を

してお知らせをしているとか、ネットを通じて公表

している事業者もいます。しかしながら、市役所か

らのお知らせには何のコメントもないのです。この

ことに対して、市民からの怒りの声が私どもにも届

いていますし、同僚議員にも届いていることだと思

います。 

 市長は、新型コロナウイルス対策について市民の

不安を取り除く取組について、どのような基本的な

考え方で対応していくのか伺います。 

 ４項目めは、防災・減災についてです。 

 １点目は、国は防災・減災、国土強靱化のための

５か年加速化対策の期間を踏まえて、対象事業を拡

充し、事業期間を５年延長しました。 

 その中で、道路防災について、小規模事業に限る

との現行の要件を撤廃した上で、橋梁・道路の洗

掘・流出対策を追加しました。この事業の要件が変

更になったことで、新たな事業が展開できると思い

ますが、どのように評価しているのか伺います。 

 また、緊急防災・減災事業費の拡充・延長では、

令和３年度から７年度までの事業期間であります

が、一つには、対象事業としての新型コロナウイル

ス感染症対策として拡充されました。二つには、社

会福祉法人等の福祉施設等における豪雨災害対策に

対する補助があるようですが、どのような事業内容
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なのか、活用できる事業はどの程度あるのか伺いま

す。 

 ２点目に、２月14日には福島県沖でマグニチュー

ド7.3の地震が発生し、土砂崩れや建物の崩壊、損

壊、停電、水道の断水など、広い地域で被害が発生

しました。この地震は東北地方太平洋沖地震、いわ

ゆる3.11の余震とのことであります。東日本大震災

から10年たっても今回のような震度６強の余震が起

こるのですから、地球の火山活動やプレート活動は

私たちが持つ時間の感覚とは違い、プレート活動か

らするとほんの僅かな時間であることも改めて示し

ました。 

 災害はいつ来てもおかしくないと考えて、防災の

準備が必要と思います。この網走では、地震こそ少

ないですが、今までの災害で市民に大きな影響を与

えたものは水道の断水だったと思います。あれから

七、八年たったと思いますが、今後導水管の事故が

起きることもあり得ることから、そのことを想定し

た訓練なども必要と思いますが、どのような認識を

お持ちなのか伺います。 

 ５項目めは、中小企業・小規模事業者対策につい

てであります。 

 １点目は、新型コロナウイルスの感染拡大によっ

て、多くの中小・小規模事業者は大きな打撃を受け

ています。これまで市としても国の地方創生臨時交

付金を使って、様々な対策を講じてきたことは御承

知のとおりであります。同時に、まだまだ行き届か

ない事業者もたくさんあることも事実ではないでし

ょうか。 

 コロナ禍で飲食業などでは、お客が来ないため遅

くまで営業できない状況もあるようですが、店が暇

なため品物が消費されない、そのため取引先の業者

も売上げが落ちることになる。まさに悪循環になっ

ているのではないでしょうか。 

 市内の宿泊業においても、２月から営業を休むと

のショッキングな広告が出ておりましたが、コロナ

による経営の悪化は大変な状況にあると思います。 

 市として、コロナ禍における中小・小規模業者の

実態について、どのように把握しているのか伺いま

す。 

 ２点目は、消費税についてであります。 

 安倍前政権は、多くの国民が反対する中で、2019

年10月から消費税を10％に引き上げました。年が明

けた１月には、新型コロナウイルスの感染が日本に

上陸し、瞬く間に全国に広がり、今日に至っていま

す。 

 消費税は低所得者ほど負担が重い税です。そこに

追い打ちをかけるように新型コロナが襲ってきてい

るのであります。貧富の格差はますます広がってい

て、中小・小規模事業者など、低所得者はたとえ赤

字でも消費税を納めなければなりません。消費増税

と新型コロナによる収入減という二重の苦しみを受

け、それに耐えているのが現状ではないでしょう

か。 

 多くの中小・小規模事業者からは、せめて消費税

の５％への引き下げをしてほしい。できるならゼロ

にしてほしいとの声が上がっています。市はコロナ

禍で消費税増税に苦しむ中小・小規模事業者につい

て、どのように把握しているのか、どのような対策

が必要と考えているのか伺います。 

 ３点目に、インボイス制度の導入についてであり

ます。 

 消費税の増税に伴い、複数税率やインボイス制度

によって、約120万の簡易課税利用事業所、約500万

の免税事業者が課税事業者になるか、あるいは廃業

を迫られる事態が想定されています。 

 政府は当初2021年度からの導入を考えていたよう

ですが、インボイス制度は会計処理上、事務手続が

煩雑になるという以外にも様々な影響が指摘されて

います。 

 コロナ禍もあり、中小企業やフリーランスへの影

響も鑑み、2023年10月以降段階的に控除の割合を変

えていくことになったようであります。 

 昨年の代表質問でも質問しましたが、中小・小規

模事業者の現状はコロナの影響で経営そのものが危

機的状況にあり、今をどう生きるかの状況にありま

す。今回のインボイス制度の導入を延期することは

歓迎しますが、中小・小規模事業者を守るには、イ

ンボイス制度をやめるべきです。現状では２年後に

は導入するわけでありますから、この時期にインボ

イス制度の周知をする必要があると思いますが、ど

のような見解をお持ちか伺います。 

 ４点目に、資金繰りについてであります。 

 長引く景気の低迷の中で、前安倍政権は2019年消

費税の増税を強行し、中小・小規模事業者は大きな

ダメージを受けたところに、先ほども言いましたよ

うに、新型コロナ感染症の拡大で北海道で緊急事態

宣言、続いて国の緊急事態宣言などで営業ができな

い状況に追い込まれました。飲食店をはじめ、宿泊

業、観光業などあらゆる産業で経営危機が進みまし
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た。そのような状況を救済するための国や道、金融

機関等も様々な融資制度をつくり対応したと承知し

ています。市としても、飲食店をはじめ宿泊業、観

光業など様々な分野に対して支援を行いました。そ

れでも幾つかの店舗では廃業になるところもありま

したが、多くの事業者は何とか今耐えている状況に

あると思います。 

 市として、現状の中小・小規模事業者の資金繰り

の状況について、どのように把握しているのか伺い

ます。 

 ６項目めは、社会保障についてであります。 

 １点目は、後期高齢者医療の窓口負担についてで

あります。 

 国は、「令和４年、2022年度以降、団塊の世代が

後期高齢者となり始めることで、後期高齢者支援金

の急増が見込まれる中で、若い世代は貯蓄もなく、

住居費、教育費等の他の支出の負担も大きいという

事情に鑑みると、負担能力のある方に可能な範囲で

御負担いただくことにより、後期高齢者支援金の負

担を軽減し、若い世代の保険料負担の上昇を少しで

も減らしていくことが、今最も重要な課題である」

と、後期高齢者の窓口２割負担についての理由にし

ています。しかし、そこには国の責任と負担割合に

ついて何も書かれていないのです。 

 後期高齢者のほとんどは年金生活者です。それも

マクロスライド制度によって、毎年のように年金が

下げられているというのが実態です。この年金者に

対して、年収200万円、月額にすると16万7,000円を

超える方に、対象者は370万人いますが、１割負担

から２割の２倍負担にするなど、高齢者は暮らして

いけないと怒りの声が上がっております。このよう

な高齢者いじめの政治に対して、市長はどのような

見解をお持ちなのか伺います。 

 ２点目は、病院の再編統合についてであります。 

 国は、新型コロナ感染症への対応により顕在化し

た地域医療の課題への対応を含め、地域の実情に応

じた質の高い効率的な医療提供体制を構築する必要

があると言っています。 

 新型コロナによって、医療体制が脆弱であること

が明白になったので改善するのかと思ったら違うこ

とがわかりました。 

 新たな病床機能の再編支援についての中で、病床

削減に伴う財政支援というのがあり、病床を削減し

た病院等に対し、削減病床１床当たり病床稼働率に

応じた額を交付するというもので、病床を削減した

ところに支援するというもので、全く何も反省して

いないと言わざるを得ません。 

 新型コロナ感染拡大に対応するためには、病床を

増やす必要があるのに逆行するものであり、到底認

められません。病床を増やすよう、国に意見を上げ

るべきと思いますが見解を伺います。 

 ３点目は、国民健康保険についてであります。 

 高すぎる国保料の要因の一つに、子供に係る均等

割が問題だと思います。均等割は言い換えれば人頭

割であります。収入ゼロの子供に対し、１人当たり

２万7,500円も加算されるのは過酷であり、少子化

対策に逆行するものと言えるものです。 

 厚生労働省は、高すぎる国保料の問題で子育て世

代の負担軽減を進めるとして、子供の数が多いほど

国保料が引き上がる均等割の５割を未就学前に限っ

て公費で軽減する方針を決め、2022年度から導入す

る予定と聞いています。 

 均等割の５割軽減は約70万人の未就学が対象であ

りますが、網走での対象人数は何人いるのか伺いま

す。 

 ２つには、均等割の前倒しについてであります。 

 新型コロナによって、多くの国保加入者は苦しい

生活を余儀なくされているのが現状であります。で

きれば未就学前の子供の均等割の負担軽減を2021年

度から実施することを検討すべきと思います。国の

新型コロナ対策で地方創生臨時交付金が交付されま

したが、今回の2020年度第３次補正予算が成立し、

当市にも約２億3,000万円交付されると聞きます。

臨時交付金を使って、未就学前の子供への均等割の

軽減をすべきと考えますが、市長の見解を伺いま

す。 

 ４点目に、介護保険についてであります。 

 １つには、政府は2021年度以降の介護報酬につい

て、0.7％の引上げを決めました。しかし、介護現

場の困難を根本的に解決するには0.7％では足りな

いというのが現場の声だと思います。 

 2000年に介護保険制度が始まりましたが、この間

６回の報酬改定のうち４回はマイナス改定です。特

に、前安倍政権下の2015年に実質4.48％の大幅引下

げがなされ、介護事業所の倒産が急増しました。 

 新型コロナ危機でその流れに拍車がかかり、昨年

の倒産件数は現制度下で過去最多を更新しました。

本来なら、こうした事態を食い止めるためだけの大

幅引上げをする必要があります。0.7％のうち、

0.05％はコロナ対策分だと言われています。感染防
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止に伴う経費増や利用控えによる減収分を介護報酬

で補おうとすれば、利用者に負担を求めることにな

ります。コロナ対策は別に公費で国が負担すべきで

ありますが、市長の見解を伺います。 

 ２つには、介護職員への定期的な抗原検査につい

てであります。 

 さきの臨時会で、コロナウイルス感染症の検査を

クラスター対策として、市民を対象に新型コロナウ

イルス感染症検査に係る経費を助成することが決ま

りました。全額助成が高齢者関連施設及び障がい者

関連施設の利用者、従事者、児童施設の従事者など

がありますが、年度内一度限りというものでありま

す。これではクラスター対策といっても、リスクの

高い職業の方には極めて不十分だと思います。少な

くとも３か月ないし４か月に一度定期的に検査をす

ることが必要と考えますが、なぜ年度内に一度なの

か理由と根拠についてお示しください。 

 ３つには、第８期網走市介護保険事業があります

が、2000年に始まった制度は、３年ごとの保険料改

定で平均保険料は20年間で２倍を超える状況です。

しかもこの間、介護サービスの取上げ、介護施設の

慢性的な不足で介護難民が社会問題となっていて、

保険あって介護なしという状況です。さらに、菅政

権は今年度、総合事業の対象を要介護者にも広げる

ことを含んだ省令改正まで強行しています。 

 保険加入者は高すぎる保険料で苦しんでいます。

私たちのコロナアンケートでも多くの市民から介護

保険料が高すぎるとの声が寄せられています。 

 そこで伺いますが、第８期の保険料の標準となる

第５段階の保険料はどれぐらい上がるのか伺いま

す。 

 ５点目は、生活保護についてであります。 

 新型コロナウイルス感染拡大により、網走市内の

飲食店、観光業や関連する業者の方や労働者の生活

は苦しい状況が続いていますが、収入が絶たれる

中、最後のとりでとなるのが生活保護制度です。 

 しかし、生活保護が必要な方が保護を受けたくて

も受けられない状況があります。その理由の一つ

に、生活保護係から親兄弟や子供などの親族に援助

が可能かどうかを問い合わせる扶養照会がありま

す。厚生労働省は、生活保護は国民の権利です。た

めらいなく申請を、と呼びかけましたが、ためらわ

せているような扶養照会はやめるべきです。 

 今国会で日本共産党の小池参議院議員は予算委員

会の中で、扶養照会は義務かと問いただしたとこ

ろ、厚生労働大臣は、扶養照会は義務ではないと繰

り返し答弁していました。これらの答弁から、厚生

労働省は生活保護は国民の権利、ためらいなく申請

をという通達を出していると思います。現在、扶養

照会についての取扱いについて、どのようになって

いるのか伺います。 

 ７項目めは、観光についてであります。 

 市政方針にはコロナ禍という言葉はありますが、

コロナ禍の中でどうやって観光客を受け入れていく

ことができるのかという施策はありません。ワクチ

ンもこれからです。来年度になれば、コロナが収束

する保証はありません。 

 道内の感染者数は減り、流氷接岸など観光客が網

走に入ってきています。２月13日の土曜日をはじ

め、最近は網走を訪れる観光客の数が増えていま

す。感染防止対策は施設運営者に任せていると思い

ますが、それだけでは観光客を安心して迎え入れる

ことができないと思われますし、市民や飲食店など

からも心配の声を聞きます。 

 感染対策をしながら観光客を受け入れる方策な

ど、例えば観光客の入込状況を知らせて分散させる

工夫なども検討すべきと考えますが、見解を伺いま

す。 

 ８項目めは、公共交通についてであります。 

 １点目に、市政執行方針では持続可能な公共交通

ネットワークの構築に向けて、オンデマンドバスど

こバスの本格運用を見据えて、エリアを拡大し実証

実験に取り組むとありますが、昨年の実証実験につ

いて、私のところにも高い評価の声がありますが、

市民からどのような評価を受けているのでしょう

か。 

 また、市としてはどのような評価をして、エリア

の拡大に取り組むことになったのか伺います。 

 ２点目に、現在あらゆる分野において人手不足が

叫ばれる中、公共交通の運転手の不足も言われてい

ます。バスやタクシーの運転手は仕事柄、人命を預

かるということもあり、なかなかなり手がないよう

であります。どこの自治体でもなり手がないようで

ありますが、一方で、コロナ禍で失業する人も出て

きていると聞きます。根本的な要因として、賃金や

労働時間など、ほかにも要因があるかもしれません

が、何らかの調査も必要ではないかと思いますが、

見解を伺います。 

 ９項目めは、農業・林業・水産業についてであり

ます。 
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 １点目は、農業後継者問題についてであります。 

 市政方針では農業戸数の減少に伴う経営規模の拡

大に対応するため、スマート農業の実現に向けた新

技術導入などの支援に取り組むと言っています。そ

れはそれで大事なことでありますが、農業戸数が減

少するということは後継者がいないことが根本的な

原因であります。 

 現在、後継者がいないとされる農家の戸数は何戸

あるのか伺います。 

 ２つには、農業の後継者不足については随分以前

から指摘されてきました。この間、市として後継者

対策について、どのような具体的な対策がなされて

きたのか伺います。 

 ２点目に、林業についてであります。 

 網走のカラマツは伐期を迎えて伐採が進んでいる

状況にあると思いますが、伐採後の更新が順調にな

されているのかという問題があります。 

 人工林は人の手で手入れをしなければうまく育ち

ません。そこで、更新の現状認識と今後の課題や見

通しについて、どのような方向性を持っているのか

伺います。 

 ３点目に、水産業についてであります。 

 １つには、昨年世界的にコロナの感染によって、

ホタテなどの輸出が止まり、価格が下がって大きな

影響が出ました。また、秋サケの不漁もあり、水産

業にとっては大変な１年でありました。 

 そういう中で、網走湖におけるシジミの産卵がで

きないことは深刻な問題であると思います。この間

の報告では、大雨などにより、塩分濃度が下がって

いるのも原因の一つではないかとのことでありまし

た。しかし、長い網走湖の歴史の中で、この程度の

大雨で塩分濃度が下がるほど影響が上がっていると

は考えにくいと思われます。 

 この間、網走湖の周辺では下水道の普及をはじめ

網走川流域の会の活動が定着して、網走湖の周辺の

環境はよくなっていると感じています。この間、シ

ジミの産卵ができない原因について、様々な調査を

してきたと思いますが、国が行った網走川大曲堰に

ついての影響調査はしたのでしょうか、伺います。 

 ２つには、平成18年１月から平成21年までの間、

仮ゲートによる試験運用が行われてきました。平成

26年１月から本格運用しています。網走川大曲堰に

ついて調べたところ、比較的水深が浅いところで塩

分濃度が下がっているようであります。平成25年３

月に完成し、26年から本格運用した効果が出てい

る。しかし、結果として塩分濃度が下がってしま

い、シジミにとっては住みにくい環境になったので

はないかと推察しますが、見解を伺います。 

 10項目めは、環境問題についてです。 

 網走市能取と北見市常呂の境界にユーラスエナジ

ーさんが大型の風力発電を建設する計画があり、昨

年の報道によると、１年計画を延期したとありま

す。大型風力発電は、100年記念塔の３倍もある高

さおよそ150メートルで、建設場所に壁をつくるよ

うなもので、それが12基建設されるというもので

す。これだけ巨大なものが林立することは、今まで

と環境が大きく変化することになります。 

 また、電磁波の発生による近隣住民への健康被

害、野鳥への影響など、北見市民、網走市民の中か

らも反対の声が上がっていると聞いています。 

 網走市は、この計画について、この間どのような

対応をしてきたのか、経過について伺います。 

 次に、網走市の自然と景観を守ることについてで

あります。 

 能取湖、網走湖、藻琴湖、リヤウシ湖、ポント

沼、さらにはラムサール条約に指定されている濤沸

湖を有する網走市の自然と景観を守ることが大切で

あります。「豊かな自然と共生する安心なまち」の

目標に照らしてみると、この大型発電計画が網走の

豊かな自然環境と美しい自然景観を次世代に引き継

ぐことができなくなるのは明らかです。網走市とし

て明確に反対の意思を示すべきと考えますが、市長

の見解を伺います。 

 さらに、野生動物と人体への影響についてであり

ますが、この計画について、北海道知事が経済産業

大臣に意見を示しています。鈴木知事は本事業につ

いて、付近住民や野生動物への影響が懸念されると

指摘しています。ユーラス社の宗谷岬ウインドファ

ームでは、過去10年間で天然記念物オジロワシ10羽

が死んでおり、環境省からも注意を受けています。

しかし、一旦ウインドタービンが建設してしまえ

ば、具体的に被害が出ても運転を止めていないのが

現実で、環境省も黙認しています。これでは多様な

野生動物が訪れる網走の自然環境は守れないと思い

ますが、見解を伺います。 

 また、超低周波の健康被害についても心配されま

す。ユーラス社は被害はないと言っていますが、

2016年フィンランド健康厚生省によれば、10キロメ

ートルに影響が及ぶとしています。この計画地は国

道238号線から２キロメートル程度であり、能取、
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平和の住民に影響が出る可能性があります。また、

卯原内は８キロメートルほどしか離れていませんか

ら、健康被害が心配されますが、見解を伺います。 

 ４点目は、気候変動対策についてです。 

 菅政権は世論に押されて2050年の温室効果ガス排

出量実質ゼロを掲げました。しかし、削減ペースの

遅さ、古くなった石炭火力発電の再建設や原子力発

電の再稼働をやめようとしていません。今こそ再生

可能エネルギーの本格導入をするべきです。 

 網走市は近年の暖冬、少雪や流氷の量が減少する

など、市民は気候変動を肌で感じております。流氷

のまち網走は気候変動が及ぼす影響を少しでも少な

くするために、第３期の網走市役所地球温暖化対策

実行計画を策定し、温暖化防止の取組を、市民啓発

をしています。しかし、取組はまだまだであり、地

球温暖化が進み、流氷が来なくなるのを黙って見る

ことはできません。 

 網走市として、市の財産を守り、市民の命を守る

という意味からも、今こそ気候変動緊急事態宣言を

し、市民に呼びかけていくべきと考えますが、市長

の見解を伺います。 

 11項目めは、核兵器廃絶についてでありますが、

核兵器禁止条約が今年１月22日に発効しました。被

爆者をはじめとして、核兵器のない世界を求める圧

倒的多数の政府と市民社会の共同の成果でありま

す。 

 唯一の戦争被爆国である日本政府が条約に背を向

け続ける姿は許されないものであり、来年１月に行

われる締約国会議について、与党の公明党の山口代

表が代表質問の中で、オブザーバー参加を求めまし

た。日本政府に対して、条約への署名・批准を求め

る意見書が網走市議会を含め道内で58自治体で採択

されています。 

 網走市は平和都市宣言をしている自治体でありま

すから、市長として政府に対して核兵器禁止条約に

署名・批准するよう求めるべきと考えますが、見解

を伺います。 

 12項目めは、ジェンダー平等についてでありま

す。 

 コロナ危機は女性にとりわけ厳しい影響を与えて

います。秋以降の女性の自殺率の増加、とりわけ若

年層での増加は深刻です。ジェンダー平等の視点で

の支援が必要となっています。 

 選択的夫婦別姓をめぐって、国民多数が望んでい

るにもかかわらず、自民党の妨害で、第５次男女共

同参画基本計画から削除されてしまいました。 

 昨年、ＬＧＢＴｓに関する意見書が網走市議会で

も採択されましたが、あらゆる差別をなくすことが

求められています。 

 東京五輪・パラリンピック組織委員会前会長の森

喜朗氏の女性蔑視発言は国内はもとより世界を驚か

せるものでした。同時に、日本における女性差別の

思想が根強く残っていることが明らかになったので

はないでしょうか。 

 改めて、男女平等をはじめ、あらゆる差別をなく

す、ジェンダー平等社会をつくる努力が求められて

いると考えますが、市長の見解を伺います。 

 13項目めは、教育についてであります。 

 １点目に、学校給食の一部民間委託についてであ

ります。 

 １つには、教育委員会は学校給食の一部民間委託

について、2019年の暮れになって学校や保護者に対

して説明会を行い、保護者や子育て中のママたちか

ら反対や見直しを求める声が大きく広がりました。

また、教育委員会は説明不足とのことで、１年間先

送りになりました。 

 新年度予算では、来年４月から一部民間委託する

ための準備をするための予算が組まれています。 

 昨年の暮れから保護者への説明会を行っているよ

うでありますが、内容は１回目の説明と変わってい

ないとの声を聞きます。現在示している一部民間委

託の事業の基本的な考え方は、新型コロナウイルス

が発生する以前の事業内容のようですが、学校給食

について、新型コロナへの対応・対策について検討

されたのでしょうか。この間の経過について明確な

答弁を求めます。 

 ２つ目に、学校給食の主人公は児童生徒だと思い

ますが、今回の事業は調理場の集約化、一部民間委

託、配送業務で時間がかかるなどは、子供たちのこ

とを最優先に考えられたとは到底考えられない内容

です。 

 また、コストの面からも、一部民間委託をする

と、これまでの直営より大幅にコストがかかること

になります。ましてや、調理員の確保については、

現在の賃金よりも下がることが想定されます。民間

に委託すれば、調理員が確保される保証は何もあり

ません。 

 私たちが行ったアンケートでは、430件を超える

返信がありましたが、そのうち半数の方から学校給

食についての意見が書かれて、約７割が今の学校給
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食の体制がいいと言っています。学校給食の主人公

である子供たちのことを第一に考えるならば、一部

民間委託をすることは断念し、これまでの体制を維

持すべきと考えますが、見解を伺います。 

 ２点目に、少人数学級についてであります。 

 国は、少人数学級について義務標準法を改正し

て、小学校について学級編成の標準を５年かけて35

人に計画的に引き下げることとし、学級編成の標準

の引下げと引下げに伴う副校長、教頭や生徒指導担

当教員などの教職員配置の充実のための定数改善を

図るとしています。この方針の下、教育委員会とし

ても対応することになると思いますが、教室の確

保、教職員や支援員の確保など、今後の取組につい

て伺います。 

 ３点目に、変形労働時間制についてであります。 

 変形労働時間制とは、労働時間を月単位、年単位

で調整することで、繁忙期等により勤務時間が増加

しても時間外労働としての取扱いを不要とする労働

時間制度であります。 

 労働基準法では、労働時間の上限を原則として１

日８時間、週40時間としており、教職員も規制の対

象です。一方、労基法では、１か月や１年といった

一定期間の平均で労働時間を計算する変形労働時間

制も認めています。 

 この変形労働時間制を北海道教育委員会が全国に

先駆けて実施することを決めました。このことによ

って、今後、教職員へ変形労働時間制の実施が行わ

れることが想定されます。教職員から不安の声も聞

きます。 

 この問題について、教育委員会として、どのよう

に受け止め、今後の対応についてどうなさるのか伺

います。 

 以上、質問してまいりましたが、市長並びに教育

長の積極的な答弁を求めて質問を終わります。 

○井戸達也議長 市長の答弁前ではありますが、こ

こで暫時休憩とします。 

午後１時53分休憩 

午後２時04分再開 

○井戸達也議長 休憩前に引き続き、再開します。 

 代表質問を続行します。 

 日本共産党議員団、松浦議員の質問に対する答弁

から。 

 市長。 

○水谷洋一市長 －登壇－ 日本共産党議員団、松

浦議員の御質問にお答えをいたします。 

 初めに、菅政権運営の評価についてであります

が、昨年９月16日第99代内閣総理大臣に菅義偉氏が

就任をされました。 

 菅総理はアベノミクスを継承するとともに、デジ

タル庁の創設や各省庁や自治体の縦割りを打破する

行財政改革など新たな政策を打ち出し、さらに温室

効果ガスの排出を全体としてゼロにする2050年カー

ボンニュートラル宣言も行われ、コロナ危機で停滞

した社会において、気候変動を抑え生態系を守りな

がら立て直していくグリーンリカバリーに力を入れ

る姿勢を明確に打ち出されました。このような国の

動きに対し、行政サービスや教育のデジタル化を進

め、デジタルトランスフォーメーション社会に呼応

する市民の皆さんの利便性と満足度を高める取組の

緒に就けていくことを考えておりますが、一方、50

年までの脱炭素社会の実現を旨として行わなければ

ならないとした、カーボンゼロ目標の計画から法律

への格上げの実現について、この法案では市町村に

新たな事務や負担の義務づけの検討がなされている

ところであります。このことは、国と地方公共団体

が十分に連携した中で取り進めていくべき課題と認

識をしているところであります。 

 特に、地方公共団体実行計画の策定に当たって

は、専門的な知見・ノウハウやマンパワー、財源の

不足等が懸念されること、人口や財政規模、再生可

能エネルギーの導入ポテンシャル、地域におけるカ

ーボンニュートラルの状況など、地域の実情を総合

的に勘案しながら、全国一律ではなく各市町村にお

いて柔軟な対応ができるようにすることなどが求め

られているところであり、また、再生可能エネルギ

ー利用促進等の施策の実施目標については、国が目

標を設定する施策や目標の水準等を示す場合、地域

の実情に沿った実施目標の設定ができるよう配慮す

ることなど、課題が多いと思いますので、実情に合

った地方の声を全国市長会などを通じて伝えてまい

りたいと、このように思っているところでございま

す。 

 次に、国の新年度予算に対する見解についてであ

りますが、新型コロナウイルス感染症の影響により

厳しい経済状況にある中、感染拡大の防止と社会経

済活動の両立を図りつつ、ポストコロナの新しい社

会の実現と中長期的な成長力の強化を図るため、国

民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済

対策としての第３次補正予算と、令和３年度当初予

算を一体化した、いわゆる15か月予算として予算編
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成されたものと理解をしております。 

 一方で９年連続で過去最高を更新する予算となる

中、税収は前年度当初より６兆円減少し、公債金が

11兆円増加するなど改善傾向にあった公債依存度も

前年度当初より9.2ポイント増の40.9％と急激に上

昇し、国の債務残高もＧＤＰの1.8倍と過去最高水

準に膨らむ見込みであると理解をしているところで

あります。 

 また、地方にとりましては、新たな新型コロナウ

イルス感染症対策地方減収補填特別交付金や特別減

収対策債の発行、交付税の算定で地域デジタル社会

推進費が新設されるなど、地方財政に対して一定の

配慮がなされたと受け止めているところでありま

す。 

 次に、人口減少等による財政の見通しであります

が、財政指標は決算時に算定するものでありますこ

とから、最新の数値は平成31年度決算の数値となり

ますが、類似都市との比較につきましては、道内35

市のうち22市が施設整備ソフト事業の実施に際し、

過疎債を発行できる過疎団体として指定を受けてい

るところであります。 

 このほか、合併をした団体には、これらも有利な

財政措置のある合併特例債の発行が認められている

など、当市の財政環境とは異なる状況にありますの

で、各種財政指標を単純に比較して財政状況を判断

するのは適当ではないと、このように考えておりま

す。 

 また、近年、外部からの財源を調達することを意

識して取り組んでおります、ふるさと納税制度によ

り、この６年間で約67億円の寄附を頂戴したことに

加え、今年度の郊外地区の光回線整備において、辺

地債の活用により、約３億円の新型コロナ感染症対

策地方創生臨時交付金を、他のコロナ対策事業へ振

り向けたほか、平成24年度には国から約24億円の地

域の元気臨時交付金の交付を受けるなど、財政状況

の改善を図りながら政策を進めてきているところで

あります。 

 今後の財政指標の推移でありますけれども、将来

負担比率や実質公債費比率などの財政指標の多くの

分母は経常的な一般財源の額であり、人口減少や公

債費に対する交付税の減により、小さくなる傾向に

あることから、財政の硬直化を指摘する声もありま

すが、実態としては財源は外部調達を含め確保でき

ておりますので、財政状況は改善しつつも、当面数

値は横ばいで推移するものと、このように見込んで

いるところであります。 

 次に、第４次行政改革推進計画の評価についてで

ありますけれども、新年度において現行の計画の取

組内容や効果などを検証の上、第５次行政改革推進

計画を策定することとしております。 

 第４次計画は、一つ目には人口減少社会に対応し

た質の高い行政のサービスの提供、二つ目には総合

戦略に対応する市役所の組織体制づくり、三つ目は

健全な財政運営と、大きく三つの重要視点を挙げ

て、改革推進に取り組んでまいりました。 

 検証結果につきましては今後となりますが、現時

点では子育て支援の充実をはじめ、市役所の組織・

機構の見直しや多様な歳入の確保など各種の取組

は、おおむね計画どおり推進できているものと判断

をしているところであります。 

 次に、若者の定着と子育てできる環境整備の政策

についてでありますけれども、人口減少社会におい

ては若者の定着は非常に重要な課題と、このように

認識をしております。 

 当市の人口構造は、東京農業大学の存在により10

歳代後半から20代前半の人口が比較的多い特徴を持

っておりますが、卒業後はその多くが道外に就職を

しているところであります。 

 東京農大卒業生の定着は長年の課題でありますけ

れども、この年代の人口構造に厚みを持っているこ

とは強みとも捉えておりますので、引き続き、地元

企業や関係機関との連携を図りながら、官民一体と

になって地元定着に向けた取組を推進をしてまいり

ます。 

 次に、子育て環境整備についてですが、当市では

昨年度に子育て世代包括支援センターユカリエを開

設するなど、妊娠・出産・子育てまでの切れ目のな

い支援に取り組んでいるところです。 

 コロナ禍における支援としては、自宅にいながら

妊娠中のこと、子育てのこと、体のことなど、オン

ラインで様々相談できる体制を構築したところであ

ります。引き続き、子育て世代が安心して子育てで

きる環境の充実に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、市民の不安を取り除く取組の基本的な考え

方でありますけれども、感染者情報の公表に当たり

ましては、感染症法に基づき情報の公表が行われて

おりますが、北海道知事がその主体であることが明

記されていることから、令和２年９月にまとめられ

た北海道における新型コロナウイルス感染症対策に
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関する検証中間取りまとめにおいて、対策有識者会

議の市町村への患者情報が不十分で情報発信・説明

の在り方を改善すべき、また、居住市町村や年代の

公表ルール化を検討すべき、さらに、個人情報等を

理由に十分な情報提供がなされていないため、住民

の不満やうわさ、デマや中傷を助長し、結果として

感染者と家族に大きな負担を与えているといった意

見に対し、北海道として対応を整理することが示さ

れておりましたが、現状、その取扱いに変更はあり

ません。 

 市といたしましては、市民の安心を確保するた

め、北海道に対して、入院病床の確保、宿泊療養施

設の拡充を求めるとともに、網走厚生病院との連携

により構築した検査体制の充実を図り、発症予防、

感染予防、重症化予防、さらには感染症の蔓延防止

を図るワクチンの接種に向けた実施体制の確保に努

めてまいりたいと考えております。 

 次に、防災・減災についてでありますけれども、

国は防災・減災、国土強靱化を図るため、2020年度

までに進めてきた３か年緊急対策に続き、2021年度

から５か年の５か年加速化対策を進めることになっ

たことから、地域における防災・減災、老朽化対策

に対する集中支援を引き続き受けることが可能とな

ったところであります。 

 道路防災につきましては、橋梁長寿命化、道路の

り面、冠水対策などに取り組んでいるところであり

ますが、事業の拡充に当たり、防災・減災対策を現

在検討しております。 

 また、避難所における新型コロナウイルス感染症

対策、社会福祉法人等の福祉施設等における豪雨災

害対策に対する補助も対象事業とされたところであ

ります。 

 社会福祉法人等に対する補助につきましては、大

雨などによる災害に備えて、高齢者施設の利用者が

円滑で安全に有効な避難手段の確保と、避難に要す

る時間短縮を図るため施設整備を行うことを目的と

したものであります。 

 具体的な活用としては、垂直避難エレベーターや

スロープの設置、避難スペースの確保等の改修工事

に係る費用に対し補助が行われるものであります。 

 次に、断水の大きな要因となる導水管の破損等の

対応につきましては、生活基盤施設耐震化等交付金

を活用し、導水管の更新を計画的に進めているとこ

ろであります。 

 また、断水を想定した訓練につきましては、過去

の経験を踏まえ、市民生活への影響を最小限度にと

どめるためにも年２回、管路上の現地踏査や施設操

作手順の確認及び各種資機材の操作訓練を定期的に

実施をしてきており、今後も内容の検討を加えなが

ら継続してまいります。 

 また、断水時の対応といたしましては、水道施設

事故対策要綱に基づき対応してまいりますが、随時

見直しを図ってまいります。 

 次に、中小・小規模事業者の経営状況の把握であ

りますけれども、これまでに市が実施をしている各

種支援金の給付、消費喚起対策、店舗等の感染症対

策、セーフティーネットの認定、さらに国、道の支

援制度への問合せなど、様々な機会を通して経営状

況の把握のほか、網走商工会議所が実施をしている

四半期ごとの景気動向調査、これまでに３度実施さ

れた新型コロナウイルス感染症の影響に係る経営状

況調査、市の労働実態調査による把握に加え、日頃

より商工会議所、金融機関、ハローワーク網走など

の関係機関や公共交通事業者、観光業、社交飲食業

など業界団体との情報交換により、状況把握に努め

ているところであります。 

 直近の経営状況といたしましては、商工会議所が

実施をした令和２年10月から12月を対象とした景気

動向調査によりますと、前年同期比で好転企業が

16.1％、悪化企業が43.5％、好転企業から悪化企業

を差し引いたＤＩ値はマイナス27.4ポイント、前期

と比較して9.7ポイントの改善、業種別では建設

業、製造業、卸売業で改善が見られますが、宿泊

業、飲食業、交通などの観光関連産業では厳しい状

況にあると認識をしているところであります。 

 次に、消費税につきましては、さらなる税率のア

ップは事業者にとっては購買意欲の低下による売上

げの減少といった影響が想定をされるところであり

ます。 

 昨年３月の第１回定例会におきましても、2019年

10月の引上げ後、しばらくの期間は消費税導入前の

駆け込み需要や消費税導入後の消費の反動減につい

て、大きな影響は見られなかったことをお答えした

ところであります。しかしながら、新型コロナウイ

ルス感染症が世界的に拡大し、我が国においても二

度の緊急事態宣言が出される状況となる中、地域経

済も大きな影響を受けていると考えております。 

 昨年10月に実施をした当市の労働実態調査による

と、新型コロナウイルス感染症の拡大により、悪影

響が出ていたが回復傾向にある事業者が23.3％、一
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貫して悪影響がある事業者が21.5％、悪影響があり

悪化傾向にある事業者が6.7％でありました。ま

た、20％以上の売上げ減少があったとする事業者が

31.9％であり、総じて地域の事業者は厳しい状況に

あると認識をしております。 

 今後もきめ細やかな状況の把握を継続的に行いな

がら、感染拡大の防止措置を講じた上、適切な支援

を講じてまいりたいと存じます。 

 次に、消費税の申告に係るインボイス制度の周知

でありますが、同制度は、取引における消費税額を

正確に把握するため、令和５年10月１日以降に導入

されるものですが、インボイスを発行できる事業者

になるための申請は本年10月１日以降に開始となっ

ているところであります。 

 制度導入に当たり、事業者においては新たな制度

への理解と所定の手続が必要となることから、網走

商工会議所は一昨年の軽減税率適用に係る説明と併

せて本制度についても周知に努めております。 

 市といたしましても、商工会議所と連携を図り、

市広報等を活用し周知に努めてまいりたいと存じま

す。 

 次に、中小企業者の資金繰りの状況の把握であり

ますが、これまでの支援金の給付やセーフティーネ

ットの認定事務などの業務を通じての把握のほか、

商工会議所、金融機関、ハローワーク網走など、関

係機関との情報交換、また市の調査により把握に努

めております。 

 コロナ禍で、様々な融資制度が用意された一方、

売上げの減少でキャッシュフローが生まないことに

より、資金繰りの影響があった事業者もあるものと

認識をしております。引き続き、市内事業者の状況

について注視をしていく必要があると考えておりま

す。 

 次に、後期高齢者医療費の窓口負担についてであ

りますが、国は本年２月に全世代型社会保障検討会

議及び社会保障審議会・医療保険部会の審議結果を

踏まえ、後期高齢者医療の窓口負担の見直しなど、

医療保険制度改革の内容を取りまとめ、改正法案を

国会に提出をいたしました。 

 年収200万円以上の方の窓口負担を１割から２割

に引き上げる見直しにつきましては、後期高齢者の

医療費が令和４年度以降、いわゆる団塊の世代が後

期高齢者となり始め、後期高齢者の支援金の増大が

見込まれる中で、若い世代の保険料負担の上昇を少

しでも減らすことが目的とされています。 

 また、全国市長会におきましても、窓口負担の引

上げについて、必要な受診が抑制されないよう低所

得者に十分配慮することとして、国に要望してお

り、改正法案では３年間１か月分の負担増を最大で

も3,000円に収まるよう措置が検討されておりま

す。 

 今後におきましても、後期高齢者医療費の窓口負

担につきましては、国の審議の動向を注視してまい

りたいと存じます。 

 次に、新たな病床機能の再編支援における病床削

減についてでありますが、北海道における地域医療

構想に関しましては、圏域ごとに重点課題を設定す

ることで集中的に議論を進める方針とされているた

め、これまでと同様、北網圏域地域医療構想調整会

議において、地域の特性や実情に応じた課題等の議

論が進められております。 

 市といたしましては、引き続き、地域住民が住み

慣れた地域で安心して暮らせるよう地域医療におけ

る課題や問題点を提言するとともに、近隣自治体や

医療機関と連携を図り、限られた医療資源の有効活

用、さらには効率的な質の高い地域医療の維持・充

実に努めてまいります。 

 次に、国保料の子供に係る均等割軽減の対象人数

についてでありますが、均等割が５割軽減となりま

す対象者は未就学児となっており、網走市において

は令和３年度１月１日現在276名おられます。 

 次に、未就学児の均等割軽減の前倒しについて、

新型コロナウイルス感染症対策地方創生臨時交付金

の活用について御提案がありましたが、国保世帯の

経済的負担の軽減については、所得の低い方に対す

る国保料の軽減制度が存在していることなどから、

未就学児の均等割軽減を2002年から実施することで

対応し、前倒しで実施することは現在のところ考え

ておりません。 

 介護報酬のコロナ対応分を国負担とすることに対

する見解についてでありますが、今回の報酬改定に

つきましては、介護職員の人材確保・処遇改善にも

配慮し、また、物価動向による物件費への影響な

ど、介護事業者の経営状況等も踏まえ、改定率を全

体でプラス0.7％とされたところであります。 

 また、新型コロナウイルス感染症に対応するた

め、掛かり増しの経費が必要となることを踏まえ、

令和３年９月末までの限定的な措置として報酬に対

する特例的な評価を行うこととし、0.7％のうち

0.05％相当分を確保することとしております。 
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 一方で、事業所における感染症対策に伴う掛かり

増し経費や環境整備を目的とした新型コロナウイル

ス感染症緊急包括支援事業交付金につきましては、

令和３年度における継続は不透明な状況でありま

す。 

 市といたしましては、事業所における感染症対策

の継続及び介護サービスの継続的な提供に伴う経費

につきましては、国が責任を持って対応するよう要

望をしてまいりたいと考えております。 

 次に、介護職員への定期的な抗原検査についてで

ありますが、施設等におけるクラスター発生防止を

目的の一つに実施する新型コロナウイルス感染症検

査事業につきましては、現在各事業所と調整の上、

順次対応しているところであります。 

 事業の創設に当たりましては、当初３月下旬に開

始予定とされていた高齢者に対するワクチンの優先

接種による感染拡大防止の安定が想定されていたた

め、年度内１回としたものでありますが、今後、ワ

クチン接種の遅れや感染状況、また事業者の要望等

を踏まえ、助成回数の拡充を検討してまいりたいと

存じます。 

 次に、第８期計画における第５段階の基準保険料

でありますが、第８期計画期間における総事業費等

に基づいた基準保険料は月額5,987円となり、７期

との比較で約700円の上昇となります。 

 要因といたしましては、第７期計画期間に整備さ

れた特別養護老人ホームの増床、また、高齢化の進

展に伴う介護サービス利用者の増加や第８期計画に

おける小規模特別養護老人ホームの増床計画等が挙

げられます。 

 このため、保険料の上昇抑制を目的として、第７

期同様、介護保険事業基金を活用することで7,500

万円を投入し、基準保険料を5,799円とするもので

あります。 

 介護保険サービスの充実と介護保険料の上昇は比

例するものでありますので、今後も必要なサービス

と保険料のバランスに注視し、安定した介護保険サ

ービスの提供に努めてまいります。 

 生活保護に係る扶養調査についてでありますが、

生活保護は憲法25条の理念に基づき、国が生活に困

窮する全ての国民に対し、その困窮の程度に応じ必

要な保護を行い、その最低限度の生活を保障すると

ともに、その自立を助長することを目的としており

ます。 

 一方、生活保護法においては、扶養義務者の扶養

及び他の法律による扶助は生活保護に優先されると

規定をされているところであります。 

 こうした法律の規定及び国からの通知に基づき、

生活保護の申請に対しましては、扶養義務者の存否

の確認や扶養能力の調査を行っておりますが、全国

の自治体で共通に行われているものと認識をしてお

ります。 

 また、扶養調査につきましては、経済的支援の可

否のみだけではなく、生活保護受給後の緊急連絡先

等を含めた精神的な支援の可否に関する調査も含ま

れるため、要保護者の生活に必要なものとして認識

をしているところであります。 

 なお、扶養調査については、一切の事情を考慮せ

ず一律に行うものではなく、明らかに扶養が難しい

場合やＤＶ被害者など、調査を行うことで要保護者

の自立を阻害すると認められる場合は行わないもの

であります。さらに、令和３年２月26日付で厚生労

働省通知が発付され、扶養調査の不要例拡大が示さ

れたため、今後この通知に基づき取り扱うこととい

たしております。 

 次に、コロナ禍での観光客受入れの方策について

ですが、ウィズコロナ期においては、国民一人一人

が新型コロナウイルスを想定した新しい生活様式を

日常生活に取り入れ、各自の生活に合った感染対策

や感染拡大防止を念頭に日常生活を送ることが求め

られております。 

 一方、観光地においても衛生対策や感染症の未然

防止などに取り組み、旅行者や地域にとっても安

全・安心の維持を図っていかなければならないもの

と考えております。 

 各施設における観光客などの混雑回避につきまし

ては、事業者によりましてオペレーションされてい

るものと認識をしておりますが、安心して行動ので

きる観光地に向け、デジタル技術を活用など御提言

を頂いたことについて各事業者に伝え、意向を踏ま

えた上で支援をしてまいりたいと考えております。 

 次に、オンデマンドバス実証実験についてであり

ますが、昨年８月から11月にかけ午前10時から午後

４時までの間、運行エリアを駒場、潮見、つくしヶ

丘、鱒浦の一部とし実施をしたところであります。 

 利用者数は４か月で959人、１日平均7.86人とい

う結果でありました。利用者に対し電話調査を実施

し、61名から回答を頂いておりますが、路線バスと

の比較ではデマンドバスが便利と答えた方が85％と

高い評価を頂きましたが、不満な点は運行エリアが
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最も多く67％、次に運行時間が44％となったところ

であります。 

 また、実証実験に当たっては、市、網走バス、Ｎ

ＴＴドコモの連携により、町内会や老人クラブなど

を対象とした説明会を18か所で開催、295名の御参

加を頂きました、この中でも運行エリアの拡大を望

む御意見を多数頂いており、実証実験終了後にも翌

年度以降の運行を望む御意見を頂いているところで

あります。 

 この結果を踏まえ、網走バスとも協議の下、本格

運行に近い形での実証実験を行うこととしていると

ころであります。 

 次に、公共交通における人材確保についてであり

ますが、昨年度から交通事業者との様々な意見交換

を行いながら、地域公共交通計画の策定を進めてま

いりました。 

 この計画では、市内交通事業者の運転手の平均年

齢はバス事業者で50歳、タクシー事業者で62歳と高

齢化が進んでいる点や現状で運転手採用の状況を踏

まえ、人材確保を課題の一つに挙げ、公共交通の担

い手を確保するため、市と交通事業者は連携を図

り、運転手の自社養成の推進、女性運転手の雇用促

進、職場環境の向上、インターンシップの推進、採

用説明会の参加や開催などに取り組むこととしてお

ります。本計画の進行管理に当たり、引き続き交通

事業者との情報共有に努め、連携を図りながら課題

の解決に努めてまいります。 

 次に、農業後継者問題についてでありますが、農

業後継者のいない農家戸数につきましては、ＪＡに

確認をしたところ62戸と聞いております。 

 市の後継者対策につきましては、当地域で新たに

設立されたオホーツク管内新規就農対策連絡会議で

の取組と併せて、農業者になることを指向する意欲

ある者に対する国の農業次世代人材投資事業の活用

や、市の単独事業として新規参入者支援事業、農業

担い手実践研修支援事業や、農業後継者育成研修事

業など、各種対策を実施してきているところであり

ます。その結果、平成27年度から令和２年度までに

畑作で１名、果樹で３名、畜産で１法人が新規参入

をしたところであります。 

 次に、林業についてでありますが、近年カラマツ

などの人工林資源が伐期を迎え、その伐採が進んで

おりますが、森林の維持管理は植林から伐採まで長

い期間を要することから、所有者の負担も大きいも

のと認識をしております。 

 当市におきましては、森林整備計画や森林経営計

画などに基づき、北海道が実施する事業を活用した

伐採・植林に対する補助や人口造林、下刈り、除間

伐などに対する上乗せ助成を行い、所有者負担の軽

減を図りながら森林整備を行っております。 

 今後も「伐って植える」を基本に、森林環境譲与

税を有効に活用し、森林の循環利用と保全に努めて

まいりたいと考えております。 

 次に、網走川の大曲堰に関する調査につきまして

は、堰が整備される以前より水質・生物や流況に関

するモニタリング調査が国により継続実施されてお

り、調査結果につきましては、国が設置する網走湖

水環境モニタリング検討会で報告・議論されている

とともに、地元漁業者に対しても報告をされており

ます。 

 堰の運用により青潮の発生頻度が低下するなどの

効果を発揮していると認識をしておりますが、一方

で、自然環境も変化してきており、大雨などの影響

で湖水の塩分濃度が低下し、シジミの産卵不振など

の問題も発生をしているところであります。 

 現在は、大曲堰の運用調整等により、塩分濃度は

上昇傾向となってきておりますが、湖内に塩水を流

入させることにより青潮の発生確率も上昇させるた

め、サケ・マスなどの有用水産生物への影響も懸念

をされるところであります。 

 このようなことから、昨年12月に国により網走湖

汽水環境保全方策検討会が新たに設置され、網走湖

の水環境改善に向けた議論が開始をされています。 

 当市といたしましても、当該検討会の議論を注視

しつつ、網走湖ヤマトシジミ資源対策検討会により

議論を継続し、関係機関とともに必要な対策を検討

してまいりたいと考えております。 

 次に、大型風力発電計画の対応についてでありま

すが、事業者へは事業に関連する状況を逐次市と共

有するよう求めているほか、地域や関係者の説明の

場へ同席するなどして、事業の内容、進捗状況の積

極的な把握に努めております。 

 当地域では初めての事業でもあることから、平成

24年に縦覧に供された環境影響評価方法書に対して

意見したとおり、当初から一貫して周辺の環境の保

全に最大限配慮し、地域住民に対して丁寧に説明し

理解を得るよう求めており、昨年４月にも環境影響

評価準備書に対する環境保全の見地から、総論的・

個別的な意見を北海道知事へ提出をしたところであ

ります。 
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 次に、大型風力発電計画への見解でありますけれ

ども、風力発電を含む再生可能エネルギーの活用に

ついては、世界規模で発生をしている地球温暖化の

原因でもある二酸化炭素等の温室効果ガスの発生に

つながるものであり、再生エネルギーの本格導入す

べきとの主張とかなうものと認識をしております。 

 当市といたしましては、地域特性を生かした環境

に負荷の少ない再生可能エネルギーの利活用につい

て推進をする考えであり、事業者に対しては自然や

環境への配慮に最大限努められるよう、引き続き、

眺望、景観の状況調査なども含め適切な環境保全措

置を講じるよう求めてまいります。 

 次に、野生動物と自然環境への影響についてであ

りますが、市といたしましては令和２年４月１日付

で、事業を実施するに当たっては貴重な生態系に与

える影響の低減に最大限努めることをはじめとす

る、環境影響評価準備書に係る意見書を北海道知事

宛てに提出をしております。 

 また、令和２年６月17日付で、北海道知事から経

済産業大臣に対象事業実施区域の動植物の保全に向

けて、必要な措置を講ずることなどを内容とした意

見書が提出されております。 

 事業開始後は周辺のパトロールを行い、野生動物

や自然環境への影響に関し、新たな事実が判明した

場合には必要に応じて適切な環境保全措置を講ずる

よう、事業者に要請をしてまいりたいと考えており

ます。 

 次に、超低周波騒音の健康被害についてでありま

すが、市からは北海道に提出した意見書におきまし

て、事業者が地域住民の方に対し、低周波騒音に関

する説明に最大限努めるよう要請をしております。 

 また、北海道知事から経済産業大臣に提出した意

見書において、騒音及び低周波音についても必要に

応じ適切な環境保全措置を講ずるよう求めておりま

す。 

 市といたしましては、地域住民の安全・安心な生

活を守るために、必要な事項が判明した場合におき

ましては、その改善について事業者に要請をしてま

いりたいと考えております。 

 次に、気候変動対策についてでありますが、気候

変動緊急事態宣言は極端な気候変動の現状に危機感

を示し、世界的に広がってきた動きであり、国にお

きましても昨年11月に衆参両議員において決議さ

れ、地方においても宣言する自治体が増えておりま

す。 

 当市におきましては、これまで地球温暖化防止を

啓発するために、「家庭や事業所でできる10の取

組」のリーフレットを配布をしたり、また、国が実

施するクールチョイスに賛同して施策、啓発を進め

てきたところであります。 

 宣言の御提言でございますが、今後は先進自治体

の取組の状況について情報収集を行うなど、研究を

重ねてまいりたいと考えております。 

 次に、核兵器禁止条約についてでありますが、網

走市は平成３年９月17日に核兵器の廃絶と戦争の根

絶を世界に訴え、美しい郷土と豊かな文化を守り、

平和な未来を子供たちに引き継ぐため、恒久平和を

願い、明るく幸せな市民生活を守るため、平和都市

宣言を行いました。 

 この理念は市民共通の思いであり、平和都市宣言

を基に網走の青少年を広島や沖縄に派遣し、平和学

習を行う取組を行っており、本年度からは糸満市へ

の平和学習の派遣生徒枠４名から６名に拡大し、平

和への理解と取組を広く市民に周知をしておりま

す。 

 核兵器禁止条約につきましては、当市が加盟する

平和首長会議において、令和２年11月20日付で内閣

総理大臣宛てに、核兵器廃絶に向けた取組の推進に

ついてと題した要請書を提出をしており、本要請書

におきましては、政府に一刻も早く核兵器禁止条約

の締結国になること、核兵器禁止条約の締結国会議

にオブザーバーとして参加し、核保有国と非核保有

国の橋渡しを担い、核軍縮のリーダーシップを発揮

することを要請をしているところであります。 

 次に、ジェンダー平等についてでありますが、ジ

ェンダー平等の実現はＳＤＧｓの17の目標の一つで

あり、全ての女性及び女児に対するあらゆる形態の

差別を撤廃するとされているところであります。 

 当市におきましても、第１期総合戦略から引き続

き、女性の就労促進や子育て環境に対する企業、労

働者の意識向上など、男女共同参画に取り組んでい

るところであります。 

 また、令和３年度には、現行の網走市男女共同参

画プランの計画期間が満了となるため、令和４年度

から10年間を期間とする新たなプランを策定するこ

ととしております。 

 男女共同参画社会は、男女が共にあらゆる分野で

参画し、共に責任を分かち合い、自分自身の理想を

実現する道筋を発見し、全ての人々が自分自身の可

能性に挑戦できる社会であります。 
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 今後も市民に対し、ジェンダー平等への理解を深

める取組や手法などについて今後とも取り組むとと

もに、全ての人々に人権が尊重される社会の実現に

取り組んでまいりたいと思います。 

○井戸達也議長 教育長。 

○三島正昭教育長 －登壇－ 教育委員会の関係に

ついてお答えをいたします。 

 学校給食における新型コロナウイルス感染症への

対応・対策についてでありますが、学校給食におけ

る調理の衛生基準は、これまでの食中毒予防と同様

にウイルスや菌が給食に混入しないよう手順を定め

ており、当市の学校給食調理場においてはこの基準

に沿って給食調理を行っているところでございま

す。 

 新型コロナウイルスにつきましても、他のウイル

スや菌と同様に衛生管理基準により混入防止に努め

なければなりません。また、昨年、年度当初に調理

員を集め、衛生管理の徹底及び新型コロナウイルス

感染症の予防対策についての研修を実施をしており

ますが、民間への業務委託の場合であっても同様の

対応・対策が条件になると考えております。 

 また、調理員に新型コロナウイルスの感染が見ら

れた場合には、調理場の継続、休止などの判断につ

いて、保健所の指導により対応してまいります。 

 次に、学校給食における現行体制の維持について

でありますが、これまで給食調理場の運営に関し、

労働需給の逼迫により調理員の確保が難しくなって

きていること、また、退職により経験のある職員が

減少してきている状況もあり、子供たちに安全で安

心な給食を継続して安定した給食を提供していくた

め、小規模調理場を大規模調理場への集約と併せ、

給食業務のうち調理、配送、配膳、食器等の洗浄な

どの業務を民間活用による業務委託する考え方であ

り、その考え方に変わりはございません。 

 次に、少人数学級の取組についてでありますが、

少人数学級につきましては、国においては2025年度

までに段階的に公立小学校の学級人数の上限を35人

に引下げる義務教育標準法案が閣議決定され、現在

国会において審議をされておりますが、北海道にお

きましては独自施策として、令和３年度には１年生

から４年生までの学年において、35人学級の取組が

進められるところでございます。 

 上限の引下げによりまして、学級が増える場合の

教室の確保につきましては、児童生徒数の減少に伴

う余剰教室を活用することで対応が可能であると考

えております。 

 また、教職員につきましては、北海道教育委員会

において加配定数からの振り替えなどにより対応し

ているところであり、市といたしましても学習支援

員等の配置を継続してまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、教職員の変形労働時間制についてでありま

すが、１年単位の変形労働時間制につきましては、

教職員の働き方改革を推進する一つの選択肢となる

ものであり、制度の導入、活用につきましては、そ

れぞれの学校の実情や教職員の状況に応じて検討を

行っていく必要があると考えております。 

 この制度につきましては、時間外在校等時間が前

年度の上限時間の範囲内であったかなどの状況や、

在校等時間の長時間化を防ぐための実施状況等を確

認をし、適用対象期間において上限時間の範囲内と

見込まれる場合に判断をするということとなってい

ることから、各学校の現状把握が必要であると考え

ております。 

 制度の導入につきましては、各学校の勤務実態の

把握などを行いながら検討していかなければならな

いと考えております。 

○井戸達也議長 以上で、代表質問を終了します。 

 近藤憲治議会運営委員長。 

○近藤憲治議員 －登壇－ 本定例会の開会当初に

おきまして、本議会の運営に関する諸般の事項につ

いて議会運営委員会の結果を御報告申し上げ、御了

承いただいたところでありますが、その方針により

まして、この際、私から動議を提出いたします。 

 ただいま上程されております議案第１号から議案

第12号までの12件につきましては、これから申し上

げるような特別委員会を設置して、これに付託の

上、来る18日までに審査されますようお願いしたい

と思います。 

 その特別委員会の名称は、令和３年度予算等審査

特別委員会と称し、委員の構成は議長を除く全議員

にされたいと思います。 

 議員皆様の御賛同を賜りますようお願い申し上

げ、動議の提出といたします。 

○井戸達也議長 ただいま議会運営委員長からお聞

きのような動議が提出され、所定の賛成者がおりま

すので、本動議は成立しました。 

 直ちにこの動議を議題としてお諮りをいたしま

す。 

 本動議のとおり決定することに御異議ありません
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か。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議がありませんので、そのように決定しまし

た。 

 すなわち、一括上程中の議案第１号から議案第12

号までの12件は、議長を除く全議員をもって構成す

る令和３年度予算等審査特別委員会を設置し、これ

に付託の上、18日までに審査することに決定しまし

た。 

 なお、本特別委員会の選任は、先ほど申し上げた

とおり、この宣告をもって選任を行ったものとしま

すから御了承願います。 

 以上のとおり、新年度予算及びその関連議案の12

件は、特別委員会で審査を行うこととなりました。

委員の皆様の精力的な審査をお願い申し上げます。 

─────────────────────── 

○井戸達也議長 以上で、本日の議事日程は全て終

了しました。 

 これで本会議は休会となり、再開は22日午前10時

としますから参集願います。 

 本日はこれで散会とします。 

 御苦労さまでした。 

午後２時51分散会 
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○議事日程第５号 

令和３年３月22日午前10時00分開議 

日程第１ 委員会審査報告案12件 

（議案第１号～第12号） 

日程第２ 議案第28号～第29号 

○議事日程第５号の追加及び変更 

日程第３ 委員会審査報告案２件 

（議案第28号～第29号） 

日程第４ 議案第30号 

日程第５ 議案第31号 

日程第６ 議案第32号 

日程第７ 議案第33号 

日程第８ 諮問第１号 

日程第９ 議員の派遣について 

日程第10 その他会議に付すべき事件（１件） 

─────────────────────── 

○本日の会議に付した事件 

議案第１号 令和３年度網走市一般会計予算（修

正案及び修正部分を除く原案可決） 

議案第２号 令和３年度網走市市有財産整備特別

会計予算（原案可決） 

議案第３号 令和３年度網走市国民健康保険特別

会計予算（同） 

議案第４号 令和３年度網走市網走港整備特別会

計予算（同） 

議案第５号 令和３年度網走市能取漁港整備特別

会計予算（同） 

議案第６号 令和３年度網走市介護保険特別会計

予算（同） 

議案第７号 令和３年度網走市後期高齢者医療特

別会計予算（同） 

議案第８号 令和３年度網走市水道事業会計予算

（同） 

議案第９号 令和３年度網走市簡易水道事業会計

予算（同） 

議案第10号 令和３年度網走市下水道事業会計予

算（同） 

議案第11号 網走市常勤の特別職に属する職員の

給与に関する条例及び網走市常勤の

特別職に属する職員の給与に関する

条例の特例に関する条例の一部を改

正する条例制定について（同） 

 議案第12号 網走市介護保険条例の一部を改正す

る条例制定について（同） 

議案第28号 令和２年度網走市一般会計補正予算

（同） 

議案第29号 網走市基金条例の一部を改正する条

例制定について（同） 

議案第30号 網走市副市長の選任について（同意

決定） 

議案第31号 網走市教育委員会教育長の任命につ

いて（同） 

議案第32号 網走市監査委員の選任について

（同） 

議案第33号 網走市公平委員の選任について

（同） 

諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦について

（可と答申） 

その他会議 付託事件の閉会中継続審査について 

に付すべき （承認） 

事件（５） 

─────────────────────── 

○出席議員（１６名） 

石 垣 直 樹 

井 戸 達 也 

小田部   照 

金 兵 智 則 

川原田 英 世 

工 藤 英 治 

栗 田 政 男 

近 藤 憲 治 

澤 谷 淳 子 

立 崎 聡 一 

永 本 浩 子 

平 賀 貴 幸 

古 田 純 也 

松 浦 敏 司 

村 椿 敏 章 

山 田 庫司郎 

─────────────────────── 

○欠席議員（０名）  

─────────────────────── 

令和３年第１回定例会 

網 走 市 議 会 会 議 録 第 ５ 日 

令和３年３月 22 日（月曜日） 
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○説明のため出席した者 

 市 長    水 谷 洋 一 

 副 市 長    川 田 昌 弘 

 企画総務部長    岩 永 雅 浩 

 市民環境部長    酒 井 博 明 

 健康福祉部長    桶 屋 盛 樹 

 農林水産部長    川 合 正 人 

 観光商工部長    田 口   徹 

 建設港湾部長    吉 田 憲 弘 

 水 道 部 長    脇 本 美 三 

 庁舎整備推進室長    後 藤 利 博 

 企画調整課長    北 村 幸 彦 

 総務防災課長    田 邊 雄 三 

 財 政 課 長    古 田 孝 仁 

…………………………………………………………… 

 教 育 長    三 島 正 昭 

 学校教育部長    林   幸 一 

 社会教育部長    吉 村   学 

 

○事務局職員 

事 務 局 長    武 田 浩 一 

次 長    伊 倉 直 樹 

総務議事係長    神 谷 浩 一 

総務議事係主査    寺 尾 昌 樹 

      係    早 渕 由 樹 

 

午前10時00分開議 

○井戸達也議長 おはようございます。 

 本日の出席議員は16名で、全議員が出席しており

ます。 

ただいまから、本日の会議を開きます。 

 

○井戸達也議長 本日の会議録署名議員として、栗

田政男議員、近藤憲治議員の両議員を指名します。 

 

○井戸達也議長 ここで、諸般の報告の追加につい

て報告します。 

 既に印刷してお手元に配付のとおり、本定例会の

付議事件として議案６件、諮問１件、委員会審査報

告案12件、その他会議に付すべき事件１件の合計12

件を追加しておりますので、承知願います。 

 なお、市長から網走市土地開発公社に関する経営

状況説明書が法令に基づき提出されておりますの

で、お手元に配付しておりますから、それによって

承知願います。 

 本日の議事日程は、既に印刷して配付のとおり、

第５号のとおりであります。 

 日程に従い、直ちに議事に入ります。 

 

○井戸達也議長 日程第１、委員会審査報告案12

件、議案第１号から議案第12号までの合わせて12件

を一括して議題とします。 

 本件は、去る３月10日の本会議において令和３年

度予算等審査特別委員会に付託した案件であります

ので、その審査結果について、委員長の報告を求め

ます。 

 令和３年度予算等審査特別委員会、山田庫司郎委

員長。 

○山田庫司郎議員 －登壇－ ただいま議題となり

ました令和３年度各会計予算及び関連議案の３件に

つきまして、予算等審査特別委員会の審査経過と結

果について御報告申し上げます。 

 去る３月10日に本特別委員会が設置され、私が委

員長に、副委員長には立崎委員が選任され、以降18

日までに実質６日間にわたりまして延べ51名の委員

による質疑を通し、慎重かつ詳細にわたって審査を

行ってきたところでございます。 

 審査の結果につきましては、議案第１号令和３年

度網走市一般会計予算に対しまして、修正案が提出

されました。内容ですが、歳入については款の繰入

金、市債及び項の基金繰入金、市債を１億1,750万

円を減額し、歳出については款の教育費、項の保健

体育費を１億1,750万円を減額するものです。 

 委員会での審査経過でございますが、初めに提出

者から修正案の提案理由説明が行われ、その修正案

に対して４名の委員による質疑が行われた後、反

対、賛成の討論がそれぞれ２名の委員からありまし

た。その後、修正部分に関して、起立による採決を

行い、賛成多数で修正案を可決すべきものとし、修

正された第１号議案を大方の委員の意向として報告

すべきものと取りまとめたところでございます。 

 なお、審査結果及び質疑の内容から、議案第１号

について３項目の附帯意見を付すことがよろしいと

いうことに決定をいたしました。附帯意見の内容に

つきましては、既に印刷してお手元に御配付のとお

りでございます。 

 次に、議案第３号、議案第４号、議案第６号及び

議案第７号の４件につきましては、大方の委員の意

向として原案どおり可決すべきものと決定し、ま

た、議案第２号、議案第５号及び議案第８号から議
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案第12号までの７件につきましては、委員全員の一

致により原案どおり可決すべきものとした次第でご

ざいます。 

 以上が、予算等審査特別委員会での審査経過と結

果でございます。 

 議員の皆様におかれましては、本委員会の決定に

御賛同賜りますようお願いを申し上げまして、本特

別委員会の審査報告といたします。 

○井戸達也議長 以上で、委員長の委員会審査報告

を終わります。 

 これより、委員長の報告に対する質疑に入りま

す。 

 質疑ありませんか。 

 永本議員。 

○永本浩子議員 －登壇－ それでは、ただいまの

予算等審査特別委員会の委員長報告に対して質疑を

させていただきます。 

 修正の結果、削除された学校給食設備整備事業に

関してですが、調理員が２名から３名の小規模調理

場では緊急の調理員の欠勤の際、人員確保が大変困

難で子供たちへの給食提供への危惧が実際にあった

ことを質疑させていただきましたが、修正提案では

横の連携が取れているので急な人員確保も問題はな

いとの発言がありました。しかし、平成27年以降、

毎年７名から10名の辞職者が続き、人の入れ替わり

が激しい現状の中、本当に横の連携で人員の確保が

できるのか、具体的にどのような連携体制が構築さ

れているのか、実際には教育委員会が苦慮しながら

対応しているのではないかとの懸念が残ります。 

 さらに、雇用の安定化や加速度を増している少子

化にも対応できるのか、事故が起きるリスクが高く

なるのでは等の質疑も複数の委員から出されており

ました。 

 ただいまの委員長報告では、修正に至る議論の経

過はほとんど触れられておりませんが、こうした議

論経過について、どのように押さえていらっしゃる

のかお伺いいたします。 

○井戸達也議長 山田庫司郎委員長。 

○山田庫司郎議員 お答えをしたいというふうに思

います。 

 永本議員から質問を頂きました。 

 確かに委員長報告の中に審議経過について詳しく

触れていないことについては申し訳なく思うところ

もございますけれども、予算特別委員会等の議事録

等を含めて、ぜひ詳細については御一読いただけれ

ばと、こんなふうに思います。 

 それで、個人的見解は委員長の立場として、しな

いことを御容赦いただいてお答えをさせていただき

ますが、予算審査の過程において永本議員から出た

ような議論がなされたのは事実でございます。 

 以上です。 

○井戸達也議長 永本議員。 

○永本浩子議員 ただいま委員長のほうから、その

ような議論があったことは事実でありますという御

答弁を頂きました。 

○井戸達也議長 暫時休憩いたします。 

午前10時11分休憩 

午前10時16分再開 

○井戸達也議長 再開いたします。 

 永本議員の二度目の質疑の内容について、本人か

ら撤回の申入れがありましたので、議事録削除とさ

せていただくことでよろしいでしょうか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 それでは、ほかに質疑ございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 質疑なしと認めます。 

 それでは次に、討論を行います。 

 討論の通告がありますので、順次発言を許しま

す。 

 村椿敏章議員。 

○村椿敏章議員 －登壇－ 私は日本共産党議員団

を代表して、議案第３号国民健康保険特別会計、議

案第４号網走港整備特別会計、議案第６号介護保険

特別会計、議案第７号後期高齢者医療特別会計につ

いて、反対の立場から討論を行います。 

 まず、国民健康保険特別会計についてでありま

す。 

 令和３年度から資産割をなくし、基金から1,700

万円を繰入れをするということについては評価をい

たします。しかし、網走市の１人当たりの保険料は

全道の中でも高い位置にあります。低所得者層や中

間所得者層の人たちの保険料が下がることを望むも

のであります。また、滞納世帯に対する資格証とい

う保険証の取上げはここ数年間毎年30件程度発行し

ており、命に関わる問題であり、発行すべきもので

はないことから認められるものではありません。 

 次に、網走港整備特別会計についてであります。 

 港湾計画については、当初から計画が過大である

ことを指摘しました。その後、基本計画を何度か下

方修正して外貿20.6万トン、内貿64.4万トンと、昭
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和63年の計画から見ると、外貿で４分の１、内貿で

３分の１に引き下げました。それでも実績は外貿11

万9,000トン、利用率は57.8％、内貿32万1,000ト

ン、利用率は49.7％、合わせても目標の51.6％の利

用状況であり、この数字からも港湾計画が過大なも

のであることがわかります。 

 また、土地が思うように売却されない状況で、赤

字という繰上充当金が10億6,829万円もあります。

土地が売れない限り赤字が減らない背景であり、危

険な状態が続いています。 

 これまで指摘してきたように、国のゼロ金利政策

に助けられている状況で金利が上昇すれば第２の能

取特会になりかねない背景であり、反対でありま

す。 

 次に、介護保険についてであります。 

 第８期高齢者保健福祉事業計画・介護保険事業計

画が策定されて、保険料の基本となる第５段階の金

額は月額5,799円、年額６万9,588円となりました。

12段階では1.8倍の月額１万438円、年額では12万

5,258円にもなります。 

 高齢者は社会保障である介護保険料の引上げと利

用料の負担増で暮らしが押し潰されそうな負担とな

り、悲鳴の声が聞こえてきます。国がせめて50％を

負担すれば、このような保険料にはならないことか

ら、国の責任は重大であります。保険あって介護な

しと言われても仕方のない状況であり反対でありま

す。 

 次に、後期高齢者医療についてであります。 

 この医療制度は75歳以上の高齢者を別立ての保険

に囲い込むものであり、平成30年度では保険料が引

上げになり、昨年度の見直しでも保険料が引き上げ

られました。令和２年度の短期証の発行は18人、差

押えは６件となっており、とりわけ低所得者層には

厳しい状況にあります。この制度は75歳以上の高齢

者を差別する医療制度であり、世界にも類例のない

制度であります。 

 健康診査について、依然として受診率が上がらな

い状況が続いていて、全国平均より大きく下回って

おります。早期発見、早期治療のためにも健康診査

受診率の向上が求められております。 

 この制度は民主党政権時に廃止することになりま

したが、自民党政権になって先送りになり今日に至

っています。高齢者を差別する制度は早期に廃止し

なければならない制度であることから反対でありま

す。 

 以上、基本的な理由を述べて、日本共産党議員団

として反対いたします。 

○井戸達也議長 金兵智則議員。 

○金兵智則議員 －登壇－ 私は、令和３年度網走

市一般会計予算修正案に賛成の議員である栗田議

員、小田部議員、石垣議員及び賛成の会派でありま

す日本共産党議員団、民主市民ネットを代表いたし

まして討論いたします。 

 新型コロナウイルス感染症の猛威がいまだに我々

の生活に大きな影響を及ぼしている状況にありま

す。網走市も、これまでにその都度必要と思われる

対策を行い対応してまいりました。そして、いよい

よワクチンの接種が始まります。その効果によって

は、ウィズコロナ、アフターコロナを見据えた市政

運営にかじを切らなければなりません。さらに、新

型コロナウイルス感染症の影響はまだまだ続きま

す。その対応策においても継続して取り組んでいか

なければなりません。加えて、人口減少、超高齢社

会が進む中、子育て支援対策、移住政策などを含め

た交流人口の拡大、観光政策の強化、医療・福祉政

策の充実などを行っていかなければなりません。 

 今回、提案をされました令和３年度一般会計予算

の大方の部分に関しましては、ある程度それらを踏

まえた予算編成になっているというふうに見受けら

れましたけれども、予算執行に当たっては市民に対

してしっかりとした情報提供を行うとともに、市民

と協議をしながら事業を行っていただきたい。 

 また、教育委員会関連予算、特に学校教育部に関

する事業においては、子供たちに主眼を置いた事業

構築がなされているのか不安に感じる部分もありま

した。ＧＩＧＡスクール構想におけるＩＣＴ教育関

連事業、部活動に関わる事業、地域との協力で進め

ていく事業などは改めて将来の網走を担うであろう

子供たちのためであるということを認識し、地域と

の協働を進めながら事業を行っていただきたい。 

 そして、学校給食に関してですが、将来一部民間

委託を行うという前提の下、給食調理場の集約化が

提案されました。これまでも種々議論を行ってきた

わけですが、安心・安全な給食を将来にわたって継

続して提供していくために、集約化、一部民間委託

を行うこと、民間でできることは民間に協力を仰ぐ

という市の方針があるということを何度も御説明を

頂きましたが、逆にそれでなければいけないという

こと、今やらなければならないということは、残念

ですが最後まで理解することができませんでした。 
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 そして、未来ある子供たちのために行われる事業

は、大人の都合で行われてはならない。常に子供た

ちの立場に寄り添い進めなければならないと、改め

て感じました。 

 さらに、子供の出生数が少なくなり、今後子供た

ちが学んでいく環境についても考えなければならな

い時期が来たのだと思います。 

 それらを踏まえまして、学校給食に関しましては

一度立ち止まり、子供たち、保護者、地域そして市

民みんなで議論を行いながら、よりよい体制を構築

していく必要があるというふうに考えます。 

 このようなことから、学校給食施設整備事業を除

いた令和３年度網走市一般会計予算修正案につきま

して、①新型コロナウイルスによる影響を鑑み、必

要な対策については国や道の状況を見ながら、市独

自の広範囲にわたる対応を検討・実施すること。②

まちづくりは市民との協働が重要であり、市民生活

に直結する事業については丁寧な説明、周知を行う

とともに事業の精査と情報の共有を十分に図るこ

と。３点目、教育委員会は原点を忘れず、未来ある

子供たちのために、人口減少の課題を認識しながら

地域との協働を進め、教育行政に取り組むこと。 

 以上、３点の附帯意見を付して賛成といたしま

す。 

○井戸達也議長 近藤憲治議員。 

○近藤憲治議員 －登壇－ 私は、議案第２号から

議案第12号について、一括をして賛成の立場の議員

を代表して討論をいたします。 

 市有財産整備、国民健康保険、網走港整備、能取

漁港整備、介護保険、後期高齢者医療の６特別会計

については、総論的に申し上げますと、いずれも財

政運営の持続可能性に配慮がなされた予算編成とな

っております。 

 過去に、多額の累積赤字が問題となった網走港整

備及び能取漁港整備の２特別会計については、保有

地の売却、利活用が着実に進んでおり、会計の健全

化には一定のめどがついたものと受け止めておりま

す。 

 引き続き、長期的な視点に立った土地の有効利用

や既存施設の老朽化対策等を進めて、一層の状況改

善に努めていかれる旨が審査の過程でも明らかにな

ったところであり、大いに期待するものでありま

す。 

 国民健康保険、関連条例改正を含めた介護保険、

後期高齢者医療の各会計は、市民の命と健康を守る

重要な礎を担っております。特に、今後全道統一保

険料へと制度が変化していく国民健康保険において

は、特定健診受診率や後発医薬品使用割合等、各指

標に基づいて各施策を推進しつつ、収納率向上と自

主財源の確保に努められるものと理解いたしまし

た。 

 あわせて水道事業会計、簡易水道事業会計、下水

道会計においては、市民の暮らしを支える水道を今

後の人口減少を見据えつつ、導配水管の更新等を全

体の仕組みを持続可能な形で維持していくための取

組を計画的に進めていく姿勢が示されました。 

 よって、議案第２号から議案第12号については、

いずれも原案賛成すべきものと考えます。 

 以上で、賛成討論を終わります。 

○井戸達也議長 以上で、討論を終わります。 

 それでは、これより採決に入ります。 

 初めに、議案第３号、議案第４号、議案第６号及

び議案第７号の４件を一括して採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 お諮りします。 

 議案第３号令和３年度網走市国民健康保険特別会

計予算、議案第４号令和３年度網走市網走港整備特

別会計予算、議案第６号令和３年度網走市介護保険

特別会計予算、議案第７号令和３年度網走市後期高

齢者医療特別会計予算の４件につきましては、委員

長の報告のとおり可決することに賛成の議員の起立

を求めます。 

（賛成者起立） 

 起立多数であります。 

 よって、議案第３号、議案第４号、議案第６号及

び議案第７号の４件は、委員長の報告のとおり可決

されました。 

 続きまして、議案第１号令和３年度網走市一般会

計予算について採決します。 

 お諮りします。 

 議案第１号令和３年度網走市一般会計予算につい

ては、委員長の報告のとおり、修正部分及び修正部

分を除く原案を可決すべきものと決定することに御

異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第１号令和３年度網走市一般会計予

算は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 次に、議案第２号、議案第５号及び議案第８号か

ら議案第12号までの７件を一括して採決します。 
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 お諮りします。 

 議案第２号令和３年度網走市市有財産整備特別会

計予算、議案第５号令和３年度網走市能取漁港整備

特別会計予算、議案第８号令和３年度網走市水道事

業会計予算、議案第９号令和３年度網走市簡易水道

事業会計予算、議案第10号令和３年度網走市下水道

事業会計予算、議案第11号網走市常勤の特別職に属

する職員の給与に関する条例及び網走市常勤の特別

職に属する職員の給与に関する条例の特例に関する

条例の一部を改正する条例制定について、議案第12

号網走市介護保険条例の一部を改正する条例制定に

ついての７件につきまして、委員長の報告のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第２号、議案第５号及び議案第８号

から議案12号までの７件は、委員長の報告のとおり

可決されました。 

 

○井戸達也議長 次に、日程第２、議案第28号及び

議案第29号の合わせて２件を一括して議題としま

す。 

 提案理由の説明を求めます。 

 企画総務部長。 

○岩永雅浩企画総務部長 －登壇－ ただいま御上

程いただきました議案第28号令和２年度網走市一般

会計補正予算について、提案理由の御説明を申し上

げます。 

 議案資料１ページ、資料15号を御覧願います。 

 １、歳入歳出予算の補正でございますが、一般会

計で５億3,141万3,000円を追加しようとするもので

ございます。 

 款項の区分及び金額につきましては、議案第１表

に記載のとおりでございます。 

 ２、繰越明許費の補正でございますが、年度内に

事業執行が困難な事業につきまして、翌年度に繰り

越して使用できる予算額を新たに定めるものとし

て、その繰越額を一般会計で女満別空港新規就航路

線利用促進事業外計３件、４億1,863万円とするも

のでございます。 

 次に、変更するものは一般会計の新型コロナウイ

ルスワクチン接種事業で100万円を追加し、１億

7,826万6,000円とするものでございます。 

 追加及び変更の内容は議案２、表のとおりでござ

います。 

 ３、地方債の補正でございますが、一般会計で学

校教育事業債の限度額変更といたしまして２億

7,640万円を追加しようとするものでございます。

追加の内容は、議案第３表のとおりでございます。 

 次に、補正予算の内容でございますが、別冊でお

配りをしております事項別明細書５ページを御覧願

います。 

 なお、歳出補正額の財源内訳欄には、特定財源と

なります歳入の内訳を記載しておりますので、説明

は歳出のみとさせていただくことで御了承いただき

たいと存じます。 

 また、国の補正予算を活用して実施する事業につ

きましては、国の補正予算と国民の命と暮らしを守

る安心と希望のための総合経済対策を活用する事業

につきましては、国の総合経済対策と説明欄にその

旨を記載し、あわせて事業の内容を記載しておりま

す。 

 初めに、総務費の財政調整基金費、大学給付型奨

学金基金積立金では、寄附金を基金に積み立てるも

ので１億円の追加でございます。 

 民生費の障がい者福祉費では、放課後等デイサー

ビス給付事業で、道補助金の交付決定に伴う財源補

正でございます。 

 衛生費の健康管理費、新型コロナウイルス感染症

予防資材整備事業では、新型コロナウイルス感染症

防止対策に役立ててほしいとの寄附があったことか

ら感染予防に必要な資材の購入に係る経費として15

万円の追加でございます。 

 その下、新型コロナウイルスワクチン接種事業で

は、国の総合経済対策として行う接種状況を管理す

るためのシステム改修に係る経費として100万円の

追加でございます。 

 農林水産業費の農業振興費、担い手確保・経営強

化支援事業補助金では、国の補正予算を活用し、農

業用機械の導入に対する補助金として2,226万3,000

円の追加でございます。 

 教育費の小学校施設整備費、小学校トイレ改修事

業では、国の補正予算を活用し小学校のトイレ改修

に係る経費として３億2,850万円の追加でございま

す。 

 次に、７ページを御覧願います。 

 同じく、中学校施設整備費、中学校トイレ改修事

業では、国の補正予算を活用し中学校のトイレ改修

に係る経費として7,950万円の追加でございます。 

 同じく、学校保健費では、児童生徒健康管理費で
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国庫補助金の交付決定に伴う財源補正でございま

す。 

 以上が、令和２年度網走市一般会計補正予算の内

容でございますが、今回の補正に係る一般財源所要

額として、地方交付税で127万8,000円を減額するも

のでございます。 

 ８ページを御覧願います。 

 この表は地方債の現在高見込額に関する調書でご

ざいます。 

 なお、令和２年度網走市一般会計補正予算の提出

に伴い、さきに議決を頂きました令和３年度網走市

一般会計予算における事項別明細のうち、地方債の

前々年度の現在高並びに前年度末現在高及び当該年

度末における現在高見込額に関する変更が生じます

ことから、別紙のとおり調書を提出いたします。 

 以上、議案第28号につきまして提案理由の御説明

を申し上げましたが、よろしく御審議賜りますよう

お願いを申し上げます。 

○井戸達也議長 学校教育部長。 

○林幸一学校教育部長 －登壇－ ただいま御上程

いただきました議案第29号網走市基金条例の一部を

改正する条例制定について、提案理由を御説明申し

上げます。 

 議案資料の12ページ、資料16号を御覧いただきた

いと存じます。 

 初めに、条例改正の趣旨でございますが、進学に

当たり、将来に向け社会的に有益な活動を目指す意

欲にあふれ、経済的理由により大学への就学が困難

な生徒に対し、返済が不要な寄附型の奨学金を支給

するため、市内企業からの寄附を積み立てる基金と

して設置することとし、当該条例の一部改正を行お

うとするものでございます。 

 改正の内容でございますが、基金に大学給付型奨

学金基金を追加しようとするものでございます。 

 施行期日につきましては、公布の日から施行しよ

うとするものでございます。 

 以上、議案第29号につきまして御説明を申し上げ

ましたが、よろしく御審議賜りますようお願い申し

上げます。 

○井戸達也議長 以上で、議案の提案理由の説明を

終わります。 

 ただいま提出された議案第28号及び議案第29号の

２件につきましては、議会運営委員会の決定に基づ

きまして、直ちに議事を進めることとし、大綱質疑

を行います。 

 大綱質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 大綱質疑なしと認めます。 

それでは、ただいま上程されました議案第28号及

び議案第29号につきましては、お手元に配付してお

ります議案付託区分表（２）のとおり、所管の各常

任委員会に付託の上、会期中に審査することにした

いと思いますが、これに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

異議なしと認め、そのように決定されました。 

ここで、常任委員会等を開催する必要があります

ので、暫時休憩いたします。 

再開は、追って予鈴をもってお知らせしますか

ら、承知願います。 

午前10時42分休憩 

午後１時20分再開 

○井戸達也議長 休憩前に引き続き、再開します。 

ここで、諸般の報告の追加について報告します。 

既に印刷してお手元に配付のとおり、今定例会の

付議事件として委員会審査報告案２件及びその他会

議に付すべき事件１件の計３件を追加しております

ので、承知願います。 

次に、議事日程第５号の追加及び変更についてお

諮りします。 

既に印刷してお手元に配付のとおり、委員会審査

報告案２件及びその他会議に付すべき事件１件が提

出されておりますので、議事日程第５号の追加及び

変更のとおり決定したいと思いますが、これに御異

議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

異議がありませんので、お手元に配付の議事日程

第５号の追加及び変更のとおり決定されました。 

 

○井戸達也議長 次に、日程第３、委員会審査報告

案２件、議案第28号及び議案第29号の２件を一括し

て議題とします。 

 本件は、休憩前の本会議において関係常任委員会

に付託した案件でありますので、その審査結果につ

いて、順次、委員長の報告を求めます。 

 初めに、総務経済委員会、立崎聡一委員長。 

○立崎聡一議員 －登壇－ 先ほど本会議において

総務経済委員会に付託されました議案につきまし

て、その審査経過と結果について御報告申し上げま

す。 

 本委員会に付託されました議案は、議案第28号令
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和２年度網走市一般会計補正予算中、当委員会所管

分の１件であります。 

 審査の結果といたしましては、議案第28号につい

ては、委員全員の一致により原案可決すべきものと

決定したところであります。 

 以上が、総務経済委員会での審査経過と結果でご

ざいます。 

 議員皆様におかれましては、当委員会の決定に御

賛同賜りますようお願い申し上げまして、委員会の

審査結果の報告といたします。 

○井戸達也議長 次に、文教民生委員会、永本浩子

委員長。 

○永本浩子議員 －登壇－ 先ほどの本会議におい

て文教民生委員会に付託されました議案につきまし

て、その審査経過と結果について御報告申し上げま

す。 

 本委員会に付託されました議案は、議案第28号令

和２年度網走市一般会計補正予算中、当委員会所管

分、議案第29号網走市基金条例の一部を改正する条

例制定についての合わせて２件であります。 

 審査の結果といたしましては、議案第28号及び議

案第29号の２件につきましては、委員全員の一致に

より、原案可決すべきものと決定した次第でありま

す。 

 以上が、文教民生委員会での審査経過と結果でご

ざいます。 

 議員の皆様におかれましては、当委員会の決定に

御賛同賜りますようお願い申し上げまして、委員会

の審査結果の報告といたします。 

○井戸達也議長 以上で、各委員長の委員会審査報

告を終わります。 

 これより、委員長報告に対する質疑に入ります。 

 各委員長の報告に対し、質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 質疑なしと認めます。 

 討論ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 討論がありませんので、議案第28号及び議案第29

号の２件を一括して採決いたします。 

 お諮りします。 

 上程中の議案第28号及び議案第29号の２件は、各

委員長の報告のとおり可決することに御異議ありま

せんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第28号及び議案第29号の２件は各委

員長の報告のとおり可決されました。 

 

○井戸達也議長 次に、日程第４、議案第30号網走

市副市長の選任についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 市長。 

○水谷洋一市長 －登壇－ 議案第30号網走市副市

長の選任についてでありますが、本市副市長の川田

昌弘は令和３年３月31日付で辞職するため、その後

任として後藤利博を選任いたしたく、地方自治法第

162条の規定により、当市議会の御同意をお願いす

るものであります。よろしくお願いをいたします。 

○井戸達也議長 質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 質疑なしと認めます。 

 討論ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 討論がありませんので、採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本件は、原案に同意することに御異議ありません

か。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第30号は同意することに決定しまし

た。 

 ここで、ただいま同意決定いたしました後藤利博

氏から御挨拶を頂きます。 

○後藤利博庁舎整備推進室長 －登壇－ 御挨拶を

させていただきます。 

 ただいま、副市長の選任に御同意を頂き、誠にあ

りがとうございます。心よりお礼を申し上げます。 

 私、微力ではありますが、水谷市長の下、網走市

の発展と抱える課題の解決に向け努力をしてまいり

ます。皆様にはこれまでと同様、御指導・御鞭撻を

賜りますようお願いを申し上げ、簡単ではあります

が御挨拶とさせていただきます。 

 どうぞよろしくお願いをいたします。 

○井戸達也議長 ここで、川田副市長から御挨拶の

申出がありますので、これをお受けすることにいた

します。 

 川田副市長。 

○川田昌弘副市長 －登壇－ 貴重なお時間を頂

き、誠に恐縮ではありますけれども、一言御挨拶を

申し上げます。 
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 このたび任期途中ではございますが、副市長を退

任させていただくこととなりました。 

 昭和54年に市職員に採用され、以来42年間にわた

り皆様方には大変お世話になり、ありがとうござい

ます。 

 今は与えられた職務に対して自分なりに力を尽く

してきたという、そういった思いもあり、今はすが

すがしく安堵の気持ちでいっぱいであります。 

 これまでの公務員生活を振り返ってみますと、昭

和の終わりから平成にかけて東京農業大学や日ハム

ブロイラー施設の建設、そして北方民族博物館、ス

ポーツトレーニングフィールド、これら今網走にと

って形をつくっている、こうした多くのプロジェク

トがこの時期動き出しました。私も秘書、そして財

政という担当でこの10年間、こうしたプロジェクト

に関わってきたことが思い出されます。 

 また、青年会議所活動、そして２年間の北海道庁

における単身赴任生活、こうした活動を通じて培っ

た経験や人脈がその後の私の仕事の大きな力となっ

ていました。今、こうして大過なく職を終えること

になりますが、このことは、水谷市長、そして井戸

議長をはじめ議員の皆様、先輩職員、同僚職員、こ

れらの皆さんのおかげであり、また家族の支えがあ

ったことということで本当に感謝をしております。 

 新年度におきましても、新型コロナウイルスの対

応や新庁舎の建設といった全市一体となって取り組

まなければならない課題が山積をしておりますが、

皆様方の一層の御活躍と御健勝を心から御祈念を申

し上げまして、簡単ではありますけれども、退任の

挨拶とします。どうも長い間、ありがとうございま

した。 

○井戸達也議長 川田副市長、本当に長い間お疲れ

さまでした。そして、ありがとうございました。 

 

○井戸達也議長 次に、日程第５、議案第31号網走

市教育委員会教育長の任命についてを議題としま

す。 

 提案理由の説明を求めます。 

 市長。 

○水谷洋一市長 －登壇－ 議案第31号網走市教育

委員会教育庁の任免についてでございますが、本市

教育委員会教育長の三島正昭は令和３年３月31日で

辞職するため、その後任として岩永雅浩を任命いた

したく、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

第４条第１項の規定により、当市議会の御同意をお

願いするものであります。よろしくお願いをいたし

ます。 

○井戸達也議長 質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 質疑なしと認めます。 

 討論ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 討論がありませんので、採決いたします。 

 お諮りします。 

 本件は、原案に同意することに御異議ありません

か。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第31号は同意することに決定しまし

た。 

 ここで、ただいま同意決定いたしました岩永雅浩

氏から御挨拶を頂きます。 

○岩永雅浩企画総務部長 －登壇－ ただいま教育

長として御同意を頂き、深く感謝申し上げますとと

もに、その職責の重さに身の引き締まる思いでござ

います。 

 三島教育長のつくってこられた道筋を揺るぎない

ものとし、本市教育のさらなる充実と発展のため

に、微力ではありますが誠心誠意全力を尽くしてま

いる所存でございますので、皆様方には御指導を賜

りますようお願いを申し上げまして、挨拶とさせて

いただきます。よろしくお願いいたします。 

○井戸達也議長 ここで、三島教育長から御挨拶の

申出がありますので、これをお受けすることにした

いと思います。 

 三島教育長。 

○三島正昭教育長 －登壇－ 退任に当たり一言御

挨拶申し上げます。 

 就任してから５年間教育長として教育行政に携わ

らせていただき、この間議員の皆様はじめ多くの

方々の御指導と御支援を頂き、心から感謝を申し上

げます。 

 現在、教育を取り巻く環境、人口減少や社会情勢

の変化、またＧＩＧＡスクール構想など大きく変化

をしておりますけれども、未来をつくり出す子供た

ちのさらなる豊かな学びと成長を願いまして、挨拶

とさせていただきます。大変ありがとうございまし

た。 

○井戸達也議長 三島教育長、本当に長い間お疲れ

さまでした。そして、ありがとうございました。 
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○井戸達也議長 次に、日程第６、議案第32号網走

市監査委員の選任についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 市長。 

○水谷洋一市長 －登壇－ 議案第32号網走市監査

委員の選任についてでございますが、本市監査委員

の藤原誉康氏は令和３年３月31で任期満了となりま

すが、引き続き同氏を選任いたしたく、地方自治法

第196条第１項の規定により、当市議会の御同意を

お願いするものであります。 

 よろしくお願いをいたします。 

○井戸達也議長 質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 質疑なしと認めます。 

 討論ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 討論がありませんので、採決いたします。 

 お諮りします。 

 本件は、原案に同意することに御異議ありません

か。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第32号は同意することに決定しまし

た。 

 

○井戸達也議長 次に、日程第７、議案第33号網走

市公平委員会委員の選任についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 市長。 

○水谷洋一市長 －登壇－ 議案第33号網走市公平

委員会委員の選任についてでございますが、本市公

平委員会委員の川瀬敏朗氏は令和３年３月31日で任

期満了となりますが、引き続き同氏を選任いたした

く、地方公務員法第99条の２第２項の規定により、

当市議会の御同意をお願いするものであります。 

 どうぞよろしくお願いをいたします。 

○井戸達也議長 質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 質疑なしと認めます。 

 討論ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 討論がありませんので、採決いたします。 

 お諮りします。 

 本件は、原案に同意することに御異議ありません

か。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第33号は同意することに決定しまし

た。 

 

○井戸達也議長 次に、日程第８、諮問第１号人権

擁護委員候補者の推薦についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 市長。 

○水谷洋一市長 －登壇－ 諮問第１号人権擁護委

員候補者の推薦についてでございますが、本市人権

擁護委員の東義真氏は、令和３年６月30日で辞任と

なりますが、その後任として中島一也氏を推薦いた

したく、人権擁護委員法第６条第３項の規定によ

り、当市議会の御意見を求めるものであります。 

 よろしくお願いをいたします。 

○井戸達也議長 質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 質疑なしと認めます。 

 討論ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 討論がありませんので、採決いたします。 

 お諮りします。 

 本件は、可と答申することに御異議ありません

か。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 よって、諮問第１号は可と答申することに決定し

ました。 

 

○井戸達也議長 次に、日程第９、議員の派遣につ

いてを議題とします。 

 お諮りします。 

 議員の派遣については、お手元に配付のとおり派

遣することにしたいと思いますが、これに御異議あ

りませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 したがって、議員の派遣については、お手元に配

付しましたとおり派遣することに決定しました。 

 なお、この際お諮りいたします。 

 ただいま議決した議員の派遣について、諸般の事

情により変更する場合には議長に一任を願いたいと

思いますが、これに御異議ありませんか。 
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。 

 よって、そのように決定しました。 

 

○井戸達也議長 次に、日程第10、その他会議に付

すべき事件１件を議題とします。 

 本件は、付託事件の閉会中継続審査についてであ

りますが、既に印刷して配付のとおり、本定例会で

関係委員会に付託した案件３件、及び既に付託され

ている案件28件の合計31件は、それぞれ各関係委員

長から閉会中継続審査の申出がありましたので、そ

れを承認することにしたいと思いますが、これに御

異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認め、そのように決定しました。 

 

○井戸達也議長 以上で、本定例会の付議議件は全

て終了しました。 

 これをもちまして、令和３年網走市議会第１回定

例会を閉会します。 

 大変御苦労さまでした。 

午後１時41分閉会 

 

  



- 126 -  

 

 

 

 

 地方自治法第１２３条第２項の規定によりここに署名する。 

 

 

     網走市議会議長    井 戸 達 也 

 

 

        署名議員    栗 田 政 男 

 

 

        署名議員    近 藤 憲 治 

 

 


